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要   約 
 
序章 ・・・・本研究における問題の所在 
 本章では，本研究における問題の所在を明確にすることを目的に，先行研究を整理した。
その結果，学校では不登校や学級崩壊等，個人や集団での解決が迫られる課題が山積して
いること，課題に対して教員間による協働，教員とスクールカウンセラ （ー以下 SC と略記）
協働により，児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，相談等が主に生徒指導や教育
相談を通して行われていることが示唆された。しかし SC の活用は，教員と SC との役割分
担の曖昧さ，教員と SC 間の情報共有の不十分さ，非常勤待遇による限られた時間設定，SC
への研修やバックアップ体制の不十分さ等，課題が山積していた。考察では，学校支援と
教員間および教員と SC 協働による学校支援について検討し，両者の協働を円滑に行うこと
が可能な学校支援の在り方を明らかにする必要性が示唆された。 
 
第１章 ・・・スクールカウンセリングおよび学校支援における教員と SC協働 
本章では，教員と SC 協働について，スクールカウンセリングと学校支援の視点から心理
学と教育学の先行研究を概観し，本研究における学校支援での SC の位置づけを述べた。そ
の結果，教員間と教員と SC の間では，組織的な協働の重要性が目指されているものの，実
際には組織的な協働は困難であること，従来，教員間，教員と SC 協働は，教育学や心理学
の分野で研究されてきたために，相互関連性は十分に議論されていないこと，これらの協
働を支える学校支援についても，個別に議論されてきたために，曖昧であることが示唆さ
れた。考察では，これらの課題を克服する本研究の目的は，学校支援と教員間及び教員と
SC との協働による学校支援を検討し，両者の協働を円滑に行える学校支援のあり方を明ら
かにすることが考えられた。 
 
第 2章 ・・・教員と SC協働による学校支援に関する先行研究の概観 
第 2 章では，教員間の協働，教員と SC 協働，協働の内容と関連要因，協働的な関わり方，
学校支援のあり方を探索することを目的に，教員と SC 協働と学校支援に関する 86 編から
なる先行研究の概観を行った。その結果，学校支援の整備や専門的役割・業務の明確化が
重要であることが共通の知見として示された。相違点としては，教員と SC 間では専門性の
相互理解が難しいことや，教員と SC 間の守秘義務，援助的枠組みの違い等が検討され，教
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員間では，SC や特別支援，医療機関との異職種との協働や，教員間の協働，といった学校
支援の全体についての検討が見られた。考察として，SC は周囲とのネットワークをつなぐ
ことを目的に研究方法が選択され，教員間は学校全体のマネジメントのために，学校全体
を把握するべく様々な手法を取られると考えられた。 
 
第 3章 ・・・SCから見た学校支援に関する研究 
第 3 章では， SC から見た学校支援の現状や協働的な背景について探索するために，13
名による SC 及び経験者対象の面接調査を行った。その結果学校支援では，情報共有，役割
分担，支援のための疎通性，管理職の協働的配慮，設置者の関わり，学校規模，協働の促
進要因と阻害要因という 8 つのコアカテゴリ，協働的な背景では SC の職業的発達，教員や
SC の専門性，学校と個別相談機関の支援形態，SC から見た学校種の特性，学校支援に特
化した学校の 5 つのコアカテゴリが生成された。考察では，学校支援の影響は教員間，教
員と SC 間全てに影響を及ぼすこと，教員と SC 間に協働を促す養成教育・研修が必要にな
ることが示された。 
 
第 4章 ・・・教員間協働と SC協働との関連性 
第 4 章では，教員の立場から見た学校支援構築を探索するために，SC との協働先進中学
校である校長，研究主任，養護教諭への面接調査及び，学校支援を構築した小学校の教務
主任の報告書について再分析を行った。その結果，教員と SC 協働や学校支援構築には，教
員間の協働も視野に入れた学校の実情に合った校務分掌の設定や配置，全校での授業研究
の推進，児童生徒支援のための定期的な会議設定，それらを行う上部組織の活性化等，総
合的な組織設定，経営の必要性が示唆された。考察において，教員と SC 協働が促進される
学校支援の構築には，管理職が協働可能な学校へのビジョンに基づいた組織設計を行い，
主任層が一般教職員の状況を踏まえ，現実的な組織運営や調整を行う必要性が示唆された。 
 
第 5章 ・・・教員間協働と SCの協働との関連性 
第 5 章では，教員間と教員と SC 協働について，学校支援の視点からの関連性を量的分析
により検討するために，小中高等学校教員 363 名を対象に実態分析（χ2検定），因子分析，
相関分析，分散分析，共分散構造分析を行った。その結果，学校支援体制の充実度と教員
と SC 協働および教員間協働は関連しており，各種会議の開催や SC の職員室机の設置，SC
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への懇親会への勧誘を行うところは教員間協働，教員と SC 協働も活発であり，教員間の生
徒指導の集団効力感とも関連していた。さらに，管理職の協働的配慮と学校支援体制と協
働も関連していた。そこで，管理職の協働的配慮，学校支援体制，協働により，生徒指導
の集団効力感を予測するモデルを立てて検討したが，当てはまりの良いモデルとはいえな
かった。従って，管理職の協働的配慮，学校支援体制，協働，生徒指導の教師集団効力感
において関連が見られたことについて，考察を行った。 
 
第 6章 ・・・本研究の総括 
第 6 章では，本研究の調査部分である 3～5 章までの結果をまとめ，課題と展望を述べる
ために，教員間協働，教員と SC 協働，学校支援との全体像及び教員間協働と教員と SC 協
働の特徴，各協働を規定する要因について述べた。その結果，学校内の協働は教員間協働，
教員と SC 協働，教員間協働に大別され，学校支援体制や管理職の協働的配慮と関連するこ
とが考えられた。考察では，より良い協働を構築するために，管理職やミドルリーダーが
中心となって現状を把握し，ビジョンを掲げること，教員間の協働では，会議手法の整理
や教員の専門性強化，校内支援チームの編成，校内研修の改善等が考えられた。教員と SC
協働では，SC の職員室机の設置や懇親会への勧誘，SC の会議参加等の方略が示唆された。 
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序章 本研究における問題の所在 
 
今日，学校では不登校やいじめ等個別の対応が必要な課題に加え，暴力行為や学級崩壊
等，集団での解決が迫られる課題が山積している。このような課題に対して学校では，教
員間による協働，教員と SC による異職種間の協働によって，児童生徒の問題行動への対応
や心理面のケア，相談等が，主に生徒指導や教育相談を通して行われている。 
SC とは，児童生徒の諸問題への解決に向けて学校におけるカウンセリング機能の充実を
図るために，文部科学省によって 1995 年に設置された臨床心理の専門的な知識・経験を有
する学校内の「心の専門家」のことである（文部科学省，2007）。配置当初の 1995 年当初
は，154 校だったが，2013 年には 20,310 校に配置されている（文部科学省，2014）。 
公立小中学校における暴力行為，不登校，いじめの発生状況に関する全国調査では，SC
が派遣されていない学校より，2 年間以上 SC が派遣されている学校の方が，問題行動の発
生件数が少ないことが報告されている（Table0-1；文部科学省，2007）｡このことから SC
の学校配置は，いじめや不登校，暴力行為に対する手立てとして一定の成果を上げている
ことが示唆されている。 
 
Table0-1 平成 14～16年度 SC派遣校における問題行動等の派遣前（平成 13年度）と 
派遣後（平成 16年度）の発生状況比較（文部科学省，2007より抜粋） 
問題行動等 年度 
SC 派遣校における発生状況 全国における発生状況 
2 年以上派遣 増減率 SC 派遣無 増減率 
暴力行為発生
件数（学校内） 
平成 13 年 12595 件 
-13.3% 
31018 件 
-9.5% 
平成 16 年 10924 件 28084 件 
不登校 
児童生徒数 
平成 13 年 56661 人 
-14.8% 
138722 人 
-11.1% 
平成 16 年 48294 人 123358 人 
いじめ発生 
件数 
平成 13 年 7887 件 
-21.4% 
22841 件 
-14.8% 
平成 16 年 6203 件 19466 件 
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しかし SC の活用においては，教職員と SC との役割分担の曖昧さ，教員と SC 間の情報
共有の不十分さ，非常勤待遇による限られた時間設定（山田・菊島，2007），SC への研修
やバックアップ体制の不十分さ（岡本，2008；梶谷，2008）等，課題が山積している。 
児童生徒の問題行動及び心理面のケアや相談を行うにあたっては，学校長のリーダーシ
ップのもと，学校支援の連絡・調整に当たる教育相談担当教員をコーディネーター役とし，
学校が一体となって対応する体制の整備が望まれている（文部科学省，2007）。しかし，問
題行動への対応や心理面のケア，相談を職務として行う教員やそのような教員を養成する
機関は少ない。また，それらの活動を管理･監督する職が定められておらず，たとえいたと
しても交代すると校務分掌で割り振られた支援に関する仕事の内容が変わることが多い。
さらに，教育相談担当教員の考えている児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，相
談の定義によって支援の内容が異なること，支援を全体像としてとらえる評価システムが
不足していること，児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，相談の組織化が十分に
なされていないことが指摘されている（西山・淵上，2005）。 
そこで第１章では，児童生徒の問題行動の対応や心理面のケア，相談に関する教員と SC
協働について，スクールカウンセリングおよび学校支援の視点から述べる。 
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第１章 スクールカウンセリングおよび学校支援における
教員と SC協働 
 
児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，相談における教員と SC 協働については，
教育心理学や臨床心理学といった心理学の領域や教育学の領域で，スクールカウンセリン
グや学校支援の視点から研究されている。これらの研究の蓄積によって，児童生徒の支援
のあり方等に関して多様な知見が得られている。そこで本章では，これらの知見を踏まえ
て，児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，相談に関する教員と SC 協働について，
スクールカウンセリングと学校支援の視点から概観する。それらを踏まえて，本研究での
学校支援における SC の位置づけについて述べる。 
 
第１節 教員とスクールカウンセリングの協働から見た学校支援の特徴 
第１項. スクールカウンセリングから見た教員と SC協働 
スクールカウンセリングとして行われる児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，
相談に関する教員と SC 協働としては，教員と SC 協働，学校組織内部の協働，学校組織内
外の協働に関する事例や実践が報告されている。 
教員と SC 協働では，教員と SC の相互コンサルテーションの意義について検討した実践
研究から，担任・保護者・SC による従来から行われている相互コンサルテーションのみな
らず，そこを基盤として，保護者へコンサルテーションおよびカウンセリングを行うとい
った，SC が事例に応じて協働を構築していく重要性が示されている（田村・石隈，2003）。 
学校組織内部の協働では，校内委員会の設置の意義を検討した事例から，教員・SC 間の
情報共有の場の整備は，SC 活動に必要な情報を与えるだけでなく，教員の援助技術の向上
や教員関係・当事者として関わる意識にも肯定的な影響を及ぼすことが示唆されている（家
近・石隈，2007）。 
学校組織内外の協働に関しては，SC が外部機関との連携を判断する基準や問題の好転化
の要因として，関係性では生徒や保護者・教職員からの信頼を得ていることや教職員の事
例に対する共通理解があること，事前知識として，SC 自身が関係機関の情報や，児童生徒
の状況を理解するための専門的な知識を理解していること等が示唆されている（中村・塚
原他，2013）｡すなわち，SC が効果的な外部連携を行うには，専門知識や児童生徒，保護
者の信頼関係だけでなく，教員との信頼関係や共通理解が重要であると考えられる｡ 
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しかし教員と SC との協働に関して，教員を対象とした調査では，学校組織に SC が関与
することについての教員の期待が低いことによる協働の困難さが指摘されている（伊藤，
2009；河村・武蔵・粕谷，2005）｡一方，SC を対象とした調査や報告では，教員が児童生
徒の対応を SC に丸投げすることや逆に抱え込むこと（原田，2004），限られた勤務体制の
なかで，SC としての専門性を確立し，存在感を周囲に示していく難しさ（山田・菊島，2007：
小林，2008），生徒の問題に対してどのように支援するのか判断する等，SC が移譲された
権限について自信を持ちにくいこと（瀬戸･石隈，2003）が指摘されている。さらに初任者
SC は，勤務校で求められる役割の曖昧さから，業務困難に陥る場合があることが報告され
ている（上田，2010）。このように，教員と SC 協働は，教員の立場から見ても，SC の立
場から見ても，順調とは言い難いことが示唆されている。効果的な協働のためには，何ら
かの手立てが必要であると考えられる。 
 
第２項. 生徒指導および教育相談からみた教員と SC協働 
児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，相談においては，生徒指導や教育相談が
重要な役割を担っている（文部科学省，2010）。 
生徒指導とは，「一人一人の児童生徒の人格を尊重し，個性の伸長を図りながら，社会的
資質や行動力を高めることを目指して行われる教育活動」とされている。好ましい人間関
係の育成，自主的な判断や行動により積極的に自己を活かしていくことを目指している。
一方教育相談は，「児童生徒それぞれの発達に即して，好ましい人間関係を育て，生活によ
く適応させ，自己理解を深めさせ，人格の成長への援助を図るもの」とされている（文部
科学省，2010）｡ 
いずれの活動も，自己理解を深め，好ましい人間関係を育み，社会適応を保つことをめ
ざし，すべての教員が児童生徒に接するあらゆる機会をとらえ，あらゆる教育活動の実践
の中で活かして行くことが大切であるとされている。相違点としては，「教育相談は，主に
個に焦点をあて，面接や演習を通して，個の内面の変容を図ろうとするのに対して，生徒
指導は，主に集団に焦点を当て，行事や特別活動において，集団としての成果や変容を目
指して，結果として個の変容に至ろうとするところである。また，児童生徒の問題行動に
対して生徒指導を行い，指導を受けた個々の児童生徒に対してそのことをどのようにとら
え感じ，今後どうしていくのかを考え，どう行動につなげるのかについて心理面のケアや
相談をしていくのが，教育相談の重要な面である」とされている（文部科学省，2010）。 
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このように，児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，相談は，生徒指導と教育相
談による両面からの支援が必要であると考えられる。  
しかし校内体制や教育相談の組織外要因の検討を目的に，校長や教育委員会おける教育
相談担当の指導主事を対象に行った調査では，実際の相談活動を行うにあたっては，個々
の事例に応じて試行錯誤のなかで相談体制が組まれている場合が多く，具体的な支援体制
のもと十分な活動が定着しているとはいいがたいことが示唆されている（西山，2008；内
田･海老瀬，1999）｡ 
 
第３項. 本研究における学校支援の定義と SCの位置づけ 
 児童生徒の問題行動への対処や心理面のケア，相談に対する心理的支援にあたっては，
教員と SC が信頼関係を築き，互いを理解し合い，協働して学校内外における情報収集等を
行うことで組織化し，支援の充実につなげることが示唆された。しかし，具体的な学校支
援のあり方については充分に議論されてないことが考えられた。したがって，教員にとっ
ても，SC にとっても，実践可能な協働のあり方を検討し，教員と SC が協働可能な学校支
援をみいだしていくことが必要だと考えられる。 
 本研究での学校支援の定義は，教員と専門家・非専門家が支援チームを形成し，学校全
体を支援の対象としてとらえ，学校内外の資源による組織的・継続的な支援活動とその体
制の構築であり，個別から集団まで含めたものであるとし，その中には，問題解決および
不適応への支援の側面から，より良い状況へと成長を促進する側面までを含むものとする。 
 なお本研究での学校支援とは，児童生徒の心理・行動上の問題への解決に向けた支援か
ら健康的な発達および適応を育む支援までを含むものとする（文部科学省，2014）。個別の
児童生徒のみならず集団をも含め，学校全体を支援の対象としてとらえる。そして，教員
と専門家・非専門家が支援チームを形成し，学校内外の援助資源による支援活動やそのた
めの組織的・継続的に行う体制づくりを構築する取り組みとする。 
 
第２節 学校における協働についての理論 
従来の学校支援は，教員間の協働と教員と SC に代表される異職間協働に大別される。こ
の両者の協働は，相互に影響し合う可能性が推察される。協働の概念は 1960 年代より注目
され，1990 年代により効率的に支援を行う視点から，教育や精神保健の領域から検討され，
発展してきた（植村，2006）。しかし，これらの協働関係は，主に教員間の協働は教育学の
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分野，SC に代表される異職種間協働は臨床心理学や教育心理学の分野で検討されてきた。
そのため，協働という用語一つについても，教員と SC 両者の間で共通したイメージを持つ
ことを難しくさせている可能性がある。本節では，それぞれの学問分野で協働はどのよう
に捉えられているのかを概観する。そして，本研究における協働の捉え方を述べる。 
 
第１項. 教育学，心理学分野における協働に関するとらえ方 
1. 教育学分野の協働に関するとらえ方 
教育学の分野では，主に学校経営に関する研究において（藤原，1999），バーナードの組
織論による協働（コーポレーション）が用いられてきた。ここでの協働とは「共通目標，
コミュニケーション，貢献意欲を含み，個人の能力を超える課題に対してその限界を克服
し，目的を達成するための行為である」と定義されている（佐古，2012）。この“コーポレ
ーション”としての協働は，「二人以上のひとびとの意識的に調整された活動または力の体
系（天笠，1992）」とされ，自律的な人間が，個人の持つ制約を克服するために課題を共有
し，関係しあって行動することが示唆されている（小島，1995）。そして，“コラボレーシ
ョン”と比較して“コーポレーション”は，目標達成への指向性を強く内包していること
が示唆されている（藤原，1999）。これに近い概念として，学校組織に関する研究では，「協
働とは，目標達成に向けて集団レベルにおける成員同士による忌憚のない主体的な相互作
用による問題共有と相互関与による関係のことであり，自らの行動を表面的な他者に合わ
せようとする“同調”とは，本質的に異なる。」と定義されている（淵上，2010）。 
こうした教員間の協働に関して，高等学校における教員の協働性と SC の関係について文
献研究を行った瀬戸（2006）は，教員行動に関わる先行研究を広く概観・整理した結果，
教員や教育関係者間の協力関係の様式である連携，協働および協働性，共同歩調，同調歩
調について以下のように整理している。 
 すなわち連携とは，「共通の課題に対して，二人以上の教師および教育関係者（SC を含
む）が，共通の目的を持ち，お互いに連絡を取りながら，調整された行動をとること。」と
定義しており，協力関係と調整された行動が重視されている。協働および協働性では，「二
人以上の教師および教育関係者（SC を含む）が共通の目的をもち，お互いに連絡を取りな
がら，調整された行動をとることであり，このことが教師集団の人間関係や規範を通して，
日常的に理解されていること。」と定義されている。連携，協働とも，共通の課題に対して，
関係者が，共通目的をもち，目的に近づくために，各自の行動を調整していくことは共通
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している。しかし協働では，関係はより日常的になり，教員と SC の継続的な人間関係や規
範を共有することが含まれている。 
協働や連携は異なる行動が含まれるのに対して，共同歩調では，「二人以上の教師および
教育関係者（SC を含む）が共通の目的を持ち，お互いに連絡を取りながら，共通の行動を
とること。」といった対話の上での共通の行動を重視し，定義されている。同調歩調では，
「一人の教師が，自己のもつ認知，意見，態度，行動と教師集団の規範あるいは標準との
不一致を認識し，教師集団からの圧力を察知して，その規範や標準に合致するよう行動を
変化させ，共通の行動をとること。」と対話が無い中での相互作用として，集団行動が成立
することが示唆されている。 
 これらのことから教員間の行動において，協働や連携での調整された異なる行動をとる
場合と共通の行動をとる場合があることが示唆された。その中で教員は，同調歩調のよう
に，対話がほとんど無い中での集団の規範や圧力から集団行動を決定する可能性が示され
た。こうした対話がほとんど無い中での集団行動は，日常的な関係性の中から生み出され
るものであると考えられ，立場や専門性の異なる SC にとっては，理解しがたい場合も出て
くることが推察された。 
 
2. 心理学分野の協働に関するとらえ方 
臨床心理学分野における協働（コラボレーション；collaboration）とは，co＝協力と，labor
＝働くという意味を重要視しており，邦訳では協働とするのが一般的とされている（高畠，
2005）。なかでも，これまで組織の外側にいたコンサルタントが病院や学校といった組織内
部で働くように変化したことで生じた関係性や，秘密保持の順守，ケースやプログラムの
成果の責任の在り方を踏まえて新たに提唱した「精神衛生コラボレーション」の概念は
（Caplan，1994），SC にとって前提としやすい協働の考え方になっている。臨床心理学の
分野においても，協働に関連する用語は，様々な形態がある。多職種間の協力については，
すでに協働の概念が起こる前から協力関係が存在していることが示唆されている（高畠，
2005）。そして専門家間の協力の形態については，コンサルテーション，コレボレーション
（協働），リエゾン（連携），リファー（照会），コーディネーション等が挙げられている。
これらの用語は，国内外の研究者によって定義，整理されてきた（Table1-1；Figure1-1 参
照）。以下では，個々の用語の定義や概念について整理する。 
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(2) コンサルテーション 
コンサルテーションのはじまりは，心理的支援の初期段階において，心理の専門家が家
庭や学校，病院の外部に存在していたため，援助対象を直接担当する家族や教員，看護師
といったコンサルティが援助の目標や計画・資源を保持し，必要に応じてコンサルタント
を利用したことに端を発している。個々の専門家がそれぞれの専門性を活かして役割分業
を行う協力形態の研究は，1960 年代の英米で，コンサルテーションの研究から始まったと
されている（Caplan etal.，1994；高畠，2005；藤川，2007）。そのなかでコンサルテーシ
ョンは，「コンサルタントといわれる人が，被援助対象者と直接かかわりを持つコンサルテ
ィを援助する協力形態であり，2 人の対人援助専門家の協働と規定することもできる。」と
定義されている（Caplan etal.，1994；高畠，2005；藤川，2007）。 
コンサルテーションは，クライエント中心のケース・コンサルテーション，コンサルテ
ィ中心のケース・コンサルテーション，プログラム中心の管理的コンサルテーション，コ
ンサルティ中心の管理的コンサルテーションという 4 つのタイプに分けられ，実践されて
きた（Caplan & Caplan，1999）。コンサルティとコンサルタントの関係は，コンサル
ティ（対人援助の専門家，あるいは利用者を支える非専門家）の抱える職業上の問題（利
用者のケアに関する問題）を解決できるように，コンサルタントが支援することと考えら
れている。利用者に対する直接的援助は，コンサルティが行う。コンサルタントは利用者
を間接的に支援する。両者の責任範囲において，支援目標と支援形成の手法の決定はコン
サルティが主に形成し，コンサルタントはその作業を援助する。支援活動の責任は，コン
サルティが負う。支援活動のリソースはコンサルティが提供する（Caplan etal.，1994；藤
川，2006）。この責任範囲の分担を学校に当てはめると，教員および SC が児童生徒や保護
者を直接支援する場合に，児童生徒や保護者の直接的支援を教員がコンサルティとして行
い，それを SC がコンサルタントとして援助方略を共に考え，間接的に支援する関係という
ように，もう一方が間接的に支える関係に該当すると考えられる。 
(3) 協働（コラボレーション） 
一方協働は，組織外にいた心理の専門家が施設内に雇用されることにより，発展したと
されている（Caplan etal.，1994）。こうしたコンサルテーションと協働の協力形態の相違
点をキャプラン（1994）は以下の 3 点にまとめている（Table1-1 参照）。 
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Table1-1 精神衛生のコンサルテーションと精神衛生のコラボレーションの違い（Caplan 
etal.，1994）より抜粋し和訳 
範囲 精神衛生コンサルテーション 精神衛生コラボレーション 
コンサルタントの勤務する
場所 
 
心理学的サービスにおける
クライエントとの関わり 
 
 
 
コンサルタントとコンサル
ティの関係性 
 
 
コンサルティの参加度 
 
 
 
解決に関わる人的資源 
 
 
情報伝達の守秘 
 
 
 
 
 
コンサルタントの助言を受
け入れたり，拒絶したりする
事ができる自由度がコンサ
ルティにある 
 
 
事例やプログラムの結果に
ついてのコンサルタントの
責任 
組織の外部 
 
 
一般的に間接的であり，クライ
エントとの関わりはわずかな関
わりか，全く関わらない 
 
 
同等で非階層性の関係性 
 
 
 
自発的関わりが前提 
 
 
 
しばしばコンサルタントとコ
ンサルティを含んだ２項関係 
 
秘密があることが前提，秘密の
限界があり，（もしあれば）最初
の契約の間に具体的に挙げられ
ている 
 
 
自由度あり 
 
 
 
 
 
責任はない 
組織の内部 
 
 
間接的直接的サービスを
兼ね備える。そこには，クラ
イエントとの関わりも含ま
れる 
 
組織内で立場や役割の違
いを認め，そして上下関係が
ある可能性がある 
 
自発的な関わりが前提だ
が，参加を強制される可能性
も認めている 
 
一般的に幾人かの協働者
を含むチームが基本 
 
自動的に秘密の前提がな
く，チームの成員の間で関連
する情報を共有するために
組織の現実やプログラム上
の必要性が考慮される 
 
自由度がある前提はなく，
コンサルティの専門領域に
おける協働者の見解が一般
的にチームによって決定さ
れる 
 
成果の全てにわたって同
等の責任を共有する，そして
事例やプログラムの悪影響
の側面の第１の責任も共有
する 
 
すなわち，①支援の目標や計画の主体は，前者ではコンサルティ，後者ではチームメン
バーである。②したがって，支援活動の責任も，前者ではコンサルティ，後者ではチーム
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が負う。③支援活動のリソースは，前者ではコンサルティのもつリソース，後者ではチー
ムメンバーが持つリソースで，それらを活用するとしている。 
これらの協力形態の違いを踏まえて藤川（2007）は，協働に関わる心理学上の様々な文
献を概観した上で「協働（コラボレーション）とは，異なる専門分野が共通の目標の達成
にむけて，対等な立場で対話しながら，責任とリソースを共有して共に計画・実行し，互
いにとって利益をもたらすような新たなものを生成していく協力行為である」と定義して
いる（Figure1-1 参照）。学校心理学に関する研究では，協働に近い概念として，「同じ組織
内（例：学校）または異なる組織間において，異なった専門性や役割を持つ者同士が，そ
れぞれの専門性や役割に基づき，特定の援助対象の問題状況と援助の実状について検討し，
今後の援助の在り方について話し合うプロセス（作戦会議）」として，相互コンサルテーシ
ョンを提唱している（石隈，1999）。いずれも，異なる専門家同士の調整された協力関係と
考えられる。 
これらを教員と SC に当てはめると，児童生徒や保護者に対して，共通の目標達成，例え
ば再登校に向けて，家庭内の情報や再登校の計画，医療機関等の支援，再登校達成の責任
を共有し，教員は学級内の調整，SC は保護者面接による家庭内の調整を行い，児童生徒の
再登校を目指す等が考えられる。 
 
 
援助者
利用者 
援助者
援助 A 援助 B 
情報交換 
援助者
利用者 
援助者
援助 B 
援助 コンサルタント コンサルティ 
援助者
利用者 
援 助援 助
援助者
相互の援助 
新たなサービスの生成 
リファー／コーディネーション 
コラボレーション 
コンサルテーション 
Figure.1-1異職種間の協力の形の比較 藤川（2007）より抜粋 
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(4) 連携（リエゾン） 
協働と類似した概念として連携（リエゾン）がある。この言葉は，協働とよく混同され
て使用される傾向が見られる。しかし定義は，「異職種からの依頼に応じて事例へのカウン
セリングやコーディネーション，コンサルテーションといった幅広い活動を行う」ことを
指しており，異なる立場の者がともに支援の目標と計画を立て，積極的に新しい支援を開
発して，利用者に提供する活動である協働とは異なるものである（藤川，2007）。他の側面
でも，連携と協働の相違点として，連携は一部の関係者による個と個の日常的なやり取り
が主であり，日常的な連携が統合，調整された支援となれば協働になると考えられている
（菅野，2011）。 
学校内においては，支援の初期段階において，教員が SC に児童生徒や保護者の面接を依
頼し，SC は面接での情報を教員にフィードバックする中で教員と SC が支援可能な範囲を
検討し，連携することが考えらえる。そして，それらの過程を積み重ねていく中で検討が
重ねられ，其々が役割分担等を行う協働へと移行していくと考えられる。 
(5) リファー／コーディネーション 
リファー／コーディネーションの定義は，「個々の対人援助の専門家が利用者の受ける援
助サービスを調整する。一方の専門家がもう一方の専門家を紹介し，援助を依頼する。援
助目標と援助形成のしかたは，情報交換の上で，それぞれの専門家が利用者に対して個別
に直接的援助を行う。援助活動の責任はそれぞれの専門家が負う。援助活動のリソースは
それぞれの専門家がもつ。」とされている（藤川，2007）。学校心理学の分野において，「コ
ンサルテーション機能・相互コンサルテーション機能と学年・学校レベルの連絡・調整の
機能をもちながら，個別のチームの促進とマネジメントの促進の機能をもつもの」と定義
されている（家近・石隈，2007）。 
これらのことから，リファー／コーディネーションとは，個々の援助者や援助チームに
対して援助サービスを調整し，支援機能を促進させる機能を持つと考えられる。学校内に
おいては，養護教諭が SC も含めた学校支援をコーディネートする経過が報告されている
（相楽・石隈，2005）。すなわち，個々の協働の上位にあって，支援全体を統括する機能と
いえるだろう。 
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3. 教育学分野および心理学分野の協働に関するとらえ方の異同 
 以上より，教育学・心理学での協働を概観すると，共通点として，共通目標の達成や複
数による課題解決，協力・調整された行動による相互関与，相互利益が見いだされた。相
違点として教育学では，学校組織内であることや，同じ職種内における貢献意欲や力の体
系が重視されていた。心理学では，学校組織内外であることや，異なる立場・専門領域同
士が対話や検討を重ね，相互の人的・物的・専門的資源の活用を行うことに重点が置かれ
ていることが示唆された。その前段階として連携があり，協働と比較して，両者の対話や
調整は見られるものの，一部の関係者による個と個の日常的なやり取りが主であり，組織
化までは至らない可能性が示唆された。 
他の協力形態としても，教員間では，共同歩調や同調歩調といった同じ行動を重視する
関係が見られた。教員と SC では，コンサルテーションやコーディネーション，リファーと
いった異なる専門家同士の協力関係が見られたが，これらは，協働と比較して各専門家間
で共有するのは情報レベルにとどまり，協働の概念のように広範な目標やリソースの共有
は少なく，職種間のコミュニケーションや関係性も協働ほど深まるとは言えない（藤川，
2007）と考えられる。 
これらの各専門家の協力形態の概観から，本研究では，学校というひとつの組織の中で，
継続性のある学校支援の展開を目的とすることから，協働が本研究の目指す協力形態にな
ると考えられる。 
 
第２項. 本研究における協働 
本研究では，学校内に教員間協働と教員と SC 協働がつながる学校支援を構築し，児童生
徒支援が促進される基盤を形成することを目標とする。従って本研究における協働とは，
「学校内での複数の教員，児童生徒支援の専門家や非専門家が，目標や情報，援助計画，
資源，責任を共有し，役割を分担し，対象の児童生徒・集団に直接・間接的に調整した支
援を行い，周囲もその協力関係を理解する」と定義する。 
 
第３節 本研究の目的と構成 
本研究の目的は，学校支援と教員間および教員と SC との協働による学校支援について検
討し，両者の協働を円滑に行うことが可能な学校支援の在り方を明らかにすることである。
本研究の目的を達成するために，①SC の視点から教員と SC 協働による学校支援について
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検討する，②教員の視点から SC との協働による学校支援について検討する。③①②の結果
を踏まえて作成した教員と SC 協働による学校支援に関する調査を行い，教員と SC，教員
間との協働の在り方と学校支援との関連を明らかにする。これらの構成を Figure1-2 に示
す。各章の構成については，以下に述べる。 
第 2 章では，教員間の協働，教員と SC 協働と，協働の内容，関連要因，協働的関わり方，
学校支援のあり方について，先行研究を概観する。 
第 3 章では，第 2 章で行った先行研究の概観を踏まえて，教員間および教員と SC 協働や
学校支援の現状と促進要因･阻害要因を探索するために，SC から見た勤務校の状況につい
ての半構造化面接での質的研究を行う。そして，教員と SC，教員間の協働や学校支援につ
いての各校の現状や SC の職業的発達，学校や他の相談機関との相違点について順に示す。 
第 4 章では，教員から見た学校支援と関連する管理職とミドルリーダーの立場から，教
員とSC，教員間の協働を促進する学校支援構築の方略の探索を目的とした質的研究を行う。
そして，SC と協働可能な学校支援の構築への戦略や取り組み，管理職やミドルリーダーが
果たす役割を探索する。 
第 5 章では，第 2 章，第 3 章，第 4 章の結果を踏まえて，教員を対象に，教員間，教員
と SC 協働と学校支援の関連性を実証することを目的に，量的研究を行う（第 5 章）。 
 本論文の総括（第 6 章）として，研究から得られた知見を統合し，望ましい学校支援を
示唆し，今後の学校支援と多職種協働のあり方について論じる。 
 本研究の有効性が認められれば，学校支援の指針作りに役立つ可能性がある。SC の活用
や，学校支援を強化していく際の指導や研修の資料として役立つ可能性がある。また SC に
とっても，個々の学校の状況に応じた学校との関係作りや支援の在り方の研修に役立つ可
能性があると考えられる。 
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Figure1-2 博士論文の全体構成 
21 
 
第２章 教員と SC協働による学校支援に関する先行研究
の概観 
 
本章では，教員と SC 協働による学校支援に関する先行研究の概観を行う。特に本研究で
は，児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，相談に関する学校支援に着目している
ことから，教育相談に関わる研究を取り上げる｡また，教員，SC のみならず，適切な協働
体制を組織化する際に鍵になると考えられる管理職（西山･淵上･迫田，2009）にも注目し，
それらの役割に関する研究も取りあげる。 
そして，教員間，教員と SC 協働および学校支援の状況の把握し，状況の改善に寄与する
知見を探索することを目的に，先行研究を概観する。 
 
第１節 文献選択の基準と検索方法 
 先行研究を概観するために選択された文献の基準は，①教員間，教員と SC 協働・連携に
関するもの，②小・中・高等学校に関するもの，③児童生徒支援に関するものとした。連
携を検索基準の中に入れた理由は，連携は前述の通り，協働の前段階および協働の一部分
としての位置づけられるためであり，協働に関連する用語と見なされた。 
 
第１項. 検索方法  
電子ジャーナルデータベース CiNii を使用した。 
キーワードとして，「教員（教師）」，「校長」，「教頭」，「主幹」，「主任（主事）」，「スクー
ルカウンセラー」，「協働」，「連携」，「学校」，「教育相談」，「支援体制」を用いた。 
年代は学校の中で「心理職」と「協働」ということばが使用され出した 1980 年～2015
年（過去 35 年間）に限定し，特に，国内の学校の事情に焦点を当てて文献検索を行った。 
 
第２項. 研究の選択 
研究の選択にあたっては，検索によって得られた題名，アブストラクト，キーワードに
より，本研究の目的に該当しない論文は取り上げなかった。さらに論文内容を読んで，本
研究の目的に該当しないものは，除外した。 
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第２節 結果 
 過去 35 年間による先行研究での概観の結果，教員間の協働では 2300 編以上，教員と SC
協働では 300 編以上の報告が見られた。その中で，手続きが明確で，かつ，協働や連携に
ついての概念を整理したもの，または，協働や連携に関して本研究にとって有益な知見と
なると判断されたものを取り上げて，検討することにした。なお，協働に関連するもので，
特別支援学校内での協働が見られた。このテーマは，非常に重要なものであるが，本研究
において直接関連しないと考えられ，除外した。同様に，学校内の教員間，教員と SC 間の
協働の具体的側面の検討という観点から，学校診断質問紙の検討や協働の言葉の定義，校
種間連携はそれぞれ重要なテーマであるが除外した。 
 以上のような手続きに沿って論文の選定を行ったところ，最終的には 42 編の教員間の協
働・連携，31 編の教員と SC 協働・連携に関する研究が選定され，それらの研究の分析を
行った。なお，紅林･下村･中川（2003）は，教員間，教員と SC 間の研究が 1 つの論文で
報告されていたために，教員間，教員と SC 間とで別々に換算した。各結果については，目
的，方法，結果に分けて述べる（Table2-1～2）。 
 
第１項. 教員間の協働による学校支援に関する先行研究の概観 
 以下より，Table2-1 の表にある目的，方法，結果について述べる。 
 
1. 研究の目的 
 他機関・異職種間協働の現状とあり方（佐藤，1986；橋本･小枝，2004；藤井･古田･榊原，
2004；林･木戸･中村他，2005；内田･井上，2006；佐々木･武田，2012；前田･佐古･小野瀬
他，2012），特別支援教育や生徒指導，養護教諭による学校内外の協働（内田・樋口，2005；
山本・長積・大橋他，2009；石塚・西村，2010；坂本･阿蘇，2010；山根・本多，2011；
古井，2011；塚原・中村・伊豆他，2013）が各 7 編と最も多かった。ついで，学校組織開
発の検討（木岡，2002；吉田･八並，2003；佐古，2006；佐古･中妻･寺田，2012；佐古･
住田，2014；佐古，2015），教員間の協働と学校支援の検討（岡，1983；船木，1985；内
田･海老瀬，1999；姉崎，2005；内田･樋口，2005；西山・淵上・迫田，2009），がいずれ
も 6 編見られた。他にも，教員の協働と同僚性の検討が 5 編みられた（紅林･下村･中川 2003；
瀬戸，2003；渡部，2009；橋長･荊木･森田，2010；諏訪･難波･別惣他，2011）。少数報告
として，行政の学校支援づくりの事例研究（西川・前馬，2006；滝川，2007；西山，2008）
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や，米国やドイツ，フィンランドの学校内外の協働システムについて示した海外比較（石
隈･永松･今田，1999；髙野・堀井，2013；小玉･中村･高橋他，2013，加賀，2015），授業
研究と教員間の協働（浦野，2011），養護教諭のシステム構築（本間，1990；甘佐･長江･
土田，2011；松田，2010）が見られた。また，管理職のリーダーシップ（星，2015）が見
られた。 
 
2. 研究の方法 
 研究の方法のなかで，量的分析は 17 編見られた（岡，1983；佐藤，1986；本間，1990；
内田･海老瀬，1999；橋本・小枝，2004；姉崎，2005；内田・樋口，2005；林･木戸･中村
他，2005；佐古，2006；内田･井上，2006；西山・淵上・迫田，2009；山本・長積・大橋
他，2009；渡部，2009；坂本･阿蘇，2010；松田，2011；山根・本多，2011；諏訪･難波･
別惣他，2011）。質的分析は，15 編見られた。特に半構造化面接によるものが 9 編と多か
った（船木，1985；瀬戸，2003；山本・長積・大橋他，2009；石塚・西村，2010；橋長･
荊木･森田，2010；甘佐･長江･土田，2011；佐々木･武田，2012；塚原・中村・伊豆他，2013；
小玉・中村・高橋他，2014）。ついで，自由記述の分析（山本・長積・大橋他，2009；古井，
2011），教員活動評価（瀬戸，2003），フィールドワーク・エスノグラフィーによる分析（紅
林・下村・中村，2003；星，2015）が見られた。 
 その他，実際の協働過程を示した事例研究（石隈･永松･今田，1999；木岡，2002；吉田･
八並，2003；西川･前馬，2006；滝川，2007）や学校内外の組織を改革する実践研究（藤
井･古田･榊原，2004；赤塚・大石，2009；山本・長積・大橋他，2009；浦野，2011；佐古･
中妻･寺田，2012；佐古･住田，2014；佐古，2015）が見られた。 
 校種として，小学校は 30 編，中学校 31 編，高等学校は 10 編と少なかった。各対象校種
の中には，小中学校や中高等学校，小中高等学校といった複数の校種にまたがるものもあ
った。 
 調査人数として，質問紙調査は，一番少ないもので岡（1983）の 47 名であった。反対に
一番多いものは佐古（2006）の 955 名であった。半構造化面接では，甘佐･長江･土田（2011）
の 4 名が一番少なく，船木（1985）が 18 名と一番多く見られた。 
 調査対象者は，教職員が 21 編と一番多く見られた（岡，1983；佐藤，1986；木岡，2002；
吉田･八並，2003；紅林･下村･中川，2003；瀬戸，2003；姉崎，2005；西川･前馬，2006；
内田･井上，2006；西山・淵上・迫田，2009；山本・長積・大橋他，2009；石塚・西村，
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2010；坂本･阿蘇，2010；松田，2011；浦野，2011；古井，2011；諏訪･難波･別惣他，2011；
佐古･中妻･寺田，2012；髙野・堀井，2013；小玉・中村・高橋他，2014）。 
ついで管理職・経験者が 10 編見られた（内田･海老瀬，1999；橋本・小枝，2004；石塚・
西村，2010；橋長･荊木･森田，2010；山根・本多：2011；諏訪･難波･別惣他，2011；小玉・
中村・高橋他，2014；佐古･住田，2014；星，2015 佐古，2015）。 
他にも児童生徒が 3 編（吉田･八並，2003；藤井･古田･榊原，2004；佐古･中妻･寺田；
2012），教育委員会の指導主事･行政関係者が 5 編（西川･前馬，2006；滝川，2007；西山，
2008；前田・佐古・小野瀬他，2012；加賀，2015）で大半を占めていた。ついで養護教諭・
経験者が 4 編（本間，1990；林･木戸･中村他，2005；松田，2011；甘佐･長江･土田，2011）
と続いた。少数報告として，担任や保護者，大学教員，米国のスクールサイコロジストが
報告されていた。 
 
3. 教員間協働による学校支援に関する知見 
 今回行った文献レビュー（Table2-1）の「1.研究の目的」にそって，知見を述べる。「他
機関・異職種間協働」について検討した研究から，教育・医療・福祉関係の連携（佐藤，
1986；橋本・小枝，2004；林･木戸･中村他，2005）や保護者を含む複数の専門家の連携（藤
井･古田･榊原，2004）が効果的であった。コーディネーターについても，多くの人が知っ
ていた（林･木戸･中村他，2005）。課題として，学外組織との連携の不十分さ（佐藤，1986）
校外の組織について知らないために連携しにくいこと（林･木戸･中村他，2005；内田･井上，
2006），保護者と学校のギャップ（佐藤，1986），コーディネーター機能について懐疑的で
利用率が低いこと（林･木戸･中村他，2005）が示された。そのため，情報や目的，問題意
識の共通理解や明確化と対応（佐々木･武田，2012），協働を可能にする学校支援体制の確
立（藤井･古田･榊原，2004；佐々木・武田，2012）やコーディネーター業務の明確化（林・
木戸・中村他，2005），学校課題・資源に沿った学校組織改革（佐々木･武田，2012；前田･
佐古･小野瀬他，2012）が課題として挙げられた。 
「特別支援教育や生徒指導，養護教諭による学校内外の協働」について検討した研究か
ら，コーディネーター中心の支援計の設定や校内委員会の設置，教員間の対話を活性化さ
せること（坂本・阿蘇，2010；古井，2011），校内支援体制の確立（古井，2011），関係機
関との面識や理解（塚原・中村・伊豆他，2013），生徒指導主事が柔軟で受容的なスタンス
で生徒対応と裏方業務をこなすこと（内田・樋口，2005）が効果的であった。課題として，
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学生ボランティアにはボランティア業務を円滑に行う学校支援が必要とされること（山
本・長積・大橋他，2009；石塚・西村，2010；山根・本多，2011）が見られた。 
「学校組織開発」について検討した研究から，学校課題・資源に沿った学校組織開発（木
岡，2002）には，校内支援体制の確立や情報・課題の共通理解・明確化と対応（吉田･八並，
2003；）や授業研究による学校改革や管理職のリーダーシップ，教員間の対話，児童生徒
の課題理解の把握（佐古･中妻･寺田，2012），行政支援（佐古･住田，2014），学校全体での
協働・協働的風土（佐古，2015）が効果的であり，課題としては，教員間の協働化と統制
化，個業化（佐古，2006；佐古･中妻･寺田，2012；佐古･住田，2014）が生徒指導や学習
等に影響することが示された。 
「教員間の協働と学校支援」について検討した研究から，特別支援・交流学級の連携・交
流（岡，1983；船木，1985），保護者を含む複数の専門家の連携（岡，1983），校内支援体
制の確立（岡，1983；船木，1985；西山・淵上・迫田，2009），行政支援（岡，1983），教
員の教育相談的専門性の向上（姉崎，2005；西山・淵上・迫田，2009），生徒指導主事（内
田・樋口，2005），管理職のリーダーシップや学校全体での協働的風土（西山・淵上・迫田，
2009）が効果的であると考えられた。課題としては学校外組織との連携の不十分さ（内田・
海老瀬，1999）が見られた。 
「教員の協働と同僚性」では，管理職が教員の資質能力としての協働を要望しているこ
とが多く，研修や協働体制の構築等が効果として示された。これは 2 編と一番多く見られ
た（橋長･荊木･森田，2010；諏訪･難波･別惣他，2011）。ついで学校支援の確立や授業研究
による学校改革，協働過程を通じた協働，学校全体での協働・協働的風土の検討（すべて
紅林･下村･中川 2003）が効果として示された。一方課題として，ジェネラリストとして教
員が一人ですべてをこなそうとする特徴（橋長･荊木･森田，2010）や，目標を共有し達成
を目指すあまり，本来の同僚性から離れて教員間が希薄になる矛盾（渡部，2009）が見ら
れた。また学習指導は積極的に協働する反面，生徒指導は消極的となる教員の選択的協働
性（すべて瀬戸，2003）が示唆された。これらは，各１編見られた。したがって「教員の
協働と同僚性」では，効果として，協働・協働的風土の検討を目的として，研修や学校支
援の確立や授業研究による学校改革を行い，協働過程を通じた協働促進される過程が示さ
れた。課題としては，目標の共有が難しく，本来の同僚性との矛盾が生じる状況や，学習
指導には力を入れる反面，生徒指導には消極的な教員の選択的協働性が示され，教員間の
協働において学校全体でとりくめるように何らかの手立てを講じていく必要性が示された。 
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 他には，教育相談体制の標準化や教育相談体制・協働の定義の必要性，教職課程におけ
る教育相談の充実（西山，2008），授業研究による学校改革や児童生徒の自尊心向上，生活
改善（浦野，2011）が効果として示されたが，保護者と学校のギャップ（松田，2011），一
般教諭の協働への無理解さや養護教諭の校内連携強化が難しいこと（すべて甘佐･長江･土
田，2011），時間的制限（本間，1990）が課題として示された。これらは各 1 編見られた。 
 
Table.2-1 教員間の協働の学校支援に関する先行研究一覧(1) 
 
 
著者
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携
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シ
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実
践
研
究
質
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分
析
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造
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面
接
教
員
活
動
評
価
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ワ
ー
ク
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ノ
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ラ
フ
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事
例
研
究
文
献
研
究
視
察
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考
小
学
校
中
学
校
高
等
学
校
特
別
支
援
学
校
人
数
・
件
数
管
理
職
・
経
験
者
担
任
教
職
員
生
徒
指
導
主
事
特
別
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
養
護
教
諭
・
経
験
者
研
究
主
任
特
別
支
援
学
級
・
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級
指
導
担
任
米
国
の
ス
ク
ー
ル
サ
イ
コ
ロ
ジ
ス
ト
教
育
委
員
会
の
指
導
主
事
･
行
政
関
係
者
保
護
者
大
学
教
員
児
童
・
生
徒
医
師
・
研
究
者
地
域
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
岡 1983 ● ● ● ● 47 ●
船木 1985 ● ● ● ● 18 ●
佐藤 1986 ● ● ● ● ● 96 ●
本間 1990 ● ● ● ● 287 ●
石隈･永松･今田 1999 ● ● ● ● ● 1 ●
内田･海老瀬 1999 ● ● ● 80 ●
渡邉 2001 ● ● ● ● ● ● 1 ●
木岡 2002 ● ● ● 1 ●
吉田･八並 2003 ● ● ● 1 ● ● ●
紅林･下村･中川 2003 ● ● ● ● 2 ●
瀬戸 2003 ● ● ● ● 7 ●
橋本・小枝 2004 ● ● ● ● 438 ● ●
藤井･古田･榊原 2004 ● ● ● ● 259 ●
姉崎 2005 ● ● ● ● ● 54 ●
内田・樋口 2005 ● ● ● ● 71 ●
林･木戸･中村他 2005 ● ● ● ● ● 617 ● ●
佐古 2006 ● ● ● 955 ●
西川･前馬 2006 ● ● ● ● 17 ● ● ●
内田･井上 2006 ● ● ● 76 ●
久我 2007 ● ● ● ● ● 15 ●
滝川 2007 ● ● ● ● ● ● 1 ●
小柳 2008 ● ● ● ● 3 ●
西山 2008 ● ● ● ● ● ● 3 ●
毛利 2008 ● ● ● ● 222 ●
赤塚・大石 2009 ● ● ● ● 1 ● ● ● ● ●
西山・淵上・迫田 2009 ● ● ● ● ● 214 ●
山本・長積・大橋他 2009 ● ● ● ● ● ● ● 20 ● ●
渡部 2009 ● ● ● ● ● ● 567 ●
石塚・西村 2010 ● ● ● 9 ● ● ●
橋長･荊木･森田 2010 ● ● ● 6 ●
坂本･阿蘇 2010 ● ● ● 81 ●
松田 2011 ● ● ● 163 ● ●
山根・本多 2011 ● ● ● ● ● 90 ● ●
浦野 2011 ● ● ● 1 ●
甘佐･長江･土田 2011 ● ● ● 4 ●
古井 2011 ● ● ● 181 ●
諏訪･難波･別惣他 2011 ● ● ● 465 ● ●
葛生･佐古･小野瀬他 2012 ● ● ● 4 ● ● ●
佐古･中妻･寺田 2012 ● ● ● 1 ● ●
佐々木･武田 2012 ● ● ● 5 ●
前田･佐古･小野瀬他 2012 ● ● 4 ● ● ●
塚原・中村・伊豆他 2013 ● ● ● 1 ●
髙野・堀井 2013 ● ● ● 14 ●
小玉・中村・高橋他 2014 ● ● ● ● ● ● 9 ● ● ● ●
佐古･住田 2014 ● ● ● 1 ●
星 2015 ● ● ● 1 ●
加賀 2015 ● ● ● ● ● 2 ●
佐古 2015 ● ● ● ● ● 37 ●
合計 3 7 4 1 6 7 1 5 6 4 1 1 3 7 20 2 11 1 2 6 3 4 1 35 36 11 4 13 2 24 2 1 4 2 5 1 5 2 2 5 2 2
目的 方法 校種 対象・対象者
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Table.2-1 教員間の協働の学校支援に関する先行研究の一覧(1の続き) 
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活
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向
上
生
徒
の
自
尊
感
情
の
向
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岡 1983 ● ● ● ●
船木 1985 ● ●
佐藤 1986 ● ● ●
本間 1990 ● ● ●
石隈･永松･今田 1999 ● ● ● ●
内田･海老瀬 1999 ● ● ● ● ●
渡邉 2001 ● ● ●
木岡 2002 ●
吉田･八並 2003 ● ●
紅林･下村･中川 2003 ● ● ● ●
瀬戸 2003 ●
橋本・小枝 2004 ● ●
藤井･古田･榊原 2004 ● ●
姉崎 2005 ●
内田・樋口 2005 ●
林･木戸･中村他 2005 ● ● ●
佐古 2006 ●
西川･前馬 2006 ●
内田･井上 2006 ●
久我 2007 ● ● ● ●
滝川 2007 ●
小柳 2008 ●
西山 2008 ● ● ● ●
毛利 2008 ●
赤塚・大石 2009 ● ● ● ●
西山・淵上・迫田 2009 ● ● ● ●
山本・長積・大橋他 2009 ● ●
渡部 2009 ●
石塚・西村 2010 ●
橋長･荊木･森田 2010 ● ●
坂本･阿蘇 2010 ● ● ● ● ● ●
松田 2011 ● ●
山根・本多 2011 ● ●
浦野 2011 ● ● ● ●
甘佐･長江･土田 2011 ● ●
古井 2011 ● ● ● ● ● ● ●
諏訪･難波･別惣他 2011 ●
葛生･佐古･小野瀬他 2012 ● ●
佐古･中妻･寺田 2012 ● ● ● ● ● ●
佐々木･武田 2012 ● ●
前田･佐古･小野瀬他 2012 ●
塚原・中村・伊豆他 2013 ●
髙野・堀井 2013 ● ●
小玉・中村・高橋他 2014 ●
佐古･住田 2014 ● ● ● ●
星 2015 ●
加賀 2015 ●
佐古 2015 ● ● ●
合計 2 3 8 2 4 3 2 1 1 1 1 1 2 2 4 2 2 10 1 2 3 1 2 5 7 4 2 3 3 6 4 1 2 1 1 4 1 1 1 4 2 2 3
結果・考察
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第２項. SCと教員間の協働および学校支援 
 以下より，Table2-2 の表にある目的，方法，結果について述べる。 
 
1. 研究の目的 
教員と SC 協働の実態について検討した研究が 17 編と最も多かった（今田・後藤・吉川
他，2001；田中・井上，2001；瀬戸・石隈，2002；下村，2003；紅林・下村・中川他，2003；
原田，2004；北添・渋谷・岡田，2005；目黒，2007，小林，2008a；小林，2008b；齋藤･
福原･川西他，2009；新川，2011；土居・加藤，2011b；山本，2012；小坂・朝日，2012；
松岡，2014）。ついで，教員を対象とした教員と SC 協働の在り方を検討した研究が見られ
た（角田，2009；岩瀧･山崎，2009；松岡，2012，土居・加藤，2011a；土居･加藤，2011b；
山本，2012；松岡，2014；平田，2015）。他にも，学校内外の協働として，養護教諭と SC
の協働での実態を検討した研究（角･大西，2002；伊藤，2003）が見られた。 
SC と学校支援を検討した研究では，SC 活動と学校支援の関連性を検討した研究が見ら
れた（伊藤，1999；瀬戸，2000）。併せて，他の教員と SC との学校支援内での協働例とし
ての検討も見られた。また，米国での各学校の学校支援と SC 活動を比較した SC 活動の海
外比較も見られた（辰巳，2007）。 
 
2. 研究の方法 
 研究の方法としては，量的分析は 13 編見られた（伊藤，1999；瀬戸，2000；瀬戸･石隈，
2002；伊藤，2003；瀬戸･石隈，2003；北添･渋谷･岡田，2005；辰巳，2007；内田･今度，
2007；伊藤，2008；小林，2008ab；岩瀧･山崎，2009；吉澤，2009；土居・加藤，2011a）。
質的分析も，13 編見られた。特に半構造化面接によるものが多かった（辰巳，2007；齋藤･
福原･川西他，2009；新川，2011；山本，2012；小坂･朝日，2012；松岡，2014；平田，
2015）。フィールドワークによる分析も見られた（下村，2003；紅林･下村･中川他，2003）。 
 その他，実際の協働過程を示した事例研究（今田･後藤･吉川他，2001；原田，2004；目
黒，2007；新川，2011；松岡，2012）や，養護教諭と SC の連携や行動コンサルテーショ
ン，といった実践研究（角･大西，2002；土居･加藤，2011bc）が見られた。 
 校種としては，小学校を対象としたものは 9 編，中学校を対象としたものは 22 編，高等
学校を対象としたものは 9 編見られた。各対象校種の中には，小中学校や中高等学校，小
中高等学校といった複数の校種にまたがるものもあった。また，公立校とは異なる学校支
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援の形態を持つ学校として，中高一貫校（小坂･朝日，2012），附属中学校（角･大西，2002）
に関するものが 1 編ずつ見られた。 
 質問紙調査の調査対象者は，一番少ないもので 30 名（辰巳，2007）であり，一番数が多
いものは 1252 名（小林，2007a）であった。半構造化面接では，一番少ないもので 1 名，
多いものでの 17 名（平田，2015）であった。 
調査対象は SC が最も多く，20 編であった（伊藤，1999；今田･後藤･吉川他，2001；田
中･井上，2001；角･大西，2002；瀬戸･石隈，2002；下村，2003；紅林･下村･中川他，2003；
瀬戸･石隈，2003；原田，2004；目黒，2007；辰巳，2007；内田･今度，2007；小林，2008a；
齋藤･福原･川西他，2009，土居・加藤，2011a；土居･加藤，2011b；土居・加藤，2011a；
松岡，2012；松岡，2014；平田，2015）。ついで教員全体が 16 編であった（瀬戸，2000，
今田･後藤･吉川他，2001；田中･井上，2001；下村，2003；紅林･下村･中川他，2003，青
木，2004；北添･渋谷･岡田，2005；目黒，2007；辰巳，2007；小林，2008b，岩瀧･山崎，
2009；吉澤，2009；土居・加藤，2011a；土居・加藤，2011a，山本，2012；松岡，2012）。
他は養護教諭が 4 編見られた（角･大西，2002；瀬戸･石隈，2002；伊藤，2003；瀬戸･石
隈，2003）。少数報告として，管理職や新任教員といった教員や，校外の専門家や医療機関
が対象となっていた。 
 
3. 協働および学校支援に関する知見 
 今回行った文献レビュー（Table2-2）によって見られた「1.研究の目的」にそって，知見
を述べる。 
「教員と SC 協働の実態」を検討した研究では，SC は，雑談等により周囲の環境に働き
かけ，つなぎ手となることで，周囲も受容的に関われることが効果として示された（目黒，
2007；新川，2011）。SC が学校に効果的に働きかけるには，コミュニケーションスキルや
学校理解が必要であることが示唆された（小林，2008ab）。課題としては，時間的制限や，
教員の SC 専門性への理解不足，教員との役割葛藤がある中での SC の組織的位置づけの弱
さ，教員との関係作りの難しさが示された（瀬戸･石隈，2003；紅林･下村･中川他，2003；
下村，2003；原田，2004；内田･今度，2007；小林，2008b；齋藤･福原･川西他，2009）。
教員との関係作りの課題を克服するには，コミュニケーションや問題解決スキル等といっ
た最低限の SC の専門性について，基準設定をする必要性が示唆された（小林，2008ab）。
教員との関係については，学校内に勤務することによる即時性や教員との情報共有（下村，
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2003；松岡，2012），養護教諭との連携（瀬戸・石隈，2003；原田，2004），援助チームの
システム（紅林･下村･中川他，2003；小坂･朝日，2012）が効果的に作用し，各ケースの課
題解決のための協働過程が日常的な協働関係となっていることが報告された（紅林･下村･
中川他，2003）。また教員間の協働の活性化に定期的会議や援助チームのシステム化が示唆
されていた（瀬戸･石隈，2003；原田，2004）。課題としては，教員間と SC による守秘義
務の範囲のズレ（下村，2003；北添･渋谷･岡田，2005）や役割分担（紅林･下村･中川他，
2003；内田･今度，2007），支援目標やビジョンを合意形成すること（原田，2004；小坂・
朝日，2012），専門性理解・明確化の課題や重要性（内田･今度，2007；小林，2008；齋藤･
福原･川西他，2009），教育相談と生徒指導のジレンマ（下村，2003）が示唆された。これ
らの課題を克服するために，定期会議の開催が指摘された（田中・井上，2001；原田，2004）。 
教員を対象とした教員と SC 協働の在り方を検討した研究が見られた（角田，2009；岩瀧･
山崎，2009；松岡，2012，土居・加藤，2011a；土居･加藤，2011b；山本，2012；松岡，
2014；平田，2015）。 
「教員と SC 協働の在り方」を検討した研究では，SC との協働の効果として，SC のコ
ンサルテーションやアセスメント（岩瀧･山崎，2009；山本，2012；平田，2015），保護者
や関係機関との橋渡し（岩瀧･山崎，2009；平田，2015），教員と保護者とのコミュニケー
ションの調整（平田，2015），教員に役立つ情報提供（山本，2012），学校に合わせた活動
（土居・加藤，2011a）を期待されていることが示唆された。また，これらの協働の効果を
発揮するために，SC の職務内容や役割，権限の明確化（土居・加藤，2011a）や，教員へ
の継続的な支援，教員と SC に性格特性の違い，協働過程を通じた協働化が見られる（加藤，
2011c；角田，2009；松岡，2014）ため，学校や教員理解（松岡，2014）を行う必要性が
指摘された。課題として SC の問題解決能力の向上（山本，2012）が指摘されていた。 
その他の研究では効果として，教員の意欲や SC 活動を支える広報活動や事例検討（伊藤，
1999；瀬戸，2000），雑談（吉澤，2009）が挙げられた。課題としては，SC 養成プログラ
ムの必要性（松岡，2014），が指摘された。 
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Table.2-2 教員と SC協働の学校支援に関する先行研究の一覧(2) 
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A
C
分
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分
析
概
念
紹
介
フ
ィ
ー
ル
ド
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ー
ク
実
践
報
告
性
格
検
査
小
学
校
中
学
校
高
等
学
校
中
高
一
貫
校
附
属
中
学
校
人
数
・
件
数
S
C
担
任
教
育
相
談
長
S
C
担
当
教
員
管
理
職
養
護
教
諭
学
年
主
任
生
徒
指
導
主
事
教
員
全
体
メ
ン
タ
ル
フ
レ
ン
ド
保
護
者
指
導
主
事
S
S
W
教
職
・
臨
床
心
理
職
志
望
者
新
人
教
員
児
童
・
生
徒
臨
床
心
理
士
・
心
理
職
精
神
科
医
伊藤 1999 ● ● ● ● ● 86 ●
瀬戸 2000 ● ● ● 231 ●
伊藤 2001 ● ● ● 1 ● ● ● ●
今田･後藤･吉川他 2001 ● ● ● ● 1 ● ●
田中･井上 2001 ● ● ● 8 ● ● ●
角･大西 2002 ● ● ● 1 ● ●
瀬戸･石隈 2002 ● ● ● 454 ● ● ● ● ●
伊藤 2003 ● ● ● ● ● 285 ●
下村 2003 ● ● ● 1 ● ● ●
紅林･下村･中川他 2003 ● ● ● ● 1 ● ●
瀬戸･石隈 2003 ● ● ● 411 ● ● ● ● ●
原田 2004 ● ● ● 3 ●
青木 2004 ● ● ● 6 ●
北添･渋谷･岡田 2005 ● ● ● 653 ● ● ●
目黒 2007 ● ● ● 1 ● ● ● ● ● ●
辰巳 2007 ● ● ● ● ● 30 ● ● ●
内田･今度 2007 ● ● ● 275 ● ● ●
小林 2008a ● ● ● ● 304 ● ●
小林 2008b ● ● ● 1252 ● ●
角田 2009 ● ● ● ● ● 197 ●
岩瀧･山崎 2009 ● ● ● 152 ●
吉澤 2009 ● ● ● 98 ●
金澤 2009 ● ● ● ● 1 ● ● ●
荒木･中澤 2009 ● ● ● ● ● 13 ●
齋藤･福原･川西他 2009 ● ● ● 10 ●
西川･生島 2010 ● ● ● ● 1 ● ● ●
新川 2011 ● ● ● ● 2 ●
土居･加藤 2011a ● ● ● 1 ● ●
土居･加藤 2011b ● ● ● ● ● 1 ● ●
土居･加藤 2011c ● ● ● ● 259 ● ●
齊籐 2011 ● ● ● 9 ●
山本 2012 ● ● ● 16 ●
小坂･朝日 2012 ● ● ● 3 ●
松岡 2012 ● ● ● 2 ● ● ● ●
杉崎 2013 ● ● 　 ● ● 10 ●
中村･塚原･伊豆 2013 ● ● ● 1 ●
鈴木・川瀬 2013 ● ● ● 167 ●
松岡 2014 ● ● ● 11 ●
平田 2015 ● ● ● 17 ●
合計 2 2 1 2 17 7 2 1 2 3 7 11 2 1 13 1 1 2 4 1 13 29 11 1 1 26 3 5 2 3 4 2 2 17 1 4 1 1 1 1 4 2 1
目　的 方法 校種 対象・対象者
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Table.2-2 教員と SC協働の学校支援に関する先行研究の一覧(2の続き) 
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共
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S
C
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へ
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要
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の
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情
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キ
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ー
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性
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性
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の
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性
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分
担
の
課
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・
重
要
性
援
助
・
教
育
目
標
の
明
確
化
定
期
会
議
の
開
催
会
議
へ
の
S
C
参
加
校
内
で
の
S
C
役
割
・
権
限
の
明
確
化
校
内
シ
ス
テ
ム
の
整
備
の
効
果
と
課
題
教
員
間
協
働
構
築
伊藤 1999 ●
瀬戸 2000 ● ●
伊藤 2001 ● ● ● ●
今田･後藤･吉川他 2001 ● ●
田中･井上 2001 ● ● ●
角･大西 2002 ● ●
瀬戸･石隈 2002 ●
伊藤 2003 ● ● ● ● ●
下村 2003 ● ● ●
紅林･下村･中川他 2003 ● ● ● ●
瀬戸･石隈 2003 ● ● ●
原田 2004 ● ● ● ● ● ●
青木 2004 ● ● ●
北添･渋谷･岡田 2005 ●
目黒 2007 ●
辰巳 2007 ● ● ●
内田･今度 2007 ● ●
小林 2008a ● ● ● ● ●
小林 2008b ● ● ●
角田 2009 ●
岩瀧･山崎 2009 ● ● ●
吉澤 2009 ● ● ● ●
金澤 2009 ● ● ●
荒木･中澤 2009 ● ●
齋藤･福原･川西他 2009 ●
西川･生島 2010 ●
新川 2011 ● ●
土居･加藤 2011a ● ●
土居･加藤 2011b
土居･加藤 2011c ● ● ●
齊籐 2011 ● ● ● ●
山本 2012 ● ● ●
小坂･朝日 2012 ● ●
松岡 2012 ● ●
杉崎 2013 ●
中村･塚原･伊豆 2013 ● ●
鈴木・川瀬 2013 ● ●
松岡 2014 ● ●
平田 2015 ● ● ● ● ●
合計 2 1 3 1 4 5 2 2 5 2 1 4 2 2 1 2 6 3 1 2 1 6 3 3 2 2 2 4 3 2 2 1 3 8 6
結果・考察
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第３節 考察 
前節，教員間，教員と SC 間の各先行研究の概観について個々に述べてきたが，本節では，
各先行研究の協働や学校支援についての共通点や相違点について述べていく。それらを踏
まえて，さらに，本研究で取り組むべき課題について述べていく。 
 
第１項. 教員間および教員と SC協働･および学校支援での先行研究の目的 
目的について，教員と SC 協働を検討する場合，教員や養護教諭といった多種多様な教員
とどのように協働していくのかについてが主題になると考えられた。共通点として，他機
関や異職種との協働，学校内外の協働として生徒指導，養護教諭等校内の多様な立場や専
門性を持つ教員とどのように連携するのかについての検討が見られた。しかし，教員間で
は異職種や他機関との連携のみならず，学校組織の開発や教員間の協働，学校支援構築，
同僚性の検討も同様になされていた。すなわち，教員と SC の研究では，異なる専門性や立
場の人々との接続が主題とされた。教員間では異職種や異なる立場の人々との協働に加え
て，教員間や学校組織といった学校全体も視野に入れた協働が検討されていた。しかし，
異職種の協働と教員間の協働は個別に検討されてきたことが示唆された。 
教員と SC 協働およびシステム構築に関する研究自体は，その必要性が指摘されながらも，
きわめて少ない状態にあることが指摘されてきた（淵上，2013；山口・水野・本田他，2015）。
本研究の概観からも，教員間と SC 間の研究はその関連性が指摘されながらも，教員間では
教員間や学校全体，教員と SC 間では異なる人々との接続手法が主題になり，両者が学校支
援の現状を共有し，共通した学校支援の改善案を描くことが難しいことが改めて確認され
た。従って，この両者をつなぐ目的を設定することが重要になると考えられた。 
 
第２項. 教員間，教員と SC協働･および学校支援での先行研究での方法 
研究の方法の中で実証研究としては，教員間，教員と SC とも量的検討，質的検討ともほ
ぼ同様の傾向が見られた。質的検討において，半構造化面接によるものが多く，他の方法
としてフィールドワークは共通して取られているが，教員間では，自由記述の分析や教員
活動評価，エスノグラフィー等多様な方法が取られ，学校内外の組織の改革を目指したも
のが見られた。教員と SC 間では，事例研究や実践研究において，教職員間の協働といった
学校支援を中心とした実践が見られた。これらの方法論の違いは，教員と SC の考える自身
の担当領域においてどのような役割を果たせるのかと言った側面に，これまで焦点があて
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られてきたことが考えられた。チーム援助内での生徒指導主事や教育相談担当の長が考え
る役割として説明や調整，マネジメントを役割と考える傾向がみられ，SC は保護者や担任
連携，ネットワークといった側面を役割と考える傾向が示唆されている（瀬戸・石隈，2002）。
これらのことから，教員間は，学校全体のマネジメントのために，学校全体を把握するべ
く様々な手法が取られ，SC は周囲とのネットワークをつなぐことを目的に研究手法が選択
され，異なる目的のもとに研究手法がとられていたことが示唆された。校種として，教員
間では小中学校はほぼ同数であり，高等学校が教員間，教員と SC 間が共に少なく，教員と
SC では，中学校が一番多く，次いで小学校が少ないことが示唆された。教員間において高
等学校が少ないのは，校内研究の体制や実施，校長の日常的な指導，指導主事の訪問がほ
とんどなされていない状況であるために，取り組むこと自体が課題であるとされており（国
立政策研究所，2010），学校全体の協働が進んでいないことが窺えた。教員と SC において，
中学校が多いのは，中学校が他の校種に先駆けて SC を導入した経緯があったために，中学
校に関する検討が多いと考えられた。質問紙調査の調査人数に関しては，量的検討・質的
検討とも，教員間，教員と SC とも同様の傾向を示していた。 
調査対象は，教員間は学校組織や教職員，管理職が大半を占め，教員と SC 間は教員全体
と SC が大半を占めていることが示唆された。他，教員間では教育行政政策・学校支援や養
護教諭，教育委員会，担任や保護者，管理職，大学が見られ，教員と SC は養護教諭が見ら
れた。少数報告では，教員間は学校組織や養護教諭，児童生徒，教員と SC では校内の各教
職員が見られた。これらのことから，教員間は，学校組織や教職員といった学校全体につ
いて目が向けられていると考えられ，SC は学校に入っていく立場として自分自身のことや
相手の教員に対して関心が向けられていた。その他や少数報告も併せると，教員間，教員
と SC は調査する対象は類似しているが，学校を運営していく立場と，学校に参画していく
立場により，その関心の向け方は異なり，双方が共通した学校支援の像を描くことが難し
いことが示唆された。先行研究より教員間は，従来教員間自体が課題に個人で対処する疎
結合かつ個業型の傾向が強い（佐古・葛上・芝山，2005）ことから，異職種と組織の関係
を意識しづらいことが示唆されている。教員から見た SC は，教職とは異なる専門性から，
支援を必要とする児童生徒の対応が求められやすく，反面 SC の学校支援やシステムへの関
与が求められなかったことが推測された。また SC 自身も，心理療法の力量形成を中心とし
た養成教育を受けており（武井・水野・市川・西口，2012），これらの学校支援やシステム
に関心を持ちにくい傾向が推測される。こうした SC の学校組織参画を無意識化に追いやる
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傾向は，教員と SC が共に学校支援や組織の改善について協働していく素地をできにくくさ
せている一因と考えられる。すなわち，これらの各領域での齟齬が生じている状況こそが，
学校支援の盲点ともなっているとも考えられた。 
 
第３項. 教員間，教員と SC協働･および学校支援での先行研究からえられた知見 
協働に関する知見では，教員間，教員と SC 協働の促進に共通していた点として，学校支
援の整備を行い，SC も含めた校内の専門家や校務分掌の役割や権限・業務について明確化
すること，そのために相互的な専門性理解の必要性があること，学校全体の情報や目標の
共有・明確化が示唆されていた。教員間の研究で見られた特徴的な結果として，校内委員
会の設置，行政支援といったことが示された。さらに教員間では，学校組織開発や教員の
協働と同僚性といった学校や教員間全体の改革や協働が示唆されており，そこでは学校の
課題に沿った学校改革を行うために，情報や課題の共有化，児童生徒の実態把握，協働過
程を通じた教員間の協働や，教員自身の同僚性の特徴とその課題が中心課題として示唆さ
れていた。 
また教員と SC 協働研究で見られた特徴的な結果に，SC との課題として，教員と SC の
考える学校内での相談枠の設定や守秘義務の範囲といったズレ，教育相談と生徒指導での
かかわり方におけるジレンマが見られ，SC に期待する役割として事例に対する対応や，生
徒や保護者への橋渡しが示された。さらに，SC 自身の専門性や問題解決能力の向上，SC
養成プログラムの検討を行っているものも見られた。 
すなわち学校内外の協働において，学校支援の整備や専門的役割・業務の明確化が，共
通した課題として示唆され，教員間では，教員も含めた異なる役割の間での協働が検討さ
れ，学校組織改革や教員間の同僚性の特徴とその課題についても示されていた。教員と SC
に関しては，守秘義務や面接の枠組みといった学校現場で生じる課題が示唆されていた。 
これらのことから，教員間と教員と SC の協働研究は，学校支援の整備や専門的役割・業
務の明確化を共通の課題として掲げながらも，教員は学校全体，SC は専門性発揮の視点か
らのみ学校支援について検討しており，教員は学校内での異なる専門性発揮への障害，SC
は学校全体の理解について関心が薄いことが示唆された。 
堀尾（2012）は，SC の状況として，導入後 15 年以上たった現在においても，SC を初
めて受け入れる学校もあり，導入初期の状況と変わらない課題が存在することを示唆して
いる。そのため SC は，周囲の教職員に自分の専門性を理解してもらうことに関心を向け続
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けてきたと考えられる。教員側にとっても，学校組織文化（風土）に関する研究は，個々
の研究領域の中で個別に研究が積み重ねてこられたことが指摘されており（淵上，2000），
異職種との協働と学校組織の関連について関心を持たれることが少なかったと考えられる。
しかし，全校指導体制の確立や多職種協働がもとめられる現状において（文部科学省，2010），
両者の共通課題として，学校支援の整備や専門的役割･業務の明確化が存在するということ
は，教員間と教員と SC とを包括的に検討し，理解していかなければ，両者の専門的役割は
曖昧なままであると考えられる。 
そのため本研究では，教員間，教員と SC 協働を検討し，児童生徒支援を促進する学校支
援の実態を検討していく。 
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第３章 SCから見た学校支援に関する研究 
 
第１節 SCから見た学校支援の特徴（研究１） 
第１項. 問題と目的 
 第 1 節では，SC から見た学校支援について着目し，学校支援について考察を行う。第 1
章より，教員間と教員と SC の間では，組織的な協働の重要性が指摘されているものの，実
際には困難さを感じており，その背景には，学校支援が組織化されていないことが示唆さ
れた。従来，教員間，教員と SC 協働は，教育学，心理学の分野で研究されてきたために，
教員間と SC 間での協働の相互関連性は十分に議論されておらず，これらの協働を支える学
校支援についても，個々の研究者により，個別に議論されてきたために，曖昧であった。 
 第 2 章において，教員間と教員と SC 協働に関する先行研究を概観すると，学校支援の整
備や専門的役割・業務の明確化が重要であることが共通の知見として示された。相違点と
しては，教員と SC 間ではお互いの専門性について理解が及ばないことや，守秘義務や支援
に関する考え方が異なること等が検討された。教員間では，SC を含めた通級や特別支援学
級，医療機関といった教員と立場や専門性が異なる人との協働の在り方や，教員同士の同
僚性，協働の在り方，学校支援のシステムについての検討が見られた。しかし，これらは
個別に検討されていた。そのため，教員と SC や他の専門家がどのような関係性や組織を築
くことがより良い学校支援になるのかについては，明確に示されているとは言い難い。ま
た，各教員と SC 協働の相違点についても曖昧である。そこで本研究では，学校支援，教員
間，教員と SC 協働の在り方を両者の視点から検討していく必要があると考えられた。 
第 1 節では，教員間や教員と SC 協働，学校支援の全体像について，SC の視点から探索
を行う。従来 SC は，外部の専門家（文部科学省，2010）として見なされることが多く，
SC の視点から学校支援を検討する研究は限られていた（伊藤，1999；土居・加藤，2011a）。
これらの研究は，教員や SC を対象に，学校の機能の評価や教員と SC の積極的な情報共有
や問題への対処等，学校支援の要素の部分的な検討に限られており，そこから学校支援の
全体像を導き出すことは困難である。しかし SC の視点からの協働と学校支援の全体像を理
解することは，教員から見えない学校支援の理解につながると考えられる。SC は学校支援
に直接関わり，複数校勤務が多いため全体像を比較可能な立場であると考えられる。そこ
で本研究では SC から見た学校支援のあり方を検討するために，次の 3 つの目的を立てた。 
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SC を対象に調査し，①これまでの勤務校における教員間協働，教員と SC 協働と学校支
援の全体像を把握する。②各学校支援の特徴から，教員間，教員と SC 協働の促進・阻害要
因を検討する。③教員間協働と教員と SC 協働の各特徴を検討する。 
 
第２項. 方法  
1. 対象 
対象は，臨床心理士資格を取得している現役 SC・経験者の計 13 名である。その概要を
Table.3-1 に示した。 
 
Table3-1. 対象者の概要 
No. 年代 性別 
学校種（勤務地・ 
勤務校数：合計） 
臨床経
験年数 
SC 
経験 
年数 
現任校
経験 
年数 
1 20 男性 小学校(A3：3) 2 1 1 
2 30 女性 中学校(B1：1) 4 2 2 
3 40 女性 小学校(C3,D3:6)中学校(C3,D1:4) 4(2) 6(2) － 
4 20 女性 中学校(E1,B1:2) 3 3 3 
5 30 女性 中学校(E2,B1:3) 5 5 5 
6 20 男性 中学校(F2:2) (1) (1) 1 
7 20 女性 中学校(E1:1) 2 3 ヶ月 3 ヶ月 
8 40 女性 小学校(G5:5) 中学校(G2:2) 約 20 5 1 
9 40 女性 
小学校(B1:1) 中学校(E2,B1:3) 
高等学校(B1:1) 私学・国立(X2:2) 
12 8 － 
10 50 女性 
小学校(B2:2) 中学校(B8,E3:11) 
高等学校(B2,E4:6)私学・国立(X1:1) 
23 17 9 
11 30 女性 中学校(C3:3) 高等学校(C2:2) 11 11 2 
12 30 女性 小学校(H2:2) 高等学校(C2:2) 10(2) 8(2) － 
13 50 女性 中学校(E6:6) 高等学校(E1:1) 10 10 4 
注1） 臨床経験は臨床心理士資格取得後の経験年（または月）数であり，それ以前より SC
業務を行っていた場合は臨床経験と，SC 経験を（数字：年）で併記した。 
 
対象者の概要は年齢 20～50 代，男性 2 名，女性 11 名であった。臨床経験は臨床心理士
資格取得前～23 年（平均 8.2 年），SC 経験が 3 ヶ月～17 年（全平均 6.1 年，資格取得後平
均 5.6 年），現任校経験が 3 ヶ月～9 年であった。平成 14 年度の東京都 SC 活用事業調査（鵜
飼，2007）では，SC の経験は 1~11 年，平均経験 4.6 年，臨床心理士資格取得 2 年以内の
割合は 25.3％である。本研究での対象者の SC 経験と比較しても大差なく，現状を反映し
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ていると考えられる。複数校勤務も含めた勤務校事例は延 72 校，小学校 19 校，中学校 38
校，高等学校 12 校，私学・国立 3 校（中学校，高等学校と中高一貫校）であった。勤務先
の地域別人数は，関西 10，関東 3，東海 1 であった。各設置者は匿名化のため，対象者順
に A～H，X（私学･国立）で略記した。 
 
2. インタビューの手続きと倫理的配慮 
No.1～7 を 2009 年 3～8 月，No.8～13 を 2013 年 5～9 月に，以下の手順で半構造化面
接を行った。面接は，人気のない職場や喫茶店で実施した。 
最初に質問紙への記入を依頼した。質問紙の内容は以下の通りである。質問は対象者の
概要の他に，学校支援の図（栗原，2004）を参考に経験勤務校の学校支援関連図の作成，
成員の役職と役割，学校支援の成立過程と現状，学校支援への要望についての記入を依頼
した｡さらに，SC の予防活動として荒木･中澤（1999）を参考に，教員との関係構築や心理
教育，心理検査の活動等の実施や教員期待の有無についての項目を含めた。面接調査の質
問内容は質問紙に沿って，学校支援の見取り図やそのメンバー，SC や教員の予防活動，学
校支援の成立過程，学校支援の促進要因について聞いた。面接時間は，対象者の話が出尽
くしたところで終了した。 
倫理的配慮は，対象者に対しては，インタビュー開始時に，本研究の目的を改めて口頭
で説明し，IC レコーダーによる音声記録の許可を得た。なお，個人情報の保護に努め，対
象者が不利益を被らないよう，①本調査研究への協力を拒否できることや随時撤回できる
こと，②調査への協力に不同意であっても対象者が不利益を受けないこと，③対象者の身
元や個人情報が判明しないようにすること，④面接調査の内容からその個人が特定できな
いようにすること，⑤面接調査の実施日時によって対象者の業務に不利益が無いようにす
ること，⑥論文として発表すること等を含む事項について対象者に説明し，同意を得た。 
 
3. 分析方法と手順 
 （１）～（７）により，本研究における分析の方法と手順を述べる。 
(1) 質的研究の方法 
本研究では，グラウンデッド・セオリーのストラウス・コービン版（2004），戈木版（2006）
を応用した。ストラウス・コービン版（2004）のグラウンデッド・セオリーは，「体系的に
収集され，研究プロセスを通じて分析されたデータに基づいて構築された理論である。こ
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の方法論では，データ収集，分析，そして最終的な理論が，相互に密接な関連を持ってい
る。研究者はある予断をもって研究に着手するのではない。むしろ，研究者のすることは，
研究の現場からスタートし，データから理論が立ち上がってくるのを任せるのである。」と
されている。対象の考えに即した概念や概念同士，相互作用の理解に優れているこの手法
は，事実の断片から生成したサブカテゴリ，カテゴリ，カテゴリグループを生成するのに
最適と考えられた。戈木版（2006）のグランデッド・セオリーは，「広範囲な抽象度の高い
現象の構造とプロセスを把握し，特定の状況についての当事者の状況把握や反応，その場
での行為／相互行為の発生状況を説明し，関連する現象の可能性を解明する質的研究法で
ある。」。新しい属性と次元を戦略的に収集する理論的サンプリングに加え，当事者の状況
や反応，行為／相互行為の説明が可能なこの手法は，本研究の理論を生成するのに最適と
考えられた。手順は，以下のように行った。①半構造化面接での逐語禄や観察記録等を小
さな意味の塊毎に切片化し，名前（ラベル）を付けた。②各ラベルについて比較し，類似
する状況や意味をグループ化し，グループを説明するラベルをサブカテゴリとした。そし
て，類似する状況や意味を説明するサブカテゴリをまとめて，カテゴリを生成した。さら
にカテゴリをまとめて，カテゴリグループを生成した。③カテゴリ，カテゴリグループを
用いて，各対象者が述べた共通する状況を検討し，比較的多くの対象者に共通して見られ
た状況を属性として取り上げた。そして，属性として取り上げた状況に沿って，サブカテ
ゴリ，カテゴリを収集した。④ ③で属性毎に集められた各サブカテゴリ・カテゴリの内
容を比較し，程度（次元）を検討した。そして，程度を次元とした表を作成した。⑤作成
された表を検討し，コアカテゴリを生成した。⑥各コアカテゴリの関連性を図式化して，
全体の状況を把握した。⑦学校支援組織に関連する要素に関して，量的検討を行った。 
(2) 面接・テクスト化（STEP １） 
学校支援における教員と SC 協働の現状を探索することをねらいとして，面接と分析を上
述の通り遂行した。調査者と対象者との関係は，職場の同僚や知人，知人からの紹介者で
あった。分析にあたっては，教育心理学を専門とする共同研究者と共に行った。No.3 まで
の面接調査の結果から，SC が児童生徒の支援に関わる会議に参加することで，SC も含め
た学校全体での情報共有が可能になり，学校支援と SC の協働との関連性が示唆された。 
 そこで，「教員と SC 協働および学校支援とはどのように関連しているのか」を探索する
ことを目的に，理論的サンプリングを開始した。そのため No.4 以降は，組織設計を担う管
理職や教員全体の動向も質問に加えた。また，SC 経験歴による関連の違いを考慮して，当
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初（No.7 まで）は若手のみを対象としていたが，No.8 以降は臨床経験 10 年以上を対象と
した。No.13 まで面接を行った時点で，教員と SC 協働および学校支援に関する十分な見
解が得られ，理論的飽和に達したと，共同研究者と共に判断し，分析を終了した。 
(3) オープンコード化（STEP ２） 
データの分析は，①面接の内容を意味の塊毎に切片化し，順に通し番号を付けた。各切
片は，内容を端的に表すラベル（名前）をつけた。 
(4) カテゴリ分類（STEP ３） 
概念の構造を理解，構成するために，②ラベル同士を比較し，類似する状況や意味をグ
ループ化し，各状況を説明するラベルをサブカテゴリ，1 つの状況を表すものをカテゴリ，
とし，各サブカテゴリの状況として新たなカテゴリを生成した。さらにカテゴリをまとめ
て，カテゴリグループを生成した。以下，カテゴリグループ，カテゴリ，サブカテゴリの
表記と対象者 No.を下線(数字)とする。 
生成したラベル，サブカテゴリ，カテゴリ，カテゴリグループの例を Table3-2 に示す。 
 
Table.3-2 面接内容の概念化とラベル・サブカテゴリ・カテゴリ・カテゴリグループ分類
の例（STEP3） 
番号 No 本文 
ラ
ベ
ル 
サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ 
カ
テ
ゴ
リ 
カ
テ
ゴ
リ
グ
ル
ー
プ 
属
性 
次
元 
コ
ア
カ
テ
ゴ
リ 
391 3 
まず必ずどこかと定期
的に会議を持つシステ
ムはできていますね。 
定期的な 
会議参加 定
期
的
な
会
議
開
催 
学
校
全
体
の
支
援
体
制
（
チ
ー
ム
援
助
） 
会
議
の
様
相
と
Ｓ
Ｃ
の
出
席 
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
協
働
で
き
る 
情
報
共
有 
1428 5 
１校目に選んだ、チーム
支援モデル重視の学校
は、SCが来る日に、曜
日に合わせてー、 
チーム援助
の会議日
程：SCが来る
日 
※情報提供者 No.として，No.を示した。 
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(5) 属性と次元の生成とコアカテゴリの生成（STEP ４） 
STEP1～3 で得られた結果を用いて，③各対象者によって述べられた出来事（状況）を
検討した。そして，比較的多くの対象者に共通した出来事（状況）を，属性として取り上
げた。以下，次元の様式名を「 」，属性を“ ”と表記する。 
そして，属性として取り上げた出来事（状況）に沿って，サブカテゴリ，カテゴリを収
集した。 
具体例としては，面接調査をした 13人全ての人から，勤務したいずれの学校についても，
SC の児童生徒支援に関する会議の出席の有無について語られていた。そこで，この出来事
（状況）を “会議の様相と SC の出席”という属性として取り上げた。そして，この属性
に含まれるであろうサブカテゴリ・カテゴリ（例えば定期的な会議参加(3)，チーム援助の
会議日程：SC が来る日(5)）を収集した。 
④ ③で属性毎に集められた各サブカテゴリ・カテゴリの内容を比較し，次元（程度）
を検討した。そして，属性（状況）と次元（程度）ごとに表を作成した（Table3-3～7）。 
例えば，先に具体例として取り上げた属性“会議の様相と SC の出席”（Table3-2）にお
いては，この属性に含まれるサブカテゴリ，カテゴリ，定期的な会議開催(3,5,9,11,12,13)，
会議自体が年に数回・単発開催(4,5,6,7)，学校の荒れで教員が会議を開けない(10)（Table3-11
～13）を検討したところ，「教員と SC 協働」の次元（程度）について検討が可能だと考え
られた。そこで，サブカテゴリ，カテゴリを「どちらかというと協働できている（次元１）」
「どちらともいえない（次元 2）」「どちらかというと協働できていない（次元 3）」といっ
た 3 次元にあてはめることを試みた。例えば属性が“会議の様相と SC の出席”では，定期
的な会議開催(3,5,9,11,12,13)のカテゴリは，児童生徒を支援するための定例会議を安定し
て開くシステムができあがっていると考えられることから，「どちらかというと協働できて
いる（次元 1）」に該当すると考えられた。また，会議自体が年に数回・単発開催(4,5,6,7)
は，児童生徒を支援する会議を開催する気持ちはあるものの不安定な開催であることから，
「どちらともいえない（次元 2）」に該当すると考えられた。学校の荒れで教員が会議を開
けない(10)は，会議自体を開くことが難しいと考えられることから，「どちらかというと協
働できていない（次元 3）」に該当すると考えられた。このように，各属性に収集されたサ
ブカテゴリ，カテゴリを比較し，3 次元のいずれかにあてはめた。そして，次元と属性によ
り再構成したサブカテゴリ，カテゴリ，カテゴリグループの数を示した。上述した手順に
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従って作成したサブカテゴリ，カテゴリ，カテゴリグループと次元と属性における該当部
分の一覧表を，資料１に示す。 
⑤作成された表の内容を検討し，コアカテゴリを生成した。例えば，各対象者は，会議
への参加や教員との個人的な情報共有の程度により，児童生徒，保護者への接近や支援が
影響されることを述べた。このようなことに関わる属性は“会議の様相と SC の出席”“SC
の情報把握”とし，【情報共有】を生成した。以下，コアカテゴリ名を【 】と表記する。 
なお，カテゴリをどのような次元に含めるかにあたっては，協働を促進している要因か，
阻害している要因かを検討した。また，SC 経験についても検討した。その際，中等教育機
関を考慮して，SC としての臨床経験 3 年未満を若手 SC，3 年以上の者を中堅以上 SC とし
て，校内の活動や SC 活動に関する考え方等を検討した。Table3-1 にて，SC 経験年数 3 年
未満と記述した対象者 No.1,2,6,7 の 4 名を若手 SC，3 年以上と記入した対象者 No.3,4,5, 
8,9,10,11,12,13 の 9 名を中堅以上 SC とした。なお，本研究では学校支援の検討に直接関
係する要因のみを検討した。 
⑥各コアカテゴリの関連性を図式化して，全体の状況を把握した。図式化には，各コア
カテゴリの特徴を比較し，その関連性を探索した。例えば【情報共有】の程度によって，【役
割分担】の程度が影響を受け，それにしたがって【支援のための疎通性】も展開していく
状況がみられれば，これらが相互に関連づくように矢印や枠等で囲み，他のコアカテゴリ
との関連性を探索した。最初に学校支援の内部要因の関連性を探索し，その後，学校支援
の外部要因や協働の促進要因，阻害要因がどのように位置づくのかについて探索した。 
⑦学校支援組織に関連する要因に関して，量的検討を行った。 
 
(6) 確認面接（STEP ５） 
分析結果を A4 用紙 2 枚にまとめ，対象者に返却した。No.1～7 は郵送後，面接にて確認
した（No.4 のみ電話）。No.8 以降は郵送にて確認した（No.8,11 のみメール）。最初に行っ
た No.4 の確認面接から，質問の構造化が必要と考えられた。以降の確認は不明な点，違和
感，調査で出なかった補足事項を質問し，全員が理解可能であった。「微妙な雰囲気の違い
がよくまとまっている」「自分の状況が分かりました」等の意見から，一定の客観性がある
と判断した。補足事項に次元 3 の学校では教員がボランティア学生を雑用係として使用し，
非常勤講師が情報を得にくい状況があった。管理職は会議の設置等，学校支援の開発に消
極的であった。確認面接での情報はゴシックにて示した。 
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第３項. 結果  
面接の所要時間は最長 2 時間 48 分～最短 49 分（平均 1 時間 33 分），計 9 時間 16 分 29
秒だった。文章化した文字数は最大 52,713～最少 5,667 字（一人平均 26,156 字），総数
3,400,022 字だった｡No.12 は録音記録の代わりに，調査者の筆記記録に正誤・過不足の確
認を得たものを分析対象にした。切片の数は一人 46～658，平均 280，総数は 3,638 であっ
た。サブカテゴリ数は一人 56～414，総数は延 2,451，カテゴリ数は一人 33～144，総数は
延 598，カテゴリグループ数は一人 12～27，総数は延 74，属性 49，次元 16，コアカテゴ
リ 13 であった。 
 
4. 学校支援における教員と SC 協働の現状に関するカテゴリの該当部分 
各コアカテゴリに対応するラベル数は，2,451 と膨大な数であったため，属性と次元での
特徴の中で代表的なカテゴリや状況を表にまとめた（Table3-3～7）。この表の詳細につい
ては後述する。 
 
5. コアカテゴリの生成とストーリーライン 
(1) コアカテゴリの生成 
「教員と SC 協働と学校支援とはどのように関連しているのか」を包括的に説明するコア
カテゴリ（戈木，2006）は，13 個生成された。表記についてはコアカテゴリ名を【 】，
次元の様式名を「 」，属性を“ ”，カテゴリグループ，カテゴリ，サブカテゴリと協力
者 No.を下線(数字)とする。 
これらの 13 個のカテゴリの内，どちらかというと協働できている，どちらともいえない
どちらかというと協働できていないといった 3 次元に当てはまる属性を持つコアカテゴリ
は，【情報共有】【役割分担】【支援のための疎通性】【管理職の協働的配慮】【設置者の関わ
り】【学校規模】の 6 つであった。また【協働の促進要因】，【協働の阻害要因】は，協働の
次元間の移行要因になると考えられた。これらのカテゴリの内，【情報共有】【役割分担】【支
援のための疎通性】【管理職の協働的配慮】の 4 つは，児童生徒の支援に関して，学校内部
の SC も含んだ教職員の行動や考え方を直接的に示す内容が見られた。これらのコアカテゴ
リが協働の内部要因になると考えられた。また【設置者の関わり】や【学校規模】は，児
童生徒の支援に関わる協働に際して，間接的に関連する内容と考えられた。従って，これ
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らのコアカテゴリを協働の外部要因になると考えられた。以上で，8 つのコアカテゴリが学
校内の協働と学校支援に関わるものであると考えられた。 
【SC の職業的発達】【教員や SC の専門性】【学校と個別相談機関の支援形態】【SC から
見た学校種の特性】【学校支援に特徴のある学校】の 5 つのカテゴリは，上述の協働の 3 次
元に当てはまらず，其々のコアカテゴリ内で独自な次元と属性が見られた。これらのコア
カテゴリは，教員間や教員と SC 協働，学校支援とは直接関連しないが協働に影響を与える
背景として考えられた。従って，これらのカテゴリは協働に直接関連するカテゴリとは別
の視点で分析を進めることにした（詳しくは，3 章 2 節を参照）。 
(2) 学校内の協働と学校支援に関わるコアカテゴリのストーリーラインと属性 
以下では，各コアカテゴリのストーリーラインについて示す。 
1) 学校の内部要因 
学校の内部要因では，①【情報共有】②【役割分担】③【支援のための疎通性】が実質
的な学校支援として機能しており，これらのコアカテゴリの各状況が，どちらかというと
協働できている，どちらともいえない，どちらかというと協働できていないといった各 3
次元において相互作用し，協働や学校支援の機能や状況を決定づけていた。これらの各 3
次元の協働や学校支援の機能や状況に対して，④【管理職の協働的配慮】は円滑に機能す
るために，学校支援を構築・維持する活動を行っていると考えられた。⑤【協働の促進要
因】，⑥【協働の阻害要因】は，各次元の移行に際し，決定因となる状況や各立場の活動と
関連していると考えられた。以下に各コアカテゴリの属性を示す。 
①【情報共有】において，児童生徒を支援する会議の開催状況や，出席メンバー，頻度，
話し合われる内容等からなる“会議の様相と SC の出席”と，SC の情報収集の状況や，情
報の質や量，情報源となる状況や教員の役割，情報共有とともに問題の検討等を行ってい
るかの内容を示した“SC の情報把握”が見られた。 
②【役割分担】において教員では，児童生徒支援の中で，担任や生徒指導主事，教育相
談担当，管理職等がどのような役割を持ち，児童生徒支援にあたっているのかについての
内容が含まれた“教員の立場”，教員の転勤や長期欠席の状況，SC から見た教員の疲労感
等の内容を含んだ“教員の負担”が含まれている。SC に関しては，各次元において役割分
担する中で，SC に割り当てられる仕事の質や量，状況が見られた。それだけでなく，SC
が各状況に対して行う方略も含まれた。また，SC が対応することが多い“不登校の対応”
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も，それに関わる周囲の人の動きや，児童生徒の反応等が見られた。最後に，“外部連携”
についても，その児童生徒の支援に関わる外部連携の状況や窓口について見られた。 
③【支援のための疎通性】において，児童生徒の支援に関わる“教員間のコミュニケー
ション”を，役割分担の状況や，日常的なコミュニケーションの度合い，周囲との協働の
程度等が見られた。また，多職種との協働や連携の状況についても同様に含まれていた。“SC
と教員のコミュニケーション”は，教員と SC が児童生徒支援に関して，どのようにコミュ
ニケーションをとっているのかが示されていた。その際，懇親会への勧誘等，SC を学校の
一職員として見なしているかの状況が見られた。“SC の机の位置”については，各次元で
の SC の職員室机の位置か，その設置経緯，職員室の居心地等が示されていた。 
④【管理職の協働的配慮】について，“教員支援”は，管理職が児童生徒支援に関わる学
校支援の組織開発や，外部連携，児童生徒の支援に関わる会議の参加形態等についてが見
られた。その際に，教員への協働をより促進するための支援をどのように行っているのか
についての語りが見られた。“SC への働きかけ”は，異職種である SC についてどのような
働きかけを行っているのかについてが見られた。その際に，会議参加や SC 活動に対して，
専門性が発揮できるような働きかけを行っているのか，それについて SC がどのように捉え
ているのかについての語りも含まれていた。 
⑤【協働の促進要因】各次元の移行に際して，次元がより協働化される方に進む要因が
見られた。これらは方向性が異なるものの，【協働の阻害要因】と共通した属性が見られた。
見られた属性として，“管理職の姿勢”については，管理職も含めたキーパーソンの動静や，
組織化への動きについてが見られた。“学校危機の対応”については，学校危機に対応する
ことによる協働への影響が示された。“異職種理解”については，教員の SC も含めた校内
の異職種理解についての程度が見られた。“システム構築の SC の取り組み”については，
校内の学校支援の構築に際し，SC が行う動きが見られた。 
⑥【協働の阻害要因】として，各次元の移行に際して，次元がより協働化が阻害される
方に進む要因が見られた。属性は【協働の促進要因】と同様に，“管理職の姿勢”について
は，管理職も含めたキーパーソンの消極的な姿勢や，無関心さが見られた。“学校危機の対
応”については，見られなかった。“異職種理解”については，教員の SC も含めた校内の
異職種についての無理解の程度が見られた。“システム構築の SC の取り組み” については，
校内の学校支援の構築に際し，SC が動けない状況が見られた。 
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2) 学校の外部要因 
外部要因では，学校支援や協働における学校の内部要因の機能や状況に関連する要因と
して，⑦【設置者の関わり】や⑧【学校規模】が存在していると考えられた。以下に各コ
アカテゴリの属性を示す。 
⑦【設置者の関わり】について，SC を派遣している自治体や教育委員会の働きかけに対
して，SC が感じていることについての語りが見られた。SC が学校内で協働を行うに際し，
協働を促進するための組織化を推進しているのか，それとも，SC を派遣するだけで，各学
校に対して，働きかけをほとんど行っていないのかについての内容も含まれていた。また，
それらの設置者の働きかけが，SC の活動にどのような影響を及ぼすかについての内容も見
られた。 
⑧【学校規模】において，各次元の中で多く見られる学校規模が示されていた。また，
これらの学校規模が，教員や SC の児童生徒支援に対してどのような影響を及ぼすのかにつ
いての内容も含まれていた。 
3) 学校内の協働や学校支援の背景となるコアカテゴリのストーリーラインと属性 
協働の背景に関するコアカテゴリの内，SC がより協働可能になるための⑨【SC の職業
的発達】は，⑩【学校と個別相談機関の支援形態】の違いを理解するところから始まって
いた。それらの学校の支援形態も，学校によっては，⑪【学校種の特性】，⑫【学校支援に
特徴のある学校の特性】により異なり，多様性が見られた。その中で SC は，⑬【教員や
SC の専門性】を理解していくことが必要と考えられた。以下に各カテゴリの属性を示す。 
⑨【SC の職業的発達】において，SC が学校の中で児童生徒や保護者，教員を支援する
存在として，「若手 SC」と「中堅以上 SC」の 2 次元でどのように行動や考え方が異なるか
を比較した。比較の際には，各立場の意見だけでなく，中堅以上 SC から若手 SC を見ると
どのように見えるのかについての内容も含まれていた。“学校理解”は，学校内での動き方
や，SC として学校での支援をどのように理解しているのかについて示されていた。“心理
士としてのアイデンティティ”では，SC として仕事をする際に，心理士としてどのように
向き合い，どのようにスクールカウンセリングを捉えているのかについて示されていた。
“必要と考えるカウンセラー役割”では，SC として仕事を行うに際して，どこまでを仕事
の範囲としてとらえるのか，何を SC の仕事と考えているのかについてが見られた。“教員
との関係”では，SC として，どのように関係を取っているのかについて示されていた。“情
報管理”では，SC として，どのように学校内での情報を扱うのか，どのように校内での情
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報を収集するのかについて示されていた。“心理学的知識の使用方法”では，大学院におい
て学んできた臨床心理士の基礎知識をどのように捉え，活用しているのかについてが見ら
れた。“教員との学校支援の構築”については，学校支援構築に際して，教員にどのように
働きかけるのかについての内容が見られた。 
⑩【教員や SC の専門性】において，SC から見て，教員や SC がどのような専門性を持
ち，またSC自身の活動や協働の在り方を各立場からどのように見ているのかについて，「SC
の専門性」と「教員の専門性」の 2 次元により比較した。“位置づけ”では，各立場をどの
ように見ているのかについてが示されていた。“役割”では，児童生徒支援に際して，各立
場について，どのような働きをし，機能する存在として見ているのかについてが見られた。
“予防活動”では，「SC の専門性」についての予防活動への考えや行動，「教員の専門性」
に際しては SC から見た教員の現状や期待等が示された。“SC の活動範囲”において，「SC
の専門性」では，SC 自身の考える活動範囲と，教員から見なされる SC の活動範囲が含ま
れていた。“専門性の研修”において「SC の専門性」では，SC 自身の専門性の研修に関し
て，SC が SC としての技能をどのような形で身に付けてきたのかについての内容が見られ
た。「教員の専門性」については，調査対象者のデータからは得られなかったので，文部科
学省が定める研修の項目（2013）について示した。“専門家としての期待”では，SC から
見て，SC に何を求めているのかについて，「教員の専門性」に際しては，教員に対して学
校内でどのような行動を期待しているのかについて示した。“専門文化”について，「SC の
専門性」は，心理士としての基盤を基に，どのような文化を持っているのかについてが見
られた。「教員の専門性」は，SC が感じている教員のもつ独特な行動様式や考え方などを
記載した。“協働への姿勢”において「SC の専門性」では，協働に際して，SC がどのよう
な動きや考えを持っているのか，「教員の専門性」に関しては，SC との協働に対してどの
ように見ているのか，教員間の協働はどのように SC との協働に影響を及ぼすのかについて
が示されていた。 
⑪【学校と個別相談機関の支援形態】において，SC から見て，「学校」と「個別相談機
関」の 2 次元で，支援の様式がどのように異なるのかについて比較した。比較については，
病院勤務の経験のある調査対象者（4,6,10）の語りから主に選択した。“対象者の特徴”で
は，どのような対象者を支援しているのかについてが見られた。“対象とする範囲”につい
ては，どこまでを仕事の範囲として捉えるのかについて示されていた。“異職種との方向性”
では，カウンセラー以外の異職種との援助方針についての方向性の違いが見られた。“カウ
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ンセラーの役割”は，カウンセラーとしてどのような役割を果たす必要があるのかについ
てが見られた。“組織形態”については，どのような組織形態の中で仕事をしているのかに
ついてが見られた。“情報共有”については，情報共有をどのように行うのか，また行う必
要があるのかについてが見られた。“スタッフ”については，各施設内でどのようなスタッ
フと共に働いているのかについてが見られた。 
⑫【SC から見た学校種の特性】において，SC として勤務する「小学校」「中学校」「高
等学校」の 3 次元で，どのような特徴があるのかについて比較した。“会議の在り方”につ
いては，どのような時間帯で会議を持つのかについてが見られた。“児童生徒への対応”に
ついては，SC としてどのように児童生徒を支援するのかについて示されていた。“学歴コ
ンプレックス”については，各校種において，教員が学歴や修士卒以上の SC の学歴につい
て，どのように見なしているのかについてが見られた。 
⑬【学校支援に特徴のある学校】については，学校支援に特徴のある学校に勤務経験の
ある 調査対象者(9)のデータを基に分析した。次元として，「養護施設内の学校」と「不登
校を積極的に受け入れる学校」について比較した。“対象となる児童生徒”では，各学校に
通っている児童生徒の背景や，家庭的状況についてが見られた。“教員の特徴”では，そこ
で勤務する教員の背景や児童生徒支援のあり方が見られた。“児童生徒の支援体制”につい
ては，対象となる児童生徒をどのような体制の下で支援し，児童生徒はどのように取り組
んでいるのかについてが示されていた。 
 
6. コアカテゴリの次元について 
コアカテゴリの次元について，「教員と SC 協働と学校支援とはどのように関連している
のか」の視点から，学校種を踏まえて検討した。 
その結果，教員と SC 協働と学校支援の実現の程度について次元とすることが可能と考え
られた。SC との協働において積極的な教員意識や充実した校内体制が見られた学校につい
ては，「学校支援実現校」という次元名とした。小学校 8 校（No.3 の 6 校，No.9 および No.10
の各 1 校）中学校 13 校（No.3 の 4 校，No.5 の 1 校，No.9 の 2 校，No.10 の 1 校，No.11
の 3 校，No.13 の 2 校），高等学校 5 校（No.10 の 3 校，No.11 および No.12 の各 1 校），
国立・私立学校 3 校（No.9 の 2 校，No.10 の 1 校）が該当した。 
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一方，SC との協働において欠如・不足した教員意識や不十分，消極的な学校支援が見ら
れた学校については，「学校支援非実現校」という次元名とした。小学校は No.1 の 3 校，
中学校は No.2～6 の 4 校（各 1 校），No.10 の 2 校，高等学校は No.10 の 1 校が該当した。 
次元 1･3 の様式と異なる中間的な教員意識や校内体制が見られた学校については，「学校
支援一部実現校」という次元名とした。小学校は No.8 の 5 校，No.10 の 1 校，No.12 の 2
校，中学校は No.4～7 の 4 校（各 1 校），No.8 の 2 校，No.13 の 4 校，高等学校は No.10
～14 の 4 校（各 1 校）が該当した。 
各コアカテゴリの様式おいて，全校がどこかの次元に位置づいた。 
 
4. コアカテゴリの属性と次元の詳細 
 各コアカテゴリの関連性を Figure3-1 にて図示した。以下では，学校支援における内部
要因の詳細について以下に示す。 
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(1) 学校支援の内部要因 
4) 「学校支援実現校」 
表は Table3-3 に示す。【情報共有】は“会議の様相と SC の出席”において，定例会議が
固定予約(3,5,9,11,12,13)で，出席は業務の一環(3,9)，一部で情報の少ない会議が有り(12.13)，
生徒指導と教育相談の分離(13)が見られた。“SC の情報把握”において，会議で多方面から
詳細な情報(5,9,11,13)，問題点を整理した情報(4,9,11,13)を共有し，情報交換が事例検討の
場(5,9,11,13)になる。会議で情報が無いと,単独および関係者からの収集(9,11,12)が見られ
た。 
【役割分担】は“教員の立場”において，担当教員の学校支援形成(9,13)があり，他教員
が柔軟に他役割を分担する(3)。担任は情報提供者(5)，指導者(3)であり，状況により関与度
が変化(3,5)した。管理職の要求水準が高いと教員がついて行けず(9,11)，要求水準が低いと
相互扶助・個別対応となる(11,12) 。“教員の負担”において，転勤希望が少ない(3)。管理
職の要求水準が高いと負担感が高まり，低いと個別対応になる(9,11)。“SC の仕事”におい
て，専門の仕事に限定(13)される場合が見られた。SC の専門性が理解(3,13)され，SC が一
人で動けない前提(3,5)が見られた。SCの仕事量は多い場合(5)と少ない場合(3)が見られた。
業務の心理教育(9,11,12,13)も見られた。学校が当時者の感情に配慮せず障害受容等を進め
る場合は，SC によって学校の方針と当事者の調整(11)や学校支援作り(9,11,12)が行われた。
“不登校の対応”において，不登校対応の体制(3,5,9,11,13)を整備していた。要求水準が高
いと転校,別室登校が増加(11)する。“外部連携”において，積極的な広報活動(9,11)を行い，
外部窓口係がある(5)様子が見られた。 
 【支援のための疎通性】は“教員間のコミュニケーション”において，役割分担(3)し，
私的でも良好(3,5)であった。管理職の高い要求水準は教員間が 2 極化(9,11)し，低い要求水
準は役割が曖昧となる(11,12)様子が見られた。“SC と教員のコミュニケーション”におい
て， SC の専門性を理解し共に関わる(3)。生徒指導主事とも対話での相互理解がある(3)。
中堅以上は SC からの情報発信(9)も行われた。“SC の机の位置”において，余った席(5,13)
もあるが，教員が行きやすい場所(3,13)になった。 
【管理職の協働的配慮】は “教員支援”において，積極的な外部連携(5)や教員間の人間
関係調整(3,9,13)，1次予防の企画(9,11,13)等，組織開発(9,11)を行う。“SC への働きかけ” 
において，会議上で SC に専門的役割を持たせる(3,5,9,11)。高い要求水準(11)や曖昧な期待
(11,12)も見られた。 
  
Table 3-3 学校支援実現校の次元（学校内における教員と SC協働）に含まれる状況や 
カテゴリ例 
コアカテゴリ 属性 状況やカテゴリ例（対象者番号） 
情報共有 
会議の様相と 
SC の出席 
定期的な会議開催(3,5,9,11,12,13) 
出席は業務の一環(3,9) 
情報の少ない会議が有り(12,13) 
生徒指導と教育相談の分離(13) 
SC の情報把握 
多方面から詳細な情報(5,9,11,13) 
問題点を整理した情報(4,9,11,13) 
情報交換から事例検討(5,9,11,13) 
会議で情報が無いと,独自および関係者からの収集(9,11,12) 
役割分担 
教員の立場 
担当教員の相談体制形成(9,13) 
他教員が柔軟に他役割を分担(3) 
担任は情報提供者(5)・指導者(3)  
状況により関与度が変化(3,5) 
要求水準が高いと教員がついていけず(9,11) 
要求水準が低いと相互扶助・個別対応となる(11,12) 
教員の負担 
転勤希望が少ない(3) 
要求水準が高いと負担感が高まり,低いと個別対応になる(9,11) 
SC の仕事 
多様(5,9,10,11)と限定(13)が有る 
SC の専門性が理解(3,13)  
SC が一人で動けない前提(3,5) 
仕事量は多い(5)と少ない(3)有り 
業務の心理教育(9,11,12,13) 
学校の方針と当事者の調整(11) 
学校支援作り(9,11,12) 
不登校の対応 
不登校対応の体制(11,13) 
統制が強いと転校,別室登校が増加(11) 
外部連携 
外部窓口係がある(5) 
積極的な広報活動(9,11) 
支援のため
の疎通性 
教員間の 
コミュニケーション 
役割分担(3)し，私的でも良好(3,5) 
高い要求水準は教員間が 2 極化(9,11) 
低い要求水準は役割が曖昧(9,11) 
SC と教員の 
コミュニケーション 
SC の専門性を理解し共に関わる(3)  
生徒指導主事とも対話による相互理解がある(3) 
SC からの情報発信(9,11,12) 
SC の机の位置 余った席(5,13)の場合もあるが，教員が行きやすい場所(3,13) 
管理職の 
協働的配慮 
教員支援 
積極的な外部連携 (5)や，教員間の人間関係調整 (3,9,13),   
1 次予防の企画(9,11,13)等，組織開発(9,11) 
SC への働きかけ 
会議上で SC に専門的役割を持たせる(3,5,9) 
高い要求水準(11)や曖昧な期待(11) 
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5) 「学校支援一部実現校」 
表は Table3-4 に示す。【情報共有】は“会議の様相と SC の出席”において，会議がケー
ス会議中心・単発開催(4,5,6,7,8,10)であり，会議は部分的な情報共有(5,12)が見られた。SC
は空き時間の出席(4,5,6,7,13)で，教員は SC の出席に抵抗感は無いが，情報共有徹底の雰囲
気は無い(5)様子が見られた。“SC の情報把握”において，教育相談担当経由(6,7,8,12,13)
で，学校の一部の情報や特定児童・生徒の情報等を共有(6,7,12,13)し，方針検討がない
(4,5,12)。中堅以上 SC が雑談を通じ職員室・校内で収集(8,10)する様子が見られた。 
【役割分担】は“教員の立場”において，教育相談担当が中心(4,5,8,12,13)になり，担当
教員のみが関わり役割分担が不明確(6)であった。有能教員が複数役割を兼務し，周囲は無
関心(5)であった。教育相談担当・担任の意向で支援の程度が変化(4,5)した。協働可能な教
員による SC との協働や調整(8)がある反面，協働困難な教員による相談活動の阻害と SC 独
自の相談経路確保(8)があった。“教員の負担”において深刻だと病欠や退職が多い(5)が，管
理職の配慮により負担感が変化(8)した。“SC の仕事”において，不登校(4,5,6,7)，外部連
携(5)等に限定された。SC の面接以外の活動に抵抗感も支援もない(5)。反面，SCからのあ
る程度の接近は可能(5,12)であった。教員が協働可能だと面接中心(8,13)になるが，教員の
協働困難に（中堅以上の）SC は相談経路を開拓(8)し，そちらへ労力が割かれた。1次予防
が業務に入る場合もある(8,12)。チーム対応せず教職員が単独で相談(13)が行われた。“不
登校の対応”において，関係者での対応だが役割分担が曖昧(4,6)で，不登校支援員の対応(13)
もある。“外部連携”において，担当者の技能により変化(5)し，SC の個人的資源の活用(8)
となった。 
【支援のための疎通性】は“教員間のコミュニケーション”において，関係性が良好で
も役割分担が非常に混沌としている(5)。教員間の諍い(13)や個別対応(13)が多く見られた。
“SC と教員のコミュニケーション”において，関係性が良好でも協働困難(5)で，相談担当
等特定教員以外の教員との関係の希薄さ(6,7)があった。“SC の机の位置”において，目立
たない席に配置(4)された。 
【管理職の協働的配慮】は “教員支援”において，直接のチーム支援もあるが表面的な
協働中心(6)のため教員支援(8)が異なり，支援に無関心(13)，丁寧な支援が難しい(5,12)。“SC
への働きかけ”において， SC は個々人の協働が中心(4,5,6,7,8,13)で，限定的か曖昧な期
待(4,6,12,13)となっていた。 
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Table 3-4 学校支援一部実現校の次元（学校内における教員と SC協働）に含まれる 
状況やカテゴリ例 
コアカテゴリ 属性 状況やカテゴリ例（対象者番号） 
情報共有 
会議の様相と 
SC の出席 
会議がケース会議・単発開催(4,5,6,7,8,10) 
SC は空き時間の出席(4,5,6,7,13) 
会議は部分的な情報共有(5,12) 
出席に抵抗感は無いが，情報共有徹底無い(5) 
SC の情報把握 
教育相談担当経由(6,7,8,12,13) 
学校の一部や特定児童・生徒の情報等共有(6,7,12,13) 
方針検討がない(4,5,12) 
SC が雑談を通じ職員室・校内で収集(8,10) 
役割分担 
教員の立場 
教育相談担当が中心(4,5,8,12,13) 
担当教員のみが関わり役割分担が不明確(6) 
有能教員が複数役割を兼務，周囲は無関心(5) 
担当・担任の意向で支援の程度が変化(4,5) 
協働可能な教員による SC との協働･調整(8) 
協働困難な教員による相談活動の阻害と SC 独自の相談経路確
保(8) 
教員の負担 
深刻だと病欠や退職が多い(5) 
管理職の配慮により負担感が変化(8) 
SC の仕事 
不登校(4,5,6,7)・外部連携(5)等に限定 
面接以外の活動に抵抗感・支援がない(5) 
SC からのある程度の接近は可能(5,12) 
教員が協働可能だと面接中心(8,13) 
教員の協働困難に SC は相談経路を開拓(8) 
1 次予防が業務に入る場合もある(8,12) 
チーム対応せず教職員が単独で相談(13) 
不登校の対応 
関係者対応だが役割分担が曖昧(4,6) 
不登校支援員の対応(13) 
外部連携 
担当者の技能により変化(5) 
SC の個人的資源の活用(8) 
支援の 
ための 
疎通性 
教員間の 
コミュニケーション 
関係性が良好でも役割分担が非常に混沌としている(5) 
教員間の諍い(13)や,個別対応(13)が多い。 
SC と教員の 
コミュニケーション 
関係性が良好でも協働困難(5) 
特定教員以外の教員との関係の希薄さ(4,6,7) 
SC の机の位置 目立たない席に配置(4) 
管理職の 
協働的配慮 
教員支援 
直接のチーム支援もあるが表面的な協働中心(6) 
丁寧な支援が難しい(5,12) 
教員支援(8)が異なる 
支援に無関心(13) 
SC への働きかけ 
SC は個々人の連携が中心(6,8) 
限定的か曖昧な期待(4,12,13) 
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6) 「学校支援非実現校」 
表は Table3-5 に示す。【情報共有】は“会議の様相と SC の出席”において，学校の荒れ
で教員が会議を開けない(10)か，教員や SC 間の情報共有の場がほぼない(2)。あっても SC
を会議メンバーと見なさず(2)，一部教員が出席困難で，議事録もない(2)。“SC の情報把握”
において，SC が独自に情報収集を行う(1,2,4)ため，校内巡回・職員室の在駐(2,5)が行われ
た。情報共有の場がないので協働困難(2,4,5,6)であった。中堅以上は教職員との多方面の雑
談から収集(10)し，若手は出欠確認(2)が行われた。 
【役割分担】は“教員の立場”において，全体像が見えないため協働困難(4)であり，情
報量での常勤と非常勤，担任と担任外間の情報格差(4)が存在した。担任の個人的対応にな
るため，担任により問題への関与度が変化(4)した。教員は生徒の問題対応に追われ,協働困
難(10)か教員が生徒指導・教育相談に無関心(10)であった。中堅以上の SC は，教員からの
情報や連携がない中で活動を行い，学校支援がない中で単学年のみ協働(10)可能になる場合
もある。“教員の負担”において，生徒の対応に追われ，全体的に疲労度が高い(10)。多数
の転勤や体罰による退職(5)が見られた。“SC の仕事”において，予約来談(4)や緊急時の相
談(2)のみとなる。困難校は SC の援助に保護者や児童・生徒の抵抗感があるため後方支援
中心(1)であり，学生は教員の部下として重用(1)された。若手の SC は通信作成で教員に SC
理解を促す(2,5)。中堅以上の SC は給湯室清掃等を通じて環境整備(10)し，環境整備の重要
性を鍵人物に説明(10)した。“不登校の対応”において，担任任せ・個別対応で問題解決せ
ず(2,4)であった。“外部連携”において，管理職の評価懸念より制限される(5)ようであった。 
【支援のための疎通性】は“教員間のコミュニケーション”において，取れていても他
職種との協働に問題がある場合(2,10)と教員間に課題がある場合(5)，学校が疲弊・無関心な
時(10)が見られた。“SC と教員のコミュニケーション”において，教職員外の扱い(2,4,6,10)
のため学校職員と区別，宴会に呼ばれない(4,5,6)。若手 SC は宴会に呼ばれても居場所がな
い(2)様子が見られた。“SC の机の位置”において， SC の職員室出入りを嫌い設置困難(4,5)
である。職員室机がある場合は端の席(1,2,6)となる。状況の好転で，教員が相談しやすい場
所に(5)なった。 
【管理職の協働的配慮】は “教員支援”において，いじめと言った大きな問題(1)か，対
外的役割のみ担う(2)に留まっていた。時に教員が管理職を避けて相談(5)する。学校組織開
発も消極的な様子(1,4)である。“SC への働きかけ”において， SCを根付かせる取り組みが
無い(1,5)。若手 SC はニーズが曖昧で役割に悩む(1,2)姿が見られた。 
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Table3-5 学校支援非実現校の次元（学校内における教員と SC 協働）に含まれる状況や  
カテゴリ例 
コアカテゴリ 属性 状況やカテゴリ例（対象者番号） 
情報共有 
会議の様相と 
SC の出席 
学校の荒れで教員が会議を開けない(10) 
教員や SC 間の情報共有の場がほぼない(2) 
SC を会議メンバーと見なさず(2) 
一部教員が出席困難で，議事録もない(2) 
SC の情報把握 
SC が単独で情報収集を行う(1,2,4) 
出欠確認(2)や校内巡回・職員室の在駐(2,5) 
情報共有の場が無いので協働困難(2,4,5,6) 
教職員との多方面の雑談から収集(10) 
役割分担 
教員の立場 
全体像が見えないため協働困難(4) 
常勤と非常勤，担任と担任外間の情報格差(4) 
担任の個人対応になるため，担任により問題への関与度が変化(4) 
生徒の問題対応に追われ,協働困難(10) 
生徒指導・教育相談に無関心(10) 
学校支援がない中で単学年のみ協働 (10) 
教員の負担 
多数の転勤や体罰による退職(5) 
生徒の対応に追われ，全体的に疲労度が高い(10) 
SC の仕事 
予約相談(4)や緊急時の相談(2)のみ 
困難校は SC の援助に保護者や子どもに抵抗感があるため SC は 
後方支援中心(1) 
学生は教員の部下として重用(1) 
通信作成で教員に SC 理解を促す(2,5) 
SC が給湯室清掃等を通じて環境整備(10) 
環境整備の重要性を鍵人物に説明(10) 
不登校の対応 担任任せ・個別対応で問題解決せず(2,4) 
外部連携 管理職の評価懸念より制限される(5) 
支援の 
ための 
疎通性 
教員間のコミュ
ニケーション 
取れていても他職種との協働に課題がある場合(2,10)と教員間に
課題がある場合(5),学校が疲弊・無関心な時(10)がある 
SC と教員のコミ
ュニケーション 
教職員外の扱い(2,4,6,10) 
学校職員と区別，宴会に呼ばれない(4) 
宴会に呼ばれても居場所がない(2) 
SC の机の位置 
SC の職員室出入りを嫌い設置困難(4,5) 
職員室机がある場合は端の席(1,2,6) 
状況の好転で，教員が相談しやすい場所に(5) 
管理職の 
協働的 
配慮 
教員支援 
大きな問題(1)か，対外的役割のみ担う(2) 
教員が管理職を避けて相談(5) 
学校組織開発も消極的な様子(1,4) 
SC への働きかけ 
SC を根付かせる取り組みがない(1,5) 
SC はニーズが曖昧で役割に悩む(2) 
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(2) 学校支援の外部要因  
【設置者の関わり】 
 表は Table3-6 に示す。「学校支援実現校」では，臨床心理士会・教育委員会のガイドライ
ン作成(3,9,11,12,13)，心理士間地域内部学校支援の構築(3)，地域 SC の事例交換(3)が見ら
れた。全体に，心理士提案によるガイドライン制定や SC 間の相互支援が見られた。「学校支
援一部実現校」では，E 地区での各校の独立独歩(5)な気風があり，教員意識により学校支援
が異なっていた。不登校が多いため，不登校対応担当の設置(13)も見られた。そのため全体
として協働的風土や，不登校対応に格差が見られた。「学校支援非実現校」では，教員研修
による個別相談中心のイメージ(5)が教員に浸透し，コーディネーター等のキーパーソン人材
の予算がつかない(5)。SCの早期退職(5)も相次いだ。背景に過去の地域を中心とした SC 活
用(10)の影響もある。全体に，教員研修による SCの個別相談イメージの定着化やキーパーソ
ン人材の予算不足が見られた。 
 
TABLE 3-6 外部要因（学校外における教員と SC協働）に含まれる状況やカテゴリ例 
コア
カテ
ゴリ 
次 元 
学校支援実現校 学校支援一部実現校 学校支援非実現校 
設
置
者
の
関
わ
り 
心理士会・教育委員会のガ
イドライン作成 
(3,9,11,12,13) 
心理士間地域内部学校支
援の構築(3) 
地域 SC の事例交換(3) 
不登校が多く不登校支援担
当員を設置(13) 
E 地区での各校の独立独歩
な(5)の気風があるため，学
校の教員意識により学校支
援が異なる 
教員研修による SC
個別相談観(5) 
キーパーソン人材の予算が
付かない(5) 
SC の早期退職(5) 
過去の地域を中心とした
SC 活用(10) 
学
校
規
模 
1 学年 3～5 クラスの中規
模校(5,13) 
重篤な問題が少ない(5) 
小規模校でも，自治体の意
識で協働が進む(3) 
生徒 1 学年 6 クラス以上，
教員50人前後の大規模校で
の 生 徒 の わ か り づ ら さ
(4,7,8) 
小規模校でも学校の意識で
協働可能(12,13,8)  
1 学年 1･2 クラスの小規模
校，教員約 15 名(1,2,4,5,6) 
先生の関わりの密接さ(6) 
SC はヨソ者(6) 
注）状況やカテゴリ例（対象者番号） 
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【学校規模】 
 「学校支援実現校」では，学年 3～5 クラスの中規模校(5,13)であり，重篤な問題が少ない
(5)。小規模校でも，設置者の意識で協働が進む(3)場合もあった。全体に中規模校が多くみ
られた。「学校支援一部実現校」では，生徒 1 学年 6 クラス以上，教員 50 人前後の大規模校，
生徒のわかりづらさ(4,7,8)があった。お茶の時間に SC を参加させる等小規模校でも学校の
意識で協働可能(8,12,13)な所も見られた。全体に，大規模校が多いが小規模校でも学校の意
識で協働可能であった。「学校支援非実現校」では，1 学年 1･2 クラスの小規模校，教員約
15 名(2,4,5,6)で，先生の関わりの密接さ(2)の一方で，SC はヨソ者(6)の意識が見られた。全
体に小規模校が多く，SC とは疎遠であった。 
 
(3) 協働の促進要因と阻害要因  
【協働の促進要因】 
 表は Table3-7 に示す。「学校支援実現校」と「学校支援一部実現校」間の要因を属性毎に
あげると“管理職の姿勢”では組織的対応に積極的な管理職(5,10,11)や，教育相談への理解
(3,11)等があげられた。“異職種理解”では会議での相互理解(3)や SC 活動の広報(9)，雑談 (3)，
が見られた。“教員間の関係”では，役割分化(3)，成功体験(5,10)があげられた。“学校危機
への対応”に社会的ないじめ関心による質問紙実施(10,12)も見られた。“システム構築への
SC の取り組み”では，システム発想を教員に伝える努力(5)が見られた。全体に，組織開発
に積極的な管理職の転勤や会議での役割分化が見られた。「学校支援一部実現学校」と「学
校支援非実現学校」の間において“管理職の姿勢”では，連携が取れる養護教諭・教頭の
転勤(5)があり，“システム構築への SC の取り組み”では，外に出しやすい雰囲気の構築(1,3)
や SC が目標や意味を見出し教員に伝える(10)が見られた。“学校危機への対応”では，学
校の荒れへの対応(10)や学校危機の発生(10)，事件がきっかけ(10)になっていた。“教員間の
関係”では，加害教員の転勤(5)，話し声のする職員室(5)が見られた。“異職種理解”では若
手養護教諭の経験・認識不足(5)，SC・教員間の非公式な関わり発生(5)が見られた。全体に，
連携上手な教員の転勤や信頼関係のある風土が見られた。 
【協働の阻害要因】 
 「学校支援実現校」と「学校支援一部実現校」間で，“管理職の姿勢”は管理職の組織的
対応消極的姿勢(5,11)やコーディネーター人材の能力的不均一(11)があり，“教員間の関係”
は，役割分担の不明確化(5)が影響した。“異職種理解”では教員の即時対応と役所の手続き
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重視(5)が見られた。“学校危機の対応”“システム構築への SC の取り組み”は見られなか
った。全体に，管理職の消極的姿勢や役割分担の不明確化が見られた。「学校支援一部実現
学校」と「学校支援非実現学校」間で，“管理職の姿勢”は教員との信頼関係のない管理職
(5)や，“教員間の関係”に教員間の希薄なコミュニケーション(5)，公的情報交換の場の未整
備(2)，協働困難な教員の配置(8)として影響した。“異職種理解”では教員の中での支援対象
の線引き(4)が見られた。“学校危機の対応”は見られなかった。全体に，教員間の希薄な関
係や公的情報共有の場の未整備が見られた。
 
Table 3-7属性と次元（教員と SC協働に関する要因）により再構成したサブカテゴリ，カ
テゴリ，カテゴリグループの数 
属 性 
次 元（教員と SC 協働に関する要因） 
協働の促進要因 協働の阻害要因 
学校支援実現校 学校支援非実現校 学校支援実現校 学校支援非実現校 
管理職の 
姿勢 
組織的対応に積極的
な管理職(5,10,11) 
教育相談への理解
(3,11) 
連携が取れる養護教
諭・教頭の転勤(5) 
管理職の組織的対応
消極的姿勢(5,11) 
コーディネーター人
材の能力不均一(11) 
教員との信頼関係の
ない管理職(5) 
学校危機の
対応 
社会的ないじめ関心
による質問紙実施
(10,12) 
学校の荒れへの対応
(10) 
学校危機の発生(10)事
件がきっかけ(10) 
  
異職種理解 
会議での相互理解
(3) 
SC 活動の広報(9) 
雑談(3) 
SC・教員間の非公式な
関わり発生(5) 
教頭の拒否感(5) 
若手養護教諭の経
験・認識不足(5) 
教員の即時対応と役
所の手続き重視(5) 
教員の中での支援対
象の線引き(4) 
教員の心理ケアへの
抵抗(1) 
教員間の 
関係 
役割分化(3) 
成功体験(5,10) 
 
加害教員の転勤(5) 
話し声のする職員室
(5) 
役割分担の不明確化
(5) 
教員間の希薄なコミ
ュニケーション (5)
公的情報交換の場の
未整備(2) 
協働困難な教員の配
置(8) 
システム 
構築への
SC の 
取り組み 
システム発想を教員
に伝える努力(5) 
コーディネーター補
助役割への移行(5)  
外に出しやすい雰囲
気の構築(1,3) 
SC が目標や意味を見
出し教員に伝える(10) 
 システム化の障害：
SC の専門性の違い
(5) 
注）状況やカテゴリ例（対象者番号）
  
7. SC 経験による影響の確認 
若手 SC と中堅以上 SC を比較したところ，若手 SC にはある特徴が見られた。第 1 に，
学校支援実現校の回答が存在しなかった。第 2 に，若手 SC の回答が存在しない属性は【役
割分担】の“教員の負担”“外部連携”，【設置者の関わり】であった。１回答のみ見られた
のは，【役割分担】での“教員の立場”,【支援のための疎通性】での“教員間のコミュニケ
ーション”であった。教員間や設置者，外部との関わりに関するカテゴリが存在しない理
由として，若手 SC は学校全体の包括した学校支援の状況を理解し，そこから SC の置かれ
ている状況を理解することや，個々の学校支援の状況に応じた対応が困難なことが窺えた。 
しかし，中堅 SC も「学校支援一部実現校」や「学校支援非実現校」において，教員との
協働に SC 活動そのものよりも労力を割かれていることから，SC としての技能も児童生徒
支援と関連しているが，学校支援のあり方の関連は避けられないと考えられた。 
 
8. 学校の外部要因と学校支援の関連 
学校の外部要因と，学校支援に関連があるかどうかを検討した。 
【設置者の関わり】と「学校支援の実現度」との関連について検討を行った。設置者の分
類は SC 活用のガイドライン作成や SC の職員室机の設置等，協働化を行う設置者を「積極
型」，SC の仕事を面接のみと考え協働化に消極的な設置者を「消極型」とした。これらの基 
準を設定し，確認面接の際に各調査対象者に，自分自身の勤務校経験とそこの管轄であっ
た設置者についてどの群に当てはまるのかを改めて聞いた。そして，学校支援の各次元数 
は数が少ないため，「学校支援実現校」と「学校支援一部校」を「学校支援校」とし，「学
校支援非実現校」の 2 群として，χ2検定を行った。なお，私学・国立は設置形態の違いに
より除外した。 
その結果，設置者の協働推進度と学校支援実現度に有意な差が見られた（χ2（df＝1，N
＝69）＝5.46,p<.05）。「学校支援校」には「積極型」が有意に多く，「学校支援非実現校」
には「消極型」が有意に多かった（Table3-8）。 
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Table3-8  設置者の関わりと学校支援の関連 
 積極型 消極型 
学校支援校 45 14 
学校支援非実現校 4 6 
注）セル内の数値は，各条件の該当校を示す。 
 
【学校規模】と「学校支援の実現度」との関連について検討を行った。学校規模の分類は
学校教育法施行規則（文部科学省，2015）に基づき，全校で 11 学級以下を「小規模校」，12
～18 学級を「中規模校」，19 学級以上を「大規模校」とした。これらの基準を設定し，確認
面接の際に各調査対象者に，自分自身の勤務校経験とそこの学校規模についてどの群に当て
はまるのかを改めて聞いた。そして，学校規模の各数は数が少ないため，「大規模校」と「中
規模校」を統合して「中大規模校」とし，「小規模校」の 2 群とした。同様に，学校支援の
各次元数は数が少ないため，「学校支援実現校」と「学校支援一部実現校」を統合して「学
校支援実現校」とし，「学校支援非実現校」の 2 群として，χ2検定を行った。その結果，学
校規模と学校支援実現度に有意な差が見られた（χ2（df＝1，N＝72）＝7.74,p<.005）。「学
校支援校」には「中大規模」が有意に多く，「学校支援非実現校」には「小規模校」が有意
に多かった（Table3-9）。 
 
Table3-9  学校規模と学校支援の関連 
 中大規模校 小規模校 
学校支援校 46 16 
学校支援非実現校 3 7 
注）セル内の数値は，各条件の該当校を示す。 
 
第４項. 考 察 
1. 教員間協働と教員と SC 協働と学校支援の全体像 
学校支援の全体像に関して，学校支援の次元は 3 次元に分けられ，ほぼ同一次元の【情
報共有】や【役割分担】【支援のための疎通性】のコアカテゴリが教員間や教員や SC 間の
協働に影響した。「学校支援実現校」では，SC や教員共に【情報共有】の場が存在し，【支
援のための疎通性】が良く，【役割分担】が明確なために教員や SC 間の協働が活性化し，
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児童生徒への支援が促進された。反対に「学校支援非実現校」は【情報共有】の場が無く，
SC も教員間も【支援のための疎通性】がなく孤立するか，教員のみで協働する様子が窺え，
児童生徒支援も阻害される傾向にあった。中間の「学校支援一部実現校」では，部分的に
協働しても，教員が個別で教育活動を展開する個業化（佐古，2006）の傾向が強く，【役割
分担】でも児童生徒支援は関係教員の意向により左右された。すなわち SC から見た協働は，
SC個人の力量のみならず，教員間の協働や学校支援の状況と関連する可能性が示唆された。
教員の SC への高評価と学校支援の関連（瀬戸，2000）は，SC 見地でも同様に関連し，児
童生徒の支援とも関連した。【情報共有】と教員・SC 間の関連について，教員や SC 間の情
報共有の場の整備は，SC との協働に必要な情報提供だけなく，教員の援助技術の向上や教
員関係・当事者意識にも正の影響を及ぼすことが示されている（家近・石隈，2007）。上述
の学校支援の影響は，SC 経験に関わらず，教員間や，教員や SC 間全てに関連すると考え
られた。 
 
2. 教員と SC 協働の促進・阻害要因 
教員と SC 協働の促進･疎外要因に関して，内部要因は“システム構築への SC の取り組
み”のみならず，“管理職の姿勢”といった【管理職の協働的配慮】や，“異職種理解”“学
校危機への対応”“教員間の関係”といった様々な要因に規定されることが示唆された。SC
から見た協働化を促進する管理職とは，会議の設置や SC の専門性を活かした教員との【役
割分担】を推進し，児童生徒支援の中心となっていた。すなわち管理職は，SC の職務内容
を明確化（土居・加藤，2011a）する役割を担うと考えられる。また管理職の丁寧な支援を
見込めない状況は，協働も阻害されていた。これらの状況は，管理職のリーダーシップと
教員の協働が活性化したときに最も学校組織改革や教育相談活動の定着が促進されるとい
う教員間の協働の促進・阻害要因（佐古，2006；西山，2012）とも一致し，SC と教員・
教員間の協働が関連し合うことが推測された。外部要因の【設置者の働きかけ】や【学校
規模】によっても，学校支援の状況は変化することが示唆された。SC による外部要因の知
見は，設置者毎に働きかけが異なる状況（西山，2012）や，小規模校で教員の自己完結的
な教育観が増加する傾向（佐古，2006）とも一致する。小規模校の傾向は規模によらない
仕事も多いため（荊木・杉本・淵上他，2015），個々人の仕事は増大し，会議が開きづらい
状況があると推測される。他に小規模校の教員は相互に顔が見える関係にあると考えられ，
手の空いた者が役割を担いやすい。週 1 勤務が多い SC は，小規模校での【情報共有】や【役
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割分担】といった学校支援下での協働が困難な中で，教員以上に SC 支援が難しくなると考
えられた。以上より，教員と SC 協働の課題は，SC の個人的力量のみならず，学校支援内
外の多様な要因が示唆された。【学校規模】の状況は，SC 活動が学校支援と関連すること
の傍証とも考えられた。 
 
3. 教員間協働と教員と SC 協働の各特徴 
教員間協働と教員と SC 協働にはいくつかの特徴や相違点が見られた。各特徴として，教
員間協働は類似した専門性，職業観を持つために，職能や資質により相互の役割を交換可
能な部分があると考えられる。SCと教員の協働は，異なる専門知識や職業観を持つために，
相互理解が必要であり，役割を交換できない。相違点として，教員間協働は能力や経験年
数による縦の関係（橋長・荊木・森田，2010）を築くが，教員と SC 協働は専門性を持ち
寄るチーム援助（石隈，1999）が中心となる横の関係を築く可能性がある。両者の協働的
特徴は小規模校の「学校支援非実現校」において教員間の協働がある程度成立したように，
教員間協働は，常勤で教職の共通基盤があるため情報共有の場等の学校支援がないなかで
ある程度の協働が可能であると考えられた。一方教員と SC 協働は，異なる専門性や勤務状
況のため，【情報共有】や【役割分担】等の学校支援での協働が必要となる。課題解決は，
教員間協働は教職の範囲内で流動的に役割を変えて解決を図るが類似した専門性のために
限界がある。一方，教員と SC 協働は「学校支援実現校」での会議による情報共有や役割分
担のように，各専門家が専門性を発揮しうる学校支援の構築により，専門性に応じた支援
が可能になると考えられた。 
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第２節 SC調査による協働的背景の現状（研究２） 
第１項. 本研究の目的 
第 1 節では，SC から見た学校支援と教員間の協働について検討を行った。その結果，学
校支援と SC 活動に関連性があり，また教員間の活動とも関連する可能性が示された。しか
し，SC 自身の学校へ関わり方や，SC がなぜこうした教員との協働上の課題を抱えるのか
については明らかにはならなかった。 
実際に，学校内での教員と SC 協働では，教員との児童生徒への支援観の相違や学校の中
で自分の位置づけを見出しにくい等の幾多の困難が指摘されている（山田・菊島，2007；
武井・水野・市川・西口，2012）。上述の困難について伊藤（1999）は，SC が学校内で協
働する上において，①学校支援を整備すること，②SC 自身の力量を高めることの 2 点が必
要であることを示唆している。これまで①学校支援の整備においては，教員と SC が情報共
有や検討の場を設けること（家近・石隈，2007），職務内容の明確化や積極的な活用をする
こと（土居・加藤，2011a）等が指摘されている。また第 3 章 1 節では，教員と SC 協働や
学校支援のあり方を情報共有，役割分担，支援のための疎通性，管理職の協働的配慮とし
て整理してきた。 
一方，②SC 自身の力量を高めることについては，様々な研究者によって指摘されてきた
（大野，1997；小林，2008a；山本，2012）。その中で伊藤（2008）は，SC 活動の特殊性
について，①外部性と内部性の共存，②相談対象の多様性，③中立的な立場を生かすつな
ぐ役割，④治療構造としての枠や構造の弱さ，⑤個人から学校までのアセスメントの独自
性を挙げている。さらに，SC がこれらの特徴に対しうる力量を身につける必要性を示唆し
ている。 
それでは，この SC の力量と呼ばれる具体的な能力とはいかなるものなのか。若手の SC
が続々と排出されている現在（鵜飼，2007），SC の力量形成は緊急の課題になると考えら
れる。これらの力量形成のあり方を知るために，若手の SC と経験を積んだ SC との間では
どのような相違点があるのかについて知ることは，重要な観点になると考えられる。また，
前述した伊藤（2008）の示すように，SC は学校現場の柔軟な支援の枠組みや独自の学校文
化に対応する能力が求められる。それでは，この学校や教員が生成する独自性とは，いか
なる背景のもとに成り立っているのか。これらの背景を知ることも，SC の職業的発達過程
を知るうえで重要な示唆をもたらすと考えられる。 
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これらのことから本研究の目的は，第 3 章 1 節の SC の面接調査を基にグラウンデッド・
セオリー（ストラウス・コービン，2004；戈木，2006）を用いて，学校の持つ独自性の背
景を探索する。そして，SC が学校でより良い援助活動を行うための，養成や研修の在り方
について考察する。 
 
第２項. 方 法  
1. 調査概要 データの選択 
本節では第 3 章 1 節にて生成したコアカテゴリから，十分に検討しなかった【SC の職業
的発達】【教員や SC の専門性】【学校と個別相談機関の支援形態】【SC から見た学校種の特
性】【学校支援に特徴のある学校】を分析対象とする。これらのコアカテゴリを，第 3 章 1
節にて取り上げなかった理由とは，各対象者から教員と SC 協働と学校支援の関連とは直接
関連しないが，それらを構成する背景の要素として生成されたものであったためである。 
これらは【情報共有】や【役割分担】のように，直接学校支援に関連しないが，学校支
援に関わる背景知識として重要なコアカテゴリになりうると判断されたため，本節にて検
討することにした。 
 
2. 分 析 
第 3 章 1 節の調査と第２項．方法の 1.対象，2.インタビューの手続きと倫理的配慮，3.
分析方法と手順については，重複するため，割愛した。 
1.学校支援における教員と SC 協働の現状に関するカテゴリの該当部分については，重複
するため，割愛した。 
生成されたカテゴリグループ，カテゴリ，サブカテゴリについては Table3-10 に示す。 
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Table 3-10 面接内容の概念化とサブカテゴリ・カテゴリ・カテゴリグループ分類の例
（STEP2） 
番号 No 本 文 
ラ
ベ
ル 
サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ 
カ
テ
ゴ
リ 
カ
テ
ゴ
リ 
グ
ル
ー
プ 
属
性 
次
元 
コ
ア
カ
テ
ゴ
リ 
643 3 
そうね、やっぱり知ることから、
やっぱり個々の学校も知らない
し。学校っていう平均値みたい
なものも分からないし。「え」
ってかんじで毎日過ごしている
と思うんですよ。びっくりでし
ょうね。 
学校理解の 
不足：若手 SC 若手
Ｓ
Ｃ
の
課
題 
Ｓ
Ｃ
の
専
門
性 
学
校
理
解 
初
任
者
Ｓ
Ｃ 
Ｓ
Ｃ
の
職
業
的
発
達 
2468 7 
私自身も１年目なので、どうし
たらいいもんかということと、 
１年目のSCの
限界：動き方が
理解しづらい 
 ※調査対象者の番号は No.に示した。 
 
3. 確認面接（STEP 5） 
上述より生成された面接調査結果（ゴシック部分は除く）を A4 用紙 2 枚にまとめた。そ
れを SC の協働と学校支援の関連（第 3 章 1 節）と共に結果を返した。情報提供者に前述の
概念を提示した結果，「SC は臨床経験や SC として年数の浅い方にとっては大変。」「他の人
の意見が同じでホッとした」等の意見が出た。特に若手 SC の協働困難については，納得す
るといった感想が述べられた。全員が理解可能なことが確認され，一定の妥当性があると
判断した。その時提供された情報は，病院・個別相談組織は学校と比べて指揮系統が明確
であること，学校は教員との 2 項対立になりやすいこと，ニーズを探ることが仕事になる
とのことだった。疑問として，臨床経験によるとらえ方や学校種による差を知りたいとい
う意見が寄せられた。 
下記にコアカテゴリの詳細を記述する。Table3～7 のゴシック部分は，確認面接にて付け
加えた情報である。 
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第３項. 結  果  
1. コアカテゴリの生成とストーリーライン 
(1) コアカテゴリの生成 
 以下では，3 章 1 節の 2.コアカテゴリの生成で説明したように，「教員と SC 協働と学校
支援に影響を与える要因はどのようなものなのか」を包括的に説明するコアカテゴリ（戈
木，2006），⑨【SC の職業的発達】，⑩【教員や SC の専門性】⑪【学校と個別相談機関の
支援形態】⑫【SC から見た学校種の特性】⑬【学校支援に特徴のある学校】についての代
表的な状況やカテゴリについての説明を再度行う。改めて表記については，コアカテゴリ
名を【 】，次元の様式名を「 」，属性を“ ”，カテゴリグループ，カテゴリ，サブカテ
ゴリと協力者 No.を下線(数字)とする。 
(2) 学校内の協働や学校支援の背景となるコアカテゴリのストーリーラインと属性 
協働の背景に関するコアカテゴリの内，SC がより協働可能になるための⑨【SC の職業
的発達】は，⑩【学校と個別相談機関の支援形態】の違いを理解するところから始まって
いた。それらの学校の支援形態も，学校によっては，⑪【学校種の特性】，⑫【学校支援に
特徴のある学校の特性】により異なり，多様性が見られた。その中で SC は，⑬【教員や
SC の専門性】を理解していくことが必要と考えられた。以下に各カテゴリの属性を示す。 
⑨【SC の職業的発達】において，SC が学校の中で児童生徒や保護者，教員を支援する
存在として，「若手 SC」と「中堅以上 SC」の 2 次元でどのように行動や考え方が異なるか
を比較した。比較の際には，各立場の意見だけでなく，中堅以上 SC から若手 SC を見ると
どのように見えるのかについての内容も含まれていた。“学校理解”は，学校での動き方や，
SC として学校での支援をどのように理解しているのかについて示されていた。“心理士と
してのアイデンティティ”では，SC として仕事をする際に，心理士としてどのように向き
合い，どのようにスクールカウンセリングを捉えているのかについて示されていた。“必要
と考えるカウンセラー役割”では，SC として仕事を行うに際して，どこまでを仕事の範囲
として捉えるのか，何を SC の仕事と考えているのかについてが見られた。“教員との関係”
では，SC として，どのように関係を取っているのかについて示されていた。“情報管理”
では，SC として，どのように学校内での情報を扱うのか，どのように校内での情報を収集
するのかについて示されていた。“心理学的知識の使用方法”では，大学院において学んで
きた臨床心理士の基礎知識をどのように捉え，活用しているのかについてが見られた。“教
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員との学校支援の構築”については，学校支援に構築に際して，教員にどのように働きか
けるのかについての内容が見られた。 
⑩【教員や SC の専門性】において，SC から見て，教員や SC がどのような専門性を持
ち，またSC自身の活動や協働の在り方を各立場からどのように見ているのかについて，「SC
の専門性」と「教員の専門性」の 2 次元により比較した。“位置づけ”では，各立場をどの
ように見ているのかについてが示されていた。“役割”では，児童生徒支援に際して，各立
場について，どのような働きをし，機能する存在として見ているのかについてが見られた。
“予防活動”では，「SC の専門性」についての予防活動への考えや行動，「教員の専門性」
に際しては SC から見た教員の現状や期待等が示された。“SC の活動範囲”において，「SC
の専門性」では，SC 自身の考える活動範囲と，教員から見なされる SC の活動範囲が含ま
れていた。“専門性の研修”において「SC の専門性」では，SC 自身の専門性の研修に関し
て，SC が SC としての技能をどのような形で身に付けてきたのかについての内容が見られ
た。「教員の専門性」については，調査対象者のデータからは得られなかったので，文部科
学省が定める研修の項目（2013）について示された。“専門家としての期待”では，SC か
ら見て，SC に何を求めているのかについて，「教員の専門性」に際しては，教員に対して
学校内でどのような行動を期待しているのかについてが示された。“専門文化”について，
「SC の専門性」は，心理士としての基盤を基に，どのような文化を持っているのかについ
てが見られた。「教員の専門性」は，SC が感じている教員のもつ独特な行動様式や考え方
なども見られた。“協働への姿勢”において「SC の専門性」では，協働に際して，SC がど
のような動きや考えを持っているのか，「教員の専門性」に関しては，SC との協働に対し
てどのように見ているのか，教員間の協働はどのように SC との協働に影響を及ぼすのかに
ついてが示されていた。 
⑪【学校と個別相談機関の支援形態】において，SC から見て，「学校」と「個別相談機
関」の 2 次元で，支援の様式がどのように異なるのかについて比較した。比較については，
病院勤務の経験のある調査対象者(4,6,10)の語りから主に採取した。“対象者の特徴”では，
どのような対象者を支援しているのかについてが見られた。“対象とする範囲”については，
どこまでを仕事の範囲として捉えるのかについて示されていた。“異職種との方向性”では，
カウンセラー以外の異職種との援助方針についての方向性の違いが見られた。“カウンセラ
ーの役割”は，カウンセラーとしてどのような役割を果たす必要があるのかについてが見
られた。“組織形態”については，どのような組織形態の中で仕事をしているのかについて
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が見られた。“情報共有”については，情報共有をどのように行うのか，また行う必要があ
るのかについてが見られた。“スタッフ”については，各施設内でどのようなスタッフと共
に働いているのかについてが見られた。 
⑫【SC から見た学校種の特性】において，SC として勤務する「小学校」「中学校」「高
等学校」の 3 次元で，どのような特徴があるのかについて比較した。“会議の在り方”につ
いては，どのような時間帯で会議を持つのかについてが見られた。“児童生徒への対応”に
ついては，SC としてどのように児童生徒を支援するのかについて示されていた。“学歴コ
ンプレックス”については，各校種において，教員が学歴や修士卒以上の SC の学歴につい
て，どのように見なしているのかについてが見られた。 
⑬【学校支援に特徴のある学校】については，学校支援に特徴のある学校に勤務経験の
ある調査対象者(9)のデータを基に分析した。次元として，「養護施設内の学校」と「不登校
を積極的に受け入れる学校」について比較した。“対象となる児童生徒”では，各学校に通
っている児童生徒の背景や，家庭的状況についてが見られた。“教員の特徴”では，そこで
勤務する教員の背景や児童生徒支援のあり方が見られた。“児童生徒の支援体制”について
は，対象となる児童生徒をどのような体制の下で支援し，児童生徒はどのように取り組ん
でいるのかについてが示されていた。 
 
2. コアカテゴリの次元について 
コアカテゴリの次元について，「教員と SC 協働と学校支援に影響を与える要因はどのよ
うなものなのか」の視点から，対象者を踏まえて検討した。 
その結果，⑨【SC の職業的発達】については，第 3 章 1 節で示したように，若手 SC（対
象者 No.1,2,6,7）自身の語りや，若手 SC について語った内容については「若手 SC」とい
う次元名とした。対象者 No.1,2,3,5,6,7,8,9,10,11,12 が該当した。一方，中堅以上 SC（対
象者 No.3,4,5,8,9,10,11,12,13）自身の語りや動きについて語った内容については「中堅以
上 SC」という次元名とした。対象者 No.3,4,5,8,9,10 が該当した。 
⑩【教員や SC の専門性】については，SC 自身の専門性や背景にある専門的文化，SC
としての専門性を培った研修の内容については「SC の専門性」という次元名とした。対象
者 No.1,3,4,5,6,8,10,12 が該当した。また SC から見て教員に期待することや，教員の実態，
考え方，教員としての SC の見方についての内容は「教員の専門性」という次元名とした。
対象者 No.1,2,3,4,5,8,10,11 が該当した。 
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⑪【学校と個別相談機関の支援形態】については，学校での支援の特徴や，カウンセラ
ーの役割について語った内容については「学校」という次元名とした。対象者 No.3,4,5,6, 
8,9,11,13 が該当した。従来からのカウンセラーが仕事する職場の特徴については「個別相
談機関」という次元名とした。対象者 No.3,4,6,8,10 が該当した。 
⑫【SC から見た学校種の特性】については，小学校に勤務経験のある SC が小学校勤務
の特徴について語った内容については「小学校」の次元名とした。対象者 No.10,12 が該当
した。中学校の勤務経験のある SC が中学校勤務の特徴について語った内容については「中
学校」という次元名にした。対象者 No.3,10,11 が該当した。高等学校の勤務経験のある SC
が高等学校勤務の特徴について語った内容については「高等学校」という次元名とした。
対象者 No.10,11,12 が該当した。 
⑬【学校支援に特徴のある学校】については，支援体制に特徴のある学校の勤務経験が
ある SC の養護施設内の学校の内容は「養護施設内の学校」という次元名とした。不登校を
積極的に受け入れる学校の内容については「不登校を積極的に受け入れる学校」という次
元名とした。どちらも対象者 No.9 が該当した。 
 
3. コアカテゴリの詳細 
学校内の協働や学校支援の背景となる 5 つのコアカテゴリの関係を図にして Figure3-2 に
示した。 
(1) 【SCの職業的発達】 
1) 「初任者 SC」 
表は Table3-11 に示す。“学校理解”は，学校の基本的知識の不足(3)があり，SC が学校
に入る意味が曖昧(9)であった。 
そのため，学校内での動き方が理解しづらい(7)ことや，仕事の範囲が理解困難(8)となって
いた。“心理士としてのアイデンティティ”は，つながり重視が見えず，専門的技術の提供
が仕事と思う(3)ことや，心理士として未確立で，限界を知ることが難しい(3)部分が見られ
た。そのために，SC としての基盤のなさ(7)を感じており，何かしようという思いが強い(8)
様子が見られた。“必要と考えるカウンセラー役割”についても，子どもの側に立つ(9)こと
のできる良さがあるが，専門技術の提供(1,2)や面接が仕事(5)と考えており，職務限界に対
するギャップ(3)が見られた。また，自分が学校内で求められる役割を困った時のお手伝い
さん(1,2)と考え，お手伝いが情報収集であることが分からない(3)様子が窺えた。 
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Table 3-11 若手 SCの次元（SC経験）に含まれる状況やカテゴリ例 
属 性 カテゴリ例（対象者番号） 
学校理解 
SC が学校に入る意味が曖昧(9) 
学校の基本的知識の不足(3) 
動き方が理解しづらい(7) 
仕事の範囲が理解困難(8) 
心理士として
のアイデン 
ティティ 
未確立で，限界を知ることが難しい(3) 
つながり重視が見えず，専門的技術の提供が仕事と思う(3) 
何かしようという思いが強い(8) 
SC としての基盤のなさ(7) 
必要と考える
カウンセラー
役割 
困った時のお手伝いさん(1,2) 
お手伝いが情報収集であることが分からない(3) 
専門技術の提供(1,2,8)や面接が仕事(5) 
職務限界に対するギャップ(3) 
子どもの側に立つ(9) 
教員との 
関係 
教員のニーズ把握が困難(6,7) 
経験不足からくる教員への逡巡(6) 
教員の多忙・仲の良さで教員と話せない
(7) 
職員室の居づらさ(7) 
コーディネーター頼り(9) 
教員や子どもの見方が分からない(2) 
管理職に意見が言いにくい(6,11) 
多数の臨床心理士資格取得教員の指導に
よる新任 SC の混乱(10) 
教員とのスタッフ体験での観察と検討
(12) 
教員との間で連携と外部性の二律背反に
悩む(7) 
情報管理 
教員のニーズにあった情報交換の仕方がわかりづらい(6) 
訪問・教員との情報交換方法がわからない(6) 
守秘義務の堅持(1) 
心理学的知識
の使用方法 
技法重視の心理士養成教育を受けているため戸惑う(2,3) 
SC スキルを養成しない臨床心理士教育(2,3) 
SC 技術のばらつき(3) 
外部対応方法の未習得(5) 
心理士の SC 機能理解への疑問(3) 
教員との支援
体制の構築 
教員との関係づくりが第一(1,7) 
日常的な教員との人間関係づくりと実績作り(1) 
仲介役になる教員とのつながり(1) 
ケース上の実績と先生との異なる役割の発揮(1) 
  
“教員との関係”についても，経験不足からくる教員への逡巡(6)や 相談での関係構築が
困難(8)であるため，教員の多忙・仲の良さで教員と話せない(7)ことで職員室の居づらさ(7)
を感じるようになっていた。教員のニーズ把握が困難(2,6,7)であり，教員や子どもの見方が
分からない(2)ことがみられた。そのため，コーディネーター頼り(9)になることや，多数の
臨床心理士資格取得教員の指導による新任SCの混乱(10)，管理職に意見が言いにくい(6,11)
ことが生じることもあった。これらの困難を克服する方法として，教員とのスタッフ体験
での観察と検討(12)を行うことで，子どもや教員の視点を理解することや，一方で，教員と
の間で連携と外部性の二律背反に悩む(7)側面も見られた。“情報管理”では，教員のニーズ
にあった情報交換の仕方がわかりづらい(6)ことや，訪問・教員との情報交換方法がわから
ない(6)ことが悩みとして見られた。また，個人情報保護の堅持(1)が見られた。 
“心理学的知識の使用方法”としては，背景知識として SC スキルを養成しない臨床心
理士教育(2,3)があり，技法重視の心理士養成教育を受けているため戸惑う(3)姿が見られた。
そのため，SC 技術のばらつき(3)や外部対応方法の未習得(5)，心理士の SC 機能理解への疑
問(3)が生じ得た。“教員との学校支援の構築”は，教員との関係づくりが第一(1)と考えてお
り，そのためには，日常的な教員との人間関係づくりと実績作り(1)や仲介役になる教員と
のつながり(1)，ケース上の実績と先生との異なる役割の発揮(1)が重要と考えていた。 
1) 「中堅以上 SC」 
表は Table3-12 に示す。“学校理解”は，学校査定・援助資源の査定が重要(3)と考えてお
り，教員のプライドを大切にする(10)様子が窺えた。そのために，学校のニーズや主体性を
尊重して関わる(3,5,10)ことを重要視していた。 
“心理士としてのアイデンティティ”は，学校の一機能としての SC(3)，週 1 回一人での
限界を伝えることが SC の専門性を伝える(3)と考えられていた。そのため，学校システム
の主体性回復・尊重(3,10)や教員への心理学的視点の提供・課題整理(8,9,10)を重要視して
いた。“必要と考えるカウンセラー役割”は，関係調整(4)や外部機関との仲介(5)，問題を出
しやすい雰囲気作りによる学校の心理的環境の調整・芳醇化(3,4,8,10)，全体のケース管理・
振り分け機能(3,8)ととらえていた。その背景には，SC として家庭環境に入る時間的限界(3)
や，その学校の在籍時のみの関わりという限界があった。そのために，支援内容を明確に
し，課題ある子の最低限の目標設定を伝える(10)ことや，人間関係も含めた仕事範囲(8)を
重要視されていた。一方，SCの仕事をすればするほど，当初考えていた心理の仕事から外
れる(5)というジレンマも抱えていた。 
  
Table 3-12 中堅以上 SCの次元（SC経験）に含まれる状況やカテゴリ例 
属 性 状況やカテゴリ例（対象者番号） 
学校理解 
学校のニーズや主体性を尊重して関わる
(3,5,10) 
教員のプライドを大切にする (10) 
学校査定・援助資源の査定が重要(3) 
心理士と 
しての 
アイデン 
ティティ 
週 1 回一人での限界を伝えることが SC の専門性を伝える(3) 
学校の一機能としての SC(3) 
学校システムの主体性回復・尊重(3,10) 
教員への心理学的視点の提供・課題整理(8,9,10) 
必要と考え
るカウンセ
ラー役割 
関係調整(4)や外部機関との仲介(5) 
問題を出しやすい雰囲気作りによる学校
の心理的環境の調整・芳醇化(3,4,8,10) 
全体のケース管理・振り分け機能(3,8) 
SC として家庭環境に入る時間的限界(3) 
支援内容を明確にし，課題ある子の最低
限の目標設定を伝える(10) 
人間関係も含めた仕事範囲(8) 
SCの仕事をすればするほど、当初考えて
いた心理の仕事から外れる(5) 
教員との 
関係 
担任の力量の範囲内で動いてもらう(4) 
日常会話を通じての関係構築・SC 理解促
進(8,9) 
必要な情報や教員の流れ・地域を理解(9) 
他の先生の距離感を見ながら管理職に近
づく(10) 
管理職・保護者・子ども，質問を通じて
教員に働きかける(10) 
ＳＣを黒子役割として認識(3,5) 
教員の困り感を観察して相談につなげる
(10) 
学年の話し合い・管理職アドバイス(10) 
相談担当との協働困難時の担任への直接
のフォロー(8,9) 
教員間の葛藤の相談を受ける(3,5,13) 
SC の学校行事の参加(3) 
情報管理 
日常会話等から関係づくりや情報収集を行う(3,4) 
日常のコミュニケーションから分かることとして特技，共通点，ズレ(3) 
雑談から子どもの援助資源(教員)を発見(3) 
情報を出すタイミングをはかる(5) 
柔軟な守秘義務の運用(4) 
心理学的 
知識の 
使用方法 
心理学的知識により方向性をそろえる(4) 
学校調整の判断材料としての心理学的知識(3,5) 
心理的援助の重要性と限界(3) 
考える材料の提示(4) 
引き出しを増やすための心理士養成教育(3) 
教員との 
支援体制の
構築 
チーム援助のキーパーソンのアクセス：
教頭・養護教諭(3) 
チーム支援での心理学的視点のアセスメ
ントと助言(4) 
ケース促進のための周囲との相互理解(4) 
チーム支援の成功体験を目指す(5,10) 
学校ニーズに合わせた支援体制の構築
(8,10) 
育ちそうな教員を見つける(8)（インビボ
コード：調査協力者の言葉から出たカテ
ゴリ名） 
外部機関と校内の仕事を割り振る(8) 
担当教員が協働困難時にシステム対応か
ら個別の人間関係への切り替え(8) 
環境調整の意味をキーパーソンに伝える
(10) 
  
“教員との関係”は，SC を黒子役割として認識(3,4,5)していた。そのために，担任の力量
の範囲内で動いてもらう(4)ことや，日常会話を通じての関係構築・SC 理解促進(8,9)，学年
の話し合い・管理職アドバイス(10)を行っていた。SC 側の理解促進として，必要な情報や
教員の流れ・地域を理解(9)等の取り組みを行っていた。管理職との対応についても，他の
先生の距離感を見ながら管理職に近づく(10)ことや，管理職・保護者・子ども，質問を通じ
て教員に働きかける(10)。教員が協働困難な場合，教員の困り感を観察して相談につなげる
(10)こと，協働困難時の相談担当を避けた学校支援のバイパス作り(8,9)を行っていた。その
場合は，相談担当との協働困難時の担任への直接のフォロー(8,9)や，教員間の葛藤の相談
を受ける(3,5,13)こともあった。“情報管理”としても，情報を出すタイミングをはかる(5)
ことや，柔軟な守秘義務の運用(4)，日常会話等から関係づくりや情報収集を行う(3,4)。そ
の中で教員との日常のコミュニケーションから分かることとして特技，共通点，ズレ(3)や
雑談から子どもの援助資源（教員）を発見(3)していた。 
“心理学的知識の使用方法”としては，心理学的知識により方向性をそろえる(4)ことや，
学校調整の判断材料としての心理学的知識(3,5)，考える材料の提示(4)，引き出しを増やす
ための心理士養成教育(3)としてとらえていた。すなわち，心理的援助の重要性と限界(3)も
理解していた。“教員との学校支援の構築”は学校ニーズに合わせた学校支援の構築(3,5,10)
を重視し，チーム援助のキーパーソンのアクセスとしての教頭・養護教諭(3)を考えていた。
その中で心理士として，チーム支援での心理学的視点のアセスメントと助言(4)，ケース促
進のための周囲との相互理解(4)，チーム支援の成功体験を目指す(5,10)ことが目指されてい
た。そのために，育ちそうな教員を見つける(8)（インビボコード：調査協力者の言葉から
出たカテゴリ名）こと，外部機関と校内の仕事を割り振る(8)こと，担当教員が協働困難時
にシステム対応から個別の人間関係への切り替え(8)も行われていた。環境調整の意味をキ
ーパーソンに伝える(10)等の働きかけが行われていた。 
 
(2) 【教員や SCの専門性】 
1) 「SC の専門性」 
表は資料 2 に示す。“位置づけ”は，黒子として理解(1,3)していた。 
“役割”は，間接的な環境操作(1,3,4,5,10)や，相互理解を演出(3)，外部機関との仲介と
して役所との橋渡し，記録作成，相手の意図に沿った情報提供，個人資源の活用(5,8)，教
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員への心理学的視点の提供・課題整理(8,9,10)，ケース全体の方向性と支援計画の作成・管
理(3,5,8,10)と考えていた。 
“予防活動”は，SC の希望として，ケース中心より，全体中心(5)もあるが，日常対応中
心(2,3,5,7)であった。学校全体には，会議での外部機関との連携助言(7)や将来を見越した講
演活動(10)，部活のストレスマネジメント(10)，いじめアンケートフォロー(10)が見られた。 
“SC の活動範囲”は，環境調整はプロセスとして必要(8,10)として捉え，支援内容を明確
にする(10)することや，非行系も活動範囲の中に入れている(4,5)。実際は，教員の手が回ら
ない心のケア(3)を丸投げされてしまう場合も見られた。その中で SC は，クライエントの
ニーズからカウンセリングにつなげる(8)活動を行っていた。 
“専門性の研修”は，偶発性に左右されており，現場から育てられる(9)部分が大きい。
なかには SC の勤務を始める前に，インターンとしての SC 勤務見学(4)経験を持つ場合や，
SC として勤務した後も，成熟した地域・学校での職業経験(3)や，正規 SC と準 SC の連絡
帳を通じた研修(6)，心理士資格保持者のコーディネーターの相談(7)等，学校内の先輩心理
士から学ぶ場面も見られた。他にも，SC と病院の異なる経験(4,10)や児童相談所での勤務
経験(8)を SC 活動に活かす場合もあった。予備校臨床でのコミュニティ心理学的なスーパ
ーバイズ(5)，SV やピアカウンセリングによる支援(9)等が支えになる場合もみられた。 
“専門家としての期待”は，SC に求められる資質として，挨拶や社会常識がある健康さ
や服装（自我力）(10)や健康さと明るさ(10)，健康な子とも課題のある子ともやれるバラン
ス感覚(10)が見られた。 
“専門文化”として，時間感覚の厳密さ(8)がある一方で，SC 間の学校内の治療構造の
格差(8)が見られた。その背景として，SC 間の共通理解の基盤がない(8)ことや，勤務した
組織経験の格差が大きい(8)ことと関連していた。その結果，多様な組織と SC の枠組み(8)
や，心理士のスタンスの違いによる協働格差(8)，SC が考える仕事範囲の多様性(8)，SC 間
での疎通性の格差(8)につながる可能性が見られた。 
 “協働への姿勢”は，相談対応のみでは困難(8)と感じており，学校全体を見ながら面接の
力量を高める(8)ことが重要と考えられていた。一方，現場での SC と SSW の役割混乱(8)，
やベテラン SC の規定外出勤(8)等，SC 間での疎通性の格差(8)を抱えていた。また，学校支
援確立は SC の力量範囲外(10)としながらも，様々な学校システムでやれたこと(12)につい
て悩む姿が見られた。 
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2) 「教員の専門性」 
表は資料 2 に示す。SC から見て“位置づけ”は，学級経営や授業(1)と考えられた。 
“役割”は，日常の関わり中心(8,9)であり，授業や学級経営を通して，困難な背景の子
ども達をまとめ上げる(1,3,8)ことや，いじめ対応(1,3)，学級崩壊の対応(3)，毎日の家庭訪
問(2)，ちょっとした問題解決(2)と考えられていた。日常性を重視するために適応重視(10)
であり，社会常識を普通に出来る健康さ（自我力）(10)が求められ，学校での服装基準有(10)
があった。従って学校危機下での悪者捜しと日常性の回復(9)が生じる場合も見られた。 
“予防活動”は，直接的で全体的に働きかける(2,5)ことが多く，学級通信の発行(2)や，
子どもや家庭への密接なコミュニケーション(2)等，日常的関わりの中でなされていた。学
校全体として，学年主任による環境の芳醇化(3)や教育相談アンケートの実施(6,8,10)を行う
場合もあった。一方，教員の予防活動の曖昧さ(1)や予防的取組みは余裕のある学校のみ(10)
の指摘もあり，社会的事件によるアンケート実施(12)や部活でのストレスマネジメント活動
(10)等，部分的・単発的に取り組まれる場合も多かった。 
“SC の活動範囲”については，非行系は SC のケースではない(4)と考えられており，個
別相談する人(4,8)として捉えられていると考えていた。教員自身も SC に子どもを任せる敗
北感(1)や教員の自尊心の傷つき(1)を感じている可能性があった。SC からの期待の見えづ
らさ(2,7)があり，教員の生徒に対する困り感によって，（特別支援）外に出しやすい子(1)
と，SC と教員の認識が異なる可能性が見られた。 
“専門性の研修”は，文部科学省（2013）によると，国レベルでは学校経営研修や重要
課題についての研修，都道府県レベルでは初任者研修や 10 年経験者研修，長期社会体験研
修，大学院就学休業制度等，様々な研修が存在していた。 
“専門家としての期待”について，SC からは，SC の教員の人間関係づくりの期待(10)
や，SC の教員間でのコミュニケーション期待(10)，観察でのコンサルテーション期待(10)
が見られた。 
“専門文化”として，学歴コンプレックス(10)があり，その影響として医師・弁護士の発
言力が大きい(10)ことや修士卒である SC への脅威感(10)が見られた。心理士と異なる点と
して，連絡先を教える文化(9)や時間感覚の曖昧さ(8)，学籍がある間のみの関わりという時
間的限界(10)が見られた。教員の特性として，他者から教わることに慣れていない(10)こと
や，生徒を知っているが，意味が分からない(10)側面が見られた。 
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“協働への姿勢”は，よそ者とは協働したくない(8)気持ちや SC が外部の専門家と協働
できることを知らない(10)と感じられていた。また，学校背景や文化・運営が SC 活動に影
響(9,10)していると考えており，組織的期待についての管理職と教員格差(10)，パフォーマ
ンス・メンテナンスの両立困難(11)が学校の課題としてあると考えられていた。 
 
(3) 【学校と個別相談機関との支援形態】 
1) 「学校」 
表は資料 2 に示す。“対象者の特徴”は，病理の浅い人中心(4)であった。“対象とする範
囲”は，3 者間の関係調整中心(4)であり，問題となる範囲が統一されていない(4)。“異職種
との方向性”は，相互理解が必要(3,4,5)であり，役割分担が曖昧(6)で，教員との 2項対立(6)
になりやすかった。“カウンセラーの役割”は，個々人が機能するまでの橋渡し(4)や共通理
解の促進(4)が中心であった。そのため，複合要素の査定(3)や，枠のなさを想像で補完(9)
すること，ニーズを読むところから始めないといけない(4)ようであった。“組織形態”は，
なべぶた型の比較的わかりやすい組織(8)であり，学校の在り方に影響を受けやすい。“情報
共有”は，多様な情報の累積があるため，基本的な情報共有の優先(4)があった。“スタッフ”
は，一般的に，教員と SC・SSW(3,13)が対人援助職の職員として見なされた。 
 
2) 「個別相談機関」  
表は資料 2 に示す。“対象者の特徴”は，病理の深い人(4)であった。“対象とする範囲”
は，病理の深い人への一対一の関係重視(4)となった。“異職種との方向性”は，指示系統が
明確で，役割が固定化(6)されており，異職種は人への関わり方がほぼ一致する人(4,6)であ
った。“カウンセラーの役割”は，実際は社会適応や周囲の環境調整も大事(10)であるが，
一対一を深く掘り下げる(4,10)ことや，見立てと介入(3)が中心に求められた。そのため，仕
事が無いときも落ち着いていられる(4)様子が窺えた。“組織形態”は，大学・病院の部単位
での独立性の高さ(8)があった。“情報共有”は，一対一の関わりのみ求められるので，特に
情報を収集する必要はない(4)。“スタッフ”は，病院の場合主治医・ナース・家族・PSW(4)
となっていた。 
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(4) 【SCから見た学校種の特徴】 
1) 「小学校」 
表は資料 2 に示す。“会議の在り方”において，小学校は放課後のみ会議可能(10)であっ
た。“児童生徒への対応”は，小学校高学年の友人関係の相談(12)を行い，子どもと担任の
仲介(12)も行っていた。“学歴コンプレックス”は，教育大出身者が頂点の小学校(10)では，
小学校での学歴信仰の強さ(10)があり，小学校の SC への絶対性(10)が見られる場合もあっ
た。 
2) 「中学校」 
表は資料 2 に示す。“会議の在り方”は，中･高等学校であれば，時間割の中に組み込む(10)
ことが多く見られた。“児童生徒への対応”は，思春期の相談(3)であり，中学校の学年対応
と SC のチーム対応(11)中心である。“学歴コンプレックス”は，高学歴 SC に対する中学教
員の距離感(10)を感じられることも窺えた。 
3) 「高等学校」 
表は資料 2 に示す。“会議の在り方”は，中･高等学校であれば，時間割の中に組み込む
(10)ことが多い。“児童生徒への対応”は，高校の生活指導組織と担任の個別対応(11)中心
であった。場合によっては，３部制の定時制高校の出席管理・情報収集の大変さ(12)も見ら
れた。“学歴コンプレックス”は，高等学校での臨床心理士資格取得教諭によるエンカウン
ター教育(10)を行うこともあり，高校の外部の専門家としての SC 対応(11)や，高校の専門
職同士の対等性(10)が見られる場合もあった。 
 
(5) 【学校支援に特徴のある学校】 
1) 「養護施設内の学校」 
表は資料 2 に示す。“対象となる児童生徒”は，精神科の患者の様な保護者(9)，現実検討
力のない保護者(9)が多いため，虐待された子どもの人生やり直しの場(9)であり， 2 次・３
次予防中心(9)となっていた。そのため，激しい行動化(9)や生徒の愛情飢餓(9)，中学生の幼
児性(9)に対応することとなった。“教員の特徴”は，休職明けの教員中心(9)であるため，教
員の頻繁な移動(9)が見られた。“児童生徒の学校支援”は，親と離れて生活 (9)をしていた。
そのため，頻繁な転出入(9)や施設不適応による帰宅(9)も見られた。現場は常に対応を迫れ
るため，必要最小限の情報交換(9)となっていた。 
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2) 「不登校を積極的に受け入れる学校」 
“対象となる児童生徒”は，言語的やり取り可能(9)であるが，元不登校生徒の受け入れ
(9)を積極的に受け入れているため，同級生のいない他府県登校(9)も多かった。そのため，
保護者の送迎による登下校(9)もみられた。“教員の特徴”は，神経症的不登校が対応の限界
(9)であり，非行や虐待は不慣れで対応困難(9)であるため，虐待の研修による理解(9)が進め
られていた。“児童生徒の学校支援”は，SC2 人体制(9)であり，主 SC が管理職対応・会議
出席(9)を行い，役割分担での叱り役と慰め役 SC(9)を分けて対応されていた。これらの学
校支援づくりには，養護教諭と先発 SC による体制作り(9)やベテラン養護教諭の柔軟な対
応(9)，管理職に信頼された養護教諭のシステム作り(9)が見られた。そのため，ベテラン養
護教諭から若手への引き継ぎ(9)が課題となった。生徒に対しても，附属高校という学校の
状況があるために，短大という目標設定(9)が，生徒の精神衛生向上に役立っていた。 
 
第４項. 考  察 
1. 若手 SC と中堅以上 SC の相違点から見た学校の特性 
これまで，学校内の異職種間の協働における背景について，述べてきた。その中で探索
されてきたことは，初任者 SC は，学校に入った当初，学校の文化や学校での SC の活動の
あり方が理解できず，専門性を充分に発揮することが難しいという状況が示唆された。 
 その背景には，SC の大部分を占めている臨床心理士の養成教育において，臨床心理士が
早くから活躍してきた病院臨床やその他相談機関での相談を基盤としてきた経緯があるこ
とが考えられた（荊木・淵上，2012；武井・水野・市川・西口，2012）。本調査においても，
病院臨床やその他相談機関の勤務経験を同時に持つ SC より，病院や個別相談機関は，指示
系統が明確で，異職種との対クライエントの関わりがほぼ一致する人として見なされてい
ること，カウンセラーとクライエントとの関わりも一対一が基本となること，そのためク
ライエントの背景も特に知る必要もなく，二者関係を深めることが重要視されることが考
えられた。 
 一方学校は，指示系統や目的が曖昧であり，個々の学校の組織運営が SC の位置づけを左
右する側面があることが示唆された。教員と SC との関係も，病院や個別相談施設と比較し
て関わり方が異なる人として意識されていると考えられた。また，学校種や学校の特色に
よって教員の特性や状況は大きく異なると考えられ，SCはよりよい支援を展開するために，
まず学校のニーズを読みとるところから始めないといけない必要性が示唆された。そのた
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め，中堅以上 SC は，教員との関係を持つことや，学校のニーズをアセスメントし，それに
沿った動きをすることを重視していると考えられた。これは，個別相談機関が 2 者関係を
構築することを重視することと比較して，学校は 3 者関係による支援を重視していると考
えられた。 
 
2. 学校文化における教員と SC 
こうした学校と個別相談機関の支援のあり方の違いは，日本の教員が教科指導だけでな
く，進路指導や生徒指導，教育相談に至るまでの教育活動全般を行っていること（伊藤，
2004）と関係すると考えられた。本調査でも，教員は SC からみて，学級経営や授業，児
童生徒や家庭への密接なコミュニケーションを通して，児童生徒の生活に直接的・全体的
に働きかけている存在として認識されていた。SC はこうした教員の日常的取り組みに対し
て，競合することなく，支える存在として自分の役割を理解していることが示唆された。 
SC が導入される以前，学校は事務職等の学校職員を除けば，教員のみの集団であったこ
とが示唆されている（伊藤，2008）。従来学校とは，個々の教員裁量によりゆるやかに結び
ついた疎結合構造を持つ個業型組織であったが，限界を迎えていることが指摘されている
（佐古，2005）。こうした限界に対して，異なる専門性を持つ人々の参画が求められるよう
になった。それが「教育界の黒船」と呼ばれた SC や SSW である（伊藤，2008）。この学
校組織の経過を考えれば，教員が SC の専門性や活動を理解しないことや，様々な抵抗感を
持つことは，現時点では無理もないことが推測された。この従来の価値観の中で，SC は学
校や教員のニーズを探り，主体性を尊重する形での支援に努めてきたと考えられた。こう
した一人で多様な役割を担うジェネラリストである教員集団（橋長・荊木・森田，2010）
に，SC のような一つの専門性を持った異職種が入る場合，多種多様な職種と共に仕事をす
ることが前提となる病院や個別相談機関とは，異なる協働の在り方が求められることが推
測された。例えば同じ学校内の心理職としても，米国の学校において，教員は教科指導を
担当するが，それ以外の進路指導や教育相談等は，ガイダンスカウンセラーやスクールサ
イコロジスト，スクールソーシャルワーカー等に任されている（青木，2006；バーンズ亀
山，2008）。日本は，臨床心理士というメンタルヘルスの専門家が，外部から非常勤職とし
てやってくる体制自体が，特徴的であることが指摘されている（伊藤，2004）。従って，職
務内容を分かち合う教員や養護教諭との協働は，米国以上に大きな課題と考えられた。 
 
83 
 
3. 教員と SC 協働に関する養成・研修 
 若手 SC は 2 者関係から，3 者関係中心の支援に移行するプロセスとして，SC の専門性
を養成するための研修が必要になると考えられた。本研究においても，中堅以上 SC の経験
談から，SC として職に就くまでに学校のインターンや予備校，児童相談所等，従来の相談
室での面接に留まらない多様な動きを必要とする職場や実習経験を持っていることが示唆
された。また SC として職に就いた後も，成熟した学校現場での学びや，先輩 SC からのス
ーパーバイズ，同輩の SC 仲間間でのピアカウンセリング等，学校での SC としての経験を
振り返り，検討する場を持っていた。若手 SC の語りからも，職場での先輩心理士にスーパ
ーバイズを受ける環境があることも示唆された。初年度の SC が持つ困惑の一因に，心理士
としての価値観と学校の教職員との価値観の差があり，これらの克服として，スーパーバ
イズや SC 研修での体験の相対化が示唆されていた（柏村・安部，2005）。恐らく，2 者関
係中心の支援から，3 者関係中心の支援へと SC 自身の支援観の転換を図るには，学校での
経験とこれまでの心理士としての学びと相対化し，新たに自分の中で意味づける作業が必
要になると考えられた。その上で，個別相談機関とは異なる学校の支援のあり方や考え方
を身に付けるようになると考えられた。 
田島（2008；2009）によると，現在の所，養成段階において学校の協働を学ぶ機会は，
教員の体験談や外部のボランティア活動等に限られてくることが示唆されている。こうし
た学校の特性を知ることなく SC が学校に入った場合，SC は不安や混乱を感じ，適切な支
援が無ければ，SC の職を離れることも生じてくると考えられる。しかし SC の多くは，本
調査で示したように養成段階での学校研修体験や，勤務先の教員からの指導，学校経験者
によるスーパーバイズやピアカウンセリング等，SC 個人の自助努力や偶発的な研修に頼ら
ざる得ない現状が示唆されていた。現在，各自治体が定めた研修も存在するが，地方毎に
差が大きい事が示唆されている（梶谷，2008；岡本，2008；武井・水野・市川・西口，2012）。
一方教員側は，文部科学省や自治体毎に定められた初任者研修や 10年研修，管理職研修等，
職業的発達段階に応じた研修が組まれている（文部科学省，2013）。しかしその中に，異職
種との協働に関する項目は無く，教員も協働に関しては，自助努力あるいは偶発的な研修
に左右される点では同様であると考えられた。これらの協働の準備性が無いままに，学校
組織で異職種と出会ったとしても，協働は困難や誤解が生じる可能性が高いことが考えら
れた。 
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第４章 教員から見た学校支援に関する研究 
 
第１節 SC協働先進校教員面接調査（研究３） 
第１項. 本研究の目的  
第４章 1 節では，教員の立場から SC との協働や学校支援構築について検討する。第 3
章では，SC の立場から見た学校支援やその協働的背景について検討してきた。そこでは，
教員と SC との協働や学校支援，教員や SC の相互理解の程度により，影響を受けることが
示唆されてきた。 
こうした学校内の協働的課題に対し先行研究では，心理職が教員と協働し，個人的心理
療法を集団に応用し，崩壊した学級を立て直した事例研究（野々村，2005）や，ある SC
の観察から SC 活動を質的に検討した研究が行われている（紅林・下村，2003）。これらの
研究から SC は，個々の事例においてインフォーマルな支援チームを形成し，その中で状況
判断や児童生徒，保護者の心理的理解を教員から期待されていること（山本，2012），SC
自身もアセスメントや判断，ネットワーク形成の能力を発揮できると認識し（瀬戸・石隈，
2002），教員や教員集団と協働しながら活動に取り組んでいることが示唆されていた。SC
が心理学的専門知識や状況判断を発揮するには，学校における職務内容の明確化や積極的
活用，広報，情報共有の場の設定の重要性が指摘されている（土居・加藤，2011a）。また
第 3 章 1節では，SC を対象とした学校支援に関する面接調査から，学校支援には情報共有，
役割分担，支援のための疎通性，管理職の協働的配慮といった視点が重要であることが示
唆された。 
一方，学校支援の担い手である教員視点からの研究では，体罰のない学校への改革過程
の事例研究から，同僚間や管理職といった教員間における並行・垂直連携が重要な柱とな
ることが報告されている（木岡，2002）。教育相談活動の定着に関しては，学校支援の構築
と職場の協働的風土や管理職のリーダーシップとの肯定的な関連性が示されている（西
山・淵上・迫田，2009）。すなわち学校支援構築には，教員間の協働は欠かせないものであ
り，特に管理職層は，学校支援構築において大きな影響をもたらすと考えられる。例えば，
中学校における支援委員会の構築は，教員間に情報共有の場をもたらし，コンサルテーシ
ョン，学年・学校レベルの連絡，個別チーム援助やマネジメントを促進するため，学校支
援の一つとして重要であることが報告されている（家近・石隈，2003；2007）。しかし，こ
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れらの事例は，教員間の協働の重要性に着目して検討されており，どのような協働の元に
どのように SC と協働を構築したのかは明らかにされていないのである。 
より良い支援を展開するための学校支援の構築を考えた時，学校支援の運営に関わる学
校組織は学校現場に定着しつつあり，重要な資源となり得ると考えられる。SC との活用を
検討することは，教員側の学校支援構築という活動の認識，その背景となる教員間の協働，
学校と SC の協働上の留意点・戦略について示唆を得る可能性があると考えられる。 
そこで，本研究では SC との協働先進校に焦点を当てる。その理由は，組織的に教育相談
に関わる学校において，中心的に携わる教員の側の認識に焦点をあてることで，学校支援
構築の視点から，SC との協働における学校支援がより明確になると考えられた。本論文で
は，頻発していた生徒の不登校を減少させた A 中学校における学校支援の実践を取り上げ
る。そして，質的方法を用いて，教員間の協働，教員と SC 協働と学校支援の視点から学校
組織と教員，SC との関係を描き，異職種間協働が可能な学校支援構築の現状とその背景，
促進要因について検討する。 
 
第２項. 方法  
1. 対象者のプロフィール 
対象者は校長，研究主任，養護教諭の計 3 名であり，その概要を Table4-1 に示した。本
研究の対象校の A 中学校は関西にある B 県の近郊に位置し，特別支援学級を含む計 15 学
級，生徒数約 500 名，教員数約 30 名である。A 中学校は創設 100 年以上のいわゆる伝統校
であり，市内の中心校である。学区内には商店街，代々その土地に居住する住民の地域と
新しいマンション・住宅に転入してきた人の住む地域を抱えている。調査対象に選んだ理
由は，課題のある生徒の対応について，週 1 回開かれる生徒支援の会議での提示・具体的
検討により，学校全体での情報共有が可能であることと，生徒支援は会議の決定に従って
役割に応じた教員が行うため，役割分担が明確であることによる。さらに地域人材や保護
者・専門家で構成されたボランティア組織を設立し，学校支援に取り込んでいた。これら
の学校支援は，調査当時の管理職の代で確立している。その結果，不登校が 6 年間で 22 名
から 6 名に減少していた。これらは SC との協働先進校の条件に該当すると見なされた（詳
細は後述する）。調査時，改革を行った管理職が在職中であり，この時点での調査の遂行に
より，本研究の目的である学校支援の構築過程や理念，成果に迫ることができると考えら
れた。 
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Table 4-1対象者の特色 
役 
職 
 
年 
代 
性 
別 
教職経験年数 
(講師経験年数) 
調査校の 
勤務年数 
情報の特色 
管
理
職
（
校
長
） 
50 
男
性 
33(3) 
（内教員 15 教
育委員会 7，教
頭 6，校長 5，） 
6 
（内 1 年 
教頭職） 
特別支援学校講師，同和推進校，児童館
長等経験した後，現在の A 中学教頭とし
て着任。2 年目より校長として，現在の
支援体制を築きあげた。 
研
究
主
任 
40 
男
性 
23 8 
以前，現在の管理職が同和推進校で教頭
職をしている下で勤務。現在は研究主任
として，A 中学のボランティア組織の責
任者や，渉外担当，教室に入れない生徒
の支援等幅広く活動している。 
養
護
教
諭 
30 
女
性 
11(4) 
（内 3 年 6 ヶ月 
3 回の産・育休） 
高校での講師経験を経て，現在の A 中学
に赴任。内産休を挟むが，A 中学の生徒
支援の中心となって活動をしてきた。 
 
情報提供者の概要は，年齢 30～50 代，男性 2 名，女性 1 名であった。教員経験が 11～
33 年で，調査校の勤務年数が 6～11 年であった。全員が生徒支援会議の出席者であった。
以下，管理職は（管），研究主任は（研），養護教諭は（養）と情報提供に応じて記載する。 
 
2. 面接調査の手続きと倫理的配慮 
2009 年 7～8 月に教員を対象とした半構造化面接調査を以下の手順で行った。面接は，
校長室や人気のない喫茶店で実施した。 
最初に，後述の質問項目に従って質問をした。質問項目は以下の通りである。質問は学
生相談調査用に作成した質問項目（藤川，2007）を中学校用に改訂した。0.被面接者の簡
単な略歴・教育相談歴，1.情報共有会議への参加前の印象，2.情報共有会議参加による認識
変化・SC への認識変遷・会議の位置づけ，3.情報共有会議参加による対象者への影響，4.
情報共有会議への評価，5.情報共有会議設置前の学校・地域的背景，校内での現状と課題（会
議設置に関する質問項目のため管理職のみ質問）である。面接調査の質問内容は，これら
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の質問について対象者の内容をさらに膨らませる形で，回答されたことが起こりうる状況
やその背景，周囲の反応等を質問した。面接時間は，対象者の話が出尽くしたところで終
了した。 
倫理的配慮は，対象者に対しては，面接調査開始時に，本研究の目的を改めて口頭で説
明し，IC レコーダーによる音声記録の許可を得た。なお，個人情報の保護に努め，対象者
が不利益を被らないよう，①本調査研究への協力を拒否できることや随時撤回できること，
②調査への協力に不同意であっても対象者が不利益を受けないこと，③対象者の身元や個
人情報が判明しないようにすること，④面接調査の内容からその個人が特定できないよう
にすること，⑤面接調査の実施日時によって対象者の業務に不利益が無いようにすること
等を含む事項について対象者に説明し，同意を得た。 
 
3. 分析方法と手順 
(6) 質的研究法の選択 
本研究では，戈木のグラウンデッド・セオリーの手法（2006）を用いた。戈木のグラン
デッド・セオリーの手法（2006）は，「広範囲な抽象度の高い現象の構造とプロセスを把握
し，特定の状況についての当事者の状況把握や反応，その場での行為／相互行為の発生状
況を説明し，関連する現象の可能性を解明する質的研究法である。」。新しい属性を戦略的
に収集する理論的サンプリングに加え，当事者の状況や反応，行為／相互行為の説明が可
能なこの手法は，本研究の目的を達成するのに最適と考えられた。戈木のグラウンデッド・
セオリーの手法（2006）とは，インタビューでの逐語禄や観察記録等を小さな意味の塊毎
に切片化し，各切片のもつ情報の状況である属性と，段階を表す次元を挙げる。その属性
と次元毎に各切片をグループ・カテゴリ化し，カテゴリ毎に各情報を比較し，表を作成す
る。最終的には，対象とする状況を数個のコアカテゴリに集約し，各コアカテゴリの関連
性を図式化して，全体の状況を把握することを目指す手法である。 
(7) 面接・テクスト化（STEP 1） 
 面接は上述の通り，遂行した。理論的サンプリングは，一つの学校で，個々の教員の役
割に合わせて，条件に該当する人にそれらの質問を行っている。理論的飽和化については，
本来であれば 3人という理論的飽和化には及ばない人数であるが，一つの学校という一事
例であること（田村・石隈，2007），生徒支援の会議を構成する主要メンバーを選んで調査
を行ったこと，調査した結果，調査校の体制の成り立ちや理念，現場レベルでの運用面，
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具体的な子どもの支援の状況等の傾向や類型化・バリエーションが見られたことから，そ
の概念を使用して理論的説明が可能になった。これらの結果から，学校支援に対して十分
な見解が得られたので，理論的飽和に達したと判断し，分析を終了した。 
 面接に要した時間は平均 1 時間 31 分（最長 2 時間 10 分～最短 1 時間 11 分）で，計 4
時間 33 分 56 秒であった。テクスト化した文字は一人平均 31,598 字（最大 36,742～最少
28,978 字）で，総数 94,795 字であった。調査者と調査対象者との関係は，いずれも職場の
同僚や上司であった。 
(8) オープンコード化（STEP 2） 
データを多角的に解釈するために，面接の内容を意味の塊ごとに切片化し，そこでのデ
ータの内容を端的に表すために概念上のラベル（名前）をつけた。切片化したラベルには，
順に通し番号を付けた。切片の数は一人 319～588，総数は 1306 であった。 
(9) カテゴリ分類（STEP 3） 
概念の構造を理解，構成するために，ラベル同士を比較し，内容が類似したものをサブ
カテゴリとカテゴリに同時に分類した。それらを比較し，上位概念のカテゴリグループを
生成した。生成されたサブカテゴリ，カテゴリ，カテゴリグループの例を Table4-2 に示す。
サブカテゴリ数は一人 178～290，総数は 671，カテゴリ数は一人 85～135，総数は 284，
カテゴリグループ数は一人 27～37，総数は 57 であった。 
(10) 属性と次元の生成とコアカテゴリの抽出（STEP 4） 
STEP1～3 で得た分析結果を踏まえ，戈木（2006）の手法に従い，学校組織での「SC と
の協働先進校」に関する属性と次元をもとに，調査校が同じ学校類型であることを確認す
る作業を行った。以下，表記はコアカテゴリ名を【 】，次元の様式名を「 」，属性を“ ”，
カテゴリグループ・カテゴリ・サブカテゴリと管理職，研究主任，養護教諭の情報提供者
を，下線（管，研，養）とする。 
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Table4-2 面接内容の概念化とサブカテゴリ・カテゴリ・カテゴリグループ分類の例（STEP2） 
※(管）は管理職（研）は研究主任 （養）は養護教諭 
No. 
情報 
提供
者 
本   文 サブ 
カ
テ
ゴ
リ 
カ
テ
ゴ
リ 
カ
テ
ゴ
リ 
 
 
 
グ
ル
ー
プ 
1187 養 
だから，よう怒りはる先生もおったわ。
大きい声で，ねえ。 
A 中学の支援
体制以前：大
声での叱責 
タ
テ
関
係
の
教
員 
組
織
改
革
前
の
Ａ
中
学
校 
846 研 
だから，７・８年前のＡ中って，その，
従来の学校やったもん。上から目線の
教師がいっぱいいてて， 
７・８年前の
Ａ中学：従来
の学校 
192 管 
一人何役も作ってですね。えーっ，一
人の人にいろんな仕事が集中しちゃっ
て，とにかくねー，不満いう。 
一人で複数の
校務分掌担 
過
剰
な 
校
務
分
掌 
 
戈木版での属性と次元とは，現象の様式（パターン）を区分する視点とその範囲であ
る。例えば次元は情報提供者の情報は，管理職が A 中学校に赴任して学校改革をする以前
と A 中学校を改革した後のサブカテゴリ・カテゴリ・カテゴリグループに分かれたため，2
次元とした。次元の様式である第 1 群は，調査当時の管理職が赴任する前や学校支援の改
革をする以前の生徒や教員・地域の状況が見られたため「改革前の A 中学校」と名付けた。
第 2 群は，管理職が学校支援を改革した後に見られた生徒や教員・地域の状況が見られた
ため「改革後の A 中学校」と名付けた。上述の様式で事例の学校を見た場合，この様式の
中に全て該当した。属性はサブカテゴリ・カテゴリ・カテゴリグループの中から対応する
ものを見つけ，各次元にあてはめた。これらの対応する組み合わせで類似するものをグル
ープ化し，それらを表す属性名を生成した。例えば 1 人で複数の校務分掌担（管）と，全
教員が１人１役の校務分掌と研究組織を兼務（管）が対応した。この対応群に代表される
属性名を“校内組織”とした。これらの属性の生成過程には，妥当性の担保として，臨床
心理学専攻の大学院生 4 名（内 1 名は現役の養護教諭）と質的研究に精通した大学教員 1
名とで検討を重ねた。その後研究全体の主題の明確化に，いくつかの類似した属性を包括
的に説明する数個の中核のカテゴリである「コアカテゴリ（ストラウス・コービン，1999）」
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を示した。その中で，学校支援の内部要因として，A 中学校の支援の様子を示した【A 中学
校の学校支援】，A 中学校の教員間の状況を示した【教員間の関係】，SC の活用や仕事の状
況を示した【異職種間協働】，管理職の理念や具体的な動きを示した【管理職のリーダーシ
ップ】の 4 つのコアカテゴリを生成した。学校支援に影響される要因として，生徒の様子
を示した【生徒支援の状況】の 1 つのコアカテゴリを生成した。これで，全てのカテゴリ
が 5 つとなった。この表を Table4-3 に示す。 
1) 学校支援の内部要因 
【A 中学校の学校支援】では，学校支援の状況を示した“校内組織”，生徒支援会議の様
子を示した“定例会議の有無”，学習支援の状況を示した“学習環境”の 3 つを生成した。
【教員間の関係】では，教員間の生徒支援に関わる情報共有の在り方を示した“情報共有”，
児童生徒支援に関する役割の分担を示した“役割分担”生徒支援での教員間の協働状況を
示した“教員間の協働”の 3 つを生成した。【異職種間協働】では，SC の学校内での捉え
方や仕事の在り方を示した“SC の学校内での位置づけ”，学生ボランティアの活用のされ
方や理念を示した“学生ボランティアの存在”の 2 つを生成した。【管理職のリーダーシッ
プ】では，管理職としてどのように学校支援に向き合うかについての“管理職としての自
覚”，学校支援に対する指針を示した“管理職のビジョン”の 2 つを生成した。 
2) 学校の学校支援に影響される要因 
【生徒支援の状況】では，“職員室の雰囲気”“不登校の現状”“生徒と教員の関係”の 3
つを生成した。 
 
第１項. 結果 コアカテゴリ間の関係 
「改革前の A 中学校」と「改革後の A 中学校」のコアカテゴリ 5 つの関係を図にして
Figure4-1 に示した。 
学校の内部要因に関するコアカテゴリの内，【A 中学校の学校支援】【教職員間の関係】【異
職種間協働】は，実質的な学校支援として各次元で相互に作用していた。これらの学校支
援を展開・維持する機能として【管理職のリーダーシップ】が存在していた。これらの学
校支援に影響される要因としては，【生徒支援の影響】が存在していた。以下では各コアカ
テゴリ内の特徴を説明する。 
 
 
  
Table4-3 組織改革前の A中学校の次元に含まれる状況やカテゴリ例（STEP4） 
 コアカ
テゴリ 
属 性 
状況やコアカテゴリ例（文字） 
（管）は管理職，（研）は研究主任，（養）は養護教諭 
学 
校 
支 
援 
体 
制 
の 
内 
部 
要 
因 
Ａ
中
学
校
の
学
校
支
援 
校内組織 
2 週間に 1 回の着地点の無い 4 時
間会議(管，養) 
反対意見での会議決裂(養) 
1 人で複数の校務分掌担(管) 
定例会議の
有無 
管理職不在の非公式な週一の情報交換(養) 
学校であったこと、保健室・SC の現状報告のみ(養) 
生徒指導主事，養護教諭，SC，サポーターの出席(養) 
情報交換の場が SC の情報収集の場(養) 
学習環境 
目的が曖昧な 2 月のスキー合宿
(管) 
学校行事の形式化（研） 
狭い学力観（研） 
学力で人間関係を作る意識が薄
い（研） 
テストや制度の制限（研） 
教
員
間
の
関
係 
情報共有 
担任の個人対応による生徒支援の深刻化（管，研，養） 
状況理解の困難と周囲からの批判（管） 
役割分担 
役割を越えた講師の重労働（管） 
生徒指導補助による非常勤人材
の心身の不調（管） 
背景を理解していないが故の役
割分担困難（養） 
保護者に話す場面での担任への
越権行為懸念（養） 
教員間の 
協働 
新任教員の過重負担（管） 
様々な家庭背景の子に担任の個別対応が前提（研） 
異
職
種
間
協
働 
SC の学校
内での 
位置づけ 
養護教諭の気持ちの支え（養） 
保健室との密接なつながり（養） 
別室登校生徒の避難場所（養） 
SC 以外の心理職の存在（養） 
SC は居場所の提供・養護教諭の
スーパーバイザー（養） 
SC は甘やかす人という認識(研) 
学生ボラン
ティアの 
存在 
学生ボランティア導入前の慢性的人手不足(管) 
生徒指導補助による学生ボランティアの過重負担（管） 
学生ボランティアを教員補佐として考える教員の存在（管） 
管
理
職
の 
リ
ー
ダ
ー 
シ
ッ
プ 
管理職とし
ての自覚 
新しい企画への消極的姿勢（研） 
やる気を無くす（研） 
人材を取れないことからくる前
校長への教員の不満（管） 
管理職の 
ビジョン 
ビジョンの曖昧な学校経営（管，
研） 
従来の方法を踏襲した学校運営
（管） 
学
校
の
支
援
体
制
に
影
響
さ
れ
る 
要
因 
生
徒
支
援
の
状
況 
職員室の 
雰囲気 
生徒への批判が多い職員室（管） 
生徒が声かけを遠慮する職員室（管） 
不登校の 
現状 
平均 1 クラス 2 人の不登校，5 人
の保健室登校（養） 
不登校に一つの方法でしか対応で
きない（研） 
新学期を待つ（養） 
引受先は保健室のみ（養） 
教員は協力的だが緊急時に役割分
担困難（養） 
教員・SC の個別対応中心（養） 
生徒と教員
の関係 
個別学習フォローを必要と感じながらも実行困難(養) 
教員の叱責(養) 
  
Table4-4 組織改革前の A中学校の次元に含まれる状況やカテゴリ例（STEP4） 
 
コアカ
テゴリ 
属 性 
状況やコアカテゴリ例（文字） 
（管）は管理職，（研）は研究主任，（養）は養護教諭 
学 
校 
支 
援 
体 
制 
の 
内 
部 
要 
因 
Ａ
中
学
校
の
学
校
支
援 
校内組織 
全教員が１人１役の校務分掌と研究組織
を兼務（管） 
企画会議での企画立案による月1回2時
間会議（管） 
人間関係作り，授業改善，地域支援の包
括的支援（研） 
管理職交代後のシステム維持の課題（養） 
子どもの声を聴く基本的精神（研） 
定例会議
の有無 
週１の授業時間内の会議設置による負担
感軽減（管） 
子どもの実態把握の上での取り組み検討
（研） 
戦略としてのサポート会議・チーム対応
（研） 
会議に管理職が出席する影響は大きい
（養） 
１人で抱え込まないシステム実現(管) 
学習環境 
人間関係作り重視の5月の宿泊行事（管） 
授業充実にボランティア組織を設立（管） 
外部人材連携による校内改革のスピード
化（管） 
学習支援からの人間関係作り（管，研） 
土曜授業での教員の自由な授業子どもの
自由参加（研） 
個別学習計画のチェック表作成（養） 
保護者のボランティア参加による学校・
教員理解（管） 
教
員
間
の
関
係 
情報共有 
生徒理解の上での組織対応(管，研，養) 
教員の精神的負担軽減・余裕を持った指
導(研，養) 
共通理解，チーム援助の基盤，具体的検
討(管，研，養) 
生徒理解の学習面と生活面の統合(養) 
役割分担 
役割を越えた講師の重労働に嫌悪感（管） 
情報共有の上での機能分化（養） 
学校の一機能として働ける安心感（養） 
研究主任のコーディネーター役割（研） 
教員間 
の協働 
管理職の一人で抱え込まないための具体
的指示（管） 
助けてもらえる安心感からくる精神的余
裕の構築（管） 
異
職
種
間
協
働 
SCの学校
内での 
位置づけ 
教員がSC役割を負う限界を理解（管） 
教員の専門的な補完役・サポート会議の
中心（管，研） 
教員と異なる子どもの背景や心理の助言
（管，研，養） 
異職種が独力で学校に入る困難さを理解
（管） 
SCの話をきちんと聞く教員（研） 
SCが面接に力を入れられる（養） 
 
学生ボラ
ンティア
の存在 
学生ボランティアの活用（管） 
SC・学生ボランティアが自由に動ける・
余裕がある（管） 
学生と保護者・地域組織の支援（研） 
SC・学生に教員と異なる役割を期待（管，
研） 
管
理
職
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ 
管理職とし
ての自覚 
「子どものため」のビジョンの提示と幅
広い受け入れ（研） 
不登校生徒の気持ちが分かる（養） 
管理職としての役割を理解（研） 
管理職の 
ビジョン 
人権教育ベースの公教育（管） 
厳しい状況の生徒の学力保障（研） 
生徒の話を聞く、不登校を減らすビジョ
ン（養） 
学
校
の
支
援
体
制
に
影
響 
さ
れ
る
要
因 
生
徒
支
援
の
状
況 
職員室の 
雰囲気 
生徒が声をかけやすい職員室に生徒来室増加（管，養） 
建設的意見が多い（管） 
不登校の 
現状 
１学年に約1・2人の不登校（養） 
教室に入れずとも学校とつながる（養） 
6時半～7時半まで週1の個別指導をきっ
かけに再登校（養） 
不登校への多様な働きかけ（養） 
課題のある生徒への校長室解放（管） 
不登校生徒に学校と関わる機会を教員が
作る(養) 
生徒と教
員の関係 
非行傾向の子が外に出ない・薬物に手を出
さない(養) 
生徒の居場所増加（養） 
生徒が大人を警戒しない(養) 
 
  
 
 
 
 
「
組
織
改
革
前
の
A
中
学
校
」
 
 
「
組
織
改
革
後
の
A
中
学
校
」
 
過
 
 
去
 
 
 
 
 
 
 
現
 
 
在
 
注
1
）「
」：
次
元
の
様
式
 
注
2
：【
 
】：
コ
ア
カ
テ
ゴ
リ
 
 
注
３
）
●
 
カ
テ
ゴ
リ
（
代
表
的
な
も
の
）
 
 
 
【
A
中
学
校
の
学
校
支
援
】
 
●
管
理
職
不
在
の
非
公
式
な
週
一
の
情
報
交
換
（
養
）
 
●
1
人
で
複
数
の
校
務
分
掌
担
（
管
）
 
●
目
的
が
曖
昧
な
2
月
の
ス
キ
ー
合
宿
(管
) 
●
2
週
間
に
１
回
の
着
地
点
の
無
い
4
時
間
会
議
(養
) 
●
学
力
で
人
間
関
係
を
作
る
意
識
が
低
い
(研
) 
  
【
管
理
職
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
】
 
●
ビ
ジ
ョ
ン
の
曖
昧
な
管
理
職
(管
，
研
) 
●
従
来
の
方
法
を
踏
襲
し
た
学
校
運
営
（
管
）
 
 
【
教
職
員
間
の
関
係
】
 
●
担
任
の
個
人
対
応
に
よ
る
生
徒
支
援
の
深
刻
化
（
管
，
研
，
養
）
 
●
背
景
を
理
解
し
て
い
な
い
が
故
の
役
割
分
担
困
難
（
養
）
 
●
新
任
教
員
の
過
重
負
担
（
管
）
 
【
異
職
種
間
協
働
】
 
●
S
C
は
居
場
所
の
提
供
・
養
護
教
諭
の
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
（ー
養
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1. 組織改革以前の A 中学校 
(1) 学校支援の内部要因 
【A 中学校の学校支援】において，“校内組織”は，1 人で複数の校務分掌担（管）であ
った。職員会議は 2 週間に 1 回の着地点の無い 4 時間会議（管，養）であり，しばしば反
対意見での会議決裂（養）が見られた。課題を持つ生徒の現状を話し合う“支援定例会議
の有無”では，生徒指導主事，養護教諭，SC，サポーターの出席（養）が見られたが，管
理職不在の非公式な週一の情報交換（養）に留まっていた。情報交換の場が SC の情報収集
の場（養）でもあったが，内容は学校であったこと，保健室・SC の現状報告のみ(養)であ
った。“学習環境”は，狭い学力観（研）であり，学力で人間関係を作る意識が薄い（研）
傾向がみられた。そのため，テストや制度の制限（研）の中で学校行事の形式化（研）が
見られ，目的が曖昧な 2 月のスキー合宿（管）を行っていた。 
【教員間の関係】において，“情報共有”は，担任の個人対応による生徒支援の深刻化（管，
研，養）が見られ，状況理解の困難と周囲からの批判（管）が見られた。“役割分担”は，
役割を越えた講師の重労働（管）による，生徒指導補助による非常勤人材の心身の不調（管）
があり，背景を理解していないが故の役割分担困難（養）があるために，養護教諭の保護
者に話す場面での担任への越権行為懸念（養）が見られた。“教員間の協働”は，様々な家
庭背景の子に担任の個別対応が前提（研）であるため新任教員の過重負担（管）となった。 
【異職種間協働】において，“SC の学校内での位置づけ”は保健室との密接なつながり
（養）があり，養護教諭の気持ちの支え（養）や別室登校生徒の避難場所（養）として機
能していた。SC 以外の心理職の存在（養）もいたが，教員の中には SC は甘やかす人とい
う認識（研）もあり，SC は居場所の提供・養護教諭のスーパーバイザー（養）に留まって
いた。“学生ボランティアの存在”は，学生ボランティア導入前の慢性的人手不足（管）が
あったが，導入直後は，生徒指導補助による学生ボランティアの過重負担（管）や，学生
ボランティアを教員補佐として考える教員の存在（管）が見られた。 
【管理職のリーダーシップ】において，“管理職としての自覚”は，新しい企画への消極
的姿勢（研）により，他の教員はやる気を無くす（研）傾向がみられた。人材を取れない
ことからくる前校長への教員の不満（管）もあった。“管理職のビジョン”は，ビジョンの
曖昧な管理職（管）であり，従来の方法を踏襲した学校運営（管）に留まっていた。 
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(2) 学校支援に影響される要因 
【生徒支援の状況】において，“職員室の雰囲気”は，生徒への批判が多い職員室（管）
であり，生徒が教員への声かけを遠慮する職員室（管）であった。“不登校の現状”は，多
い時で平均 1 クラス 2 人の不登校，5 人の保健室登校（養）が見られた。教員・SC の個別
対応中心（養）であるため，教員は協力的だが緊急時に役割分担困難（養）であり，不登
校に一つの方法でしか対応できない（研）状況であった。そのため，再登校は新学期を待
つ（養）のみで， 別室登校の引受先は保健室のみ（養）であった。“生徒と教員の関係”
は，個別学習フォローを必要と感じながらも実行困難（養）であり，教員の叱責（養）が
多い状況にあった。 
 
4. 組織改革以後の A 中学校 
(1) 学校支援の内部要因 
【A 中学校の学校支援】において，“校内組織”は，子どもの声を聴く基本的精神（研）
のもと，人間関係作り，授業改善，地域支援の包括的支援（研）を目指していた。そのた
め，全教員が一人一役の校務分掌と研究組織を兼務（管）し，職員会議も企画会議での企
画立案による月 1 回 2 時間会議（管）となった。しかし今後，管理職交代後のシステム維
持の課題（養）が残っていた。課題のある生徒の現状を話し合う“定例会議の有無”は，
週１の授業時間内の会議設置による負担感軽減（管）があり，一人で抱え込まないシステ
ム実現（管）が見られた。会議上で，子どもの実態把握の上での取り組み検討（研）や，
戦略としてのサポート会議・チーム（研）が可能となった。また，会議に管理職が出席す
る影響は大きい（養）とのことであった。“学習環境”は，人間関係作り重視の 5 月の宿泊
行事（管）へと改善された。授業充実のためのボランティア組織の設立（管）のため，外
部人材連携による校内改革のスピード化（管）や保護者のボランティア参加による学校・
教員理解（管）が見られた。他にも学習支援からの人間関係作り（管，研）として，土曜
授業での教員の自由な授業子どもの自由参加（研）や，個別学習計画のチェック表作成（養）
が行われていた。 
【教員間の関係】において，“情報共有”は定例会議により，生徒理解の上での組織対応
(管，研，養)，共通理解，チーム援助の基盤，具体的検討(管，研，養)，生徒理解の学習
面と生活面の統合(養)が可能であった。その結果，教員の精神的負担軽減・余裕を持った
指導(研，養)に変化した。“役割分担”は，情報共有の上での機能分化（養）があり，学校
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の一機能として働ける安心感（養）を持てるようになった。管理職は役割を越えた講師の
重労働に嫌悪感（管）があり，役割に応じた仕事が振られるようになった。さらに研究主
任のコーディネーター役割(研)により，教員役割の限界を理解した上での専門家・外部人
材の活用が行われていた。“教員間の協働”は，管理職の一人で抱え込まないための具体的
指示（管）があり，助けてもらえる安心感からくる精神的余裕の構築（管）が見られた。 
【異職種間協働】において，“SC の学校内での位置づけ”は，教員が SC 役割を負う限界
を理解（管）しており，教員の専門的な補完役・サポート会議の中心（管，研）として，
教員と異なる子どもの背景や心理の助言（管，研，養）を期待していた。また，異職種が
独力で学校になじむ困難さを理解（管）しており，SC の話をきちんと聞く教員（研）が大
半であるため，SC が面接に力を入れられる（養）。“学生ボランティアの存在”は，学生ボ
ランティアの活用（管）があり，学生（内）と保護者・地域組織（外）の支援（研）に支
えられている。教員は SC・学生に教員と異なる役割を期待（管，研）しているため，SC・
学生ボランティアが自由に動ける・余裕がある（管）。 
【管理職のリーダーシップ】において，“管理職としての自覚”は，管理職としての役割
を理解（研）し，不登校生徒の気持ちが分かる（養）ため，「子どものため」のビジョンの
提示と幅広い受け入れ（研）が行われていた。“管理職のビジョン”では，生徒の話を聞く，
不登校を減らすビジョン（養）に対して，人権教育ベースの公教育（管）や厳しい状況の
生徒の学力保障（研）に取り組んでいた。 
(2) 学校支援に影響される要因 
【生徒支援の状況】において，“職員室の雰囲気”は，教員間で建設的意見が多い（管）
ために，生徒が声をかけやすい職員室に生徒来室増加（管，養）がみられた。“不登校の現
状”は，急激に不登校生が減少し，１学年に約 1・2 人の不登校（養）となった。その背景
に，教員の考えに教室に入れずとも学校とつながる（養）ことや，不登校への多様な働き
かけ（養），不登校生徒に学校と関わる機会を教員が作る（養）ことを工夫していた。具体
的には，6 時半～7 時半まで週 1 の個別指導をきっかけに再登校（養）や課題のある生徒へ
の校長室解放（管）を行った。“生徒と教員の関係”は，生徒の居場所増加（養）のために，
生徒が大人を警戒しない（養），非行傾向の子が外に出ない・薬物に手を出さない（養）傾
向が見られた。 
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第２項. 考 察  
1. 本研究の概要 
これまで見てきたように A 中学校は，不登校等，課題のある生徒の問題を解決するため
に，個々の役割・専門性，学校ビジョンに応じた仕事の見直しを行い，教員が異職種との
協働を図ることのできる組織作りを行っていることが窺えた。上述の結果より，不登校や
課題のある生徒の対応で成果を上げた A 中学校は，教員や SC が個別，部分的に対応して
いた状況から包括的で効率的な支援の情報共有，職員会議，校務分掌システムをもたらし
たことが示唆された。すなわち，異なる専門性や役割を意識した組織の形態へと変化させ
た可能性がある。こうした学校の改革の結果として双方の協働が変化したと考えられる。 
すなわち組織改革前の A 中学校は，同僚の教員も相談には乗るものの，個々の教員が個
人的な裁量の範囲内で課題のある生徒の対応を行っており，対応の限界が多数の不登校を
生み出していたと推測された。こうした状況について，教員が個々の裁量により問題解決
を行う個業型組織の限界について，学級崩壊の事例があげられている（佐古・葛上・芝山，
2005）。そこでは学級崩壊に対し，同僚の教員は相談には乗るが，個別型の対応を深めるだ
けで個々の教育の課題として分散し，協働に至らない状況が示唆された。改革前の A 中学
校も同様の状況があったと考えられる。改革前は，管理職の曖昧なビジョンとリーダーシ
ップの元，中学校内の課題は個々の教員の学級経営に任されていたと考えられる。また同
僚である周囲の教員も，学校全体で支援するという体制が出来ていないため，他の学級の
状況が見えくい状況であったことが推測された。そのために教員と SC 間の協働も困難とな
り，教員が課題のある生徒を「抱え込む」か，保健室に「丸投げ」にするかしかない状況
（伊藤，2011）に置かれていた可能性がある。そのことが結果として，多くの不登校を生
み出していたと推測された。こうした状況を鑑みると，改革前の A 中学校は，各教員の個
別対応と保健室周辺の部分的な異職種間協働で成り立っており，学校全体で包括的な協働
が可能な状況ではなかったと考えられた。そのため，不登校生も再登校を試みようとして
も，足掛かりとなる居場所がなく，不登校の増加に結び付いたと考えられた。一方組織改
革後は，生徒の居場所が増加することで，不登校の減少につながったと考えられた。 
そこで A 中学校での学校支援づくりにかかわる組織改革の特徴を考察すると，以下の 3
点が指摘できると考えられる。すなわち①情報共有の場の設定，②専門性・役割に応じた
役割・仕事の設定，③明確なビジョンの上での組織開発（管理職のリーダーシップ）であ
る。以下では個々の特徴に基づいて A 中学校の組織改革を考察する。 
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2. 情報共有の場の設定  
A 中学校の組織改革では，情報共有・課題検討の場として毎週の時間割に組み込まれた支
援会議を設定したことが示唆された。この情報共有の場の設定により，課題のある生徒の
情報の共有や整理，課題の明確化，新しい側面の発見が可能になったことが推測された。
こうした課題の整理や検討の上での共有化は，学校全体での課題を明確にし，様々な視点
から学校課題を見ることで，新たな組織課題の生成を促進したと考えられた。個々の生徒
の逸脱行動についても，逸脱行動を起こす生徒の家庭背景や発達上の課題を学校全体で理
解するために，生徒の気持ちに沿った対応が可能になったと推測された。教員間において
も，苦戦する生徒や教員の状況が理解できるために，担任を責めることもなく，必要な時
に即座に関わることが可能になったと考えられた。SC との協働についても，SC は会議に
参加していたため，SC は支援が必要な生徒を理解し相談につなぐことが可能になった。ま
た会議の場で，SC として心理学的側面からみた生徒の臨床像を述べることは，教員側に異
なる専門性や視点を持つ成員として SC を認識するきっかけを与えたと考えられた。 
中学のコーディネーション委員会でのコンサルテーション・相互コンサルテーションの
機能について，教員同士では学年間や教員同士のつながりが促進され，相互コンサルテー
ションにより，援助サービスに関して，同僚からの受け入れと時間と場の共有が可能にな
ったとともに，教員の問題に関する当事者意識が高まったことが示唆されている（家近・
石隈，2007）。また教員間は，通常はお互いに働きかける以外は，個々の独立性が保たれて
いる疎結合システムであることが示唆されている（臼井，2001）。不登校等，個々の教員の
裁量を超えた事態に対して支援会議の場は，教員が自らの裁量で処理できる範囲の具体性
と自由度をもった情報を受け取ることが可能になったと考えられた。すなわち支援会議の
場は，個々の裁量で対応していた問題を，学校全体の問題として共有することで，精神的
な支えを得ると共に，当事者意識を高め，課題に対して解決の可能性がある情報を受け取
ることが出来るようになったと考えられた。 
SC との協働に関しても，支援委員会において教員が参加当初，時間の拘束や SC との意
見の食い違いを理由に抵抗感を持っていたが，参加後は SC からの生徒への援助サービスへ
の知識やスキルについてのアドバイスや安心・自信・新たな視点を得たことが示唆されて
いる（家近・石隈，2007）。また，医療領域での専門職連携教育（インタープロフェッショ
ナルエデュケーション：IPE）の試みから，近接領域の異職種同士が共に一つの問題につい
て議論を交わす場を提供することで，相互の専門性の理解が深まり，物事をより多面的に
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見えるようになることが示唆されている（大塚，2012）。すなわち支援会議の場は，異職種
と出会う場でもあり，互いの専門性を理解する場でもあった可能性が考えられた。その結
果，校内での SC の専門性が高まったと推測された。日常での教員による SC 専門性の理解
については，教員の抵抗に対して，SC の個人的努力や力量により関係性の構築がなされて
いることが示唆されている（吉井・山下，2008）。支援会議の場は，そうした異なる専門性
や役割との出会いを構造化していると考えられた。 
 
3. 専門性・役割に応じた役割・仕事の設定 
管理職が SC や養護教諭等，校内の異なる専門性をもつメンバーを理解・活用することで，
教員自らが学校現場の特性や専門性を相対化し，自他の可能性と限界を明確化したことが
示唆された。 
具体的には支援会議を設定することで，課題のある生徒の背景・課題点の検討を行い，
担任が対応可能な範囲と限界点，誰が課題のある生徒・保護者と対応可能なのかという点
が明確になった結果，お互いに役割の分担が可能になったと考えられた。役割分担上の変
化として教員間の協働では，養護教諭が組織改革前では保護者に話をするときに担任への
越権行為を心配していることが示唆された。しかし組織改革後では，学校から与えられた
役割として，安心感を持って保護者との話にも臨めていた。また，改革前では養護教諭が
頼みづらかった個別学習が，学校内での取り組みとして取り組む姿が見られた。学校内の
異なる専門性を持つ SC に関しても，改革前は保健室周辺での活用に留まっていたのが，支
援会議を設定することで，前述したような専門性の相互理解が進み，結果として必要な生
徒が面接を受けられるようになる等の全校での専門性の発揮へとつながった可能性が推測
された。 
こうした役割分担の背景には，管理職が従来の過重な校務分掌を，校務分掌と研究組織
の 1 人 2 役に配置し，企画会議での検討による会議時間の短縮化を行ったことが示唆され
た。研究主任もコーディネーター役割を取り，教員の限界を理解した上で，専門家・外部
人材を活用する姿が見られた。学習面でも，土曜授業での自由度の高い共同作業を行い，
研究授業での教員の専門性向上の試みを行う姿が見られた。新任教員や非常勤職にも立場
を理解，配慮を行い，個々の役割や専門性に応じた場を提供している事が示唆された。 
支援会議の参加メンバーについて，管理職は方針決定や実行を，養護教諭や SC は保健室
や相談室との協働の活性化に影響が出ることを示唆されている（家近，2007）。すなわち，
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支援会議の参加メンバーのなかに管理職や養護教諭・SC を加えることにより，養護教諭や
SC が学校支援の中に組み込まれた可能性がある。その影響として，組織改革以前の養護教
諭が保護者と話をする際に越権行為を懸念していたのが，組織改革以後は学校の役割とし
て働ける安心感の上で保護者との話し合いに臨めるようになっていることが示唆された。
SC との協働についても，分業化の進んだ社会は，機能が異なる者との緊密な連絡の上で，
個々の役割を分業化することで集合体として，個々の集団の機能を果たすことが示唆され
ている（中根，1967）。すなわち支援会議での学校内の様々な役割・専門性を持つメンバー
の参画は，個々の役割や専門性を明確にし，学校という集合体として個々の生徒の課題に
取り組むことが可能になったと考えられた。校長の役割分担のための組織再編に関しても，
校長が学校組織力を高めることで教員の負担を軽減し，生徒の対応等に成果を上げること
が指摘されている（淵上，2012）。非常勤への配慮の視点から，管理職が時間調整をするこ
とで，非常勤職が情報共有等の協働が可能になることを示唆されている（荊木・淵上･古市，
2014）。こうした学校支援の再編は，教職員がより良く協働を行い，生徒を支援するための
基盤になると考えられた。 
これらのことから A 中学校の役割分担は，管理職の校務分掌の見直しや企画会議，支援
会議の設定等の組織再編による生徒支援の枠組み設定が基盤となることが示唆された。そ
の基盤上で，ミドルリーダーである研究主任が実務上の調整を行い，授業能力の改善や SC
や他の専門家を上手く引き入れ，個々の役割や専門性が活用可能になったと考えられた。 
 
4. 管理職のリーダーシップ 
これまで A 中学校は，組織的課題の対応に，学校行事の設定や会議・公務分掌の改善，
ボランティア組織の設立等を行い，成果を上げたことを述べた。これらの組織開発は管理
職である校長の｢子どものために｣や「子どもの声を聴く」によるビジョンの設定やそれに
沿った組織開発の結果であると考えられた。 
管理職のリーダーシップ発揮には，管理職自身が「異なる専門性の尊重」「管理職自身の
チーム参加」「全学的・組織学的視点からのマネジメント」の 3 つの役割を果たす必要があ
ることが示唆されている（淵上，2006）。校長と教育相談の定着についても，課題への対処
や方向付けを司る「変革的リーダーシップ」が教育相談体制の確立へ，そして各教員の活
動を尊重し，努力に報いの態度を示す「配慮的リーダーシップ」が教員集団の協働的風土
に影響することを指摘されている（西山，2009）。A 中学校の組織改革は，管理職の「子ど
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ものために」のビジョンの元，「変革的リーダーシップ」により支援会議や企画会議，ボラ
ンティア組織の設立，校務分掌の整理，人間関係作りの合宿の改善を行い，学校支援を確
立していることが示唆された。そして｢子どものために｣のビジョンに沿えば，他教員の提
案も応援し，SC や新人教員，他の非常勤職の専門性や役割，立場を理解する姿勢は「配慮
的リーダーシップ」として，教職員の積極的姿勢を引き出したと考えられる。この両者の
リーダーシップは，異なる専門性をもつ SC の尊重や，ボランティア組織設立による外部人
材の活用，異なる立場の新人教員や非常勤職への配慮による「異なる専門性の尊重」，支援
会議や企画会議への管理職参加による「管理職自身のチーム参加」，支援会議や企画会議・
ボランティア組織の設立，校務分掌の整理，人間関係作りの合宿の改善による「全学的・
組織学的視点からのマネジメント」の 3 つの役割を果たし（淵上，2006），課題のある生徒
に対応可能な学校へと導いたと考えられた。 
 
第３項. 本研究の限界と可能性 
これまで，A 中学校の組織改革の事例に沿って学校支援を構築するための背景とその方略
について考察を行った。本研究の限界について考えると，本研究は学校支援の先進校と考
えられる学校について管理職である校長，研究主任，養護教諭の 3 人の面接に基づいてい
る。そのため，3 者の視点からの学校支援は，理解困難な側面があると考えられた。また調
査者が同じ学校の同僚である SC であるため，調査者に対して配慮した部分や，調査者自身
が客観的に判断することが困難な部分もあると考えられる。そして本事例の学校支援は，
調査当時の校長の代で築きあげたものである。学校支援はキーパーソンの転勤等で後退す
る危険性を孕むことが示唆されている（西山・淵上，2005）。今後の課題として，持続可能
な学校支援の構築について検討する必要が考えられた。 
しかし考察で示した通り，本事例は学校支援の確立に対して必要な側面や方略を示唆し
ていると考えられた。本研究で示した①情報共有の場の設定，②専門性・役割に応じた役
割・仕事の設定，③明確なビジョンの上での組織開発（管理職のリーダーシップ）は学校
支援の促進要因として，今後，教員が教員以外の異職種と連携し，より効果的な学校づく
りを行う上において，欠かせない概念になると考えられた。また SC としても学校との協働
を考えるとき，上述した指針は，学校と共に学校支援を構築する場合においても一つの指
針となり得えると考えられた。 
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第２節 小学校の教務主任のリーダーシップによる協働的職場風土構築に関する実践研究
（研究４） 
第１項. 本研究の目的 
第 4 章 2 節では，ミドルリーダーの動きに注目し，学校支援構築について探索する。第 3
章では，SC から見た学校支援や，学校支援の背景となる SC や教員の専門性について考察
してきた。第 4 章 1 節では，学校の管理職の動きに注目し，学校支援の動きと SC の協働に
ついて考察してきた。その結果，協働を円滑に行うには，第 3 章 1 節で述べたような学校
支援での情報共有，役割分担，支援のための疎通性といった要素が含まれ，管理職の協働
的な配慮が学校支援や協働と関連することが示唆された。 
こうした学校内の協働的風土を構築する際に，ミドルリーダーの役割が近年注目されつ
つある。ミドルリーダーの役割として，学校内の上層部に児童生徒や保護者，教員の状況
を伝え，時には主体的・能動的に提案することが示唆されている（淵上，2013）。一般教職
員に対しては，学年，教科，分掌によるチームを作ることが示唆されている。生徒指導や
教育相談等の主任教員間に対しては，教科，学年を越えて連携するための知識・情報をま
とめ，支援協力体制を作ること，管理職や関係機関との連絡・調整や問題への組織的対応
等の機能が示唆されている（内田・樋口，2005：文部科学省，2010）。 
学年主任に焦点を当てた研究では，方針伝達や達成欲求等の仕事志向行動，職場の同僚
への配慮や新任教員の育成等の人間志向行動，連携や現状打破等のネットワーク志向行動
の 3 つのリーダーシップ行動が示されている（衛，1993）。また管理職の質問紙調査から，
教務主任が管理職の意思を教職員に実務レベルに適用して伝える学級委員長としての役割
を持ち，学校経営の参画や教員間の調整を行い，学校経営全般を見渡す立場として機能し
ていることが報告されている（藤原，2006）。ミドルリーダーの役割期待として，ミドルを
中軸にトップの校長・教頭と一般教職員を接合しながら組織構築や校内の雰囲気づくりを
し，人員調整等のマネジメントを展開するミドル・アップダウン・マネジメントが示唆さ
れている（小島，2012a）。すなわち，教務主任は学年主任や生徒指導主事，教育相談担当
といった様々な立場のミドルリーダーとつながり，まとめ上げる立場であり，学校支援と
学校全体をつなぐ立場の一つであることが推測される。 
しかし先行研究では，ティーム・ティーチング導入（大橋・鈴木，2003）や若手支援（小
柳，2013）の中でのミドル・アップダウン・マネジメントとしての役割期待を述べるに留
まっていると考えられた。これらのミドルリーダー研究について，ミドルリーダーの代表
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格として教務主任が挙がることは多いが，いずれの研究も主任職に求められる役割を述べ
るに留まっていることが指摘されている（畑中，2010）。そのため，ミドルリーダーの取り
組みが学校経営に及ぼす影響力は曖昧であると考えられる。このようにミドルリーダーの
役割は明らかになりつつあるものの，ミドルリーダーの協働的取り組みと教職員に与える
影響について検討した研究はあまり見られないと推測される。なかでも，取り組みの質や
学校経営，管理職や一般教職員，学校支援に及ぼす影響について具体的に検討した研究は
ほとんどないと考えられる。これでは，学校支援や教員間，教員と SC 協働においてのミド
ルリーダーの役割は曖昧なままである。 
そこで本研究では，ミドルリーダーの中でも学校の実務部分を統括する教務主任を取り
上げる。教務主任の取り組みについて教務主任 A 自身が行ったことや観察した内容，取り
組みを実践した各教職員に面接調査した内容について，詳細かつ客観的に分析する。分析
にあたっては，小規模データでも分析可能な，SCAT 法による質的分析を行う（ステップス・
フォア・コーディング・アンド・セオリーゼイション；大谷，2008）。さらに，教務主任の
取り組みに実践した教職員への質問紙調査に基づく評価を行う。そして，協働的職場風土
構築に関わる活動におけるミドル・アップダウン・マネジメントの実際や学校内の教職員
における影響について，質的・量的に探索し，その中から学校支援に関わるミドルリーダ
ーの役割を推測することを目的とした。本研究には SC は登場しないが，SC や教員以外の
専門職が学校支援の中で活動する際に，活動しやすいミドルリーダー像とはどのようなも
のであるのかも併せて考察した。 
 
第２項. 方  法 
1. 調査概要 
(1) 本研究の視点とデータセット 
本研究では，小学校教務主任 A が学校組織の活性化を目的に，協働的職場風土を構築す
ることを試みた実践研究を分析対象とした（杉本，2011）。著者と教務主任 A との関係は，
著者が教員と SC 協働，教務主任 A が教員間の協働を取り上げ研究している。両者の関係
は，教務主任 A は教務主任として実践を立案，実施，分析を行った。著者は，実践の報告
を聞き，実践そのものには関与せず，教務主任 A の実践を協働的職場風土構築におけるミ
ドルリーダーの役割と校内への影響，異職種協働の視点から再分析を行った。 
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教務主任Aの実践は，学校の組織風土構築におけるミドルリーダーの役割を示しており，
今後ミドルリーダーの役割を解明する上で重要な示唆を得ることが可能になると考えられ
た。そこで，現場で陣頭指揮をとるミドルリーダーの実践を探索することは，異職種との
協働においても，重要な示唆を得ることができると考え，その視点を踏まえ分析を行った。 
教務主任 A の取り組みを記したものとして，教育実践報告書があった（杉本，2011）。この
報告書は一般組織において協働化の指標と見なされている集団効力感，対人交流型記憶の
形成を通したチームの構造化に関する先行研究（Ilgen,Hollenbeck,Johnson, &Jundt， 
2005）を参考にして，学校組織の協働化によるチーム作りについて時系列的に検討するこ
とを目的に挙げられていた。教務主任 A は，管理職や一般教職員の意見を踏まえた学校組
織の検証を行い，職場風土の改善点を明確にした。その上で協働的職場風土に向けて，教
務主任のリーダーシップ力，コミュニケーション力，マネジメント力の要素を含んだ具体
的方策を用いることによる変容過程が時系列的に実証されていた。本実践は，学校組織の
チーム形成期（初期段階）として必要な「相互の信頼」「知識・行動・態度の共有」「組織
の構造化」にも重点を置いて取り組み，分析を行ったものである。本報告書から判断でき
ない点や疑問点に関しては，著者が教務主任 A に直接聞いてデータとしてつけ加えた。 
本研究の倫理的配慮として，実践の遂行については，管理職は計画段階から細やかなチ
ェックを行い，了承を得た。他の教職員に関しては，実践の遂行前に，実践にあたっての
説明を行い，了承を得た。なお，論文化にあたり，教務主任 A に論文として公表すること
を説明し，許可をえた。個人名や団体名が出ないよう配慮した。 
(2) 実践対象校 
農村部にある B 県 C 市 D 小学校である。学校は創設 100 年以上の歴史がある。近年，校
区内に住宅団地や企業団地が造成された。調査当時は，各学年単学級であり，特別支援学
級を含めて全 7 学級であった。 
(3) 実践対象教職員 
D 小学校の教職員は 16 名であった。その内訳は男性 4 名，女性 12 名。年齢は 30 歳代 4
名，40 歳代 7 名，50 歳代 5 名。立場は管理職（教頭・校長）2 名，主任層（研究主任・生
徒指導主事・保健主事・教務主任）4 名，一般職員（学級担任・図書館司書・スクールヘル
パー・グッドスタート）10 名。教職歴は 0～10 年未満が 4 名，10～20 年未満が 6 名，20
年以上が 6 名であった。 
 
105 
 
2. 実践事例の概要と評価 
(1) 教務主任の実践 
本実践は，学校の組織の活性化を目的に，協働的な職場風土を構築することを試みた取
り組みであり，教務主任によって，201X 年 4 月から 201X+1 年 2 月にかけて行われた。具
体的な取り組みの選定にあたっては，準備期間に 1 年をかけた。準備開始当初は教務主任
が大学で学ぶ傍ら週１回，実践校の校長・教頭との情報交換や各教員への聞き取りを行い，
現状分析が行われた。9 月より，学校の現状に沿って教務主任が具体的取り組みの枠組み作
りを始め，対応策を選定する作業が行われた。本取り組みの選定基準は①教職員の負担に
ならないもの，②教職員のニーズにあったもの，③学校の課題に合ったものとされた。枠
組み作りの経過報告は週 1 回の割合で校長・教頭に行われ，その時点でアイディアを出し
合いながら，絞り込まれていった。この準備期間中，大学教員は教務主任としての具体的
方策，教員のニーズとの対応の視点から助言が行われた。最終的に，2 月に 4 カテゴリ，10
項目の取り組みを選定し，大学教員・校長・教頭に了承を得た。実践開始後は，教務主任 A
が実践校に戻り，教務主任としてこれらの取り組みが行われた。その間，月に 1 度の割合
で大学教員と連絡を取り合い，軌道修正が行われた。 
これらの取り組みを客観的に支える理論として，チーム形成の理論（Ilgen,Hollembeck, 
Johnson,&Jundt,2005）に依拠し，信頼（感情的側面），計画（行動的側面），構造化（認
知的側面）の側面から検討した。特に，認知的側面である構造化の視点から，チームでチ
ーム課題・プロセスを共有する妥当かつ体系的な知識理解である共有メンタルモデルや，
個々人の所有知識と，誰が何を知っているかについての集団内の情報の蓄積や検索機能で
ある対人交流記憶が活性化するように考えられた。その結果，4 カテゴリ，10 項目の取り
組みが選定された。詳細を以下に示す。1.教職員の参画として，協働的職場風土構築のため
に，積極的に学校経営参画ができるシステム構築が目的とされた。具体的取り組みとして，
(1)職員会議運営手法の刷新，(2)校内研修の改善，(3)学校運営委員会が選定された。2.相互
援助活動として，個々の教職員が相互に協力し合えるよう情報や課題解決の手段を集約す
ることが目的とされた。具体的取り組みに(4)スケジュール表作成，(5)校内サポートチーム
の編成が選定された。3.仕事のコミュニケーションとして，個々の知識や経験の共有を可能
にすることが目的とされた。具体的取り組みに，(6)企画委員会の機能化，(7)意見シートへ
の書き込み，(8)連絡ボードの活用が選定された。4.課題解決として，企画委員会等様々な
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場での検討事項や個人の意見を集約，共有することと，個々の課題を集約・解決する組織
の形成を目的に，(9)教務便り「こらぼ」の発行，(10)特別委員会の機能化が選定された。 
(2) 教務主任の実践に対する評価 
本実践を検証するために，質問紙調査による検討が行われた。調査は取り組みの実施期
間中，校内の全教職員 16 名を対象に，計 3 回（4 月，7 月，11 月）行われた。調査内容は，
協働的・同調的職場風土（淵上・小早川・下津・棚上・西山，2004），集団効力感（淵上・
今井・西山・鎌田，2006）として，組織的活動・校務分掌，教育目標・教科指導，生徒指
導が見られた。校務分掌に関する対人交流記憶システム（Lewis，2003）として専門性，信
頼性，協調性が見られた。いずれも，5 件法での回答を求めた。本実践の SCAT による質的
側面の検討として，教務主任 A が管理職や主任層，一般教職員といった各立場から，見聞
した校内の様子や実践に関する感想の記述についても，分析対象とした。 
 
3. 分析方法と手順 
(1) 教務主任の取り組み 
本研究では，D 小学校の教務主任 A の実践の具体的取り組みとその評価に関する実践研
究（杉本,2011）を取り上げ，SCAT 法（大谷,2008）により質的分析を行った（Table4-5 参
照）。 
 
Table4-5 教務主任の具体的取り組み分析例 
 
 
SCAT 法とは，着手しやすく小規模データにも適応可能な方法として，グラウンデッド・
セオリーを元に，大谷（2007）が開発した質的分析手法である。使用した理由として，本
研究の検討資料である教務主任の取り組みのような小規模データでも分析可能と考えられ
た。 
番
号
テ　　ク　　ス　　ト 分類
＜１＞テクストの中の注目
すべき語句
＜２＞テクストの中
の語句の言いかえ
＜３＞左を説明す
るようなテクスト
外の概念
＜４＞テーマ・構成概
念　　　（前後や文脈の
概念を考慮）
<５＞疑問・課題
23
一般教職員においては、学級担任を中心に職務遂行
を行っているので学校運営に関する視点で見えてい
ない部分が多分にあると考える。この点については、
校務分掌遂行に関する可視化が求められる。
般
一般教職員は、学級担任
を中心に職務遂行をしてい
るので学校運営に関する
視点で見えない部分が多
分にあると考える。これは
校務分掌遂行に関する可
視化が求められる。
一般教職員は学級
経営中心なので学
校運営に関して見え
ない部分が多分に
ある。この点では校
務分掌遂行の可視
化が必要である
一般教職員は学
級経営中心であ
り、学校全体を含
めた動きが見え
づらい。
一般教職員は学級経
営中心であり、学校運
営は潜在化、改善策と
して校務分掌の可視
化が必要
一般教職員に対
しての校務分掌
の可視化と意識
付けをどのように
考えていくのか。
24
管理職においては、職員会議や臨時の提案内容に
対して疑問を感じていることが多いようである。昨年
度の反省を踏まえて、改善点がどこなのか等の
PDCAサイクルの定着ができていないことが主な疑問
点である。
管
管理職は、職員会議や臨
時の提案内容に疑問。
PDCAサイクル定着ができ
ないことが主な疑問点。
管理職は職員会議
や臨時の提案内容
に疑問昨年度の反
省が生かされていな
いことが疑問点、
管理職の疑問と
なる職員会議や
臨時の提案内容
管理職は職員会議や
臨時の提案内容に疑
問。昨年度の反省が
生かされていないのが
疑問点
管理職は職員会
議や臨時の提案
内容に疑問とあ
るが、それは主
任層？、一般教
職員に対して？
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質的分析の手順として，まず，実践報告書（杉本，2011）のなかで，実践内容と結果に
ついて，管理職・主任層・一般教職員から教務主任が見聞したことが述べられている全て
の部分がテクスト化された。その際，表や図の部分でも，具体的な活動やルール設定等，
取り組み内容が具体的に分かる部分も実践内容理解のためにテクスト化された。これらの
テクスト化したものを一つ意味の塊毎に切片化された。その際，各切片が誰の行動か分か
るように，管理職（管），主任層（主），一般教職員（般），全体（全）4 つの教職員群に分
類された。切片化したものを，＜１＞テクストの中の注目すべき語句を見つける，＜２＞
テクストの中の語句を言いかえする，＜３＞＜２＞の言いかえを説明するようなテクスト
外の概念を生成する，＜４＞テーマ・構成概念の順にコードを考案された（Table4-5 参照）。
テクスト化した文字は教務主任の取り組み（例えば(1)職員会議運営方法の刷新）について，
1 切片毎は平均 739 字（最大 2603 字～最少 355 字），総数 7206 字であった。切片化の数
は 1 つの取り組みは平均 6（最大 24～最少 1），総数は 57 であった。 
テクスト化・切片化した回答については，体制の整備や仕組みの構築にあたる「組織構
造」と，教務主任の意思形成やリーダーシップの特徴にあたる「組織行動」に分類された
（久我，2010）。その後取り組み毎に，組織構造と組織行動を分けてストーリーラインを生
成し，記述された。ストーリーラインとは，SCAT 分析（大谷,2007）では，「データに記述
されている出来事に潜在する意味や意義を，＜４＞（主にテーマ・構成概念）に記述した
テーマを紡ぎ合わせて書き表したもの」とされている。本研究におけるストーリーライン
は，教務主任の取り組みとその評価についての詳細を集約して示された。 
 
(2) 学校内の質的変化と各立場の反応 
評価については，量的評価と質的評価が行われた。量的評価については，4・7・11 月に
全教職員に実施した職場風土，教師集団効力感（組織活動・校務分掌，教育目標・教科指
導，生徒指導），対人交流記憶システム（専門性・信頼性・協調性）の質問紙調査の結果に
ついて，各要因の変化を検討するために，人数を考慮し，対応サンプルによる Friedman
の順位づけによる変数の双方向分析を行い，有意差が見られた場合には，Wilcoxson の符号
付順位検定を行った。統計的有意水準は 5％未満とした。 
質的評価については，実践報告書（杉本,2011）において，教務主任から見た 4･7･11 月
の実践校内の様子や管理職，主任層，一般教職員の面接調査の内容が記載されていたため，
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その部分が抜き書きされた。さらに，教務主任の取り組みの分析と同様に，SCAT 法（大
谷,2008）による質的分析が行われた。 
コード化した後，学校内の質的変化と各立場の反応の質的評価を行うために，テーマ毎
に SCAT 分析による各コードを分けられた。各コードについて，各期の実践校内の全体的
な様子について記載されていたものを校内の質的変化とされた。管理職，主任層，一般教
職員に関して教務主任が観察した各立場の言動やインタビュー内容について記載されてい
たものを，各立場の反応として，階層毎に 3 つに分けられた。これで 4 つのテーマが見ら
れた。 
テクスト化した文字は教務主任の取り組みの評価（例えば(1)学校内の質的変化）につい
て，1 つの取り組み毎は平均 1343 字（最大 1586 字～最少 942 字），総数 5372 字であった。
切片化の数は 1 テーマ平均 14（最大 17～最少 9），総数は 57 であった。 
テクスト化・切片化してコード化した回答については，テーマ毎に，意味の類似したコ
ードをグループ化し，それぞれに，カテゴリが生成された。カテゴリの中でさらにグルー
プ化が可能なものはまとめ，大カテゴリを生成し，それらを元に教務主任の取り組みと同
様にストーリーラインが記述された。 
 
第３項. 結   果 
1. 教務主任の取り組み 
教務主任が組織協働化を高めるために行った活動を“教務主任の取り組み”とした。こ
れらに関する文章を，SCAT 法によりストーリーラインに示された。詳細が以下に示された。 
 
(1) 教職員の参画 
1) 職員室会議運営手法の刷新 
組織構造として，会議のタイムスケジュール・検討問題の処理法の決定，提案内容の事
前審議による効率的運営が図られた。 
組織行動として，教務主任は組織的教育活動維持のために職員会議の意義を理解する必
要性を感じており，会議の運営上の形式的な整備やルール設定の必要性と，自由な発言と
のバランスをどのように取るのかが重視されていた。そのため職員会議の提案担当者と議
事内容を事前周知し，円滑な会議運営が目指された。その際，教務主任は会議のルール設
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定と文書による明文化，初期段階で校内規定の周知徹底，意見不一致時の処理法の確認が
行われた。 
2) 校内研修の改善 
組織構造として，めざす児童像の全体の目標設定と各発達段階での具体化，研究視点に
沿った学習規律の確立と焦点化を目指して目標に沿った学習評価と全体検討が行われた。
さらに，研究視点に沿った学年チームの取り組み，協働的基盤生成のための文章化による
取り組みの可視化と焦点化が行われた。具体的には，校内研修推進委員会による研究主題
の明確化，理論化，運営，結果分析とまとめを基にして，全校での研究手法の統一と各学
年の取り組みと交流が行われた。 
組織行動としては，教務主任が昨年度までの曖昧な校内研修の反省より，校内研修の位
置づけの明確化の必要性を感じており，学校を変える校内研修が必要と感じていた。それ
と同時に授業づくり・校内研修を中心とした学校の協働化と教員の専門性強化も目標とさ
れた。その背景には，児童課題としてのコミュニケーション能力や生活習慣確立・学習面
での意欲低下という児童実態と授業との乖離の反省が見られた。そのため，特別支援教育
やコミュニケーション能力育成を主眼とした授業構築，昨年度の反省を踏まえた児童に即
した学校目標設定，教育活動全体に通じる研究主題の可視化が行われた。具体的には，児
童アンケートによる研究主題の実証と経年変化の検討や，教員の教育活動の工夫による専
門性向上が行われた。その際に，授業から見た児童の日常生活の見直しと改善が出来るよ
う工夫された。加えて，学校全体の公開授業・研究授業実施を行われた。新たな知識とし
て，外部講師からの知識注入，先行実践の収集と共有化が行われた。さらに教務主任と校
内研修推進委員会や各学年団との連携による校内研修の推進や，研究授業における管理職
層・主任層による校務分掌の調整と児童の情報共有が行われた。 
3) 学校運営委員会の機能化 
組織構造として，管理職・教務主任による学校運営・報告提案の確認が毎朝行われた。 
組織行動は，毎朝開催される運営委員会への教務主任の参加により，管理職・一般教職員
をつなぐことが目的とされた。 
(2) 相互援助活動 
4) スケジュール表作成 
組織構造として，学校内外の予定や各学年の取り組み等，重点的活動を明記したスケジ
ュール表が作成された。 
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組織行動として，全教職員の主体的取り組み促進が目的とされた。 
5) 校内サポートチームの編成 
組織構造として，教員個人の児童課題解決が限界のため，教務主任中心のチーム援助導
入と体制が整備された。 
組織行動として，教務主任は児童の課題解決が必要な場合，関係者が招集され，サポー
トチーム編成による情報共有，役割分担，外部機関との調整が行われた。 
(3) 仕事のコミュニケーション 
6) 企画委員会の機能化 
組織構造として，企画会議を学校経営参画の機会と位置付け，定例化・成員固定化が行
われた。 
組織行動として，昨年度の不定期・曖昧な議題による企画会議の機能不全が反省点とし
て挙げられた。そのため，企画委員会を最終決定の前段階と位置付け，教務主任による議
題の明確化が行われた。他にも管理職・主任層の定例企画委員会の成員として固定化され
た。検討内容としては職員会議や学校行事，学校運営等の企画の整理や調整が行われた。
事前に，企画会議での教務主任による情報整理と，協議点明確化，調査が行われ，会議後
の教務便りによる情報共有，不在者発生時の連絡調整が行われた。 
7) 意見シートへの書き込み 
組織構造として，意見シートによる各教育活動計画の活動内容や評価基準の検討，意見
シートの記述を教務便りに掲載して情報共有が行われた。 
組織行動として，教務主任は学校内で疎結合的側面の克服のために意見シートを活用し
た校務分掌活動や児童の情報共有，検討の必要性が感じられていた。そのため，意見シー
トの蓄積による日常的な評価や学校全体の意見の可視化と，組織としての職務意識生成が
意図された。また，朝礼に参加できない少数職種も対象となり，全教職員の意見が反映さ
れるようにした。 
8) 連絡ボードの活用 
組織構造として，連絡ボードによるすきま時間での情報共有と，職員朝礼のルール設定
と協議内容が設定された。 
組織行動には，朝の多忙の中での有効な時間活用がねらいとされた。 
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(4) 価値の共有化 
9) 教務便り「こらぼ」の発行 
組織構造として教務便り発行による校務分掌間の情報共有・発信と，管理職点検により
管理職と共有された。これらの情報の中には，少数職種の意見も取り上げられており，全
教職員の意見が反映されるよう配慮されていた。 
10) 特別委員会の機能化 
組織構造として対処療法的な特別委員会から，機能するためのルール設定や特別支援委
員会での定期開催，管理職・主任層，コーディネーター，教務主任，生徒指導主事の日程
固定化による学校支援づくりが行われた。学校評価委員会では，管理職・教務主任の固定
化と定例化による学校教育目標の定点観測と軌道修正が行われた。特別支援委員会では定
期開催により，管理職・各主任，コーディネーター，教務主任，生徒指導主事の日程固定
化による情報共有，役割分担が行われた。学校情報委員会では，成員の固定化，定期開催
での情報教育計画・管理，情報機器利用技術の習得，授業実践が行われた。生徒指導や教
育相談委員会では，管理職・主任・養護教諭による学校生活上の基本的生活習慣の徹底や
問題行動への対応策・啓発・教科活動の具体的取り組みの定期検討が行われた。学校保健
委員会では管理職・主任層の定例化での健康診断，給食，体力測定からの実態把握と指導
検討が行われた。 
組織行動として，教務主任が特別委員会を学校の教育活動の領域（教務，研究，生徒指
導，行事）の機能化とされ，日程の固定化や計画的対応，体制作りが考えられた。教務主
任の役割として，教務主任が全ての委員会に参加し，委員会組織内での教務主任による情
報把握と発信や教職員の意識化を目的にした委員会の役割が説明された。 
 
4. 質問紙による評価  
 4・7・11 月に行った教師集団効力感の各要因について，全ての月に回答の得られた 12
人についてどのように変化しているのか検討を行った。人数を考慮して，対応サンプルに
よる Friedman 検定を行った。有意差が見られた場合には，Wilcoxson の符号付順位検定を
行った。その結果，教師集団効力感の教育目標・教科指導で有意な差が見られた。変数間
での検討を行ったところ，4，7 月に比べて 11 月の方が有意に高かった（pｓ<.05）
（Figure4-2；Table4-6）。Table4-6 に教師集団効力感の各要因での月ごとの平均得点（M）
と標準偏差（SD）を示した。 
112 
 
 
table4-6  教師集団効力感の各要因における月ごとに見た平均得点（M），標準偏差（SD） 
    4 月 7 月 11 月 
  n M SD M SD M SD 
組織活動・校務分掌 12 3.42 0.73 3.13 0.70 3.81 0.45 
教育目標・教科指導 12 3.17 0.90 3.09 0.89 3.69 0.72 
生徒指導 12 3.24 0.95 3.25 0.76 3.61 0.74 
 
5. 教務主任の観察とインタビューによる質的分析 
4・7・11 月に見られた教務主任の観察と各立場へのインタビューによる取り組み結果と
しての“教務主任の取り組みに関する質的変化と各立場の評価”に関する文章を SCAT 法
によるストーリーラインに示した。詳細を以下に示す。小カテゴリを「 」で，大カテゴ
リは【 】で示す。なお，大カテゴリ後の小カテゴリは，大カテゴリの中に包摂されるカ
テゴリである。 
(1) 校内の質的変化 
(1)教職員の参画では，1)職員会議運営方法の刷新，2)校内研修の改善，3)校内運営委員会
の機能化が行われた。その結果，「学校内での振り返る機会の増加」として，7 月調査時の
学校課題・資源の顕在化による教員間での日常的教育活動の振り返りや疑問視が見られた。
しかし，11 月の調査時では「複数で計画・立案するシステムの確立」として，教員が複数
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Figure4-2  教育目標・教科指導の集団効力感の月ごとの平均得点 
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で提案・企画・運営を吟味し教育活動を行うシステムの整備，管理職や主任層の実状に合
わせた取り組みの検討が見られるようになった。【取組後の課題】として，校内研修を行う
ものの「教材研究時間の不足」により，小規模校で加配がなく，多様な業務による教材研
究時間捻出の困難さが見られた。 
(2)相互援助活動では，4)スケジュール表作成，5)校内サポートチームの編成が行われた。
その結果，「相互支援の活性化」として，教職員間で生徒指導や特別支援に関する悩みや不
安，対応策や体制を話し合う職場風土，協議・サポートの同僚性向上が見られるようにな
った。さらに，主任層が行事の後片付け等で率先して動く姿が見られるようになった。自
分の弱みや悩みをサポートしあう同僚性や検討の雰囲気も構築されるようになり，若手は
先輩から仕事の助言や指導を受け，相互に改善する場面も増加するようになった。生徒指
導主事を中心としたケース会議による生徒指導方法の構築も見られるようになり，特別支
援対応の児童が落ち着き，保護者の理解も得られるようになった。【取組後の課題】として，
「生徒指導上問題の山積」にチーム体制の対応策検討と整備の成果がある反面，依然とし
て継続的・単発的な生徒指導での問題の山積による学校の落ち着かない雰囲気が見られた。 
(3)仕事のコミュニケーションでは，6)企画委員会の機能化，7)意見シートへの書き込み，
8)連絡ボードの活用を行った。その結果「議論の活性化」として，小会議設定により，自分
の意見や考えを言い合う雰囲気や機会の増加も関連し，全ての立場での職員会議以外での
話し合いや打ち合わせの積極的参加（特に一般教職員）を行うようになった。改善策を練
るための，チーム・組織としての議論の機会増加も見られるようになった。少数職種の意
見も取り上げられるようになった。【取組後の課題】として，「全校での特別委員会や校務
分掌の共有困難」に，特別委員会や各校務分掌での内容が全体で共有不足があり，時間の
都合による簡単な報告が見られた。 
(4)価値の共有化として，9)教務便り「こらぼ」の発行，10)特別委員会の機能化が行わ
れた。その結果，「ビジョンの明確化」として，各校務分掌の担当教員が去年の取り組み内
容をほとんど変えないで使う等の教育実践や職員会議等の踏襲的雰囲気から，実態に応じ
た改善や明確な目標設定への意識変化がみられるようになった。そのため，担当職員の要
望や周囲の支援内容が明確化し，相互支援や声掛けの結果，学校内での児童対応について
の議論増加が見られるようになった。教務便りの「こらぼ」は，職員室内で話題になった。
【取組後の課題】として，主任層，管理職，一般教職員間の目標に対する取り組み方の違
いが見られた。各立場の詳細について下記に示す。 
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(2) 各教職員の変化 
1) 主任層 
「主任層内での会議システムの構築」として，緊急時も迅速に打ち合わせ・会議を持つシ
ステム構築が見られた。 
システム構築までの経過として，教育活動を推進する主任層から見た一般教職員の 7 月の
曖昧な反応と，11 月の一般教職員への浸透が見られた。 
「多種多様な会議参加によるチーム・組織的対応意識」として，主任層の打ち合わせの
増加に伴うチーム・組織対応意識が芽生えた。その結果，主任層は企画委員会・各種特別
委員会での主任間の情報交換や課題解決促進を高評価し，短期・長期の学校課題での活発
な議論を評価した。それは，学校全体で抱える雰囲気の構築にもつながった。インタビュ
ーでも，主任層は，企画会議や各種委員会を通じ，会議時間の多さ以上に，学校の課題を
感じていることや，企画委員会参加で多くのヒントや意見をもらい，提案内容からも勉強，
視野も広がりスキルアップになることが感じられていた。 
他にも「主任層が教職員間での協働を感じられる時」として，教務主任が職員会議の会
議手法や校内研修等を整理・整備したことにより，研究授業での各部会の教材研究や指導
案達成，学級・担当課題達成へとつながり，評価されていた。面接調査でも，教務主任に
よるスケジュール表の作成により，主任層は市内や地区の体育大会の練習指導や補助に対
して，多数の教職員の指導や補助の参加が得られたことに感謝していた。そしてそれは，
児童への細かい指導へとつながっていた。 
2) 管理職 
「管理職の視点」として，学校全体の課題解決のための外部機関（市教育委員会，各種学
校関係機関）への視点が見られた。 
「上層部の疎通性向上」として，学校運営委員会において管理職・教務主任が学校経営や
教職員の職務内容，児童・保護者の地域対応の日常的相談を活発に行うようになった。 
【管理職の評価点】として，「学校全体での組織的課題解決」に，特別支援対応の児童に
多くの教員が支援する，行事の片づけ等を主任層が率先して行う様子から，学校全体の生
徒指導対応や，特別支援体制，行事での同僚性発揮を感じ，学校全体の課題解決が評価さ
れていた。面接調査でも，職員会議での建設的な意見や考えによる参画意識の芽生えや教
職員間での決定事項の意識化による児童への反映，問題解決の組織的対応から学校の組
織・チーム対応が実感されていた。これらの背景に管理職は，特別支援委員会の増加・議
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論により学校支援や環境整備を実感していた。また，「主任層の企画・運営の活性化」につ
いても，管理職は教務主任が会議手法を整備，人員の調整や目標設定を行ない，会議での
議論が活性化した結果，主任層の校務分掌の企画・運営を評価していた。面接調査でも，
管理職は企画委員会の定例化により主任層の自覚や責任，意識を感じられることや，企画
委員会の開始当初は主任層の意見が出なかったが，現在は学校改善の意見や考えが出てい
ることが評価されていた。 
反対に【管理職から見た疑問点】として，「生徒指導・学習指導への疑問」に，教職員に
対して学習規律の確立や教授法，生徒指導面での対応に疑問を感じることや，管理職の教
員の教授法や基礎・基本の学力定着の個別的取り組みへの疑問視が見られた。「学校課題解
決への個別対応や対応格差」に，生徒指導対応の温度差や，教員の個別対応による成果や
改善，継続性の無さへの低評価や学校課題でのチーム・校務分掌間の課題解決格差を問題
視していた。「反省が活かされない会議の提案」に，職員会議や臨時の提案内容に疑問を感
じ，昨年度の反省が活かされていないことを疑問点が挙げられていた。そのため「管理職
の期待」として，一般教職員の校務分掌の企画・運営が曖昧なため，11 月時点での主任層
や一般教職員への明確なビジョン設定・働きかけへの期待が見られた。 
3) 一般教職員 
「情報共有・話し合いの活性化」として，教務主任が会議手法を整備，人員の調整や目標
設定を行ない会議での議論が活性化した結果，建設的な意見が多く出るようになる等の，
職員会議以外での話し合いや打ち合わせの積極的参加が見られた。その結果，日常の限ら
れた時間の中での教員間の教育実践の情報交換や相談を行われるようになった。面接調査
でも，放課後の職員室での雑談において，先輩・後輩の雑談から児童・保護者の対応，教
材研究，教員の在り方を勉強する様子や，一般教職員間の情報や価値の共有化による生徒
指導体制や対応策の整備を感じる声が見られた。また，教務便りによる職場内の理解やフ
ァイル保管による振り返りを行う声も見られた。 
「変則勤務・少数職種との情報共有」として，面接調査に，少数職種の一般教職員は意見
シートで自分の考えを表明できる機会に感謝し，意見シートに書いた自分の意見が教務主
任便りの掲載により全教職員の理解を得やすいとしていた。少数職種は勤務形態により職
員朝礼や放課後会議に参加不可能だが，座席周辺の教員からの伝言やメモで学校内の動き
を理解し，感謝していた。 
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一方課題点に「学級経営中心による学校全体課題の潜在化」として，一般教職員の関心
が学級中心であり，学校課題の消化不良や学校全体課題や解決法の理解不足，担当校務分
掌への関心の薄さや主任層依存の可能性が見られた。その背景には，「自分の学級・担当を
中心とした評価」として，一般教職員は研究授業での各部会の教材研究や指導案達成の達
成感や学級・担当課題が評価されていた。面接調査でも，職員会議の年間設定表示で見通
しを持ち，企画や提案を準備可能であることや，学級活動での教育相談委員のケース会議
設定による具体的取り組みから，校内サポートチーム編成の機能を多少実感すること，学
級内トラブルでの教職員連絡で即座の対応に感謝することから評価がなされていた。校務
分掌でも，特別支援委員会での特別支援の指導や関わり・環境整備を教わり，重要性が理
解されていた。一方，積極的に声を出す必要があるとも考えられていた。 
 
第４項. 考 察  
1. 協働的職場風土構築における教務主任の取り組みとその結果の概要  
教務主任 A の実践の経過が以下に示された。教務主任は協働的職場風土構築において，
チーム課題やプロセス，情報の共有に重点を置いたチーム形成の理論（Ilgen,Hollenbeck, 
Johnson, &Jundt ,2005）が基盤とされた。その際，実践校の学校課題と教員ニーズを統
合し，教員が実施可能な 10 項目の取り組みが選定された。 
教務主任の行った 10 項目の取り組みの目的は，教職員が参画，相互に援助やコミュニ
ケーション，課題解決が出来るよう，会議や委員会のルール設定であった。これらの取り
組みを 4 月の段階で事前周知した。さらに各種の委員会活動や会議等にも出席し，情報の
集約，整理，発信が行われていた。 
その結果，学校内の量的変化として，教師集団効力感の教育目標・教科指導にて 4,7 月
より 11 月の方が有意に高かった。学校内の質的変化でも，7 月頃から教員間でこれまでの
踏襲的なやり方を振り返る機会が増加し，そこから教育実践が子どもの実状に合ったもの
になっているかを検討するなどのビジョンの明確化や複数で計画・立案するシステムの確
立がみられた。それに伴い会議内での建設的な意見や，職員室内での相談や話し合いが増
加する等の議論や相互支援の活性化が見られるようになった。これらの取り組みの成果と
して，特別支援対応の児童の落ち着きや保護者からの理解も得られやすくなっていた。一
方取組後の課題として，小規模校であるが故の教材研究時間の不足や，生徒指導上での問
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題の山積が依然として見られていた。また，全校での特別委員会や校務分掌の共有困難も
見られた。 
これらの結果から，教務主任の行った取り組みは，ビジョンの明確化，複数で検討する
システムの確立等から教育目標・教科指導において教員集団として一定の効力を持ち得る
と見なすようになったと考えらえる。しかし，職場風土や組織活動・校務分掌，生徒指導，
対人交流記憶システムとしては有意な結果は得られなかった。その背景には，物理的な時
間の無さや，山積する生徒指導上の問題が関連していたと考えられる。またこうした結果
の背景として，上述した教務主任の取り組みがどのように影響し，またどういった課題を
残したのかはこの時点では明らかではなかった。従って考察では，これらの疑問を主任層，
管理職，一般教職員の各立場から，教務主任の取り組みの組織構造を機能的側面から 10 項
目の取り組みを 5 つの機能（A.会議手法の整理：職員会議運営手法の刷新，特別委員会の
機能化，B.上部層の意見調整：学校企画運営委員会，企画委員会の機能化，C.情報管理：
意見シートへの書き込み，連絡ボードの活用，教務便り「こらぼ」の発行，D.専門性強化：
校内研修の改善，E.協働的基盤の構築：スケジュール表作成，校内サポートチームの編成，
校内研修の改善；学習上の交流）に分け，成果と課題を検討した。最後に，各立場からの
組織構造とその影響を考察することによって教務主任の組織行動（リーダーシップ）や他
職種との協働や学校支援への影響を検討した。 
 
2. 各立場から見た協働的職場風土に関する教務主任の取り組みと結果の関連 
主任層，管理職，一般教職員の各立場から見た，協働的職場風土構築に関する教務主任の
取り組みと結果の関連を Figure4-3 に示した。 
(1) 主任層 
主任層は，多種多様な会議に参加することにより，主任層内では緊急時に会議を持つ雰
囲気が構成された。その中でチーム行動や組織的対応が意識化されたと考えられた。これ
らの背景には，上部層の意見調整として，学校企画運営委員会の設置や企画委員会の機能
化があったと考えられた。上層部の会議への参加は，管理職や他の主任層との議論の機会
を提供し，学校全体の課題理解やそれに伴う具体的課題解決の動きへとつながったと考え
られた。こうした上層部の会議決定や，具体的実行をより強化する働きに，全体的な環境
設定のための A.会議手法の整理として，職員会議運営手法の刷新や特別委員会の機能化が 
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Figure4-3 各立場から見た協働的職場風土構築での教務主任の取り組みと結果の関連図 
 
見られた。これにより効率的な会議運営や，意思決定がなされるようになったと考えられ
た。C.情報共有も，意見シートへの書き込みにより，個々の状況が理解されるようになり，
会議の議論・決定をより現実に即したものに近づけたと考えられた。そして上層部の会議
決定や議論の様子は，連絡ボードの活用や教務便り「こらぼ」の発行によって発信されて
いた。情報共有や会議設定の全体的な環境設定は，一般教職員の理解を得やすくなる等，
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 反省が活かされない会議の提案 
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⑤校内サポートチームの編成 
②校内研修の改善 
(学習上の交流) 
D.専門性強化 
②校内研修の改善 
B.上層部の意見調整 
③学校運営委員会 
⑥企画委員会の機能化 
太枠：各階層の反応 
●：カテゴリ 
【 】：大カテゴリ 
 
  
A.会議手法の整理 
①職員会議運営手法の刷新 ⑩特別委員会の機能
 
C.情報共有 
⑦意見シートへの書き込み ⑧連絡ボードの活用 
⑨教務便り「こらぼ」の発行 
協働的基盤 
教務主任の組織行動 
a.各立場のビジョン合意形成 
b.ビジョンに合った枠組み形成 
c.役割分担の基盤形成 
d.情報管理 
細枠：教務主任の取り組み 
英大文字：組織整備・仕組み作りの機能 
丸数字：教務主任の実際の取り組み 
水玉枠とゴシック：より高次な組織機能 
全ての取り組みを意味ある
ものに加工して,全体に反映 
上層部の合意形成 
主任層の企画・運営評価 
主任層との意思疎通向上 
学校全体課題の理解 
具体的課題解決への動き 
会議の 
活性化 
全体的な環境設定 
少数職種の情報理解・発信 
組織・チーム対応意識 
組織・ 
チーム 
対応実感 
疑
問
と
期
待 
組織的課題解決 
情報共有と把握困難 
フキダシ：教務主任の組織行動 
英小文字：教務主任の組織行動 
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間接的に主任層会議の活性化につながったと考えられた。チーム力を構成する 3 つのレベ
ル（①円滑な協力・連携の定着，②変化に柔軟に対応，③未経験課題の克服）の内である
レベル 1 の円滑な協力・連携の定着として，協力・連携，情報共有が必要であることが示
唆されている（池田，2012）。恐らく主任層にとって，この多くの会議はチームを構成する
ための協力・連携，情報共有の場として機能した可能性が考えられた。 
また主任層は，研究授業の教材研究や指導案達成，地区の体育大会での多数の教職員の
指導や補助により，教職員間での協働が感じられていた。これらの協働の基盤に，E.協働
的基盤の構築として，スケジュール表作成や校内サポートチームの編成，校内研修の改善
での学習上の交流，D.専門性強化としての校内研修の改善があったと考えられた。これに
より，他の主任層や一般教職員と議論・関わる機会が多くなり，自ら片づけを行う等の組
織・チーム対応の意識へとつながったと考えられる。ミドル・スクールリーダーに期待さ
れる 5 つの基本姿勢のうち “学校職場の活性化”として，同僚の教員と仕事に関するコミ
ュニケーションを積極的に取ることや学年間や分掌間のつなぎを積極的に引き受けること，
講師や外部の人がもつノウハウを取り上げて学校に生かすことが示唆されている（八尾坂，
2008）。恐らく，D.専門性強化や E.協働的職場風土基盤の構築の取り組みは，主任層にと
っては，同僚の教員や学年，分掌間の各動向を意識し，行事の片づけを率先して行う等の
行動に結びついたと考えられる。これらの結果として主任層の活発なコミュニケーション
が，各校務分掌や学年間の活発な議論や企画力，行動力，課題解決に結実したと考えられ
た。授業研究は，ミドルリーダーの組織作りとして大きな一つの柱であり，新任や若手に
関わる雰囲気づくりの一環とも考えられる（小柳，2013）。また外部講師の招聘は，学校外
の考えや最新の知見に触れることで，これまでにない視点で学校内を見ることが可能にな
ったと考えられる。主任層が，学校内の協働的職場風土を感じる背景に会議での検討の増
加や他の主任への理解が作用していた可能性が考えられた。 
(2) 管理職 
管理職は主任層との疎通性向上や，主任層の企画・運営が活性化したことを評価していた。
これらは，B.上層部の意見調整の場となった学校企画運営委員会，企画委員会の機能化が
大きいと考えられる。この機会に管理職は主任層に対して自らの考えや意思を伝え，主任
層の動きを直接見る機会となった可能性が推測された。そして，こうした機会の積み重ね
が主任層への企画・運営評価と主任層との意思疎通向上へとつながったと考えられた。ま
た，管理職は学校全体での組織的課題解決が出来つつあることを評価していた。これらの
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組織的課題解決の背景には，全体的な環境設定として，A．会議手法の整理（職員会議運営
手法の刷新，特別委員会の機能）や，C.情報管理（意見シートへの書き込み，連絡ボード
の活用，教務便り「こらぼ」の発行）が考えられた。学校の協働化が進む要因として，会
議設定の整備や上層部の意見調整の重要性等が示唆されている（荊木，2015）。この 2 つの
側面は，効率的に合意形成やリーダーシップを図る基盤として作用したと考えられる。 
反対に，管理職から見た疑問点として，生徒指導・学習指導や，学校課題解決への個別
対応，対応格差が示唆されていた。校務分掌でも反省が活かされない会議の提案等が見ら
れた。その背景に，管理職は主任層や一般教職員に対して明確なビジョン設定・働きかけ
を期待していた。管理職は，対教員に対して校務の処理，子ども・保護者との対人関係ス
キル，学級経営・生徒指導，組織活動，研修，学習活動といった 6 つの視点から評価する
ことが示唆されている（淵上，2010）。本研究でも，他の教職員と比べて管理職は，教職員
全体，特に一般教職員に対して疑問と期待を感じていた。その理由として，管理職は教員
を評価する立場として，様々な側面から教員や学校全体を見ていた可能性がある。主任層
が，各校務分掌間での協働の成果等から学校の状況を判断していることと比較すると，管
理職は多様な側面から個々の教員や学校全体について判断する傾向があると考えられた。
これらのことから，上層部による検討の活性化は，管理職の評価的で学校全体を見る視点
と，主任層の個々の校務分掌や現場の視点を統合し，より現実に即した議論をする場を構
築すると推測された。 
(3) 一般教職員 
一般教職員は職員会議以外の話し合いや打ち合わせで建設的な意見を出す等，積極的に
参加するようになった。また会議以外でも，日常的に教育実践の情報交換や相談も行うよ
うになった。こうした変化の背景に協働的基盤の構築として，E.協働的基盤の構築（スケ
ジュール表作成，校内サポートチームの編成，校内研修の改善：学習上の交流）や D.専門
性強化（校内研修の改善）が考えられた。これらは一般教職員にとって，ケース会議での
具体的取り組みの決定や方策の実行，委員会活動での特別支援指導の学習等，組織・チー
ム対応を実感する場となった可能性がある。先行研究より，全校での校内研修や学習支援
の取り組みにより，教員同士の日々の実践や情報交換，保護者の理解や子どもの主体的な
取り組みにつながったことが示唆されていた（大橋・鈴木，2003）。生徒指導や教育相談の
組織的対応においても，教員の勤務意欲や学校への誇りが上昇することが示唆されていた
（淵上，2013）。学校改革により不登校を減少させた学校では，改革の柱として，教員の授
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業力向上と不登校生徒への組織的対応が行われていた（荊木，2015）。教科指導と生徒指導
は教員にとって，基本的な業務であると考えられる。これらの業務を円滑により高度に行
える環境を設定していくことが教員にとっての意欲を引き出すと考えられた。 
しかし一般教職員は主任層のように，主となり課題解決を図る立場ではなく，組織的対
応やチーム対応の受益者として，協働的組織風土が実感されていた。前述の通り管理職は，
校務分掌や生徒指導，教科指導等の個別性や，対応格差を疑問視していた。こうした対応
格差の背景に，担任を中心とする一般教職員の学級経営中心による学校全体課題の潜在化
や自分の学級・担当を中心とした評価が考えられた。若手教員の聞き取り調査では，若手
教職員が時間的余裕の無さから助言を受けることや活用することが困難であること，自分
自身の悩みをうまく言えない課題があることを示唆されている（須藤，2012）。本研究にお
いても，一般教職員に対して，A．会議手法の整理（職員会議運営手法の刷新，特別委員会
の機能）や C.情報管理（意見シートへの書き込み，連絡ボードの活用，教務便り「こらぼ」
の発行）により，情報は一定程度共有されていた。一般教職員の中には会議に見通しを持
って臨めるようになることや，教務便りにより振り返りを評価する者も見られた。しかし，
送られてきた情報を上手く咀嚼することが難しい一般教職員にとって，これらの情報活用
は困難であった可能性が示唆された。こうした情報活用の課題を克服する手段の一つとし
て，チームの方針や目標，各メンバーの役割等をメンバーが正確に理解し，チーム内で共
有する共有メンタルモデルを形成することを示唆されている（池田，2012）。そのためには，
各層の知識や考え，態度，好み等を理解する相互理解が必要になると考えられた。 
(4) 少数職種（SCとの関連について） 
また本研究では，常勤の教職員だけでなく変則勤務・少数職種も，意見シートや教務便
りの発刊により，情報収集や発信が可能となることが示唆された。SC の調査から，会議や
校務分掌間での打ち合わせ等，変則勤務や少数職種がアクセスしやすい学校の情報共有の
在り方は，より円滑な協働や活動領域と関連することが示唆された（荊木・森田，2010）。
本研究では SC は登場しないが，SC がこの学校に赴任した場合，組織改革前よりも，意見
シートの記入や教務主任便りの発刊により，情報共有が容易になると考えられた。また，
児童支援に関しても，学校全体のサポートチームの編成や生徒指導委員会の機能化により，
学校全体で考える体制が整備されており，様々な会議の編成から主任層が活性化している
ために，特定の課題のある児童の対応も生徒指導主事が学校全体で柔軟に取り組むことが
可能であると考えられた。先行研究においても，教員の SC への高評価（瀬戸，2000）や
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SC の居心地と学校支援（伊藤，2001）との関連について指摘が見られるが，背景にはこう
した主任層の動きがあったと推測される。本研究の協働的組織風土の構築により，教員全
体の協働性が高められ，少数職種に見られるような SC への配慮がなされるようになったた
めに，より SC 活動を円滑に進められる学校支援に変化したと考えられるだろう。 
 
3. 教務主任が果たした役割 
最後に上述した組織構造を有機的に機能させるために，教務主任が果たした役割について
4 つの側面から示唆する。最初に a.各立場のビジョン合意形成が考えられた。教務主任 A
は，上述した取り組みや仕組みの選定に，管理職や外部との密な情報交流や教員への聞き
取りを行い，外部の専門家からの助言を受け，それらの意見をもとに教員のニーズに合い，
なおかつ負担にならず，学校課題に合ったものを選定していった。これは，垂直方向の一
方である管理職は壮大なビジョンを掲げるが，もう一方の一般教職員がいる現場には現実
があり，それをそのまま適応することは困難であると考えられた。このビジョンを実現す
るためには，現場を熟知するミドルリーダーが各主任と協力し合うことで双方向の人材を
生かし，ビジョンを具体的取り組みに翻訳し，加工させていった。また，学校内の現状を
外部の専門家と協議することで，学校改革のアイディアを結実化させた。すなわち，管理
職と教職員の“連結ピン”（須藤，2012）としてその役割を担い，外部の専門家の助言を受
けることこれまでにない協働的職場風土や学校支援の活性化につながったと考えられた。 
次に，b.ビジョンに沿った枠組み作りでは，初期段階でのルール設定や明文化，周知徹
底が示唆された。教務主任 A は，協働的職場風土構築の取り組みが始まった 4 月の時点で，
会議や委員会活動のルール設定，職員会議の議題を文書で周知徹底させていた。また，各
委員会や企画会議等も成員，日程の固定化，議題の焦点化等も行なわれていた。従来，教
務主任が果たすべき役割として，管理職の意向に沿った教育課程や行事の具体的活動案作
成，管理職への具申，教職員への状況に応じた伝達（戸田，2012），会議の時間管理（石川，
1999）等が指摘されている。教務主任 A は従来の教務主任が果たすべき役割の中で，協働
的職場風土構築の理念と各立場の教員のニーズや学校課題に合ったものを選定し，構築し
ていったと考えられた。 
第 3 の c.役割分担の基盤形成としても，校務分掌間の調整を行い，役割分担・外部機関
との調整・主任層での情報共有が示唆された。教務主任 A は，各委員会や教員研修等あら
ゆる会議や打ち合わせにほぼ全て出席していた。こうした会議の参加は，管理職や一般教
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職員との垂直の連携，主任層との横の連携が形成されていた。そしてこの多様な連携が教
職員の役割を分担する判断材料，人脈へとつながっていったと考えられた。ミドルリーダ
ーの役割として，多様な対話としてのコミュ二ケーションを可能にする空間や組織作りが
示唆されている（小島，2012b）。教務主任 A も多様な会議や場に率先して参加することで，
多様な現場の実情を知り，対話が行われた。その積み重ねが，主任層を中心とした議論や
解決策の選定，役割分担を行う基盤となった可能性が考えられる。また，これらの役割分
担の基盤は，外部や少数職種との役割分担へとつながり，外部講師の意見や少数職種の意
見を組み込む余地を形成したと考えられる。 
第 4 として，意見シート・各種会議参加による情報収集，会議前の情報整理，議題点の
明確化，調査，教務便りによる全体への周知徹底・情報発信に対する d.情報管理が示唆さ
れた。ミドルリーダーの役割として，現場や個人が有する個人知と組織の目的である組織
知を，環境・状況との関連の中で分析，加工・解釈し，意味ある知へと変換させること，
そうして創造された中間知を，現場に活かす必要性が示唆されている（小島，2010）。教務
主任 A の行った情報管理は，少数職種や変則勤務の職員が発信する多種多様な情報を一度
教務主任自身の中に集約し，整理・意味づけた上で教務便り等を通して他の教職員に意味
ある知として提供されていた。様々な立場の情報を知る教務主任の情報発信は，学校内の
意味ある中間知として，様々な立場の人の活動を連結させていた可能性が考えられた。こ
こには非常勤の少数職種も含まれていた。異職種や少数職種も含めた学年間や分掌間の情
報共有を管理職等が積極的に調整することにより，校内の協働が高まることが示唆されて
いる（荊木，古市，淵上，2014）。その前段階として，教務主任に代表されるミドルリーダ
ーが学校内の様々な立場の情報を取捨選択して，周知していくことは，校内の協働を一層
高めることにつながると考えられた。 
最後に，教務主任の取り組みは，異職種との協働や学校支援にとって，個々の少数職種
の状況に合わせた情報共有や学校全体の協働的職場風土の開発，それに伴う生徒指導委員
会・教育相談委員会の強化，少数職種の勤務状況に合わせた情報共有の方法の設定によっ
て，学校全体の意見として反映され，学校全体の取り組みへと変化していった。これらの
取り組みは，SC や専門職にとって，課題のある児童生徒にアクセスしやすい学校支援体制
を構築し，他の教職員とも協働しやすい体制の基盤になると考えられる。また本事例のよ
うに，ミドルリーダーである教務主任が，学校の現状を理解した上で，外部の専門家の助
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言を学校に適応していく姿勢は，SCが学校の中に入りこんで，学校の状況を理解した上で，
SC の専門知識を学校支援体制構築に活用していく姿勢にもつながると考えられた。 
 
第５項. 本研究の限界と可能性 
本研究は，協働的職場風土構築での教務主任の果たした役割と成果，各立場の反応とそ
れに伴う動きについて，量的分析と質的分析を用いて，職場風土構築の視点から検討した。
その結果，ミドルリーダーである教務主任は，会議手法の整理，上層部の意見調整，情報
共有，専門性強化，協働的職場基盤の構築のための 5 つの組織整備や仕組みづくりが行わ
れていた。教務主任は，これらの組織整備や仕組みを，各立場のビジョン合意形成，ビジ
ョンに合った枠組み形成，役割分担の基盤形成，情報管理により全体をつなげ，意味ある
ものに加工して全体に反映させたと考えられた。これは，協働的職場風土構築において，
ミドルリーダーの具体的取り組みの在り方を示唆するものになると考えられた。 
この協働的職場風土構築についての教務主任の取り組みに対して，各立場によって反応
やそれに伴う行動が異なっていた。主任層が多くの会議により，横の連携強化や課題解決
力を高めたのに対して，管理職は多様な視点から，学校全体の協働的な職場環境に対して
評価する一方，各教職員に関しては生徒指導や教科指導，組織活動に関して厳しい評価を
下していた。一般教職員は，主任層の活性化やシステム設計の結果，協働の受け手として
職場風土を見ていた。こうした各立場の受け取りの違いが，校務分掌としての集団効力感
は感じられるものの，職場風土や校務分掌，生徒指導，対人交流記憶システムの結果とし
ては有意な結果につながらなかった可能性が考えられた。 
少数職種についても勤務体系の関係で情報共有や発信が困難であり，協働につながりに
くい立場の人も共に協働していく必要性も示唆されていた。従って，今後は様々な立場の
人々の意向や置かれている状況，学校内の協働的立場にについて考慮した協働的職場風土
の構築が求められることが示唆された。これは，SC のような異なる勤務体制や，専門性を
持つ職員についても同様のことが考えられた。教員と SC との協働の背景となる教員の協働
の現状を理解するという本研究の目的から考えても，協働的職場風土構築がこれらの少数
職種に，どのような影響を与えるのかを検討する必要があるだろう。 
最後に本研究の限界として，教務主任の 1 年間の実践研究を分析したものであるために，
あくまでも教務主任の視点を通した学校組織改革の姿であると考えられた。前述したとお
り，学校内の立場により協働の受けとめや在り様は変化する。今後は様々な立場からの協
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働の在り方を検討していく必要があると考えられた。また，学校は常に変化している。学
校のキーパーソンによって変化することを考えても，今後は協働を数年のスパンで見てい
く必要があると考えられた。 
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第５章 教員間協働と教員と SC 協働との関連性（研究５） 
 
第１節 本研究の課題と目的  
 第 5 章では，教員間と教員と SC 協働について，学校支援の観点から関連性を量的分析に
より検討する。第 1・2 章において，先行研究ではこれまで教員間，教員と SC 協働はや心
理学の各分野で研究されてきたために，それらを包括した知見が得られていないことが示
された。先行研究では，組織的な協働が重要視されてきたが，現場において組織的な学校
支援が機能しないことも多く，教員が SC を協働相手としてとらえられず，協働が困難な状
況に陥っていることが示唆された。 
また第 3・4 章では，教員と SC の各視点から，教員と SC 協働には，教員間の協働をも
視野に入れた学校全体の校務分掌や授業研究，会議設定，上部組織の活性化等，総合的な
組織設定，経営が必要であることが示唆された。以上の結果は，質的な調査に基づくもの
であり，SC と教員間の協働が促進される学校支援の主要な要因として，学校全体の情報共
有，役割分担，支援のための疎通性が見られることが認められた。そしてこのような学校
支援を構築するには，管理職が協働可能な学校にするためのビジョンに基づいた組織設計
を行い，ミドルリーダーである主任層が，管理職の組織設計と一般教職員の状況を踏まえ，
現実的な組織運営や調整を行い，その上で異職種に合わせた情報共有や役割分担を設定す
ることが必要であることが示唆された。また SC 側も，協働的背景の研究から SC 自身が学
校文化を理解し，学校の状況に合わせた学校支援の在り方を提案していく必要性が示唆さ
れた。これらのことから，教員間と教員と SC 協働と学校支援は相互に関連すると考えられ
た。しかし，これらの結果はあくまでも質的な研究から導き出されたものであり，量的な
視点からの実証的検証が求められる。そこで本章では，SC の半構造化面接や教員の事例研
究で得られた結果を参照し，教員間，教員と SC 協働，学校支援体制の関連について，質問
紙調査により検討することを目的とした。 
第 4 章までの結果から，以下の仮説が考えられる。①学校支援体制が充実している学校
は教員間，教員と SC 協働が活性化しているだろう。学校支援体制の充実度を測る指標とし
て，各種会議，SC の職員室机や SC の懇親会勧誘といった SC への配慮を取り上げた。ま
た，②教員間および教員と SC 協働が活性化している学校は生徒指導の教師集団効力感が高
いだろう，③管理職の協働的配慮がなされている学校は学校支援体制及び協働が高いだろ
う。 
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 仮説 1 が導かれる理由として，第 3 章 1 節の調査結果から，情報共有や役割分担，支援
のための疎通性といった教員間，教員と SC 協働の各要素は会議の設定や，SC への配慮と
いった学校支援体制と関連していた。 
また仮説 2 が導かれる理由として，教師集団効力感と児童生徒の活動に影響をもたらす
ことが示されている（淵上・今井・西山他，2006）。したがって本研究では，学校支援に直
接関係する生徒指導の教師集団効力感（淵上・今井・西山他，2006）を取り上げ，教員間，
教員と SC 協働が活性化している学校は，学校支援に直接関係する生徒指導の教師集団効力
感が高くなることが考えられた。 
最後に仮説 3 が導かれる理由として，4 章 1 節より教員間，教員と SC 間協働が活性化し
た理由の一つとして，管理職は両協働が活性化するように，会議の仕組みを整えることや，
教員間や教員や SC の協働を支援する動きが見られた。また 3 章 1 節からも，SC の協働の
活性化に際して，会議に出席できるよう調整を図る姿がみられた。これらのことから，教
員間，教員と SC 間の協働の活性化には，管理職の協働的配慮は学校支援及び，教員間，教
員と SC 協働を高めると考えられた。 
 
第２節 予備調査 
本調査に先立ち，教員間と教員と SC 協働の行動を測定する質問項目を作成した（荊木・
淵上・古市，2014）。 
質問項目は，SC の半構造化面接調査（第 3 章 1 節）や教員の事例研究（第 4 章）で得ら
れた結果を基に，SC 面接調査の結果である協働の 3 種類のコアカテゴリである教員と SC
協働（19 項目），管理職の協働的配慮を含めた教員間協働（30 項目）を参考に，著者を含
む教育心理学に精通した複数の研究者により議論しながら作成した。 
この質問項目により構成された質問票を作成し，関西圏と中国地方の公立小・中・高等
学校に勤務する現職教員・経験者と 9 名（男性 5 名，女性 4 名，20 代 1 名，50 代 6 名，
60 代 2 名）の現職管理職および管理職経験者 6 名（男性 5 名，女性 1 名，50 代 5 名，60
代 1 名）に調査を依頼した。調査は教員へは 2012 年 10～11 月に，管理職へは 2013 年 2
～3 月までの間に実施された，面接時間は 52～164 分であった。 
調査は面接により行われた。教員に対しては，質問項目を書いた用紙を見てもらい，気
になる点について記入をしてもらった。後に，記入してもらった項目について背景も含め
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て質問し，回答を得た。管理職に対しては，より詳しく聞くために IC レコーダーによる音
声記録の許可を得た。 
倫理的配慮として対象者に対しては，面接調査開始時に，本研究の目的を改めて口頭で
説明し，個人情報の保護に努め，対象者が不利益を被らないよう，①本調査研究への協力
を拒否できることや随時撤回できること，②調査への協力に不同意であっても対象者が不
利益を受けないこと，③対象者の身元や個人情報が判明しないようにすること，④面接調
査の内容からその個人が特定できないようにすること，⑤面接調査の実施日時によって対
象者の業務に不利益が無いようにすること等を含む事項について対象者に説明し，同意を
得た。 
その結果，項目群の構成は，教員に協働を意識化させる説明や，協働を比較的意識して
いる管理職に焦点を合わせる重要性が示唆された。また，教員間で協働に対する意識・イ
メージの差があるため，児童・生徒の支援の会議の内容等，具体性を持たせ，イメージの
違いを識別する SC の勤務条件等の項目の必要性が示唆された。 
これらの結果から，勤務校要因に SC の勤務状況や児童・生徒支援に関する会議の有無等
を問う項目を設けた。教員と SC 協働の質問項目は「他職種（SC 等）と共に予防的な対応
も含めた情報共有を行っている。」等の 6 項目と，教員間協働は「教員間で互いの専門性お
よび経験（校務分掌や取得資格，得意分野）を理解し，個々の役割に応じた役割分担をし
ている。」等の 8 項目とした。 
次に，この検討した 14 項目については，著者を含む心理学を専攻する研究者 3 名により
内容と各項目数を確認した。そして，協働に関する質問項目群ではなく学校支援体制に関
する要因として検討した方が望ましい項目（情報共有，役割分担，支援のための疎通性）
については，そちらへ回し，教員間と教員と SC 協働の各項目群が 12 項目になるように項
目を追加した。 
教員間協働において，管理職の協働的配慮に関する項目については，管理職の協働的配
慮（7 項目）として，独立した項目群とした。また，教員と SC，教員間の協働と関連する
要因として，生徒指導の教師集団効力感項目群（淵上・今井・西山他，2006）7 項目を生徒
指導の教師集団効力感項目群とした。 
最終的に，教員と SC 間，教員間の協働と管理職の協働的配慮，生徒指導の教師集団効力
感を測定する暫定版の質問紙として項目群 41 項目を作成した。項目の内容は，教員と SC
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間協働 12 項目，教員間協働 12 項目，生徒指導の教師集団効力感項目群 10 項目，管理職の
協働的配慮 7 項目であった。詳細は 3 節に記載する。 
 
第３節 教員間と SCと教員協働，学校支援質問紙による測定項目の概要 
第１項. 人口学的要因 
人口学的要因として，性別（男性，女性），校種（小学校，中学校，高等学校，幼稚園，
特別支援学校，その他），役職（講師，養護教諭，教諭，主幹（主席）教諭，副校長，教頭，
校長，指導教諭，その他），勤務年数（1～5 年，6～11 年，12～17 年，18～23 年，24 年
以上），経験校務分掌（教育相談係（主事），生徒指導主事，学年主任，指導教諭，特別支
援コーディネーター，特別支援担任，その他；複数回答可）を取り上げた。 
 
第２項. 勤務校要因 
1. 学校の特徴 
学校の特徴として，学校全体の学級数（1～5 学級，6～11 学級，12～17 学級，18～23 学
級，24 学級以上），学校の全教員数（19 人以下，20～25 人，26～28 人，29～30 人，30 人
以上），地域（都道府県名），地域の特色（都市部，大都市近郊，地方都市，農村・漁村地
帯），1 週間での勤務時間内の授業準備時間（殆どない，1～４時間，5～10 時間，11～14 時
間，15 時間以上），非常勤講師の机の有無（有，無），非常勤講師を親睦会に誘う（誘う，
誘わない）を取り上げた。 
 
2. 学校支援体制 
 学校支援体制の特徴として，ケース会議，生徒指導会議，教育相談会議，その他の会議
を取り上げた。各会議に対して，有無（定期・不定期・無），頻度（週 1 回，2 週間に 1 回，
月 1 回，1 学期に 1 回，１年に 1 回），参加者（校長，副校長，教頭，主幹教諭，生徒指導
主事，通級指導教員，養護教諭，担任，相談担当，SC，SSW，その他）を取り上げた。 
 
3. SC への配慮 
 勤務校での SC の状況として，勤務頻度（常駐，週 2 から 3 回，週 1 回，2 週間に 1 回，
月 1 回，1 学期に 1 回，１年に 1 回，不明，その他），1 回の勤務時間（2 時間以内，2～4
時間，5～6 時間，6～8 時間，8 時間以上），SC の窓口担当の校務分掌（管理職，教育相談
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担当教員，生徒指導主事，養護教諭，特別支援担当，不明，その他），SC の職員室机設置（有，
無），SC を親睦会に誘う（誘う，誘わない）を取り上げた。 
 
第３項. 協働要因 
1. 教員と SC 協働 
教員と SC 協働については，教員間と SC と教員協働，学校支援の関連性の検討を目的に
行った SC 面接調査（第 3 章 1 節）の結果から，学校内の教員と SC の関係について，どの
程度そう思うかを尋ねた（12 項目）。回答方法は，“全くそうおもわない”=1，“そう思わ
ない”=2，“どちらでもない”=3，“そう思う”=4，“非常にそう思う”=5 の 5 段階評定と
した。 
 
2. 教員間協働 
教員間協働について，教員間，教員と SC 協働，学校支援の関連性の検討を目的に行った
SC 面接調査（第 3 章 1 節）の結果から，学校内の教員間の関係について，どの程度そう思
うかを尋ねた。（12 項目）。回答方法は，“全くそうおもわない”=1，“そう思わない”=2，
“どちらでもない”=3，“そう思う”=4，“非常にそう思う”=5 の 5 段階評定とした。 
 
第４項. 生徒指導の教師集団効力感要因 
生徒指導の教師集団効力感について，集団効力感項目群（淵上・今井・西山他，2006）
の生徒指導やそれに関連する集団効力感と思われる 10 項目を取り上げた。そして，これら
の学校内の教員集団が行う児童・生徒への対応について，どの程度そう思うかを尋ねた。
回答方法は，“全くそうおもわない”=1，“そう思わない”=2，“どちらでもない”=3，“そ
う思う”=4，“非常にそう思う”=5 の 5 段階評定とした。 
 
第５項. 管理職の協働的配慮要因 
管理職の協働的配慮について，SC 面接調査（第 3 章 1 節）の結果である管理職の協働的
配慮のコアカテゴリを参考に，これらの学校の管理職について，どの程度そう思うかを尋
ねた（7 項目）。回答方法は，“全くそうおもわない”=1，“そう思わない”=2，“どちらで
もない”=3，“そう思う”=4，“非常にそう思う”=5 の 5 段階評定とした。 
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第４節 方法 
第１項. 調査対象 
 関東地方，北陸地方，中部地方，関西地
方，中国地方の合計 5 つの都道府県での SC
が勤務する公立小中高等学校，中等学校の
教員 404 名を対象に行った。 
その内，教員と SC 協働，教員間協働，
生徒指導の教師集団効力感，管理職の協働
的配慮の空白項目がないもの，調査対象者
の属性の中で勤務年数，性別，校種，役職
の空白項目や 2 重回答がなかった 41 名を
除いた 363 名を有効回答とした（有効回答
率 89.9％）。 
その内訳は，小学校 60 名，中学校 232
名，高等学校 61 名，その他 10 名，男性 189
名，女性 174 名であった（Table5-1）。 
 
第２項. 調査期間 
 調査は，2014 年の 6 月から 2014 年の
12 月の間に実施した。 
 
第３項. 調査方法 
 調査とその内容に理解と協力を得るた
めに，まず各市の教育委員会や学校の許可
を得，その後各学校に対して調査の目的を説明するための手紙を配布した。他にも，調査
に協力してくれる研修会の担当者や教員に同様に手紙を配布した。 
調査実施方法については，著者が各学校や教員に手紙と共に調査用紙を郵送し，調査方
法については調査用紙のフェイスシートに記載した。調査時は教員の集まる研修会場や調
査に協力してくれる教員に配布し，自己記入方式によって行われた。 
 
 有効回答者 
n ％ 
性
別 
男性 189 52.1 
女性 174 47.9 
勤
務
年
数 
5 年未満 59 16.3 
5～9 年 48 13.2 
10～14 年 32 8.8 
15～19 年 33 9.1 
20 年以上 191 52.6 
校
種 
小学校 60 16.5 
中学校 232 63.9 
高等学校 61 16.8 
その他 10 2.8 
役
職 
講師 44 12.1 
養護教諭 59 16.3 
教諭 183 50.4 
主幹（主席）教諭 7 1.9 
教頭 19 5.2 
副校長 4 1.1 
校長 34 9.4 
指導教諭 7 1.9 
その他 6 1.7 
Table5-1 本研究の対象者 
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第４項. 倫理的配慮 
倫理的配慮については，調査の実施にあたり，調査票の表紙に文書での説明を行った。
研究の目的・意義，参加期間および具体的な方法，教員と SC 協働と学校支援の関連性を知
るために教員を対象としたこと，研究に参加することにより教員と SC 協働との関連性が理
解できること，個人や学校が特定されることはないこと，学校における児童生徒への支援
体制の具体的な手立てを提案する資料として使用すること，研究発表時の個人を特定する
可能性はないこと，研究結果の概要説明，収集される個人情報，アンケート用紙が鍵のか
かる場所に保管し，研究終了後は全てシュレッダーにかけ，誰のものか分からなくした状
態で廃棄すること，著者が兵庫教育大学連合大学院の学生であること，氏名を記載した。 
 
第５項. 分析対象および方法 
1. 学校の特徴，学校支援体制，SC への配慮と学校種 
学校の特徴（1 週間での勤務時間内の授業準備時間，非常勤講師の机の有無，非常勤講師
を親睦会に誘うかどうか），学校支援体制，SC の状況が学校種でどのように異なるかを検
討した。 
 
2. 因子分析 
この質問紙を構成している項目群である「教員と SC 間協働項目群」，「教員間協働項目群」，
「管理職の協働的配慮項目群」に対して，それぞれ探索的因子分析を行った。「生徒指導の
教師集団効力感項目群」については，先行研究に準じて用いることとした。 
探索的因子分析にあたっては，項目群毎に，主因子法を用いて行った。初期の固有値が 1
以上，スクリープロットの落差が大きいこと，解釈の可能性があることを基準とした。そ
して，得られた因子パターン行列において，因子の全てにおいて因子負荷が 0.4 に満たなか
った項目を削除し，因子数を求めた。 
そして，各因子のクロンバックのα信頼係数を算出し，本研究における信頼性の検討を
行った。それらの結果に基づき，因子ごとに，各因子を構成している項目の得点を単純加
算し，項目数で除したものを其々の得点として用いた。 
 
3. 相関分析 
各因子間の関連を検討するために，相関分析を行った。 
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4. 教員と SC 協働および教員間協働と各要因の関連 
仮説①の学校支援体制の充実度を見るために，教員と SC 協働項目群，教員間項目群を従
属変数として，それぞれ「学校全体の学級数」，「地域の特色」，「1 週間での授業準備時間」，
「各会議の有無」，の要因に対して，一要因の分散分析を行った。有意な差が見られた場合
には，Tukey 法による多重比較を行った。また「各会議の参加者」に対しては参加者毎に，
「SC の職員室机設置」「SC を懇親会に誘う」に対しても，t 検定を行った。 
 
5. 共分散構造分析 
「教員と SC 協働項目群」，「教員間協働項目群」「管理職の協働的配慮項目群」「生徒指導
の教師集団効力感」を構成している項目群を用いて，Amos による共分散構造分析を行い，
生徒指導の教師集団効力感を高める学校はどのような特徴を持っているかの仮説を検討し
た。 
 
統計的有意水準を 5%とし，統計的分析には IBM SPSS Statistics 21J，AmosV21.0 を用
いた。 
 
第５節 結果 
第１項. 学校の特徴，学校支援体制，SCへの配慮と学校種 
ここでは，「教員間，教員と SC 協働，学校支援調査票」の有効回答者 363 名の分析のう
ち，学校種「その他」と回答した 10 名を除外して，353 名を分析対象に，校種別の検討を
行った。 
(1) 学校の特徴 
「1 週間での勤務時間内の授業準備時間」では，殆どない（37.0％）が最も高く，次いで
1～4 時間（32.0％），5～10 時間（16.1％），11 時間以上（14.9％）であった。 
「1 週間での勤務時間内の授業準備時間」は校種による有意な差が見られた（χ2 
(df=6,N=353)＝27.92, p<.001）。残差分析を行ったところ，小学校で授業準備時間が「殆どな
い」と回答した教員が有意に多く，11 時間以上と回答した教員が有意に少なかった。一方，
高等学校では「殆どない」と回答した教員が有意に少なく，11 時間以上と回答した教員が
有意に多かった。中学校では，明らかな差は見られなかった（Table5-2）。 
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Table5-2 校種別による 1週間での勤務時間内の授業準備時間(時間) 
 
1週間での勤務時間内の授業準備時間 
殆どない 1～4時間 5～10 時間 11 時間以上 
n % n % n % n % 
校
種
別 
小学校 26 49.1 22 41.5 4 7.5 1 1.9 
中学校 82  39.2 62 29.7 35  16.7 30 14.4 
高等学校 9  16.7 17 31.5 12 22.2 16 29.6 
全体 117  37.0 101 32.0 51 16.1 47 14.9 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
「非常勤講師の机の有無」では，有り 349 名（98.0％），無し 8 名（2.0％）であった。校
種による有意な差は見られなかった。 
 「非常勤講師を親睦会に誘う」では，誘う 335 名（94.5％），誘わない 20 名（5.5％）で，
校種による有意な差は見られなかった。 
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(2) 学校支援体制 
1) ケース会議 
ケース会議について，無し，不定期に開催，定期的に開催かどうかを尋ねた。不定期の
人数（74.9％）が最も高く，次いで定期（19.8％），無（5.3％）であった（Table5-3）。 
 
 Table5-3 校種別によるケース会議の開催方法 
 
ケース会議の開催方法 
無 不定期 定期 
n % n % n % 
校
種
別 
小学校 0 0.0 45 78.9 12 21.1 
中学校 5 3.8 100 75.8 27 20.5 
高等学校 8 14.8 37 68.5 9 16.7 
全体 13 5.3 182 74.9 48 19.8 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
「参加者」は複数回答であるために，参加者毎に集計し，完全回答を行った回答者数の
割合を求めた。 
その結果全体では，担任（80.9％）が最も高く，次いで教頭（70.6％），養護教諭（67.5％），
校長（65.5％），生徒指導主事（55.3％），教育相談担当（46.8％），SC（36.6％），主幹教諭
（23.8％），副校長（19.6％），その他（16.6％），通級指導教員（14.5％），SSW（8.1％）で
あった。 
校種差を検討すると，小学校では校長（91.1％），教頭（94.6％），担任（96.4％），養護教
諭（81.8％，）が 80％を超えていた。SC の参加は，16.1％であった。 
中学校で高かった参加者は，生徒指導主事（67.8％），校長（75.4％）であった。SC は 50.0％
と，半数が参加していた。 
高校で高かった参加者は，養護教諭（61.5％），担任（71.2%），相談担当（55.8％）が半
数以上参加していた。SC は 55.8％と半数以上が参加していた（Table5-4）。 
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Table5-4 校種別によるケース会議の参加者 
 
校長 副校長 教頭 主幹教諭 生徒指導主事 通級指導教員 
n % n % n % n % n % n % 
校
種
別 
小学校 51 91.9 9 16.1 53 94.6 18 321. 36 64.3 12 64.3 
中学校 89 75.4 22 18.6 88 74.6 28 23.8 80 67.8 20  67.8 
高等学校 13 25.0 12 23.1 23 38.9 8 15.4 10 19.2 1 19.2 
全体 154 65.5 46 19.6 166  70.6 56 23.8 130 55.3 34 14.5 
Table5-4 校種別によるケース会議の参加者（続き） 
 
養護教諭 担任 相談担当 SC SSW その他 
n % n % n % n % n % n % 
校
種
別 
小学校 45 81.8 54 96.4 19 33.9 9 16.1 4 7.1 11 19.6 
中学校 73 61.9 90 76.3 54 45.8 59 50.0 14 11.9 16 13.6 
高等学校 32 61.5 37 71.2 29 55.8 16 55.8 1 1.9 9 17.3 
全体 158 67.5 190 80.9 110  46.8 86 36.6 19 8.1 39 16.6 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
2) 生徒指導会議 
生徒指導会議について，無し，不定期に開催，定期的に開催かどうかを尋ねた。定期開
催（65.6％）が最も高く，次いで不定期開催（30.3％），開催していないのは 4.1％であった。 
生徒指導会議の開催方法は，校種による有意な違いが見られた（χ2 (df=4,N=353)＝59.18, 
p<.001）。残差分析を行ったところ，中学校では，定期開催が有意に多く，不定期開催が有
意に少なかった。一方，小学校および高等学校では，不定期開催が有意に多く，定期開催
が有意に少なかった（Table5-5）。 
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 Table5-5 校種別による生徒指導会議の開催方法 
 
生徒指導会議の開催方法 
無 不定期 定期 
n % n % n % 
校
種
別 
小学校 2 3.3 23 44.2 27 34.1 
中学校 5 2.6 33 17.3 153 80.1 
高等学校 5 9.8 33 64.7 13 25.5 
全体 12 12.0 89 89.0 193 65.6 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
「参加者」は複数回答であるために，参加者毎に集計し，完全回答を行った回答者数に
よる割合を求めた。 
生徒指導主事（84.5％）が最も高く，次いで教頭（70.0％），校長（66.8％），養護教諭（52.3％），
担任（41.3％），相談担当（35.0％），副校長（28.6％），その他（22.3％），主幹教諭（18.7％），
SC（15.2％），通級指導教員（5.7％），SSW（1.4％）であった。 
校種差を検討すると，小学校では校長（71.2％），教頭（71.2％），生徒指導主事（82.7％）
担任（69.2％），養護教諭（63.5％，）であった。SC の参加は，7.7％であった。 
中学校で高かった参加者は，校長（84.3％），教頭（82.6％），生徒指導主事（87.6％），養
護教諭（61.8％）であった。SC の参加は 21.9％であった。 
高校で高かった参加者は，生徒指導主事（75.6％），担任（64.4%）であった。SC は参加
していなかった（Table5-6）。 
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Table5-6 校種別による生徒指導会議の参加者 
 
校長 副校長 教頭 主幹教諭 生徒指導主事 通級指導教員 
n % n % n % n % n % n % 
校
種
別 
小学校 37 71.2 6 11.5 37 71.2 16 30.8 43 82.7 4 7.7 
中学校 150 84.3 68 38.2 147  82.6 35 19.7 156 87.6 9 5.1 
高等学校  2 4.4 6 13.3 13 28.9 1 2.2 34 75.6 24 4.4 
全体 189  66.8 81 28.6 198   70.0 53 18.7 239 84.5 16 5.7 
Table5-6 校種別による生徒指導会議の参加者（続き） 
 
養護教諭 担任 相談担当 SC SSW その他 
n % n % n % n % n % n % 
校
種
別 
小学校 33 63.5 36 69.2 17 32.7 4 7.7 1 1.9 9 17.3 
中学校 110 61.8 46 25.8 75 42.1 39 21.9 3 1.7 39 21.9 
高等学校 5 11.1 29 64.4 7  15.6 0 0.0 0 0.0 13  28.9 
全体 148  52.3 117  41.3 99 35.0 43 15.2 4 1.4 63  22.3 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
3) 教育相談会議 
教育相談会議について，無し，不定期に開催，定期的に開催かどうかを尋ねた。不定期
開催（40.8％）が最も高く，次いで定期開催（30.4％）で，開催していないのは 28.8％であ
った。 
教育相談会議の開催方法は，校種による有意な違いが見られた（χ2 (df=4,N=353)＝13.42, 
p<0.01）。残差分析を行ったところ，小学校では，定期開催していると回答した教員が有意
に少なかった。中学校では，明らかな特徴は見られなかった。高等学校では定期開催して
いると回答した教員が有意に多かった（Table5-7）。 
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 Table5-7 校種別による教育相談会議の開催方法 
 
教育相談会議の開催方法 
無 不定期 定期 
n % n % n % 
校
種
別 
小学校 16 34.0 23 48.9 8 17.0 
中学校 34 34.3 34 34.3 31 31.3 
高等学校 5 11.1 21 46.7 19 42.2 
全体 55 28.8 78 40.8 58 30.4 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
「参加者」は複数回答であるために，参加者毎に集計し，完全回答を行った回答者数に
よる割合を求めた。 
相談担当（45.9％）が最も高く，次いで養護教諭（43.8％），担任（38.4％），教頭（30.8％），
校長（30.3％），生徒指導主事（25.9％），SC（22.2％），主幹教諭（15.4％），副校長（11.4％），
その他（11.4％），通級指導教員（9.2％），SSW（2.2％）であった。 
校種差を検討すると，小学校では校長（51.1％），教頭（51.1％），生徒指導主事（31.9％）
担任（48.9％），養護教諭（46.8％）であった。SC の参加は，10.6％であった。 
中学校で高かった参加者は，校長（34.4％），教頭（33.3％），生徒指導主事（33.3％），養
護教諭（34.4％），相談担当（37.6％）であった。SC の参加は 30.1％であった。 
高校で高かった参加者は，養護教諭（54.9％），担任（35.1%），相談担当（75.7％）であ
った。SC は 16.2％であった（Table5-8）。 
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Table5-8 校種別による教育相談会議の参加者 
 
校長 副校長 教頭 主幹教諭 生徒指導主事 通級指導教員 
n % N % n % n % n % n % 
校
種
別 
小学校 24 51.1 5 10.6 24 51.1 8 17.0 15 31.9 7 14.9 
中学校 32 34.4 13 14.0 31 33.3 15 16.1 31 33.3 10  10.8 
高等学校 0 0.0 2 5.4 2 5.4 0 0.0 2 5.4 0 0.0 
全体 56 30.3 21 11.4 57 30.8 14 15.4 48 25.9 17 9.2 
Table5-8 校種別による教育相談会議の参加者（続き） 
 
養護教諭 担任 相談担当 SC SSW その他 
n % N % n % n % n % n % 
校
種
別 
小学校 22 46.8 23 48.9 16 34.0 5 10.6 1 2.1 2 4.3 
中学校 32 34.4 33 35.5 35 37.6 28 30.1 2 2.2 11 11.8 
高等学校 24 54.9 13 35.1 28 75.7 6  16.2 1 2.7 8 21.6 
全体 81 43.8 71 38.4 85 45.9 41 22.2 4 2.2 21 11.4 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
(3) SCへの配慮 
1) SC の職員室机の有無 
SC の職員室机の有無について，有るか無いかを尋ねた。有る（59.0％）が高く，無いの
は 41.0％であった。 
SC の職員室机の有無は，校種による有意な違いが見られた（χ2 (df=2,N=353)＝89.60, 
p<0.01）。残差分析を行ったところ，小学校では，無いと回答した教員が有意に多かった。
中学校では，有ると回答した教員が有意に多かった。高等学校では無いと回答した教員が
有意に多かった（Table5-9）。 
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Table5-9 校種別による SCの職員室机の有無 
 
SC の職員室机 
無 有 
n % n % 
校
種
別 
小学校 37 63.8 21 36.2 
中学校 50 23.4 164 76.6 
高等学校 45 90.0 5 10.0 
全体 132 41.0 190 59.0 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
2) SC への親睦会勧誘の有無 
SC への親睦会勧誘の有無について，誘わない，誘うかを尋ねた。誘う（61.1％）が高く，
誘わないのは 38.9％であった。 
SC への親睦会勧誘の有無は，校種による有意な違いが見られた（χ2 (df=2,N=353)＝92.90, 
p<0.01）。残差分析を行ったところ，小学校では，誘わないと回答した教員が有意に多かっ
た。中学校では，誘うと回答した教員が有意に多かった。高等学校では誘わないと回答し
た教員が有意に多かった（Table5-10）。 
 
Table5-10 校種別による SCを親睦会に誘う 
 
SC を親睦会に誘う 
誘わない 誘う 
n % n % 
校
種
別 
小学校 43 74.1 15 25.9 
中学校 42 20.2 166 79.8 
高等学校 36 80.0 9 20.0 
全体 121 38.9 190 61.1 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
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(4) 学校の特徴，学校支援体制，SCへの配慮と学校種のまとめ 
学校の特徴として授業準備時間は，全体では授業準備時間が殆どないことが多く，校種
差の検討では小学校で授業準備時間が殆どなく，高等学校では 11 時間以上が多く見られた｡
非常勤講師の状況では，職員室机が有ることが多く，懇親会に誘うことも多かった。 
学校支援体制として，ケース会議は全体として不定期に開催され，小学校は開催，高校
は開催しない傾向がみられた。参加者は，児童生徒の課題を様々な側面から検討するケー
ス会議において，担任の参加が多く，次いで管理職や養護教諭，生徒指導主事といった学
校全体の支援を行うメンバーの参加が多いことが考えられた。校種差の検討において，小
学校では担任や管理職，養護教諭が 8 割以上と多く，中学校では生徒指導主事，校長が多
かった。高校では，担任，養護教諭，相談担当が多かった。これらは児童生徒支援のコア
メンバーとして各校種の中で重要な位置を占めると考えられた。SC は，中学校や高等学校
では半数以上が参加していたが，小学校では参加が少なく見られた。 
生徒指導会議は全体として定期的に開催され，小，高等学校では不定期，中学校では定
期的に開催が見られた。参加者は，児童生徒の問題行動を検討する生徒指導会議において，
生徒指導主事の参加が多く，次いで管理職や養護教諭といった学校全体の支援を行う成員
の参加が多く見られた。小学校では生徒指導主事や，管理職，養護教諭，担任の参加が多
く見られた。中学校では生徒指導主事，管理職，SC，養護教諭の参加が多く見られ，高等
学校は生徒指導主事，担任の参加が多く見られた。これらは児童生徒支援のコアメンバー
として各校種の中で重要な位置を占めると考えられた。SC は，中学校では 2 割ほど参加し
ているだけで，小学校は殆ど参加せず，高等学校は参加していなかった。 
教育相談会議の有無として全体として不定期開催され，高等学校では定期開催されるこ
とが多く見られた｡会議の参加者は児童生徒の教育相談を検討する教育相談会議において，
相談担当や養護教諭の参加が多く，次いで管理職といった学校全体の支援を行う成員と担
任の参加が多く見られた。校種による検討でも，全体的に参加率が 3 割ほど少ないながら
も，小学校では管理職や担任，養護教諭が多く，中学校では相談担当，管理職，養護教諭，
生徒指導主事多く見られた。高等学校は相談担当，養護教諭が多く見られた。これらは児
童生徒支援のコアメンバーとして各校種の中で重要な位置を占めると考えられた。SC の参
加は中学校が 3 割と多く，小学校や高等学校は 1 割ほどであった。 
 SC の状況は，SC の職員室机はほぼ半数以上が設置しており，小，高等学校では設置して
いないことが多く，中学校では設置するところが多く見られた。懇親会の勧誘では，全体
143 
 
では半数以上が SC を親睦会に誘っており，小，高等学校では誘わないことが多く，中学校
では誘うところが多く見られた。これは，ほぼ 9 割が職員室机を持ち，懇親会に誘われる
非常勤講師の状況とは異なると考えられた。 
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第２項. 因子分析 
1. 教員と SC 間協働項目群の因子分析結果 
教員と SC 間協働項目群は，12 項目で構成された。1 因子による解釈が妥当であると判断
し，「教員と SC 間協働」と名付けられた（Table5-11）｡α係数は，.92 であった。 
 
Table5-11 教員と SC間協働項目群の因子分析の結果（主因子法，N＝363） 
    M SD 因子 
因子 教員と SC間協働（α=.92）   
 
3 
本校の教員集団はスクールカウンセラーと，課題のある生徒
の多面的で詳細な情報を共有しようとしている。 
3.72 .86 .83 
1 
本校の教員集団はスクールカウンセラーと共に，児童・生徒
の予防的な対応も含めた情報共有を行っている。 
3.63 .92 .76 
2 
本校の教員集団はスクールカウンセラーとの会議で，課題の
ある児童生徒の対応を検討している。 
3.51 .99 .76 
5 
本校の教員集団はスクールカウンセラーに，児童生徒の心や
行動上の課題，発達，対応方法について相談している。 
3.77 .82 .76 
11 
本校の教員集団は，スクールカウンセラーと児童生徒の対応
の方向性を一貫させている。 
3.43 .92 .75 
12 
本校の教員集団は児童・生徒の支援に苦慮している時，気軽
にスクールカウンセラーに相談している。 
3.41 1.00 .75 
4 
本校の教員集団はスクールカウンセラーと，地域の情報等，
学校全体の児童・生徒支援に関わる情報を共有しようとして
いる。 
3.25 .98 .74 
10 
本校の教員集団はスクールカウンセラーと日常的に，学校の
課題や子どもの対応について話し合っている。 
3.02 1.09 .73 
6 
本校の教員集団はスクールカウンセラーと共に児童生徒の
支援について，児童・生徒や保護者の対応を分担している。 
3.43 .93 .71 
7 
スクールカウンセラーが学校内でどのような役割をはたし
ているのかを，校内のほとんどの教員が理解している。 
3.53 .95 .65 
9 
本校の教員集団は，スクールカウンセラーを校内の教職員の
一員として考えている。 
3.48 1.04 .55 
8 
本校の教員集団は課題のある児童生徒の対応について，教員
のみで対応している。※ 
3.76 .99 .47 
計  3.50 .70  
注）※は逆転項目 
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2. 教員間協働項目群の因子分析結果 
 教員間協働項目群は，12 項目で構成された｡1 因子による解釈が妥当であったと判断し，
「教員間協働」と名付けられた（Table5-12）。α係数は，.91 であった。 
 
Table5-12 教員間協働項目群の因子分析結果（主因子法，N＝363） 
    M SD 因子 
因子 教員間協働（α=.91）   
 
3 
本校の教員集団は非常勤講師や担任外教員と，課題のある
生徒の多方面からの詳細な情報を共有しようとしている。 
3.88 .82 .81 
2 
本校の教員集団は会議で，課題のある児童生徒の対応を検
討している。 
4.11 .72 .77 
4 
本校の教員集団は非常勤講師や担任外教員と，地域の情報
等，学校全体の児童・生徒支援に関わる情報を共有しよう
としている。 
3.66 .88 .73 
5 
本校の教員集団は課題のある児童・生徒の対応について，
担任だけでなく，関連する校務分掌や教員と共に対応方法
を相談・調整している。 
4.00 .73 .72 
1 
本校の教員集団は，非常勤講師や担任外教員と共に，児童・
生徒の予防的な対応も含めた情報共有を行っている。 
3.83 .80 .72 
7 
本校の教員集団は，児童生徒の対応について，お互いにど
のような役割を果たしているのかを，校内のほとんどの教
員が理解している。 
3.38 .82 .69 
12 
本校の教師集団は児童・生徒の支援に苦慮している時，  
気軽に相談し合う雰囲気がある。 
3.93 .80 .68 
10 
本校の教員集団は，非常勤講師や担任外教員と日常的に，
学校の課題や子どもの対応について話し合っている。 
3.84 .85 .68 
11 
本校の教職員集団は，児童生徒の対応の方向性を一貫させ
ている。 
3.79 .77 .66 
9 
本校の教員集団は,非常勤講師や担任外教員は教職員の一員
と考えている。 
4.25 .78 .58 
8 
地域連携や PTA，児童生徒の課題等に対し，外部連携（警
察・児童相談所・保健所等）は，特定の担当者（窓口）を
設けている。 
3.92 .85 .50 
6 
本校の教員集団は，児童生徒の支援について，児童・生徒
や保護者の対応を分担している。 
3.60 .85 .47 
計  3.85 .56  
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3. 生徒指導の教師集団効力感項目群の因子分析結果 
 生徒指導の教師集団効力感項目群（淵上他，2006）については，淵上他（2006）の生徒
指導の教師集団効力感の因子構造に準じて，「生徒指導の教師集団効力感」として，使用す
ることとした。α係数は，.87 であった。 
 
4. 管理職の協働的配慮項目群の因子分析結果 
 管理職の協働的配慮項目群は，7 項目で構成された。１因子による解釈が妥当であると判
断し，「管理職の協働的配慮」と名付けられた（Table5-13）。α係数は，.89 であった。 
 
Table5-13 管理職の協働的配慮項目群の因子分析の結果（主因子法，N＝363） 
    M SD 因子 
因子 管理職の協働的配慮（α=.87）   
 
4 
スクールカウンセラーを活用しやすい体制（会議での情報
提供・広報・教員が利用しやすいルール設定等）を整えて
いるよう工夫している。 
3.47 .95 .83 
1 教員とスクールカウンセラーの協働を推奨している。 3.86 .80 .80 
2 
スクールカウンセラーに，学校内の役割（心理的側面から
の助言や研修会講師等）に応じ，助言を求める。 
3.75 .85 .78 
5 
学校や児童生徒の課題に対して，支援会議や情報共有の機
会，外部連携の窓口の立ち上げや校務分掌の編成等の企画，
運営，改善を重要だと考えている。 
3.76 .81 .77 
6 
教員が常勤・非常勤関わらずに，仕事をしやすいよう，  
情報を共有するように努めている。 
3.75 .84 .71 
7 
校長・教頭は，教員が常勤・非常勤関わらずに，仕事をし
やすいよう，教職員に対する接しかたについて工夫をして
いる（机の設置や行事・親睦会に誘う等）。 
3.82 .86 .64 
3 
スクールカウンセラーを，関連校務分掌に組み込むように
努力している。 
3.28 1.04 .62 
計  3.67 .68  
注）※は逆転項目 
 
第３項. 相関分析 
 「教員と SC 間協働」,「教員間協働」,「管理職の協働的配慮」,「生徒指導の集団効力感」
間の関連を検討するために，相関分析を行った。その結果，いずれにおいても，有意な正
の相関がみられた（Table5-14）。 
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Table5-14  「教員と SC間協働」,「教員間協働」,「管理職の協働的配慮」,      
「生徒指導の集団効力感」の下位項目の相関（Ｎ＝363） 
 教員と SC
協働 
教員間協働 管理職の 
協働的配慮 
生徒指導の 
教師集団効力感 
教員と SC 協働  .50*** .68*** .29*** 
教員間協働   .55*** .53*** 
管理職の協働的配慮    .42*** 
生徒指導の教師集団効力感     
注）***p＜.001 
 
 以上より，教員と SC 協働，教員間協働，管理職の協働的配慮は相互に関連し合うことが
示唆された。その中で比較的強い相関があるものは，「教員と SC 協働」と「教員間協働」，
「管理職の協働的配慮」，「教員間協働」と，「管理職の協働的配慮」，「生徒指導の教師集団
効力感」,「管理職の協働的配慮」と「生徒指導の教師集団効力感」であった。 
 
第４項. 教員と SC協働および教員間協働と学校支援における各要因の関連 
1. 学校の特徴 
(1) 「学校全体の学級数」と協働の関連 
各協働と学校規模の関連を検討するために，「学校全体の学級数」から見た，「教員と SC
協働」，「教員間協働」の関連について，一元配置の分散分析を行った。 
その結果，「教員と SC 協働」と「学校全体の学級数」に有意な関連が見られた（F（2,358）
＝8.45，p<.001）。多重比較を行ったところ，「教員と SC 協働」は，12～23 学級の方が 1
～11 学級よりも有意に高かった（Table5-15）。 
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Table5-15  学級別の「教員と SC協働」，「教員間協働」の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
 学級数 
F 
 1～11 
（ｎ=57） 
12～23 
（ｎ=172） 
24 以上 
（ｎ=132） 
 M SD M SD M SD 
教員と SC協働 3.2 .72 3.6 .65 3.4 .70 8.45*** 
教員間協働 3.9 .51 3.9 .60 3.8 .53 0.45 
注）****p<.001 
 
(2) 「地域の特色」と協働の関連 
地域の特色と協働の関連性を検討するために，「地域の特色」からみた，「教員と SC 協働」，
「教員間協働」の関連について，一元配置の分散分析を行った。 
その結果，教員と SC 協働の得点は地域による違いが有意に見られた（F（3,346）＝2.74，
p<.05）。多重比較を行ったところ，大都市近郊が農村・漁村地帯よりも有意に高かった
（Table5-16）。 
 
Table5-16  地域の特色別の「教員と SC協働」，「教員間協働」の平均得点（Ｍ）と   
標準偏差（ＳＤ） 
 地域の特色 
F 
 都市部 
（ｎ=51） 
大都市近郊 
（ｎ=42） 
地方都市 
（ｎ=218） 
農村・漁村地帯 
（ｎ=39） 
 M SD M SD M SD M SD 
教員と SC 協働 3.5 .70 3.7 .62 3.5 .69 3.3 .72 2.74* 
教員間協働 3.7 .68 3.9 .76 3.9 .50 3.9 .44 .97 
注）*p<.05 
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(3) 「1週間での授業準備時間」と協働の関連 
教員の忙しさの程度と協働の関連性を検討するために，「1 週間での授業準備時間」から
みた，「教員と SC 協働」，「教員間項目群」の関連について，一元配置の分散分析を行った。 
その結果，教員と SC 協働の得点は授業準備時間の違いが有意に見られた（F（3,322）
＝5.13，p<.01）。多重比較を行ったところ，5～10 時間がほとんどないよりも有意に高かっ
た（Table5-17）。 
 
Table5-17  1週間の授業準備時間別の「教員と SC協働」，「教員間協働」の平均得点
（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
 地域の特色 
F 
 ほとんどない 
（ｎ=119） 
1～4 時間 
（ｎ=103） 
5～10 時間 
（ｎ=55） 
11 時間以上 
（ｎ=49） 
 M SD M SD M SD M SD 
教員と SC 協働 3.3 .77 3.5 .64 3.7 .59 3.5 .66 5.13** 
教員間協働 3.8 .62 3.9 .48 4.0 .66 3.9 .49 2.46 
注）**p<.01 
 
2. 学校支援体制 
会議の開催状況と協働の関連性を見るために，教員と SC 協働項目群，教員間項目群を従
属変数として，「ケース会議」「生徒指導会議」「教育相談会議」の違いにおける，一元配置
の分散分析を行った。会議の参加者に関しては，t 検定により比較した。 
 
(1) ケース会議 
「ケース会議の有無」において，教員と SC 協働（F（2,249）＝6.70，p<.001）,教員間
協働（F（2,249）＝6.20，p<.001）に有意な差が見られた。多重比較を行ったところ，教
員と SC 協働，教員間協働とも定期開催が無いよりも有意に高かった（Table5-18）。 
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Table5-18  ケース会議の有無別の「教員と SC協働」，「教員間協働」の平均得点（Ｍ）と    
標準偏差（ＳＤ） 
 会議の有無 
F 
 無 
（n=13） 
不定期 
（n=189） 
定期 
（n=50） 
 M SD M SD M SD 
教員と SC 協働 2.8 .85 3.5 .65 3.3 .67 6.70*** 
教員間協働 3.3 .91 3.9 .53 3.8 .44 6.20** 
注）**p<.01，***p<.001 
 
「ケース会議の参加者」において，教員と SC 協働では生徒指導主事（ｔ（233）＝2.56，
p<.05）,SC（ｔ（233）＝4.54，p<.001）,SSW（ｔ（233）＝2.25p<.05）に有意な差が見
られ，参加が不参加よりも有意に高かった（Table5-19）。教員間協働では,校長（ｔ（233）
＝2.98，p<.001）,教頭（ｔ（233）＝2.78，p<.001）,主幹教諭（ｔ（233）＝3.14，p<.01）,
生徒指導主事（ｔ（233）＝2.40，p<.05），SSW（ｔ（233）＝2.23,p<.05）に有意な差が
見られ，参加が不参加よりも有意に高かった（Table5-20）。 
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Table5-19  教員と SC協働におけるケース会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
  参加 不参加 
t 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 154 3.5 .70 81 3.4 .67 1.38 
副校長 46 3.6 .62 189 3.5 .70 1.61 
教頭 166 3.4 .69 69 3.5 .69 1.66 
主幹教諭 56 3.6 .69 179 3.5 .70 1.19 
生徒指導主事 130 3.6 .66 105 3.4 .70 2.56* 
通級指導教員 34 3.5 .70 201 3.5 .71 0.31 
養護教諭 158 3.5 .68 76 3.4 .70 1.37 
担任 190 3.5 .66 45 3.3 .81 1.69 
相談担当 110 3.5 .63 125 3.5 .74 0.31 
SC 86 3.8 .55 149 3.3 .73 4.54*** 
SSW 19 3.8 .58 216 3.5 .69 2.25* 
その他 39 3.6 .82 196 3.5 .66 1.04 
注）*p<.05，***p<.001 
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Table5-20  教員間協働におけるケース会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
  参加 不参加 
t 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 154 3.9 .50 81 3.7 .60 2.98** 
副校長 46 3.9 .46 189 3.8 .57 .66 
教頭 166 3.9 .65 69 3.7 .48 2.78** 
主幹教諭 56 4.0 .46 179 3.8 .57 3.14** 
生徒指導主事 130 3.9 .48 105 3.8 .65 2.40* 
通級指導教員 34 3.9 .31 201 3.9 .58 1.48 
養護教諭 158 3.9 .60 76 3.8 .60 1.05 
担任 190 3.9 .50 45 3.7 .70 1.81 
相談担当 110 3.9 .46 125 3.8 .61 1.14 
SC 86 3.9 .56 149 3.8 .52 1.66 
SSW 19 4.1 .55 216 3.8 .41 2.23* 
その他 39 4.0 .57 196 3.8 .54 1.44 
注）*p<.05，**p<.01 
 
(2) 生徒指導会議 
「生徒指導会議の有無」において，教員と SC 協働（F（2,299）＝12.98，p<.001）,教員
間協働（F（2,299）＝7.39，p<.01）に有意な差が見られた。多重比較を行ったところ，教
員と SC 協働，教員間協働とも定期開催，不定期開催が無いよりも有意に高かった
（Table5-21）。 
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Table5-21  生徒指導会議の有無別の「教員と SC協働」，「教員間協働」の平均得点（Ｍ）と   
標準偏差（ＳＤ） 
 会議の有無 
F 
 無 
（n=14） 
不定期 
（n=95） 
定期 
（n=193） 
 M SD M SD M SD 
教員と SC 協働 2.6 .85 3.5 .56 3.6 .69 12.98*** 
教員間協働 3.4 .92 3.8 .51 3.9 .50 7.39** 
注）**p<.01，***p<.001 
 
「生徒指導会議の参加者」において，教員と SC 協働では校長（ｔ（281）＝3.53，p<.01），
教頭（ｔ（281）＝3.10，p<.01），主幹教諭（ｔ（281）＝1.01，p<.05）,生徒指導主事（ｔ
（281）＝2.47，p<.05）,養護教諭（ｔ（281）＝3.74，p<.001）,SC（ｔ（281）＝4.51，
p<.001），SSW（ｔ（281）＝2.07，p<.05）に有意な差が見られ，参加が不参加よりも有
意に高かった（Table5-22）。教員間協働では, 校長（ｔ（281）＝3.14，p<.01）,教頭（ｔ
（281）＝3.23，p<.001）,養護教諭（ｔ（281）＝3.44，p<.001），相談担当（ｔ（281）＝
2.65，p<.01），SC（ｔ（281）＝2.67，p<.01）に有意な差が見られ,参加が不参加よりも有
意に高かった（Table5-23）。 
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Table5-22 教員と SC 協働における生徒指導会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
  参加 不参加 
t 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 94 3.6 .74 189 3.3 .66 3.53** 
副校長 81 3.5 .74 202 3.5 .69 .91 
教頭 198 3.6 .67 85 3.3 .73 3.10** 
主幹教諭 53 3.8 .64 230 3.4 .71 1.01* 
生徒指導主事 239 3.6 .67 44 3.1 .75 2.47* 
通級指導教員 16 3.8 .66 267 3.5 .70 1.80 
養護教諭 148 3.6 .65 135 3.3 .72 3.74*** 
担任 117 3.5 .61 166 3.5 .76 .74 
相談担当 99 3.5 .64 184 3.4 .72 2.91** 
SC 43 3.9 .54 240 3.4 .71 4.51*** 
SSW 4 4.2 .54 278 3.5 .70 2.07* 
その他 63 3.6 .70 220 3.5 .69 1.24 
注）*p<.05，**p<.01，***p<.001 
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Table5-23  教員間協働における生徒指導会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
  参加 不参加 
T 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 56 4.0 .48 129 3.8 .57 3.14** 
副校長 21 3.9 .49 164 3.8 .57 .06 
教頭 198 4.0 .51 85 3.7 .58 3.23*** 
主幹教諭 53 3.9 .46 230 3.9 .56 .29 
生徒指導主事 239 3.9 .50 44 3.7 .71 1.82 
通級指導教員 16 3.9 .55 267 3.8 .54 .54 
養護教諭 148 4.0 .53 135 3.8 .53 3.44*** 
担任 117 3.9 .50 166 3.8 .57 .94 
相談担当 99 4.0 .49 184 3.8 .57 2.65** 
SC 43 4.1 .43 240 3.8 .55 2.67** 
SSW 4 4.1 .49 278 3.9 .55 1.03 
その他 63 3.9 .53 220 3.8 .55 .74 
注）*p<.05，**p<.01，***p<.001 
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(3) 教育相談会議 
「教育相談会議の有無」において，教員と SC 協働（F（2,198）＝4.81，p<.01）に有意
な差が見られた。多重比較を行ったところ，教員と SC 協働において定期開催が，無いより
も有意に高かった（Table5-24）。 
 
Table5-24  教育相談会議の有無別の「教員と SC協働」，「教員間協働」の平均得点（Ｍ）と   
標準偏差（ＳＤ） 
 会議の有無 
F 
 無 
（n=57） 
不定期 
（n=84） 
定期 
（n=59） 
 M SD M SD M SD 
教員と SC 協働 3.3 .78 3.5 .59 3.7 .66 4.81*** 
教員間協働 3.7 .66 3.8 .50 4.0 .49 2.3 
注）***p<.001 
 
「教育相談会議の参加者」において，教員と SC 協働では主幹教諭（ｔ（183）＝2.24，
p<.05）,生徒指導主事（ｔ（183）＝2.47，p<.05）,担任（ｔ（183）＝2.00，p<.05），SC
（ｔ（183）＝4.10，p<.001）に有意な差が見られ，参加が不参加よりも有意に高かった
（Table5-25）。教員間協働では,校長（ｔ（183）＝3.14，p<.01）,教頭（ｔ（183）＝2.86，
p<.01）,生徒指導主事（ｔ（183）＝2.24，p<.05），その他（ｔ（183）＝2.26，p<.05）に
有意な差が見られ,参加が不参加よりも有意に高かった（Table5-26）。 
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Table5-25  教員と SC協働における教育相談会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（Ｓ
Ｄ） 
  参加 不参加 
t 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 56 3.6 .70 129 3.4 .70 1.61 
副校長 21 3.7 .54 164 3.5 .72 1.53 
教頭 57 3.6 .69 128 3.4 .70 1.44 
主幹教諭 23 3.8 .54 162 3.4 .71 2.24* 
生徒指導主事 48 3.7 .60 137 3.4 .72 2.47* 
通級指導教員 17 3.5 .48 168 3.5 .72 .31 
養護教諭 81 3.5 .64 104 3.5 .75 0 
担任 71 3.6 .56 114 3.4 .77 2.00* 
相談担当 85 3.5 .62 100 3.4 .77 1.00 
SC 41 3.8 .46 144 3.4 .74 4.10*** 
SSW 4 3.7 .31 181 3.5 .71 .54 
その他 21 3.6 .82 164 3.5 .69 .81 
注）*p<.05，***p<.001 
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Table5-26  教員間協働における教育相談会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
  参加 不参加 
t 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 56 4.0 .48 129 3.8 .57 3.14** 
副校長 21 3.9 .49 164 3.8 .57 .06 
教頭 57 4.0 .49 128 3.8 .57 2.86** 
主幹教諭 23 4.0 .45 162 3.8 .57 1.31 
生徒指導主事 48 4.0 .45 137 3.8 .58 2.24* 
通級指導教員 17 3.8 .29 168 3.8 .58 .21 
養護教諭 81 3.9 .51 104 3.8 .60 .59 
担任 71 3.9 .47 114 3.8 .60 1.51 
相談担当 85 3.9 .48 100 3.8 .62 .18 
SC 41 3.9 .50 144 3.8 .57 1.3 
SSW 4 4.0 .12 181 3.8 .56 .56 
その他 21 4.1 .52 164 3.8 .56 2.26* 
注）*p<.05，**p<.01 
 
3. SCへの配慮 
(1) SCの職員室机の有無 
「SC の職員室机の有無」において，教員と SC 協働（ｔ（329）＝2.43，p<.05）,教員間
協働（ｔ（329）＝2.31，p<.05）に有意な差が見られ，教員と SC 協働，教員間協働とも
SC の職員室机が有るが，無いよりも有意に高かった（Table5-27）。 
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Table5-27  SC の職員室机の有無別の「教員と SC協働」，「教員間協働」の平均得点（Ｍ）と   
標準偏差（ＳＤ） 
 SC の職員室机の有無 
T 
 無 
（n=140） 
有 
（n=190） 
 M SD M SD 
教員と SC 協働 3.4 .62 3.6 .53 2.43* 
教員間協働 3.7 .72 3.8 .56 2.31* 
注）*p<.05 
 
(2) SCを親睦会に誘う有無 
「SC を親睦会に誘う有無」において，教員と SC 協働（ｔ（318）＝4.76，p<.001）,教
員間協働（ｔ（318）＝2.31，p<.05）に有意な差が見られ，教員と SC 協働，教員間協働
とも SC を親睦会に誘うが，誘わないよりも有意に高かった（Table5-28）。 
 
Table5-28  SC の職員室机の有無別の「教員と SC協働」，「教員間協働」の平均得点（Ｍ）と   
標準偏差（ＳＤ） 
 SC を親睦会に誘う有無 
T 
 誘わない 
（n=127） 
誘う 
（n=193） 
 M SD M SD 
教員と SC 協働 3.3 .69 3.7 .56 4.76*** 
教員間協働 3.8 .65 3.9 .54 2.31* 
注）*p<.05，***p<.001 
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4. 教員と SC 協働および教員間協働と学校支援における各要因の関連のまとめ 
人口学的要因である「地域の特色」，支援体制要因である「学校全体の学級数」「1 週間で
の授業準備時間」では，教員と SC 協働において，大都市近郊，12～23 学級，1 週間の授
業準備時間が 5～10 時間ある学校は，1～11 学級，農村・漁村地帯，1 週間の授業準備時間
がほとんどない学校よりも有意に高かった。 
生徒支援体制である各会議の状況では，ケース会議，生徒指導会議，教育相談会議のい
ずれにおいても，開催をしている学校は，会議が無い学校よりも教員と SC 協働は全て優位
に高く，教員間協働はケース会議，生徒指導会議が高かった。 
各会議の参加者では，教員と SC 協働においてとりあげた全ての会議において，生徒指導
主事，SC が参加している方が不参加よりも，有意に教員と SC 協働が高かった。また，ケ
ース会議と生徒指導会議では SSW，生徒指導会議では，校長，教頭主幹教諭，養護教諭，
教育相談会議では主幹教諭や担任に有意な差が見られ，参加が不参加よりも有意に高かっ
た。 
教員間協働において，すべての会議に校長，教頭，生徒指導主事に有意な差が見られ，
参加している方が不参加よりも，有意に教員と SC 協働が高かった。また，ケース会議では
主幹教諭，生徒指導会議では，養護教諭，相談担当，SC に有意な差が見られ，参加してい
る方が不参加よりも有意に教員間協働が高かった。 
SC の勤務状況では，教員と SC 協働において取り上げた全ての状況に有意な差が見られ，
SC の職員室机が有る方が無いよりも，SC を懇親会に誘う方が誘わないよりも有意に教員
と SC 協働が高かった。 
教員間協働において取り上げた全ての状況に有意な差が見られ，SC の職員室机が有る方
が無いよりも，SC を懇親会に誘う方が誘わないよりも有意に教員と SC 協働が高かった。 
 
第６項. 共分散構造分析 
1. 学校支援体制から教員間および教員とＳＣ間協働を促進する効果（仮説１） 
 学校支援体制が教員間協働および教員・SC の協働を促進するかを検討するために，共分
散構造分析を行った。分散分析の結果より，有意差が見られた変数に着目し，協働を従属
変数，会議や SC の勤務状況を反映する変数を独立変数としてパス図を構成し，全体を対象
にして，共分散構造分析を行った。その際，独立変数から従属変数，独立変数から従属変
数へのパス係数で有意差が見られない場合はそのパスを削除した。その際，「ケース会議の
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有無」「生徒指導会議の有無」「教育相談会議の有無」「その他会議の有無」を変数として「各
種会議」という因子を設定し，SC の「職員室机の有無」「懇親会参加の有無」を変数とし
て「SC への配慮」という因子を設定した。これら各種会議及び，SC への配慮を変数とし
て，学校支援体制という因子を設定し，協働との関連を仮定した。そして，学校支援体制
の協働への関連について検討を行った。その結果，学校支援体制が協働への関連に向かう
モデルが構成された。検証したモデルについて Figure5-1 に示す。モデルの適合度につい
ては，［χ2（d.f.=17，N=363）＝42（p<.001），CFI=.93，RMSEA＝.06（.040-.089）］で
あり，ある程度の適合度と考えられた。このことから，仮説１はある程度支持された。 
 
Figure5-1 学校支援体制から教員間および教員 SC 間の協働を促進する効果モデル 
 
2. 教員間協働および教員と SC 協働と生徒指導の教師集団効力感の関連性（仮説２） 
続いて，Figue5-1 のモデルに教師集団効力感を加え，協働因子が生徒指導の教師集団効
力感に及ぼす影響について検討した。モデルを Figure5-2 に示す。モデルの適合度につい
ては，[χ2（d.f.=24,N=363）＝75.40（p<.001），CFI=.89，RMSEA＝.077(.058-.097)]で
あり，ある程度の適合度と考えられた。このことから，十分なモデルとはいえないものの
ある程度教員間協働と教員と SC 協働は，生徒指導の教師集団効力感とつながる可能性が示
された。 
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Figure5-2 教員間協働及び教員 SC間協働と教師集団効力感の関連モデル 
 
3. 管理職の協働的配慮が学校支援体制及び協働に及ぼす効果の検証（仮説３） 
 管理職の協働的配慮が学校支援体制及び協働を促す効果を検討するために，Figure5-2 に
管理職の協働的配慮の変数を加えたモデルを検討した。モデルを Figure5-3 に示す。モデ
ルの適合度については，[χ2（d.f.=31,N=363）＝126.09（p<.001），CFI=.87，RMSEA
＝.092(.076-.109)]で，不十分な適合度であった。しかし，管理職配慮から学校支援体制に
向かうパスの標準化係数β＝.25（p<.05），管理職の協働的配慮から協働に向かうパスの標
準化係数β＝.82（p<.001）であった。このことから，モデルとしては不十分であるものの，
仮説 3 のモデルは，管理職の協働的配慮とつながる可能性が示された。 
 
Figure5-3 管理職の配慮が学校支援体制及び協働に及ぼす効果のモデル 
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第５節 考察 
考察では，学校の特徴，各種会議，SC への配慮の実態と学校種と各協働の関連性につい
て検討し，そして仮説である教員と SC 協働および教員間協働における学校支援体制，生徒
指導の集団効力感，管理職の協働的配慮との関連性について考察する。 
 
第１項. 学校の特徴，各種会議，SCへの配慮の実態と学校種と各協働との関連性 
1. 学校の特徴 
 学校の特徴として授業準備時間は，全体では授業準備時間が殆どないことが多く，校種
差の検討では小学校で授業準備時間が殆どなく，高等学校では 11 時間以上が多く見られた｡ 
 各学校の特徴（学級数，地域の特色，1 週間での授業準備時間）と教員と SC 協働の関連
性において，1～11 学級，農村・漁村地帯，1 週間での授業準備時間がほとんどない学校よ
りも，12～23 学級，大都市近郊，1 週間での授業準備時間が 5～10 時間の学校が有意に高
く見られた。 
 有意差のみられた学校の特徴を統合して考えると，農村・漁村地帯の小規模校であるた
め，各教員に校務分掌が多くふられ（荊木・杉本・淵上他，2015），余裕がない状況がうか
がえる。そのために異職種からすると，協働しづらい状況があると考えられた。これらは，
小規模校において教員の自己完結的な教育観が増加する傾向（佐古，2006）とも一致する。
反対に教員と SC 協働が活性化する学校は，大都市近郊の中規模校であり，教員の授業準備
時間も比較的取りやすい学校であることから，教員数もある程度確保され，様々な役割分
担を行いやすい状況があると考えられた。教員の忙しさについても，授業を準備する時間
がほとんど取れない学校では，SC との協働を行うための情報共有や役割分担を行う時間が
ほとんど取れないことが推察された。教員の忙しさの背景には，上述したような学校の特
徴や，学校支援体制の不足による忙しさ等も関連している（淵上，2013）と考えられた。 
 これらのことから，地域の特色や学校規模，教員の忙しさは，教員と SC 協働の活性化と
関連し，学校支援体制の状況の傍証になるとも考えられた。 
 
2. 会議の実態と学校種，各協働との関連性 
(1) 会議の開催状況 
会議の開催状況は，全体として定期的に生徒指導会議を開催し，不定期にケース会議・
教育相談会議を開催していることが示唆された。校種別には，小学校はケース会議・生徒
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指導会議を不定期に開催，中学校は生徒指導会議を定期的に開催，高等学校はケース会議
を開催せず，生徒指導会議を不定期開催，教育相談会議を定期開催する傾向が見られた。 
校種比較により，小学校では不定期な生徒指導会議となる理由として，学級対応が中心
となるため，会議が定例化されにくい可能性が考えられた。中学校での定期的な生徒指導
会議について，中学校は義務教育であり，様々なタイプの生徒が在籍しているため，生徒
指導上の問題が頻発しやすく，定期的に生徒指導を検討する必要がある可能性が考えられ
た。高等学校での定期的な教育相談会議および不定期な生徒指導会議となる理由として，
高等学校の生徒指導の在り方が関連していると考えられる。高等学校では，出席日数や停
学・退学等の既定の中で生徒指導が実施されていることが報告されている（荊木・淵上・
古市，2014）。恐らく問題発生時の開催が多くなっていると考えられた。一方，定期的な見
守りが必要となる不登校は，単位の関係から教育相談会議での生徒の検討が必要となると
考えられた。 
 
(2) 会議のメンバー 
会議のメンバーとして，全体では校長や教頭の管理職，ついで生徒指導主事，担任，養
護教諭が見られた。校種別において，小学校は管理職や担任，中学校では管理職や生徒指
導主事，SC，高等学校では生徒指導会議では担任，教育相談会議では相談担当や養護教諭
等会議毎に異なる傾向が示唆された。先行研究より，各校種間の違いについて，小学校教
員は担任による支援を重視する傾向をもつのに対して，中学校教員は専門的支援を重視す
る傾向が示唆された（渡部・武田，2008）。また，高等学校では生徒指導を個別に対応し，
進路指導場面では協働を促進する等，領域毎に異なる協働の在り方を示す傾向が報告され
ている（瀬戸，2003）。高校の各部署においても，中学よりも養護教諭や教育相談担当者が，
支援のネットワークを張り巡らすこと，説明や調整等の役割を担う傾向が見られることが
示唆されている（瀬戸・石隈，2002）。これらのことから本研究の結果を考えると，小学校
は学級中心の支援となるために担任が中心となり，中学校では学年団中心となるが，学校
として取り組むべき課題は生徒指導主事やSCといった専門性を持つ教員や職員が中心にな
ると考えられた。高等学校については，各部署によって異なる動きをしていることが考え
られた。 
また参加者と各協働の関連において，教員と SC 協働では，どの会議も共通して生徒指導
主事と SC 自身の参加が参加しないよりも有意に高く見られた。教員間協働においては，校
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長，教頭，生徒指導主事の参加が参加しないよりも有意に高く見られた。これらの傾向は
先行研究においても，中・高等学校の生徒指導主事が，説明や調整，情報収集，アセスメ
ントや判断を行い，SC が保護者・担任連携，ネットワーキングといった生徒支援を行うこ
とが示唆されている（瀬戸・石隈，2002；2003）。教員と SC 協働において，両者の参加は，
生徒指導主事が学校全体での調整や説明,情報管理を行うことで SC の活動が活性化する基
盤を構築し，SC はそれに合わせて保護者や担任をつなぐ役割を取ることを可能にすると考
えられる。また SC が会議に参加する意義として，心理学的知識に基づいた助言により，教
員の考え方を変えるきっかけとなることや，生徒対応への安心感につながっていることが
示唆されている（家近，2003）。他の生徒指導主事や養護教諭，相談員等の参加も，校内に
おける「専門性が異なる者」であり，それぞれの参加者が相互にコンサルテーションを行
う状況（家近，2003）により，多様な視点から問題を検討することが可能になると考えら
れた。また，管理職の参加は，異職種との調整において決定権を持つ人の参加であり，会
議の状況に即して柔軟な対応が取れるようになると考えられた。教員間協働において，管
理職が児童生徒を支援する会議のメンバーになる意義として，会議の参加のメンバーは援
助の重要性を理解し，管理職は今後の学校経営の参考となるという双方の利益が得られる
ことが示唆されている（淵上，2102）。すなわち，管理職の会議参加は，学校全体に対して，
問題の重要性を周囲に印象付けることになり，管理職自身にとっても学校が現在抱えてい
る課題の詳細を知ることにより，学校の現状に応じた経営を促進すると考えられた。 
したがって各種会議の開催や生徒指導主事や SC，校長，教頭の参加は，児童生徒の課題
を多様な視点から検討し，学校全体で検討，役割分担を行う基盤を構築するために，両協
働の活性化に貢献すると考えられた。 
 
3. SC への配慮と学校種 
SC の勤務状況では，SC の職員室机の設置や懇親会勧誘はほぼ半数以上が行っており，
小・高等学校では懇親会への勧誘が行われないところが多く，中学校では行われるところ
が多く見られた。また非常勤講師の職員室机設置は殆どの学校が行っている反面，SC の職
員室机設置や懇親会の勧誘は学校の状況によって異なることから，SC の職員室机設置や懇
親会への勧誘は，学校支援体制と協働化の 1 つの指標になると考えられた。これらの結果
により，これまで報告されてきた SC の職員室机の設置や，懇親会の勧誘は有効な方略であ
ることが実証されたと考えられた。 
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第２項. SC協働および教員間協働における学校支援体制，生徒指導の集団効力感，管
理職の協働的配慮との関連性 
本研究の仮説は以下の通りである。①学校支援体制が充実している学校は教員間，教員
と SC 協働が活性化しているだろう。学校支援体制の充実度を測る指標として，各種会議，
SC の職員室机の有無や SC の懇親会勧誘といった SC への配慮を取り上げた。また，②教
員間および教員と SC 協働が活性化している学校は生徒指導の教師集団効力感が高いだろ
う，③管理職の協働的配慮がなされている学校は学校支援体制及び協働が高いだろう。し
たがって以下では，この仮説に沿って考察を行う。 
 
1. 学校支援体制から教員間および教員と SC 協働の促進する効果 
 学校支援体制は共分散構造分析から協働との関連が見られ，教員間協働と教員と SC協働，
教員間協働と生徒指導の教師集団効力感に比較的強い相関がみられることから，学校支援
体制が充実している学校と教員間，教員と SC協働との関連が示唆された。 
各種会議（ケース会議，生徒指導会議，教育相談会議）の開催状況と教員間協働，教員
と SC 協働の関連性においても，ケース会議，生徒指導会議が無い学校よりも，定期・不定
期開催されている学校は有意に高くみられた。教育相談会議も無い学校よりも，定期開催
されている学校が有意に高く見られた。これらのことから，各会議を開催することにより，
校内で課題のある子どもの状況を把握し，役割分担を行うことで，教員間，教員と SC 協働
が共に活性化することが示唆された。先行研究においても，会議での正式な検討が無いな
かでは，教員間の個別の対応に終始し，学校全体での解決となりにくい傾向（佐古・葛上・
芝山，2005）とも一致している。反対に生徒を支援する会議での検討は，学校内のマネジ
メントの促進や学年，学校レベルでの教職員間の連絡や調整が促進されること，それに伴
い，各児童生徒への支援に関する相互コンサルテーションを行うことや，個別の教職員へ
の援助の促進といった機能を有することが示唆されている（家近・石隈，2007）。恐らく，
会議上で児童生徒の支援に関わる情報を共有し，検討することは，役割分担や支援のため
の疎通性の要素を含むものであると考えられた。従って，これらが教員間，教員と SC 協働
の活性化につながると考えられた。本研究においても，因子分析において協働の要因とし
ての情報共有や役割分担，支援のための疎通性は 1 因子構造となったことから，各要素は
協働において関連し合っていると考えられた。コーディネーション委員会の機能について
の研究では，児童生徒の支援を検討する会議は情報共有だけでなく，役割を分担すること
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や，各メンバーのコミュニケーションの活性化，精神的安定につながることが示唆されて
いる（家近・石隈，2007）。これらの先行研究の結果と同様の結果を示したことから，生徒
を支援する会議の設置と各協働の効果が量的にも実証されたと考えられた。すなわち学校
支援における会議開催は，校内の情報を集約するだけでなく，検討・役割を分担すること
で，学校支援の要として機能していたと考えられた。 
 SC の職員室机の設置や懇親会の勧誘と教員間協働，教員と SC 協働の関連性においても，
SC の職員室机や懇親会への勧誘が無い学校よりも，SC の職員室机や懇親会の勧誘がある
学校は有意に高く見られた。これらの傾向は，先行研究でも，職員室に SC の机を配置する
ことにより，教員との意思疎通を円滑にする機能（堀尾，2012）や，“同じ学校の職員”と
いう意識により，教職員の懇親会にも誘う（山崎，2010）等の配慮が SC の活用における
経験則から得られた方略として指摘されてきた。本研究の結果より，SC の職員室机の設置
や懇親会に誘っている学校は教員と SC，教員間協働が高いことから，SC を教職員とみな
し対応していると考えられた。SC の職員室机や懇親会の勧誘もない学校は，SC を教職員
とはみなさず，教員とは異なる対応をしていると考えられた。また，こうした傾向は教員
と SC 協働のみならず，教員間の関係にも影響を及ぼすことが推測された。 
 以上より，会議の開催や SC への配慮は，教員と SC 協働のみならず，学校全体の協働を
活性化させると考えられた。 
 
2. 教員間協働および教員と SC 協働と生徒指導の教師集団効力感の関連性 
 本研究においては，仮説として立てたモデルのあてはまりは，十分とは言い難かった。
しかしながら，相関分析において，教員間協働と教員と SC協働，教員間協働と生徒指導の
教師集団効力感に比較的強い相関がみられることから，学校支援体制の構築にとって有益
な知見が示されていると考えられる。 
教員間協働および教員と SC 協働と生徒指導の教師集団効力感との間で適合度が良いと
は言えなかった要因として，いくつかのことが考えられる。本研究において，変数として
各種会議や，SC の職員室机や懇親会への勧誘等 SC への配慮を設定したが，生徒指導の教
師集団効力感に影響を与える要因が他にも存在している可能性がある。例えば，今回潜在
変数として用いた会議の有無について，「定期開催」，「不定期開催」，「無し」とカテゴリカ
ルに測定したため，実態との誤差が大きかった可能性が考えられる。また SC への配慮とし
て，今回は SC の職員室机の設定と，懇親会への勧誘としたが，他にも SC の各種会議への
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参加等，SC への配慮になりうるものが存在したと考えられる。先行研究より，教員間の協
働化が高い学校は低い学校よりも教員の指導困難さが低減され，反対に個業化が高い学校
は指導困難さが増大する傾向（佐古，2006）や，保護者対応や校務分掌での集団効力感が
高い学校ほど，職務意欲や教師としての誇りが高い傾向（淵上，2013）が指摘されている。 
これらのことから，モデルとしての適合度があまりよくないとはいえども，教員間協働
および教員と SC 協働と生徒指導の教師集団効力感が関連する可能性が示されたことは，意
義があったと考えられる。今後，研究モデルや測定方法の見直しにより，より適合度の高
いモデルを示す必要性があると考えられる。 
 
3. 管理職の協働的配慮が学校支援体制および各協働に及ぼす効果 
 本研究においては，仮説として立てたモデルの当てはまりは，十分とは言い難かった。 
しかしながら，相関分析においても，管理職の協働的配慮と各協働，生徒指導の集団効力
感との間に比較的強い相関がみられることから，学校支援体制の構築にとって有益な知見
が示されていると考えられる。 
管理職の協働的配慮と生徒指導の教師集団効力感との間で適合度が良いとは言えなかっ
た要因としていくつかのことが考えられる。本研究において，管理職の協働的配慮や生徒
指導の教師集団効力感に影響する因子が他にも存在していた可能性がある。例えば，管理
職と緊密な連携のもと各部署にあった活動を設定するミドルリーダーや教育相談の中核を
担う教育相談担当者，生徒指導，養護教諭の動き等が，有効な変数となる可能性がある。 
先行研究において，教育相談の定着化に対して，管理職が学校のビジョンを示し，明確
な助言・指導を行う変革的リーダーシップと，管理職が教職員を信頼し，仕事を任せる配
慮的リーダーシップが間接要因となっていたことが示唆されている（西山･淵上･迫田，
2009）。協働の構築においても，管理職が注意すべき点として，メンバーの異なる専門性を
尊重することや，管理職がチームの構成員として参加すること，管理職が全学的・組織的
視点からチームマネジメントを心がけることが指摘されている（淵上，2102）。教員の学校
改善志向との関連においても，教員間の協働化と，管理職による統制化の相乗効果が指摘
されている（佐古，2006）。これらのことから，適合度が良いとはいえないが，管理職の協
働的配慮から学校支援体制や SC との協働が関連する可能性が示されたことは，意義があっ
たと考えられる。今後，研究モデルや測定方法の見直しにより，より適合度の高いモデル
を示す必要があると考えられる。 
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第６章 本研究の総括 
 
本章では，第 1 節での総合的考察において，本研究の調査部分である第 3～5 章までの結
果をまとめ，第 2 節の今後の課題と展望において，本研究の課題点と今後の展開について
述べる。 
 
第１節総合的考察  
本節では，最初に第 3～5 章の質的・量的研究から得られた教員間協働，教員と SC 協働，
学校支援との全体像について述べる。その後，教員間協働と教員と SC 協働の特徴，両協働
を規定する要因について述べる。 
 
第１項. 教員間協働，教員と SC 協働，学校支援との全体像 
 学校内の協働の全体像として，各種協働とそれらを規定する要因，関連する学校支援等
がみられた。各要因を見ていくと，以下のように考えられた（Figure6-1 参照）。 
本研究において学校内の協働は，教員間協働，教員と SC 協働に大別されると考えられた。
この両者の協働は，ケース会議や生徒指導会議，教育相談会議といった各種会議の設置，
SC の職員室机の設置や親睦会の勧誘といった学校支援と関連し，両協働や学校支援は管理
職の協働的配慮やミドルリーダーの組織行動と関連すると考えられた（第 3，4，5 章）。両
協働の各要因として，情報共有，役割分担，支援のための疎通性がみられ，これらは相互
に関連すると考えられた（第 3 章 1 節，第 5 章）。その他の要因としても，SC の職業的発
達や設置者の関わりによる協働の促進，学校規模も協働と関連することが示唆された。 
これまで学校組織文化に関する研究は，主に学校経営学や教育心理学等，個別に研究が
行われてきたことが指摘されている（淵上，2000）。そのため，教員間，教員と SC 協働に
おける相互関係が曖昧であったことが考えられた。本研究により，これらの相互関係が質
的（第 3 章 1 節，第 4 章）にも，量的（第 5 章）にも示されたことで，今後は各協働が関
連するものとして，包括的に学校支援を考えていく必要性が示唆された。 
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Figure6-1 教員間協働，教員と SC協働，学校支援との関連図 
171 
 
先行研究より，SC の活用体制の充実により，教員の児童生徒への問題対応困難度を軽減
させることが示唆されている（山口・水野・本田他，2015）。恐らく，これらの SC の活用
体制充実の背景には，教員間の協働や学校全体の支援体制の充実があったと本研究の結果
から推測される。しかし，これまで具体的な SC の活用体制や学校支援の中での位置づけに
ついては曖昧であった。経験則から見出される教員と SC 協働についての指針はみられたが
（堀尾，2012），教員間協働との関連はほとんど実証されてこなかった。ある県下の中学校
において，養護教諭や SC を含めた学校支援の定例会議開催はわずか 5％であり，支援方法
の検討は 0.1％に留まることが課題として報告されている（渡部・青木，2010）。こうした
状況を鑑みても，教員間および教員と SC 協働の活性化を包括的に考える方略の指針を得る
ことは，より協働の可能性を高めると考えられた。 
 
第２項. 教員間協働と教員と SC 協働の特徴 
 本研究において，様々な角度から，教員間協働と教員と SC 協働を見てきた。その中で，
教員間協働と教員と SC 協働には，いくつかの特徴や相違点が見られた（第 3 章 1 節）。 
 従来，教員間と教員と SC 協働を，生徒指導や教育相談の各分野で研究してきたために，
包括して研究されることが無かった（第 2 章 5 節）。そのため，協働の定義についても，各
学問領域によって微妙に異なっていた（第 1 章 3 節）。先行研究においても，心理学的な専
門知識を持つ SC は専門的ヘルパー，教員は教職の一側面としての役割を担うために複合的
ヘルパーといった各役割の区別はなされているものの（石隈，1999），個々の協働の在り方
については少数の論考（鵜飼，2002）を除いて，ほとんど議論されてこなかった。しかし，
SC 調査の結果から導き出されるように，各協働には特徴や相違点があり，これらの個々の
特徴を理解することは，学校内の多職種協働の在り方を理解する上でも重要な示唆になる
と考えられた。 
 学校内協働の日米比較によると，米国は細分化された学校の機能毎に専門職が分担して
いるが，日本は学校の全体状況を共有する教職員達が互いの穴を補填する形で融通無碍に
その時々の役割を転換していく特徴が示唆されている（鵜飼，2002）。すなわち，欧米の協
働の在り方と，日本の協働の在り方はおのずと異なるものであり，日本に合った協働の概
念を提示する必要があると考えられた。これらの協働の相違点を考える上でのヒントとし
て，看護領域での協働の定義がある。看護師同士の協働はイントラプロフェッショナルコ
ラボレーション（同職種間協働），病院内の異職種との協働はインタープロフェッショナル
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コラボレーション（異職種間協働）として定義されている（Moore & Prentice，2013）。す
なわち，複合的な相互関係を築く同職種間協働は，異職種間協働のなかに含まれるもので
あり，この両者は共通して協働上の技能や知識，関心が必要であることが示唆されている
（Moore & Prentice，2013）。SC は，メンタルヘルスの専門家が外部から非常勤職として，
学校教育の担い手として教育活動を通して進路指導や生徒指導，教育相談等，多種多様な
支援を行っている担任や養護教諭が存在する中に入っている体制ととらえられる（伊藤，
2004）。この考えを援用して，学校での協働について教員を例に挙げて考えてみる。すなわ
ち，同職種間協働は，類似した専門性，職業観を持つために，職能や資質により相互の役
割を交換可能な部分があると考えられる。異職種間協働は，異なる専門知識や職業観を持
つために，相互理解が必要であり，役割を交換できないと考えられた。学校での同職種間
協働は，教員間協働と捉えられる側面があると考えられる。一方，学校での異職種間協働
は，SC と教員間協働と捉えられる側面があると考えられた。両者の協働の相違点として，
教員間協働は能力や経験年数による縦の関係を築くが，異職種間協働は専門性を持ち寄る
横の関係を築くと考えられた。こうした学校での協働の活性化には，看護領域における同
職種間協働以上に相互理解や，情報共有の場が必要であると考えられた。本研究において
も，これらの協働的特徴の差により，学校要因の影響の受け方が微妙に異なっていると考
えられた（第 3 章 1 節，第 5 章）。医療教育分野において，近年注目を集めつつある多職種
連携教育（IPE：インタープロフェッショナルエデュケーション）の観点からも，専門職間
の違いについての相互理解や，各専門性の目標や違いの明確化等を理念として掲げている
（CAIPE，2011；仁木，2009）。したがって，今後学校内の各協働を発展させていくには，
これらの各専門性の特徴を相互理解し，それを養成課程の学生や現場の各専門家にも伝え
ていくことが重要となると考えられた。 
 
第３項. 教員間協働と教員と SC 協働を規定する要因（より良い協働を構築するために） 
これまで教員間協働と教員と SC 協働を取り巻く全体像と，両協働の特徴について述べて
きた。本項ではこれらの知見をもとに，より良い協働を構築し，児童生徒支援に活かして
いく指針について学校側の要因と SC 側の要因に分けて述べていく。 
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1. 学校側の要因 
本研究の結果より協働の要因は，情報共有，役割分担，支援のための疎通性の質と関連
することが示唆された。従って，これらの協働の要因を向上させるために，児童生徒の課
題を検討する各種会議の設置や，会議手法の整理，教員の専門性の向上を目指す教員研修
といった包括的な学校組織開発を行う必要がある。SC への配慮についても，SC の会議参
加や職員室机の設置，親睦会への勧誘等は，1 人では支援が必要な児童生徒を見つけること
が困難な SC の活動を助け，学校支援の整備や異なる視点の提供から教員間の協働をも高め
る可能性がある。そしてこれらの協働を支える人として，管理職の協働的配慮が必要とな
る一応の可能性が示された。この管理職の協働的配慮は，各種会議や SC への配慮といった
学校支援体制の構築と教員間協働や教員と SC 協働に関連している。先行研究より，教育相
談の定着と関連する要因において，校長では，変革的・配慮的リーダーシップやシステム
の構築が報告されている（西山・淵上・迫田，2009）。管理職が学校支援の枠組みを構築し，
そこで機能する協働について関心を向け，適切な助言や判断を行い続けることでこれらの
機能は維持されると考えられた。 
同時に，教務主任や生徒指導主事といったミドルリーダーの情報収集や発信，現場と上
層部の両者を活かした組織設計，学校経営の役割も大きいと考えられる。これらの上層部
が，学校の現状と各専門家の勤務形態や専門性を理解したうえで，役割分担や調整を行っ
ていく必要がある。先行研究よりミドルリーダーは，若手を育成，支援することで，協働
関係や人間関係を構築し，学校の雰囲気・文化を育成するといった現場レベルでの協働構
築活動を実現するリーダーシップ等が報告されている（小島，2012b）。また，中・高等学
校の生徒指導主事や学年主任が，説明や調整，アセスメントや判断，情報収集，マネジメ
ントを行い，教育相談主任が連携や広報活動，専門家連携を行うことが示唆されている（瀬
戸・石隈，2002；2003）。すなわち，ミドルリーダーとは，一般教職員や学校全体の状況を
把握し，その上で各役割に応じた情報共有や発信，提案や調整をする立場であると考えら
れる。そのため各ミドルリーダー間の情報共有や役割分担を活発にするために，これらの
情報や提案が効率的になされるような会議や話し合いの機会を設定する必要がある。また
会議の手法も短時間で効率的に情報共有や役割分担がなされるように，集まる時間の固定
化や，検討内容の整理，意思決定の方法等を整備することが重要である。また，各ミドル
リーダー自身や一般教職員全体が専門性を高めるために，学校支援に関わる研修や検討会
等，学校全体が学校支援を意識し，声を上げやすい状況を構築していくことが必要になる。
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その中でミドルリーダーは，専門性を高めるための枠組み設定や工夫を行う中で，外部の
知識を取り入れつつ，自分自身の専門性を高め，それを学校全体に広めることで，より学
校支援が可能な風土へと変化していくと考えられる（木岡，2002）。また，教員と SC 協働
に直接つながる養護教諭との連携も重要になると考えられる。常勤の学校の養護を担う中
核的存在として養護教諭は，個人支援では説明・調整、保護者・担任との連携，アセスメ
ント・判断，支援計画，システム上ではマネジメント，情報収集，支援システムの広報，
専門機関との連携を行うことが示唆されている（鈴木・鎌田・徳山他，2013）。これらの養
護教諭のコーディネーション行動は，管理職の評価やリーダーシップ，職場の雰囲気に影
響を受けることが示されている（鈴木，2014）。養護教諭のコーディネーション行動は，SC
との活発な事例検討や積極的な広報活動（瀬戸，2000），SC の居心地の良さや校内研修の
やりやすさ（伊藤，1999）とも関連してくると考えられる。したがって，養護教諭のコー
ディネーション行動を活性化させる観点からも，包括的な学校支援の開発は重要になるだ
ろう。 
最後にこれらの学校内部の協働に影響を与える要因として，設置者の関わりが考えられ
る。学校内の活性化には，学校支援のガイドラインの設定や学校の実情に合ったキーパー
ソンの加配・転勤，教員，SC 理解を促す研修の設定，学校規模に応じた支援体制構築の助
言，SC 自身の学校理解を深める研修等が必要になると考えられた。 
 
2. SC 側の要因 
SC 自身に関しても，学校の特性を理解したうえで，より協働を活性化させる助言を管理
職やミドルリーダーに行うことが肝要となる。またこれらの助言を行うために，SC 自身が
学校や学校支援内での自分自身の立ち位置や学校支援の状況を理解し，その状況に合わせ
て，周囲に働きかけていく必要があると考えられる。こうした協働化への助言のために，
SC 自身も自分自身と教員との専門性の相違点や，学校調整の判断材料としての心理学的知
識，関係調整や外部連携へのチーム援助促進法といった専門知識を獲得することが重要で
ある。しかし現時点での SC は，外部からの非常勤職として，多種多様な学校支援を行って
いる担任や養護教諭が存在する中に参画する存在である（伊藤，2004）。そのなかで，SC
は保護者・担任連携，ネットワークといった複数の役職や校務分掌と役割分担をしながら
生徒支援を行う反面，マネジメントや情報収集の中心となる行動はしない方が良いと判断
している現状がある（瀬戸・石隈，2002；2003）。さらに，SC としての研修の機会も少な
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く，SC 自身が学校側の対応を改善するという意識を持ちにくいのが現状である（武井・水
野・市川・西口，2012）。また近年学校支援において，重要な位置を占めつつある SSW と
の役割分担も同時に考えていく必要があると考えられる。 
SC 自身がこうした学校全体に対する視野や，働きかけを可能にするために，養成段階で
の講義や実習，着任後のスーパーバイズや SC 同士のピアサポートの組織化が必要になると
考えられる。それらの研修には，SC自身が自分の周辺のネットワークを構築していく際に，
学校支援全体を見通し，その中で SC 自身が何を行っていくかの判断が重要となると考えら
れる（荊木，2016）。このような学校全体を見通した判断を行うために，学校支援と教員間，
教員と SC 協働に関わる知見は有効な指針となるだろう。SC はこれらの知識を理解するこ
とで，自分自身の学校支援内での立ち位置を理解し，2 者関係中心の支援から，3 者関係中
心の支援を意識して取り組んでいく必要があると考えられる。SC がこうした働きかけを行
うことで，同職種間協働で構成される教員間協働では盲点となる情報共有や役割分担の在
り方の理解がなされ，学校支援における協働がより活性化すると考えられた。 
 
第２節 今後の課題と展望 
第１項. 本論文の課題 
 本研究の課題としては，以下のことが考えられる。例えば量的検討において，SC の視点
からは検討出来ていない。第 3 章 1 節の，教員間と教員と SC 協働の相違点を考えれば，両
者の視点からの検討が必要になると考えられる。また，チームとしての学校（文部科学省，
2015）を考えるのであれば，SSW 等校内の異職種との協働も視野に入れる必要があると考
えられた｡また今回は，特別支援教育と学校支援や学校内の協働については，これまで触れ
てこなかった。しかし，特別支援教育における学校支援の構築は学校の中での大きな課題
である（若村・森田，2014）。今後は，これらとの関連も検討していく必要があると考えら
れた。また本研究では，学校内部の協働を主に検討したために，学校外部と内外の協働の
関連は検討されなかった。学校内部の協働と同様に学校外部の協働は児童生徒の支援に新
しい知識の注入（林・木戸・中村他，2005）や学校全体での取り組みを行う際の協力者（藤
井・古田・榊原，2004；佐古・中妻・寺田，2012）として重要である。今後はより良い協
働のためにも学校外部の協働との関連性を明らかにする必要があると考えられた｡ 
本研究は，児童生徒や保護者への影響については質的検討の一部で紹介するのみに留ま
っている｡当然のことながら学校支援は，最終的に児童生徒の課題解決や健全育成を目的と
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しているために，こうした教員間協働や教員と SC 協働の状況が児童生徒への課題解決や健
全育成にどのように影響したのかを検討することは最重要目的であると考えられる。また，
児童生徒の最も身近な大人である保護者への影響を理解することは，児童生徒支援におい
て重要な視点であると考えられる。従って，児童生徒や保護者への影響についての量的検
討が必要と考えられた。 
課題の最後として，設置者の姿勢と学校内部の協働の関連性について，量的検討が出来
なかった。先行研究（西山，2008）や SC 調査の結果（第 3 章 1 節）が示す通り，設置者
と学校支援の関連性は強いと考えられる。従って，今後はこうした側面の関連性を，設置
者への半構造化面接や量的検討から明らかにする必要があると考えられた。 
 
第２項. 本論文の展望 
本研究の展望としては，以下のことが考えられた。本研究の知見は，教員間協働と教員
と SC 協働の双方の協働的特徴と，それを規定する要因が示唆された。従って本研究の知見
を活かし，実際の学校内部の協働を活性化するための，教員の役職や状況に応じた研修が
可能になると考えられた。 
最初に考えられる研修として，本研究の知見より，双方の協働の活性化に管理職やミド
ルリーダーの役割が大きいこと，総合的組織設計が必要であることが示唆された（3章1節，
4 章）。そのため，管理職に向けて総合的組織設計の理論と方略を講義する研修が考えられ
た。その際には，前述したような協働の全体像や，教員間協働と教員と SC 協働の各特徴を
理論的枠組みとして，具体的な改善策の立案や計画，実行までを行うことが可能となるプ
ログラム化，カリキュラム化が考えられる。これらのカリキュラムを作成し，大学や大学
院等の高等教育で講義や演習として現職教員を研修し，実際の学校での介入や改善を行う
ことにより，より実践的な知見として洗練されると考えられた。またミドルリーダーの事
例（第 4 章 2 節）でも見られたように，初任者，一般教職員に対して，学校支援や SC をよ
り積極的に活用するために，SC のような異職種間協働での活用方法の研修や，教員間協働
のあり方の研修も，同時に必要になると考えられる。また教員の養成段階から，教員養成
課程や養護教諭養成課程での学生に対して，各異職種の協働的特徴や専門性についての演
習（荊木･森田･鈴木，2015）や，実習を行うことも可能であると考えられた。 
教職課程だけでなく，将来 SC となる臨床心理士養成過程や SSW となる社会福祉士養成
過程の学生にも，共に学び，検討する場を作ることで，将来の学校での各専門職による多
177 
 
職種協働が可能になると考えられた。若手 SC の課題（第 3 章 1 節）は，学校理解の不足や
学校の全体像として見ることの困難さ，従来の臨床心理士教育とは異なる文化を相対化す
る機会が少ないことにあることが示唆された。これらの課題を克服するために，教職課程
と同様に，養成課程の段階から，学校という異なる文化に触れる機会や，振り返る場を構
築することが必要になると考えられた。そして前段階として，本件研究の知見である学校
支援の各特徴（第 3 章 1 節）や協働的背景（第 3 章 2 節）をカリキュラム化，プログラム
化し，講義や演習により準備性を高めていく必要があると考えられた。現在のところ，SC
の協働に関わる研修は充実しておらず，養成教育は医療臨床中心であることが指摘されて
いる（武井・水野・市川他，2008）。その視点からも，本研究で見られたような学校支援の
現状や，教員の考え方等を理解する必要があると考えられる。 
展望の最後として，本研究の知見は，設置者の立場からも活用の可能性がある。文部科
学省の目指す「チームとしての学校（文部科学省，2015）」の実現は，ただ異職種を学校に
参画させるだけでは難しいことは，本研究の結果からも示唆された。そのため，異職種を
学校に参画させ，学校支援の機能をより高めることが重要になると考えられた。従って，
本研究の知見は会議のもち方や SC との協働にあり方等，ガイドラインの基本的指針として
役立つ可能性があると考えられた。 
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資料・付録 
資料１ 第 3章 1節 属性と次元のサブカテゴリ，カテゴリ，カテゴリグループ数 
Table7-1 属性と次元（学校内における教員と SC協働）により再構成したサブカテゴリ，
カテゴリ，カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 
次 元（学校における教員と SC 協働） 
どちらかというと
協働できている 
どちらともいえない 
どちらかというと
協働できていない 
会議の様相
と SC の出席 
サブカテゴリ 111 60 12 
カテゴリ 27 18 9 
カテゴリグループ 5 8 3 
SC の 
情報把握 
サブカテゴリ 17 66 53 
カテゴリ 6 15 25 
カテゴリグループ 4 9 13 
教員の立場 
サブカテゴリ 87 112 23 
カテゴリ 25 22 11 
カテゴリグループ 11 6 4 
教員の負担 
サブカテゴリ 11 2 8 
カテゴリ 7 1 5 
カテゴリグループ 3 1 2 
SC の仕事 
サブカテゴリ 129 213 112 
カテゴリ 25 70 36 
カテゴリグループ 9 16 14 
不登校の 
対応 
サブカテゴリ 6 48 9 
カテゴリ 3 14 2 
カテゴリグループ 1 4 1 
外部連携 
サブカテゴリ 9 8 1 
カテゴリ 5 2 1 
カテゴリグループ 3 2 1 
教員間の 
コミュニ 
ケーション 
サブカテゴリ 14 6 7 
カテゴリ 7 3 6 
カテゴリグループ 4 2 4 
SC と教員の
コミュニ 
ケーション 
サブカテゴリ 22 14 19 
カテゴリ 10 6 9 
カテゴリグループ 7 4 4 
SC 机の位置 
サブカテゴリ 7 10 18 
カテゴリ 5 2 1 
カテゴリグループ 2 2 2 
教員支援 
サブカテゴリ 64 33 13 
カテゴリ 21 11 12 
カテゴリグループ 3 3 5 
SC への 
働きかけ 
サブカテゴリ 25 11 4 
カテゴリ 13 7 4 
カテゴリグループ 3 3 3 
  
Table 7-2属性と次元(学校外における教員と SC協働)により再構成したサブカテゴリ， 
カテゴリ，カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 
次 元（学校外における教員と SC 協働） 
どちらかというと
協働できている 
どちらとも 
いえない 
どちらかというと
協働できていない 
設置者の 
関わり 
サブカテゴリ 32 13 28 
カテゴリ 11 8 9 
カテゴリグループ 4 2 4 
学校規模 
サブカテゴリ 14 14 17 
カテゴリ 5 4 5 
カテゴリグループ 4 3 4 
 
Table 7-3属性と次元（教員と SC協働に関する要因）により再構成したサブカテゴリ，  
カテゴリ，カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 
次 元（教員と SC 協働に関する要因） 
協働の促進要因 協働の阻害要因 
どちらかと 
いうと協働 
できている 
どちらかと 
いうと協働 
できていない 
どちらかと 
いうと協働 
できている 
どちらかとい
うと協働でき
ていない 
管理職の 
姿勢 
サブカテゴリ 17 5 2 11 
カテゴリ 6 1 2 5 
カテゴリグループ 4 1 2 5 
学校危機の
対応 
サブカテゴリ 2 5 0 0 
カテゴリ 1 2 0 0 
カテゴリグループ 1 1 0 0 
異職種理解 
サブカテゴリ 9 6 5 3 
カテゴリ 2 1 1 2 
カテゴリグループ 2 1 1 2 
教員間の 
関係 
サブカテゴリ 19 4 3 4 
カテゴリ 3 3 2 4 
カテゴリグループ 2 3 2 3 
システム構
築への SC
の取り組み 
サブカテゴリ 15 13 0 1 
カテゴリ 5 9 0 1 
カテゴリグループ 4 5 0 1 
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Table 7-4属性と次元（SC経験）により再構成したサブカテゴリ，カテゴリ， 
カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 
次 元（SC経験） 
若手 SC 中堅以上 SC 
学校理解 
サブカテゴリ 7 19 
カテゴリ 2 8 
カテゴリグループ 2 7 
心理士とし
てのアイデ
ンティティ 
サブカテゴリ 8 37 
カテゴリ 9 11 
カテゴリグループ 5 4 
必要と考え
るカウンセ
ラー役割 
サブカテゴリ 35 80 
カテゴリ 11 29 
カテゴリグループ 7 8 
教員との 
関係 
サブカテゴリ 46 44 
カテゴリ 9 13 
カテゴリグループ 5 8 
情報管理 
サブカテゴリ 5 24 
カテゴリ 2 9 
カテゴリグループ 2 4 
心理学的 
知識の使用
方法 
サブカテゴリ 16 12 
カテゴリ 1 3 
カテゴリグループ 1 3 
教員との 
学校支援の
構築 
サブカテゴリ 5 30 
カテゴリ 2 7 
カテゴリグループ 1 4 
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Table 7-5属性と次元（SC・教員の専門性）により再構成したサブカテゴリ，カテゴリ，
カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 
次 元（SC・教員の専門性） 
SC の専門性 教員の専門性 
位置づけ 
サブカテゴリ 1 2 
カテゴリ 1 1 
カテゴリグループ 1 1 
役割 
サブカテゴリ 23 62 
カテゴリ 10 24 
カテゴリグループ 4 9 
予防活動 
サブカテゴリ 13 21 
カテゴリ 7 14 
カテゴリグループ 6 3 
SC の 
活動範囲 
サブカテゴリ 37 15 
カテゴリ 14 8 
カテゴリグループ 5 5 
専門性の 
研修 
サブカテゴリ 55 0 
カテゴリ 10 0 
カテゴリグループ 3 0 
専門家として
の期待 
サブカテゴリ 10 4 
カテゴリ 1 1 
カテゴリグループ 1 1 
専門文化 
サブカテゴリ 38 23 
カテゴリ 13 9 
カテゴリグループ 7 5 
協働への 
姿勢 
サブカテゴリ 30 17 
カテゴリ 16 12 
カテゴリグループ 6 3 
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Table7-6属性と次元（カウンセラーの支援形態）により再構成したサブカテゴリ， 
カテゴリ，カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 
次 元（カウンセラーの支援形態） 
学 校 個別相談機関 
対象者の 
特徴 
サブカテゴリ 1 1 
カテゴリ 1 1 
カテゴリグループ 1 1 
対象とする
範囲 
サブカテゴリ 11 1 
カテゴリ 5 1 
カテゴリグループ 2 1 
他職種との
方向性 
サブカテゴリ 8 4 
カテゴリ 4 1 
カテゴリグループ 2 1 
カウンセラ
ーの役割 
サブカテゴリ 17 7 
カテゴリ 3 3 
カテゴリグループ 2 2 
組織形態 
サブカテゴリ 18 1 
カテゴリ 6 1 
カテゴリグループ 3 1 
情報共有 
サブカテゴリ 1 1 
カテゴリ 1 1 
カテゴリグループ 1 1 
スタッフ 
サブカテゴリ 7 1 
カテゴリ 3 1 
カテゴリグループ 3 1 
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Table 7-8属性と次元（学校種）により再構成したサブカテゴリ，カテゴリ， 
カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 
次 元 
小学校 中学校 高等学校 
会議の 
在り方 
サブカテゴリ 1 1 1 
カテゴリ 1 1 1 
カテゴリグループ 1 1 1 
児童生徒 
への対応 
サブカテゴリ 4 7 8 
カテゴリ 3 3 1 
カテゴリグループ 3 2 1 
学歴コンプ
レックス 
サブカテゴリ 1 1 5 
カテゴリ 1 1 2 
カテゴリグループ 1 1 2 
 
Table 7-9属性と次元（特徴的な学校支援）により再構成したサブカテゴリ，カテゴリ，
カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 
次 元（特徴的な学校支援） 
養護施設内の学校 
不登校を積極的に 
受け入れる学校 
対象と 
なる 
児童生徒 
サブカテゴリ 8 4 
カテゴリ 3 3 
カテゴリグループ 1 1 
教員の 
特徴 
サブカテゴリ 1 4 
カテゴリ 1 3 
カテゴリグループ 1 1 
児童生徒の 
支援体制 
サブカテゴリ 6 10 
カテゴリ 5 10 
カテゴリグループ 3 3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
資料２ 第 3章 2節 学校内の協働や学校支援の背景となる状況やコアカテゴリ例 
 
Table 7-10 SCの専門性の次元（SC・教員の専門性）に含まれる状況やカテゴリ例 
属 性 状況やカテゴリ例（対象者番号） 
位置づけ 黒子として理解(1,3) 
役 割 
間接的な環境操作(1,3,4,5,10) 
相互理解を演出(3) 
外部機関との仲介として役所との橋渡し，記録作成，相手の意図に沿った情報提供，個人資
源の活用(5,8) 
教員への心理学的視点の提供・課題整理(8,9,10) 
ケース全体の方向性と支援計画の作成・管理(3,5,8,10) 
予防活動 
個人的・間接的(3,4) 
会議での外部機関との連携助言(7) 
日常対応中心(3,4,5) 
将来を見越した講演活動(10) 
部活のストレスマネジメント(10) 
いじめアンケートフォロ (ー10) 
SCの 
活動範囲 
非行系も活動範囲の中に入れている(4,5) 
教員の手が回らない心のケア(1,2) 
クライエントのニーズからカウンセリングにつなげる(8) 
環境調整はプロセスとして必要(8,10) 
支援内容を明確にする(10) 
専門性の 
研修 
成熟した地域・学校での職業経験(3) 
インターンとしてのSC勤務見学(4) 
SCと病院の異なる経験(4,10) 
予備校臨床でのコミュニティ的なSV(5) 
正規SCと準SCの連絡帳を通じた研修(6) 
心理士資格保持者のコーディネーターの相
談(7) 
SVやピアカウンセリングによる支援(9) 
現場から育てられる(9) 
児童相談所での勤務経験(8) 
専門家と 
しての期待 
挨拶や社会常識がある健康さや服装(自我力)(10) 
健康さと明るさ(10) 
健康な子とも課題のある子ともやれるバランス感覚(10) 
専門文化 
時間感覚の厳密さ(8) 
SCが考える仕事範囲の多様性(8) 
SC間での疎通性の格差(8) 
SC間の学校内の治療構造の格差(8) 
SC間の共通理解の基盤がない(8) 
勤務した組織経験の格差が大きい(8) 
多様な組織とSCの枠組み(8) 
心理士のスタンスの違いによる協働格差(8) 
協働への 
姿勢 
学校全体を見ながら面接の力量を高める(8) 
現場でのSCとSSWの役割混乱(8) 
SC間での疎通性の格差(8) 
ベテランSCの規定外出勤(8) 
様々な学校システムでやれたこと(12) 
支援体制確立はSCの力量範囲外(10) 
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Table 7-11 教員の専門性の次元（SC・教員の専門性）に含まれる状況やカテゴリ例 
属 性 状況やカテゴリ例（対象者番号） 
位置づけ 学級運営や授業(1) 
役 割 
授業や学級経営を通して，困難な背景の子ど
も達をまとめ上げる(1,3,8) 
毎日の家庭訪問(2) 
ちょっとした問題解決(2) 
日常の関わり中心(8,9) 
学校での服装基準有(10) 
学校危機下での悪者捜しと日常性の回復(9) 
社会常識を普通に出来る健康さ（自我力）(10) 
適応重視(10) 
いじめ対応(1,3)，学級崩壊の対応(3) 
予防活動 
直接的で全体的に働きかける(2,5) 
学年主任による環境の芳醇化(3) 
教員の予防活動の曖昧さ(1) 
学級通信の発行(2) 
子どもや家庭への密接なコミュニケーション(2) 
教育相談アンケートの実施(6,8,10) 
予防的取組みは余裕のある学校のみ(10) 
SCの 
活動範囲 
非行系はSCのケースではない(4) 
SCに子どもを任せる敗北感(1) 
教員の自尊心の傷つき(1) 
個別相談する人(4,8) 
（特別支援）外に出しやすい子(1) 
専門性の 
研修 
学校経営研修 
重要課題についての研修 
初任者研修 
10年経験者研修 
長期社会体験研修 
大学院就学休業制度 
※これらの研修は、文部科学省(2013)より抜
粋した。 
専門家と 
しての期待 
SCの教員の人間関係づくりの期待(10) 
SCの教員間でのコミュニケーション期待(10) 
観察でのコンサルテーション期待(10) 
専門文化 
学歴コンプレックス(10) 
医師・弁護士の発言力大きい(10) 
修士卒であるSCへの脅威感(10) 
時間感覚の曖昧さ(8) 
時間的限界(10) 
連絡先を教える文化(9) 
他者から教わることに慣れていない(10) 
生徒を知っているが、意味が分からない(10) 
協働への 
姿勢 
よそ者とは協働したくない(8) 
SCが外部の専門家と協働できることを知らない(10) 
学校背景や文化・運営がSC活動に影響(9,10) 
組織的期待についての管理職と教員格差(10) 
パフォーマンス・メンテナンスの両立困難(11) 
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Table 7-12 学校と個別相談機関の支援形態のコアカテゴリ（カウンセラーの支援形態）に含まれ
る状況やカテゴリ例 
属 性 
次 元 
学   校 個別相談機関 
対象者の特徴 病理の浅い人中心(4) 病理の深い人(4) 
対象と 
する範囲 
３者間の関係調整中心(4) 
問題となる範囲が統一されていない(4) 
病理の深い人への一対一の関係重視(4) 
他職種との方向
性 
相互理解が必要(3,4,5) 
役割分担が曖昧(6) 
教員との2項対立(6) 
他職種は人への関わり方がほぼ一致する人 
(4,6) 
指示系統が明確で、役割が固定化(6) 
カウンセラーの 
役割 
個々人が機能するまでの橋渡し(4) 
共通理解の促進(4) 
複合要素の査定(3) 
枠のなさを想像で補完(9) 
ニーズを読むところから始めないといけない
(4) 
一対一を深く掘り下げる(4,10) 
見立てと介入(3) 
実際は社会適応や周囲の環境調整も大事(10) 
仕事が無くても落ち着いていられる(4) 
組織形態 
比較的わかりやすい組織(8) 
学校のあり方に影響を受ける(1,3,9,11) 
大学・病院の部単位での独立性の高さ(8) 
情報共有 
多様な情報の累積があるため，基本的な情報
共有の優先(4) 
一対一の関わりのみ求められるので，特に情
報を収集する必要はない(4) 
スタッフ 一般的には，教員とSC・SSW(3,13) 主治医・ナース・家族・PSW(4) 
注）状況やカテゴリ例（対象者番号） 
 
 
Table 7-13 SCから見た学校種の特徴のコアカテゴリ（学校種）に含まれる状況や 
カテゴリ例 
属 性 
次 元 の 様 式 
小学校 中学校 高等学校 
会議の 
在り方 
小学校は放課後のみ会議可
能(10) 
中･高等学校であれば、
時間割の中に組み込む
(10) 
中･高等学校であれば、時間割の中
に組み込む(10) 
児童生徒への
対応 
小学校高学年の友人関係の
相談(12) 
子どもと担任の仲介(3) 
中学校の学年対応とSC
のチーム対応(11) 
思春期の相談(3) 
高校の生活指導組織と担任の個別
対応(11) 
３部制の定時制高校の出席管理・情
報収集の大変さ(12) 
学歴 
コンプ 
レックス 
教育大出身者が頂点の小学
校(10) 
小学校での学歴信仰の強さ
(10) 
小学校のSCへの絶対性
(10) 
高学歴SCに対する 中
学教員の距離感(10) 
 
高等学校での臨床心理士資格取得
教諭によるエンカウンター教育(10) 
高校の外部の専門家としてのSC対
応(11) 
高校の専門職同士の対等性(10) 
注）状況やコアカテゴリ例（対象者番号） 
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Table7-14 学校支援に特徴のある学校のコアカテゴリ（学校支援に特徴のある学校）に 
含まれる状況やカテゴリ例 
属 性 
次 元 の 様 式 
養護施設内の学校 不登校を積極的に受け入れる学校 
対象となる児
童・生徒 
虐待された子どもの人生やり直しの場
(9) 
2次・３次予防中心(9) 
激しい行動化(9) 
生徒の愛情飢餓(9) 
中学生の幼児性(9) 
精神科の患者の様な保護者(9) 
現実検討力のない保護者(9) 
元不登校生徒の受け入れ(9) 
同級生のいない他府県登校(9) 
保護者の送迎による登下校(9) 
言語的やり取り可能 (9) 
教員の 
特徴 
教員の頻繁な移動(9) 
休職明けの先生中心(9) 
虐待の研修による理解(9) 
非行や虐待は不慣れで対応困難(9) 
神経症的不登校が対応の限界(9) 
児童・生徒の
支援体制 
頻繁な転出入(9) 
施設不適応による帰宅(9) 
親と離れて生活 (9) 
必要最小限の情報交換(9) 
 
SC２人体制(9) 
主SCが管理職対応・会議出席(9) 
役割分担での叱り役と慰め役ＳＣ(9) 
落ち着いたSCへの引き継ぎ(9) 
養護教諭と先発SCによる体制作り(9) 
ベテラン養護教諭から若手への引き継ぎ(9) 
ベテラン養護教諭の柔軟な対応(9) 
管理職に信頼された養護教諭のシステム作り(9) 
短大という目標設定 (9) 
注）状況やコアカテゴリ名（対象者番号） 
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資料３ 第 5章 使用した質問紙 
 
学校内の協働に関する調査 
【調査へのご協力のお願い】  
 私は兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科学校教育臨床連合講座教育臨床専攻（岡山大
学配属）博士課程３回生の荊木まき子です。現在，学校内の児童生徒への支援体制の在り方と
して教員とスクールカウンセラーの協働についての調査を行っております。 
皆様に簡単な質問に答えていただき，学校における児童生徒への支援体制の具体的な手立て
を提案する資料として使わせていただきたいと思います。ご協力くださるようお願いいたしま
す。 
 回答は無記名です。個人や学校が特定されることはありません。皆様のご回答を他の目的に
使用したり，回答内容が他に漏れることはありません。この調査にお答えいただいたことで皆
様にご迷惑をおかけすることはありませんので，お忙しい中を恐縮ではございますが，どうか
安心してご協力いただけますようお願い申し上げます。 
 
【調査票記入にあたってのお願い】 
① この調査はお名前を記入していただく必要はありません。 
② 個人に関する情報が特定されるかたちで結果が公表されることもありません。 
このアンケート用紙も，鍵のかかる場所に保管され，研究終了後は全てシュレッダーにか
け誰のものかわからなくした状態で燃やして処分します。 
③ 回答は，各設問の指示に従って，該当する番号に○を，または回答文をご記入ください。 
④ 回答は，現在勤務している学校についてお答えください。 
⑤ この調査について，ご不明な点は下記までお問い合わせください。 
                                            
調査者  
兵庫教育大学連合大学院連合学校教育学研究科学校教育臨床連合講座教育臨床専攻
（岡山大学配属） 
博士課程 荊木まき子 
指導教員 安藤美華代 
問い合わせ先  
岡山大学大学院教育学研究科 教育臨床学講座   
〒700-8530 岡山県岡山市北区津島中 3-1-1  
安藤研究室 Tel086-251-7742  
荊木アドレス pvkp54vc@s.okayama-u.ac.jp 
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問A 学校における教員とスクールカウンセラーの関
係について，お伺いします。あなたが，どの程
度そう思うか，当てはまるものを 1つ選び，番
号に○を付けてください。 
1. 本校の教員集団はスクールカウンセラーと共に，
児童・生徒の予防的な対応も含めた情報共有を行
っている。 
2. 本校の教員集団はスクールカウンセラーとの会
議で，課題のある児童生徒の対応を検討している。 
 
3. 本校の教員集団はスクールカウンセラーと，課題
のある生徒の多面的で詳細な情報を共有しよう
としている。 
4. 本校の教員集団はスクールカウンセラーと，地域
の情報等，学校全体の児童・生徒支援に関わる情
報を共有しようとしている。 
5. 本校の教員集団はスクールカウンセラーに，児童
生徒の心や行動上の課題，発達，対応方法につい
て相談している。 
6. 本校の教員集団はスクールカウンセラーと共に
児童生徒の支援について，児童・生徒や保護者の
対応を分担している。 
7. スクールカウンセラーが学校内でどのような役
割をはたしているのかを，校内のほとんどの教員
が理解している。 
8. 本校の教員集団は課題のある児童生徒の対応に
ついて，教員のみで対応している。 
 
9. 本校の教員集団は，スクールカウンセラーを校内
の教職員の一員として考えている。 
 
10. 本校の教員集団はスクールカウンセラーと日常
的に，学校の課題や子どもの対応について話し合
っている。 
11. 本校の教員集団は，スクールカウンセラーと児童
生徒の対応の方向性を一貫させている。 
 
12. 本校の教員集団は児童・生徒の支援に苦慮してい
る時，気軽にスクールカウンセラーに相談してい
る。 
全くそう 
思わない 
そう 
思わない 
どちらでも
ない 
そう思う 
非常に 
そう思う 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
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問B 学校における教員間の関係についてお伺いします。 
あなたが，どの程度そう思うか，当てはまるものを
1つ選び，    番号に○を付けてください。 
 
1. 本校の教員集団は，非常勤講師や担任外教員と共
に，児童・生徒の予防的な対応も含めた情報共有
を行っている。 
2. 本校の教員集団は会議で，課題のある児童生徒の
対応を検討している。 
 
3. 本校の教員集団は非常勤講師や担任外教員と，課
題のある生徒の多方面からの詳細な情報を共有
しようとしている。 
4. 本校の教員集団は非常勤講師や担任外教員と，地
域の情報等，学校全体の児童・生徒支援に関わる
情報を共有しようとしている。 
5. 本校の教員集団は課題のある児童・生徒の対応に
ついて，担任だけでなく，関連する校務分掌や教
員と共に対応方法を相談・調整している。 
6. 本校の教員集団は，児童生徒の支援について，児
童・生徒や保護者の対応を分担している。 
 
7. 本校の教員集団は，児童生徒の対応について，お
互いにどのような役割を果たしているのかを，校
内のほとんどの教員が理解している。 
8. 地域連携やPTA，児童生徒の課題等に対し，外部
連携（警察・児童相談所・保健所等）は，特定の
担当者（窓口）を設けている。 
9. 本校の教員集団は，非常勤講師や担任外教員は教
職員の一員として考えている。 
 
10. 本校の教員集団は，非非常勤講師や担任外教員と
日常的に，学校の課題や子どもの対応について話
し合っている。 
11. 本校の教職員集団は，児童生徒の対応の方向性を
一貫させている。 
 
12. 本校の教師集団は児童・生徒の支援に苦慮してい
る時，気軽に相談し合う雰囲気がある。 
 
全くそう 
思わない 
そう 
思わない 
どちらでも
ない 
そう思う 
非常に 
そう思う 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
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問C あなたの学校の教員集団が行う児童・生徒への対応についてお伺いします。 
あなたが，どの程度そう思うか，当てはまるものを 1
つ選び，番号に○を付けてください。 
 
1. 本校の教員集団は，学校で問題が起こったとき一致
団結して問題を解決するように動くことができる。 
 
2. 本校の教員集団は，他のクラスや他の学年での問題
に対しても積極的に協力する事ができる。 
 
3. 本校の教員集団は，生徒の家庭（家族）との連携を
取る事ができる。 
 
4. 本校の教員集団は，生徒の集団を把握し，まとめて
いくことができる。 
 
5. 本校の教員集団は，生徒の学習状況，悩み，要求，
生活状況などを適切に把握する事ができる。 
 
6. 本校の教員集団は，授業中に生徒が騒いだり，授業
の妨害をしたとき，すばやく対処する事ができる。 
 
7. 本校の教員集団は，保護者への対応を適切に行うこ
とができる。 
 
8. 本校の教員集団は，自分たちが本気になって当たれ
ば非常に難しいと思われる生徒でも指導できると
信じている。 
9. 本校の教員集団は，生徒の進路に関する悩みを親身
になって聞くことができる。 
 
10. 本校の教員集団は，必要に応じて，生徒に対して毅
然たる態度をとることができる。 
 
 
 
 
 
 
全くそう 
思わない 
そう 
思わない 
どちらで
もない 
そう思う 
非常に 
そう思う 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
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問D あなたの学校の管理職についてお伺いします。当てはまるものを 1つ選び，番号に○を付け
てください。また，校長先生，副校長先生，教頭先生は自己評価をしてください。 
 
あなたの学校の管理職は・・・・ 
 
1. 教員とスクールカウンセラーの協働を推奨してい
る。 
 
2. スクールカウンセラーに，学校内の役割（心理的側
面からの助言や研修会講師等）に応じ，助言を求め
る。 
3. スクールカウンセラーを，関連校務分掌に組み込む
ように努力している。 
 
4. スクールカウンセラーを活用しやすい体制（会議で
の情報提供・広報・教員が利用しやすいルール設定
等）を整えているよう工夫している。 
5. 学校や児童生徒の課題に対して，支援会議や情報共
有の機会，外部連携の窓口の立ち上げや校務分掌の
編成等の企画，運営，改善を重要だと考えている。 
6. 教員が常勤・非常勤関わらずに，仕事をしやすいよ
う，情報を共有するように努めている。 
 
7. 校長・教頭は，教員が常勤・非常勤関わらずに，仕
事をしやすいよう，教職員に対する接しかたについ
て工夫をしている（机の設置や行事・親睦会に誘う等）。 
 
問 E あなたご自身についての質問についてお伺いします。現在の状況について当てはまるものを，
○で囲んでください。 
1. あなたの勤務経験年数 (2014年4月以降) 
(1)５年未満  (2)５年～10年未満 (3)10年～15年未満 (4)15年～20年未満 (5)20年以上 
2. 性別 (1)男性    (2)女性 
3. 校種 (1)小学校(2)中学校 (3)高等学校 (4)幼稚園  (5)特別支援学校  (6)その他（     ） 
4. 役職 (1)講師  (2)教諭  (3)主幹(席)教諭 (4)副校長 (5)教頭  (6)校長  (7)養護教諭  
(8)指導教諭，(9)その他（          ） 
5. 経験校務分掌（複数回答可） 
(1)教育相談係（主事） (2)生徒指導主事 (3)教務主事 (4)学年主任 (5)指導教諭  
全くそう 
思わない 
そう 
思わない 
どちらで
もない 
そう思う 
非常に 
そう思う 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
 
 
１･････２･････３･････４･････５ 
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(6)特別支援コーディネーター (7)特別支援担任  (8)その他（              ） 
 
問 F あなた現在勤務する学校のことについて，F１～３の質問には事項を記入し，また当てはまる
ものに○を付けてください。 
F1回答者の学校についての質問 
1. 学校全体の学級数  (1) 1～5学級 (2)6～11学級 (3)12～17学級 (4)18～23学級 (5)24
学級以上 
2. 学校の全教員数   (1) 19人以下 (2)20～29人  (3)30～39人   (4)40～49人   (5)50
人以上 
3. 地域 （             ）都道府県  
4. 地域の特色   (1)都市部   (2)大都市近郊   (3)地方都市    (4)農村・漁村地帯 
5. 勤務時間内の授業準備時間（1週間）(1)殆どない (2)1～４時間 (3)5～10時間 (4)11～14時間 
(5)15時間以上 
6. 非常勤講師の机の有無    (1)有    (2)無 
7. 非常勤講師を親睦会に誘う  (1)誘う   (2)誘わない 
 
F２回答者の学校支援体制についての質問 
 1.ケース会議  有無（いずれかに○）  有定期  有不定期   無   
頻度（いずれかに〇）(1)週1回 (2)2週間に1回 (3)月1回 (4)1学期に1回  (7)１年に1
回   
参加者（全参加者に○）(1)校長  (2)副校長  (3)教頭  (4)主幹教諭  (5)生徒指導主事  (6)通
級指導教員   (7)養護教諭  (8)担任  (9)相談担当  (10)スクールカウンセラ  ー (11)スクール
ソーシャルワーカ  ー 
(12)その他（              ） 
 2.生徒指導会議 有無（いずれかに○）  有定期  有不定期   無   
頻度（いずれかに〇）(1)週1回 (2)2週間に1回 (3)月1回 (4)1学期に1回  (7)１年に1
回   
参加者（全参加者に○）(1)校長  (2)副校長  (3)教頭  (4)主幹教諭  (5)生徒指導主事  (6)通
級指導教員   (7)養護教諭  (8)担任  (9)相談担当  (10)スクールカウンセラ  ー (11)スクール
ソーシャルワーカ  ー 
(12)その他（              ） 
3.教育相談会議 有無（いずれかに○）  有定期  有不定期   無   
頻度（いずれかに〇）(1)週1回 (2)2週間に1回 (3)月1回 (4)1学期に1回  (7)１年に1
回  
参加者（全参加者に○）(1)校長  (2)副校長  (3)教頭  (4)主幹教諭  (5)生徒指導主事  (6)通
級指導教員   (7)養護教諭  (8)担任  (9)相談担当  (10)スクールカウンセラ  ー (11)スクール
ソーシャルワーカ  ー 
(12)その他（                ） 
4.その他 (                         ) 有無（いずれかに○）  有定期  有不定期   無
   
頻度（いずれかに〇）(1)週1回 (2)2週間に1回 (3)月1回 (4)1学期に1回 (7)１年に1
回   
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参加者（全参加者に○）(1)校長  (2)副校長  (3)教頭  (4)主幹教諭  (5)生徒指導主事  (6)通
級指導教員   (7)養護教諭 (8)担任 (9)相談担当 (10)スクールカウンセラ  ー(11)スクールソー
シャルワーカ  ー 
(12)その他（              ） 
 
F3勤務校でのスクールカウンセラーの状況 
1. スクールカウンセラーの勤務状況（勤務頻度） 
(1) 常駐 (2)週2から 3回 (3)週1回 (4)2週間に 1回 (5)月1回 (6)1学期に 1回 (7)
１年に1回  
(8)不明 (9)その他（         ） 
2. 1回の勤務時間 (1)2時間以内 (2)2～4時間 (3)5～6時間 (4)6～8時間 (5)8時間以上 
3. スクールカウンセラーの窓口担当の校務分掌 
(1)管理職  (2)教育相談担当教員  (3)生徒指導主事   (4)養護教諭  (5)特別支援担当  
(6)不明  
(7)その他（                      ） 
4. スクールカウンセラーの職員室机設置    (1)有    (2)無 
5. スクールカウンセラーを親睦会に誘う    (1)誘う   (2)誘わない 
 
 
お疲れ様です。これで全てです。ご協力ありがとうございました。 
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第3章 ・・・スクールカウンセラーから見た児童生徒の学校支援に関する研究（未公刊） 
 
第4章 ・・・教員から見た児童生徒の学校支援に関する研究 
 
論文名・・荊木まき子 2015 学校児童・生徒支援体制構築の背景とその方略－スクールカウンセラ
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